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進化し続ける
東武グループ
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東京のシンボルとなった
「東京スカイツリー」

Symbol
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上質な旅体験を提供するフラッグシップ特急
「スペーシア X」のコックピットスイート

Experience
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大自然の中に静かに佇むラグジュアリーリゾート
「ザ・リッツ・カールトン日光」

Nature
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「東京スカイツリー」と「東京ミズ
マチ」（上）「東京ソラマチ」（下左・
下右）を含めた東京スカイツリー
タウンエリアの一体開発で、日
本を代表する観光エリアに

複合開発された「エキア プレミエ和光」と「和光市東武ホテル」（左・右上）、東武動物公園駅西口の商
業施設（右下）
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「日光金谷ホテル」は明治時代に創業した現存
する日本最古のリゾートホテル

「ACホテル・バイ・マリオッ
ト東京銀座」はスペイン発
祥のライフスタイルホテル
で、モダンかつ洗練された
スタイルが特徴

「コートヤード・マリオット
銀座東武ホテル」は正統派
のフルサービス型ホテルと
して、上質で快適な滞在
を提供
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東武鉄道の暮らしのブランド「ソライエ」。「ソライエグ
ラン流山おおたかの森」（左）と「ソライエ清水公園
アーバンパークタウン」（右上・右下）

1都4県という広域なネットワークを特急、通勤車両からSLまで、多種多様な車両が支える
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レンガ調のデザインにリニューアルされた「野田市駅」（左）と再開発計画が進む「池袋駅」（右）

ネオ・ルネサンス様式の「浅草駅（向かって右）」と駅前の「浅草東武ホテル」

地域の伝統工芸品である、
だるまのデザインが施された
「北越谷駅」（左）と高架化
された「竹ノ塚駅」（右）
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Message

　東武鉄道は2022年11月1日に、創立125周年を迎えることができました。
これもひとえにお客様、株主様をはじめとする多くの皆様のご支援のたま
ものと、深く感謝いたしますとともに、厚く御礼申し上げます。
　当社は1897年の創業以来、関東1都4県に路線網を拡げ、今日では
463.3kmの鉄路をもって関東圏の交通動脈を担う鉄道会社へと成長いたし
ました。また、鉄道事業を主軸としつつ、レジャー事業、不動産事業、流
通事業など、その時々の時勢や人々のライフスタイルに合わせた生活サー
ビス事業の展開を進めてまいりました。
　この25年はバブル崩壊の余韻の残る厳しい時代に始まり、東日本大震災
などの難局を乗り越えながら、東武グループのさらなる成長と飛躍を目指
し、事業を推進してまいりました。2012年5月22日には世界一の高さを誇
る自立式電波塔「東京スカイツリー」を擁する「東京スカイツリータウン」を
開業いたしました。その後も約半世紀ぶりのSLの復活運転や33年ぶりの
フラッグシップ特急「スペーシア X」の運行開始、様々な商業施設やホテル
の開業など、多くの皆様にご愛顧いただいております。
　2023年には都筑社長が就任し、当社は新しいステージを迎えました。引
き続き、既存事業の深耕を図りながら新たな事業領域の拡大にも挑んでま
いります。今後とも東武鉄道、東武グループに変わらぬご支援、ご愛顧を
賜りますようお願い申し上げます。

「125周年を迎えて」

YOSHIZUMI NEZU
取締役会長

根津嘉澄
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　東武鉄道は2022年11月1日に創立125周年を迎え、この度、これを記
念して『東武鉄道 125周年誌』を発刊いたしました。
　小誌では直近の25年を中心に、他の鉄道会社との相互直通運転によるネ
ットワークの拡充、東京スカイツリータウンの開業、沿線の重要な経営資
源である日光エリアでの観光戦略など、当社のこれまでの取り組みをご紹
介させていただきました。
　また、「東武グループの未来」をテーマに、現在取り組みを進めている新た
な事業の意義や、未来の東武グループの姿について社員自らが語り合う企
画なども盛り込みました。
　近年、人口減少や価値観の多様化、デジタル技術の急速な発展など、当
社を取り巻く事業環境は大きく変化しています。これらの変化を踏まえ、
当社は昨年、10年後を見据えた新たな長期経営ビジョン「挑戦と協創で進
化させる社会と沿線」を策定しました。
　創業以来培ってきた「安全」「安心」を基盤に、このビジョンに基づき事業
を推進していくことで、「東武グループの持続的な成長」と「人にやさしく 人
と地域が共に輝きつづける社会」の実現を目指し、邁進していく所存です。
　小誌を通じ、東武鉄道、東武グループの活動へのご理解を深めていただ
きますとともに、今後とも一層のご指導ご鞭撻を賜りますようお願い申し上
げ、発刊のご挨拶とさせていただきます。

「発刊にあたって」

YUTAKA TSUZUKI
取締役社長

都筑 豊

Message
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東武鉄道は1897年11月1日の創立以来

沿線地域と共に発展してきた。

世の中がめまぐるしく変遷する中で

鉄道をはじめとした運輸事業や流通事業、

不動産事業、レジャー事業などにも挑んだ。

創立から100年の歩みを略史でたどる。

100年略史

100 years history of 

TOBU RAILWAY

Contents 01
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1899 1902 1904 1905 19061895

東武鉄道の100年略史
100 years history of TOBU RAILWAY

東武鉄道創立願提出
東京市本所区から栃木県足利町ま
で83.7㎞の鉄道敷設を申請

1895年4月

設立登記
1897年11月

日露戦争
1904 ～1905年

鉄道国有法公布
日本鉄道、総武鉄道、房総鉄道、
甲武鉄道など当時の主要な私設
鉄道が次々に国に買収された

1906年3月

日清戦争
1894 ～1895年

元荒川橋りょうと試運転の蒸気機関車

北千住～久喜間39.9㎞
営業開始

1899年8月

亀戸線全線開通
（曳舟～亀戸間3.4㎞）

1904年4月

明治時代（1868～1912年）

吾妻橋
（現・とうきょうスカイツリー）
～北千住間6.3㎞
営業開始

1902年4月

開業時の運賃（1km当たり）

1等　2銭4厘
2等　1銭6厘
3等　8厘
※4歳未満は無料、
 4歳以上12歳未満は半額

　明治初期、政府は殖産興業政策を強力に推進し、1872
年日本初の鉄道が新橋～横浜間に開通した。
　その後財政危機に直面した政府が、鉄道建設を民間資
本に委ねる方針を取ったことで、全国に私設鉄道熱が高
まり、1890年代には東武鉄道の設立が模索された。その
目的は、両毛地域の機業地と東京を結ぼうというもので
あった。当時、織物業は日本の代表的な輸出産業であり、
群馬県や埼玉県は養蚕が盛んで、桐生・足利地域は関東
の絹織物の中心地だった。これらの製品の鉄道輸送を通
じた地域発展が東武鉄道設立の発端となったのである。
　1895年4月6日に提出された創立願には、発起人に川
崎八右衛門のほか当時の財界人・知識人である計12名の
そうそうたるメンバーが名を連ねた。

1897

　1897年11月1日には設立登記を行い、この日を創立
記念日とした。社名は設立時から「東武鉄道株式会社」と
し、その後125年を超えた今日まで不変である。
　1899年 8月27日には、北千住～久喜間（39.9㎞）で営
業を開始した。当時、その区間にできた駅は、西新井、
草加、越ケ谷（現・北越谷）、粕壁（現・春日部）、杉戸（現・
東武動物公園）の5駅だった。西新井駅は当初の構想には
なかったが、当時すでに多くの参拝者を集めていた名刹・
西新井大師（総持寺）への参詣客奉仕という色彩の濃いも
ので、今でいう観光輸送のはしりといえよう。

　東武鉄道は1903年に利根川南岸の川俣まで線路を延
伸したが、日露戦争勃発、ペストの流行による収益減少

鉄道王・初代根津嘉一郎社長

東武鉄道の誕生

写真提供：東武博物館、花上嘉成氏、萩原政男氏
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1910 1911 1912 1913

第1次世界大戦
1914 ～1918年佐野鉄道と合併

1912年3月

本社を東京市本所区小梅瓦町49番地
（現在のとうきょうスカイツリー駅付近）に移す

1911年3月

伊勢崎線（113.1㎞）
全線開通
（新伊勢崎～伊勢崎間
1.1㎞開通）

1910年7月

利根川橋りょう 佐野線全線開通
（佐野町（現・佐野市）～
佐野間2.5㎞開通）

1914年10月

佐野町駅

開業当時の東上鉄道

東上鉄道（現・東上線）
と合併
当時、社長であった初代根津嘉
一郎が東上鉄道取締役社長も兼
務しており、東上鉄道の本社も
東武鉄道本社内にあった

1920年7月

大正時代（1912～1926年）

などにより、利根川への架橋がなかなか進まなかった。
　そのような時、当時すでに複数の鉄道会社の経営に関
わっていた根津嘉一郎（初代）に経営への参画を要請。
1905年11月1日に取締役社長になった根津は、様々な
改革を行って経営を立て直すと同時に、利根川の架橋に
注力した。そして1907年8月22日に悲願とも言える全
長591mの大橋が完成した。利根川を越えた鉄路は、足利、
太田、伊勢崎へと延伸し、1910年7月13日には伊勢崎
線113.1㎞が全通した。
　積極的な設備投資・更新は続けられた。1912年12月
18日の浅草（現・とうきょうスカイツリー）～北千住間の
複線化に続き、1922年5月1日には北千住～久喜間の複
線化を完了した。また、1927年までに浅草～伊勢崎間の
電化を完了させた。
　1920年7月27日には経営合理化の一環として、根津
が社長を兼務していた東上鉄道と合併した。

　1907年頃から日光や鬼怒川温泉を一大観光地へ再編
するため、日光進出を計画した。1912年3月に佐野鉄道
と合併し、日光までの延伸を目論んだが、実現には至ら
なかった。
　新たな日光線の計画は関東大震災の帝都復興計画の影
響などを受けたものの、全工区94.5㎞を工事着手からわ
ずか2年4カ月で完成させ、1929年10月1日には全線開
通を果たした。なお、終点となる日光の駅名は一般から
アンケートを取り「東武日光」とすることになった。
　開通直後から不定期ながらも特急列車が設定され、こ
れが東武鉄道の「特急」の始まりとなった。さらに、特急
列車に連結する豪華展望車両を導入するなど、サービス
向上にも力を入れた。日光線開通後、日光への観光客は

1914 1920

日光線開通と浅草駅ビル開業

1923

関東大震災（M7.9）
本社社屋、浅草駅（現・と
うきょうスカイツリー駅）
が焼失。倉庫、乗降場上屋、
機関庫、浅草工場上屋など
が類焼した。営業活動再開
に3週間を要した

1923年9月

太田軽便鉄道の
軽便鉄道部門を合併
（現・桐生線）

1913年3月

1
0
0
年
略
史
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1924 1925 1927 1929 1930 1931

浅草（現・とうきょうスカイツリー）
～西新井間10.1㎞で
電車運転を開始

1924年10月

日本初の地下鉄が
上野～浅草間に開通

1927年12月

東上線全線開通
（小川町～寄居間
10.8㎞開通）

1925年7月

世界恐慌
1930年代

日光線全線開通
（杉戸（現・東武動物公園）
～東武日光間94.5㎞開通）

1929年10月

宇都宮線全線開通
（新栃木～東武宇都宮間
24.4㎞開通）

1931年8月

大師線全線開通
（西新井～大師前間
1.1㎞開通）

1931年12月

昭和時代（1926～1989年）

特別車座席使用料を制定
（1929年12月浅草～東武日光
間に展望車を運転）

1930年10月

豪華展望客車（トク1形500号）と
その内観

浅草雷門（現・浅草）
～業平橋（現・とうきょう
スカイツリー）間
1.1㎞を開通

1931年5月

2～ 3年で倍以上に増えたという。
　一方の浅草は1927年12月30日に東京地下鉄道の上野
～浅草間が開通し、繁華街としてますます発展していた。
現在のとうきょうスカイツリー駅（当時は浅草と称した）
が始発駅だった伊勢崎線は、隅田川を渡り現在の浅草ま
で延伸することになった。
　新たな駅舎は「繁華街浅草の象徴となりうるような立派
なビルにする」との掛け声の下、1931年5月25日には浅
草雷門（現・浅草）～業平橋（現・とうきょうスカイツリー）
を開通させ、同年11月1日には東武ビルディング（現・
浅草駅ビル）をオープンさせた。
　同ビルは、鉄筋コンクリート造の地上7階、地下1階
建てで、2階部分が駅となっていた。電車が直接乗り入
れるターミナルビル型として、関東初の建物となった。
テナントには松屋百貨店が入り、一躍東京の新名所とな
った。

　大正末期から昭和初期にかけて乗合自動車（バス）の事
業会社が関東一円に次々と設立された。当社では1933年
10月27日に傍系会社として毛

も う ぶ

武自動車を設立したほか、
直営の乗合自動車事業を埼玉県の川越地区で始めたりと、
社会インフラを担う企業として社会の要請に応えていっ
た。その後、毛武自動車は合併・買収を重ね路線を拡大し、
社名を東武自動車へ変更。さらに、東武鉄道の乗合自動
車の直営事業を統合し、東京、埼玉、群馬、茨城、千葉、
栃木をカバーする関東最大級のバス会社へと成長した。
　一方、1929年に地方鉄道法が緩和され、鉄道会社の多
角経営が可能となると、現在の東京都板橋区に「常盤台」
と名付けた住宅地の造成を開始した。これが東上線の利
用促進を目的とした東武鉄道の沿線開発第1号であった。

バス事業と宅地開発事業の黎明

東武ビルディング
（現・浅草駅ビル）
がオープン

1931年11月

東武鉄道の100年略史
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1932 19341933 1936 1937

上州鉄道を買収
（現・小泉線）

1937年1月

日中戦争
勃発

1937年7月

東武鉄道直営の
乗合自動車営業を川越地区で
開始（自動車事業の始まり）

1934年4月

1938

旧本社ビルが完成
1938年4月

陸上交通事業
調整法施行

1938年8月

桐生線全線開通
（相老～新大間 （々現・赤城）
間3.4㎞開通）

1932年3月

　住宅地・常盤台のために「武蔵常盤（現・ときわ台）駅」
が新たに設置され、地区内を一巡する散歩道（プロムナー
ド）やクルドサック、児童公園が用意されるなど、ユニー
クな都市デザインが施された。1936年秋から分譲が開始
され、住宅地1区画（100 ～ 120坪）の価格は坪当たり20
～ 35円だった。

　1940年から翌1941年にかけて、東武鉄道にとって激
動と混乱の日々だった。1940年1月に鉄道王ともよばれ
た初代社長根津嘉一郎が死去。さらに、第2代社長吉野
傳治が就任後1カ月もたたない同年2月に死去してしまう。
第3代社長原 邦造は特殊法人である帝都高速度交通営団
の設立に伴い総裁に就任することになり、1941年7月に

根津家長男の藤太郎が若干27歳で第4代社長に就任する
こととなった（同年12月に嘉一郎を襲名）。その若い藤太
郎を補佐したのは、当社取締役でもあった日清製粉会長
の正田貞一郎だった。

　日中戦争以降、沿線各地に新規企業・工場が進出し、
通勤者が激増。さらに現在の群馬県太田市にあった中島
飛行機の工場からの貨物増加もあり、戦時中の当社の業
績は上向いた。大戦末期には軍務応招者、軍需産業への
転職者、国民徴用令による動員者等の増加により人手不
足になり、女子従業員の採用や動員された学徒で補われた。
　国が鉄道やバス、タクシーなどの陸上交通を営む会社
の合併や設立を勧告したり、事業譲渡を命令できる「陸上

激動の社長交代

第2次世界大戦時の経営

1939

第2次
世界大戦勃発

1939年9月

1941

小泉線全線開通
（東小泉～太田間
6.4㎞開通）

1941年6月傍系会社として
毛武自動車を
設立登記
（1936年9月
東武自動車に改称）

1933年10月

桐生市内を走るバス
常盤台住宅地
分譲開始

1936年秋

分譲開始案内図
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1943 1944 1945 1947 1949 1950 1951

越生鉄道を買収
（現・越生線）

1943年7月

下野電気鉄道を
買収（現・鬼怒川線）

1943年5月

東京大空襲
1945年3月

旧本社ビルは焼失を免れたもの
の、東武ビルディング（現・浅
草駅ビル）が全焼したほか、駅
や建物、車両などを焼失した

交通事業調整法」（1938年8月施行）によって、1943年か
ら1944年にかけて下

しもつけ

野電気鉄道と越
おごせ

生鉄道を買収した
ほか、総武鉄道と合併することになった。

　終戦の年、人手不足や資材不足に加えて冷害や風水害
が重なり、日本を極端な食糧不足が襲った。米は配給制
度だったが量が少なく、闇市も値段が極端に高い。その
ため、人々は「買い出し列車」で近郊の農家へ食料を直接
買い付けに行く状況となった。
　東武鉄道は戦時中、空襲で保有車両の半数以上が何ら
かの損傷を被り、実際に使用できる車両はわずかしかなか
った。東武自動車が運営するバスも同様の状況だった。根
津は「輸送手段の確保こそが重大な社会的使命」とし、社

員一丸となって復旧活動に注力したが、戦後の資材や労働
力の不足もあり車両の修理はなかなか進まない。窓や座席
がない車両でさえも使用する状況だった。東武自動車では
進駐軍の払い下げ軍用トラックを改造して対応した。
　東武沿線には進駐軍の基地が多くつくられた。旧日本
軍の施設や軍需工場などが多く、復興に必要な資材（砂
利、砕石、セメント）の生産地もあったからだ。特に埼玉
県にあった第1騎兵師団司令部の朝霞基地は、全国の進
駐軍基地の中心とも言えるものだった。そのため、連合
国軍専用列車が運転され、一般の輸送に優先されるなど
東武鉄道の負担は大きいものだった。

　1947年になると世の中は落ち着き始め、買い出しから

終戦直後の鉄道事情

東武自動車と日光軌道の合併

総武鉄道時代の電車

総武鉄道と合併
（現・野田線）

1944年3月

第2次世界
大戦終結

1945年8月

東武鉄道が東武自動車と
日光軌道を合併

1947年6月
朝鮮戦争
1950 ～1953年（休戦）

東京証券取引所に上場
1949年5月

5700系ロマンスカー
が就役

1951年9月

日本国憲法
施行

1947年5月

「華厳号」・「鬼怒号」
特急列車を運転開始、
毎日1往復、土・日曜日2往復

1949年2月

東武鉄道の100年略史
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19551954

通勤や行楽へと需要が変化した。復興後を見据えた布石
として、バス事業を営む東武自動車と、軌道、ケーブル
カー、ロープウェイ、バス事業などを運営する日光軌道
を東武鉄道に合併した。国際的な観光地である日光と東
京の間、そして日光に入ってからの輸送を一元的に管理
するという、将来的な視点に立った施策だった。
　この合併を機に自動車部門の大規模な組織改革も実施
し、最適かつ効率的な組織形態を模索した。

　日本経済は、1954年後半から高度経済成長期に入った。
「当社が未来永劫の発展を期するには、今、何をすべきか」
と、根津が長期経営計画策定のための調査・研究を1954
年に担当部署に指示。1955年の年頭に、投資総額130億

円の第1次5か年計画が発表された。その内容は、貨物
列車の全線電化や日光・赤城・伊香保地区を収入源とし
て活用するなどといったものである。翌年には流通業へ
の進出が計画に加えられた。

　1955年12月24日に、東武鉄道は北千住～新橋間に単
独で地下鉄を敷設する免許申請を当時の運輸省に行った。
この計画は紆余曲折を経て、新たに敷設される営団地下
鉄（現・東京メトロ）日比谷線との相互乗り入れの形で決
着した。その後、伊勢崎線沿線は住宅地としての需要が
高まり、大型団地も建設されていった。こうした人口の
増加を背景に、活発に関連事業や開発事業を行い、東武
鉄道の発展を支えることになった。

浅草駅に初の
自動券売機を
設置（機械式）

1954年7月

第1次5か年計画を
発表

1955年1月

第1次5か年計画の構想

悲願の都心乗り入れを実現

1956

自動踏切遮断機を
亀戸線で初使用

1956年5月

1958 1959 

東武スーパーマーケット
霞ケ丘店がオープン
（東武興業経営/
東武ストア第1号店）

1959年6月

1960

東上線で
蒸気機関車の
運転を廃止

1959年4月
東武宇都宮百貨店がオープン
1959年11月

デラックスロマンスカーの
車内の様子

1720系デラックス
ロマンスカーが就役

1960年10月
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　1959年に「東武宇都宮百貨店」を開業させ、流通業への
進出を果たした。戦後、社会生活の安定による消費拡大
や次々とデパートがつくられた時代背景もあり、流通業
進出の機運が高まったからだ。
　池袋のターミナルビルは、大型百貨店進出に対する地
元商店街の強い反対もあり、スケートリンクや映画館、
食堂などが入るアミューズメントビル「東武会館」として
着工した。建設中に営業許可が下り、1962年5月29日
に池袋東武百貨店がオープンした。1964年6月1日には
池袋東横百貨店を買収し、売り場面積を拡大。その後も
池袋西口の開発に合わせ増改築を進めた。
　一方、沿線住民の生活支援とグループ発展への寄与の
ため、1959年にはグループ会社の東武興業が「東武スー

パーマーケット」（現・東武ストア）を設立。東上線上福
岡駅近くにできた霞ケ丘団地内に第1号店がオープンした。

　経営基盤の充実と安定を図ることを目的に、1969年3
月1日に社是と信条が制定され、各職場に掲示された。
　同年6月には、北春日部に研修所を完成させたほか、
翌1970年には本社新館が完成。内部体制の充実にも力
を注いだ。

　1960年代の中頃に入ると業績は大きく悪化した。輸送

流通業への進出

社是・信条の制定と内部体制の充実

1961 1962 1964 1966 1967

東京証券取引所
市場第1部に指定

1961年10月

蒸気機関車の
運転を全廃
（貨物線の全線電化完成）

1966年7月

川越観光
自動車設立

1966年8月

東武急行運輸（現・東武運輸）設立
（金谷貨物自動車・北毛自動車運送・
岡崎陸運の3社が合併）

1964年4月

東海道新幹線開業
（東京～新大阪間）、
東京オリンピック開催

1964年10月

日本の総人口が
1億人を突破

1967年

第1次輸送力増強等
投資計画（3か年）を
策定

1961年4月

北越谷駅における
日比谷線乗り入れの
テープカット

伊勢崎線、営団地下鉄
（現・東京メトロ）日比谷線
（北越谷～北千住～人形町間）
と相互直通運転開始

1962年5月

池袋東武百貨店が
オープン

1962年5月

東北急行バス設立
1962年6月

蔵王ロープウェイの開通式

蔵王ロープウェイ営業開始
1962年10月

経営の悪化と近代化基本計画の策定

東武鉄道の100年略史
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力向上と安全確保のための大規模投資や、国によって据
え置かれた運賃改定、モータリゼーションの進展による
貨物部門やバス部門の業績悪化に加え、2度にわたるオ
イルショックなどが原因であった。1970年には近代化基
本計画を実行に移し、機械化や外注化、業務の統廃合な
ど省力化に努めた。また、交通業を中心として、流通、
住宅、観光、レジャーにまたがるグループの結束を高め、
総合力によってこの難局を乗り切ろうとした。ニュータ
ウンや分譲マンションなどの不動産開発、ホテル事業（シ
ティホテルやリゾートホテルの展開）、スポーツ事業（テ
ニスクラブやスイミングスクール）を積極的に展開した。

　急増した沿線住民にレクリエーションの場を提供する

ため、「自然と動物」「教育と健康」をテーマとした施設構
想の下、動物自然公園の建設計画が始動した。
　後に正式名称を「東武動物公園」とし、3年5カ月の工期
と約120億円をかけて、1981年3月28日に開園した。最
寄り駅となる杉戸駅を「東武動物公園駅」に改称し、多く
の来園客に対応するために、ホームの拡張、橋上駅舎新
築、列車増発に伴う構内改良といった大規模な改修が行
われた。
　開園に合わせて、日比谷線との直通運転も東武動物公
園駅まで延伸された。これにより都心方面から東武動物
公園駅への列車頻度や輸送力がかなり増強された。日比
谷線が通る銀座などの駅でも「東武動物公園行」とホーム
に表示されたりアナウンスされたりするようになり、沿
線利用客以外へのPR効果も計り知れなかった。
　初年度の入園者は、当初予測の年間120万人を大きく
上回る約200万人であった。

1968 1969 19741971 1972 1973

川越市駅前に
ショッピングセンター
「TOSCA」がオープン

1972年10月

初の自動改札機と
定期乗車券印刷発行機を
西新井駅に導入

1972年8月

初の分譲マンション
「東武西新井サンライト
マンション」が完成

1971年6月

北春日部に東武鉄道
研修所が完成
（創立70周年記念事業）

1969年6月

社是・信条を制定
1969年3月

各職場に掲げられた
社是・信条

初の賃貸マンション
「竹の塚ステーション
ビル」が完成

1968年11月

東武動物公園の開業

1977

共助商事
（現・東武商事）
設立

1977年3月

第1次オイルショック
1973年

関東民鉄初の
複々線化、
北千住～竹ノ塚間
6.3㎞が完成

1974年7月
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　1926年度は鉄道収入の44.3%が貨物輸送だった。世
の中がトラック輸送へ徐々にシフトした結果、1974年度
には鉄道収入の5%以下にまで下がった。高密度化する
旅客輸送ダイヤとの兼ね合いもあり、1974年6月には将
来的な貨物列車の全面廃止の方針が決定。その後、貨物
取扱駅は段階的に廃止され、粘土やセメントなどを輸送
するために敷設した貨物専用線も逐次廃止された。
　伊勢崎線は1962年の営団地下鉄日比谷線との相互直
通運転開始以降旅客が増加し、朝のラッシュ時は大変混
雑するようになっていた。抜本的な輸送力増強を図るた
め、1965年以降、複々線化工事が進められた。工事は
1967年6月に始まり、1974年7月2日に北千住～竹ノ塚
間6.3㎞の複々線が完成した。関東民鉄での複々線化は、

東武鉄道が最初である。1988年には竹ノ塚～草加間、
1997年には草加～越谷間、2001年には越谷～北越谷間
の高架複々線工事が完了し、北千住～北越谷間の18.9㎞
が複々線となった。
　1986年10月9日、野岩鉄道会津鬼怒川線が開通し、
浅草駅から会津高原（現・会津高原尾瀬口）駅までの相互
直通運転を開始した。それまで東京から5時間程度かか
っていたが、浅草から3時間15分で結ばれ、1990年に
は会津鉄道の会津田島まで相互直通運転を実現させた。
　東上線では通勤ラッシュに対応した抜本的輸送力改善
のため、新たに敷設される都心を走る地下鉄との接続が
模索された。社内外での慎重な検討の結果、地下鉄13
号線（現・有楽町線）と和光市駅で相互直通運転をするこ
とに決まった。東上線は複々線化や和光市～志木間の改
良工事を行い、1987年8月25日に相互直通運転が開始
された。

1979 1981 1985 1986 1987 1989

第2次
オイルショック

1979年

プラザ合意
1985年9月

特定都市
鉄道整備促進
特別措置法が施行

1986年7月

国鉄分割・
民営化

1987年4月

バスの全路線
ワンマン化を達成

1981年4月

東武動物公園が
オープン
（創立80周年事業）

1981年3月

大宮～成田空港間の
高速直通バス
「ONライナー」を、
6社共同で運行開始

1989年4月

東武博物館がオープン
（創立90周年事業）

1989年5月

東武博物館に展示している
5号蒸気機関車

野岩鉄道会津鬼怒川線開業、
浅草～会津高原
（現・会津高原尾瀬口）間
175.3㎞の相互直通運転開始

1986年10月

東上線、営団地下鉄有楽町線
（川越市～和光市～新富町間）
と相互直通運転開始

1987年8月

銀座東武ホテル
（現・コートヤード・
マリオット銀座東武
ホテル）がオープン
（創立90周年事業）

1987年10月

鉄道経営の見直しと拡充

東武鉄道の100年略史
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　1987年の創立90周年に際し、根津は東武グループを
「総合生活産業グループ」という言葉で、この先の方向性
を示した。その具体的な内容は、レジャー・リゾート分
野への本格的進出と文化事業への進出であった。
　1987年10月2日には、銀座東武ホテル（現・コートヤ
ード・マリオット銀座東武ホテル）をオープン。1989年5
月20日には東向島駅に「交通と文化の東武博物館」、
1993年4月24日には世界の有名な建築物を25分の1の
ミニチュアで再現した「東武ワールドスクウェア」を栃木
県鬼怒川地区にオープンさせた。
　池袋西口再開発、東武ワールドスクウェア、ふじみ野開
発、伊勢崎線複々線化などの大プロジェクトの完成または
めどが立ったのを機に、1994年6月29日、53年間東武鉄

総合生活産業グループへ
道を率いてきた根津嘉一郎社長が会長に、内田隆滋副社
長が社長になる人事が承認され、新経営体制が発足した。

　1997年には創立100周年を迎え、記念事業として
1997年6月8日に錦糸町東武ホテルレバント（現・東武ホ
テルレバント東京）を、同年9月12日には東武藤が丘カ
ントリー倶楽部をオープンさせた。
　また、「MOVE TOBU」をスローガンに、地域社会への
感謝の気持ちと「これからも地域社会の暮らしと共に歩ん
でいきたい」という信念、また、次の100年に向けて地域
社会の躍進に貢献していこうという力強い決意を表明す
る目的で「百周年記念ロゴマーク」を制定するなど、大き
な節目を地域社会と共に迎えることになった。

地域と共に創立100周年

1990 1991 1992 1993 1995 1997

平成時代（1989～2019年）

北千住駅改良工事が
完成、草加～越谷間 
6.9km高架複々線が完成

1997年3月

東武鉄道
創立100周年

1997年11月

200系
「りょうもう」が
就役

1991年2月

大蔵省が金融機関に
対し総量規制を通達
（バブル崩壊の一因に）

1990年3月

ふじみ野駅が開業
1993年11月

阪神・淡路大震災が発生
1995年1月

地下鉄サリン事件が発生
1995年3月

東武百貨店池袋店が日本一の
売り場面積（8万2,963㎡）で
増改築完成オープン

1992年6月

東武ワールド
スクウェアがオープン
（創立95周年事業）

1993年4月

アイムふじみ野
マンション分譲開始

1993年9月

100系「スペーシア」が
就役

1990年6月
錦糸町東武ホテルレバント
（現・東武ホテルレバント東京）
がオープン
（創立100周年事業）

1997年6月

1
0
0
年
略
史
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100周年以降の25年間は東武グループの

さらなる成長と飛躍を目指し様々な施策に取り組んだ。

その多くは根津嘉澄会長の社長在任期間

（1999年6月～2023年6月）でもあった。

逆境から始まり、創造の時代へ。

25年を振り返る。

25年の歴史
‒since1997‒

History of 

the last 25 years

Contents 02
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平成

根津嘉澄が
代表取締役社長に就任
（→詳しくは34ページ参照）

6月29日

19991999

東武鉄道
創立100周年

11月1日

19971997

2002
「東武グループ
再構築プラン」を策定

1月23日

2005

安全推進部を新設（→詳しくは46ページ参照）
8月１日

「AIZUマウント
エクスプレス」が
鬼怒川温泉～会津若松
（一部、喜多方）間で
直通運転を開始
（→詳しくは50ページ参照）

3月1日

竹ノ塚踏切事故発生
3月15日

竹ノ塚踏切事故と安全対策
竹ノ塚踏切事故は、「安全・安心」とは何かを東武鉄道が
根本的に考え直す契機となった。事故後、原因を徹底
的に究明し、安全管理体制の再構築と意識の変革を全
社一丸となって徹底した。（→詳しくは46ページ参照）

2003

伊勢崎線・日光線、営団地下鉄（現・東京メトロ）半蔵門線、
東急田園都市線（南栗橋～押上～渋谷～中央林間間）で
相互直通運転を開始

3月19日

相互直通運転とTJライナー
東武鉄道は、他社線との乗り入れにより
都市型鉄道としてネットワークを拡大し
てきた。伊勢崎線においては東京メトロ
日比谷線や半蔵門線、東上線においては
東京メトロ有楽町線や副都心線との乗り
入れによって都心へのアクセスを向上さ
せた。（→詳しくは40ページ参照）

貨物列車の廃止
（→詳しくは98ページ参照）

9月30日

伊勢崎線北千住～北越谷間
（18.9km）の複々線化完了

3月28日

20012001

東武鉄道と東武グループの
主な出来事
MAJOR EVENTS OF TOBU RAILWAY
AND THE TOBU GROUP

根津嘉澄社長就任と
東武グループ再構築プラン
東武グループが厳しい経営環境に直
面する中、就任した根津嘉澄社長が
まず取り掛かったのが「東武グルー
プ再構築プラン」だ。負の資産を処
理して反転攻勢に出るための施策だ
った。（→詳しくは34ページ参照）

再構築プランを報じる社内報
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20082008

業平橋押上地区開発計画
（新タワー計画）が着工
（→詳しくは58ページ参照）

7月14日

東上線、東京メトロ副都心線
（森林公園～和光市～渋谷間）で
相互直通運転を開始、
TJライナーの運行開始
（→詳しくは40ページ参照）

6月14日

2011
東日本大震災（東北地方太平洋沖地震）発生
3月11日

東日本大震災
東北・関東地方を中心に、未曽有の被害をもたら
した東日本大震災。混乱の中でも東武グループ各
社では、それぞれが役割を全うし、一丸となって
難局を乗り越えた。（→詳しくは70ページ参照）

2007
「エキア（EQUiA）」ブランド第1号となる
「エキア川越」がオープン

9月20日

エキアブランドの浸透
駅ナカや駅ビルのあり方を見直し、駅ビジネ
スをより一層強化した。その象徴となるのが
2007年に誕生した駅ナカ商業施設「EQUiA
（エキア）」だ。（→詳しくは54ページ参照）

2006

JR新宿～東武日光・鬼怒川温泉間で、
JR東日本と特急列車の相互直通運転を開始

3月18日

JR相互直通特急とAIZUマウントエクスプレス
かつて都心と日光を結ぶルートをめぐっては、東武鉄道と旧
国鉄がライバル関係にあり、旅客の誘致を競っていた。そん
な両社が手を結んで直通列車を走らせたことは、大きな驚き
をもって迎えられた。（→詳しくは50ページ参照）

新タワー（東京スカイツリー）の建設地が墨田・台東
エリア（押上・業平橋地区）に決定（→詳しくは58ページ参照）

3月31日

建設地決定共同記者会見の様子
（左から）鉢木専務、山﨑墨田区長、吉住台東区長

8月1日を「安全の日」に定める（→詳しくは46ページ参照）
8月1日

2012

東京スカイツリータウン
グランドオープン

5月22日

東京スカイツリータウンと
Rising East Project
東京スカイツリータウンは、日本の一大
観光名所として、世界的な知名度が定
着した。建設地決定から数々の苦難を
乗り越えて開業した東京スカイツリー
タウンの秘話や、東京イーストエリア
の拠点づくりに向けた施策を紹介する。
（→詳しくは58ページ参照）

©TOKYO-SKYTREETOWN
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東武鉄道と東武グループの主な出来事

20162016
台湾に台北支社を開設
（→詳しくは78ページ参照）

10月7日

東武鉄道が金谷ホテルを
連結子会社化
（→詳しくは82ページ参照）

9月30日

20132013

東上線、東急東横線、横浜高速鉄道みなとみらい線
（森林公園～和光市～渋谷～横浜～元町・中華街間）と相
互直通運転を開始（→詳しくは40ページ参照）

3月16日

東武鉄道がトップツアーを連結子会社化
（→詳しくは94ページ参照）

8月30日

分譲住宅ブランド「Solaie（ソライエ）」の第1号物件となる
「ソライエ草加松原」が竣工

10月21日

ソライエブランドの勃興
東武鉄道は沿線への人口流入を促すため、大規模分譲マ
ンション開発によるまちづくりと郊外のまちづくりを進
めている。（→詳しくは74ページ参照）

20172017
鬼怒川線下今市～鬼怒川温泉間
においてSL大樹運転開始

8月10日

SL復活運転
SL運転の復活は、「鉄道産業文化遺産の
保存と活用」、「日光・鬼怒川エリアの観
光活力創出による地域活性化」、「東日本
大震災後の東北復興支援の一助」を担う。
（→詳しくは88ページ参照）

トップツアーと東武トラベルが
合併し東武トップツアーズ誕生

4月1日

東武トップツアーズの誕生と
東武ストアの完全子会社化
トップツアーと東武トラベルの経営統
合と、2018年10月の東武ストアの完
全子会社化は、いずれも大きな経営判
断だった。（→詳しくは94ページ参照）

台湾鉄路管理局と
友好鉄道協定を締結

12月18日

台鉄との連携と
インバウンド戦略
東武鉄道は台北支社を設置して台湾か
らの旅行客の誘致を図るとともに、グ
ループ全体で台湾との友好関係を深め
ていった。（→詳しくは78ページ参照）

2015

2018

東武鉄道が東武ストアを
完全子会社化
（→詳しくは94ページ参照）

10月25日

関越交通が「客貨混載」を開始
10月16日

貨物列車の廃止と客貨混載
東武鉄道は貨物輸送を2003年に終
了したが、近年は新たな輸送サービ
スを展開している。その動きはグル
ープ会社でも行われ、地方の交通手
段維持やフードロス削減といった社
会課題解決の一助となっている。
（→詳しくは98ページ参照）

客貨混載バス
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令和

20212021

フードロス削減の取り組み
TABETEレスキュー運用開始
（社会貢献・地域活性化を目的とした
特定の企業・団体向け
有料手回り品料金制度を導入）
（→詳しくは98ページ参照）

8月2日

国内初の環境配慮型・観光MaaS
「NIKKO MaaS」のサービスを開始
（→詳しくは82ページ参照）

10月28日

20222022
東武鉄道 創立125周年
11月1日

東武スカイツリーライン
竹ノ塚駅付近（西新井～谷塚間）
を高架化
（→詳しくは46ページ参照）

3月20日

浅草～東京スカイツリータウン間に
「東京ミズマチ」がオープン、

6月18日

「すみだリバーウォーク」が開通
（→詳しくは58ページ参照）

新型コロナウイルス感染症拡大に伴い
緊急事態宣言が発出される

4月7日

11月1日

東武グループ共通ポイントサービス
「TOBU POINT（トブポ）」を開始
（→詳しくは102ページ参照） 

「ザ・リッツ・カールトン日光」がオープン
7月15日

ザ・リッツ・カールトン日光と
新たな日光観光戦略
東武鉄道は日光エリアの活性化に注力してき
た。年間約1,000万人が訪れる世界的観光地
に成長したこの地を国際エコリゾートとして
醸成させるため、地域と共に様々な施策を展
開する。（→詳しくは82ページ参照）

2020

東上線、東急新横浜線、相鉄線
（小川町～和光市～渋谷～日吉～新横浜～
海老名、湘南台間）と直通運転を開始
（→詳しくは40ページ参照）

3月18日

東武グループのショッピングサイト
「TOBU MALL」をオープン
（→詳しくは102ページ参照）

3月27日

N100系「スペーシア X」が就役
（→詳しくは82ページ参照）

7月15日

20232023

都筑 豊が代表取締役社長に就任
6月23日

コロナ禍の対応と
TOBU POINTの開始
新型コロナウイルス感染症による行動制
限で、東武鉄道は大きな打撃を受けた。
使命感と創意工夫で乗り越えた軌跡を追
う。そして、時代の先を読んだ新たな一
手「TOBU POINT（トブポ）」の戦略に迫る。
（→詳しくは102ページ参照）
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根津嘉澄社長就任と東武グループ再構築プラン

逆境からの船出

東武グループ全体でこの問題に向き
合わざるを得なかった。しかし、グ
ループ企業の多くも不動産価格の下
落に伴う損失を抱えていた。

　東武グループが金融機関の協力を
得て、バブルの処理に一応のめどを
付けたのは1998年。ただ、過去の
問題を処理するだけでは不十分だ。

　1997年、東武鉄道は創立100周
年を迎えた。しかし、経営陣に「お
祝い」で浮かれる雰囲気はなかった。
厳しい経営環境はさらに悪化する気
配を見せていたからだ。
　いわゆるバブルの後遺症である。
1990年代初頭にピークに達した地
価はほぼ10年にわたって下がり続け、
不動産を多く抱える企業の経営に深
刻なダメージを与えた。不動産を担
保に融資する金融機関も痛手を負っ
た。鉄道会社にとっては地価の長期

低落傾向という問題の他にも、物価
下落傾向により従来は2～ 3年ごと
に行われていた鉄道運賃改定が困難
になるという問題と、少子高齢化を
背景とする輸送人員の減少という構
造的な課題が横たわっていた。
　当時、東武グループが直面してい
た問題は大きかった。東武クレジッ
ト※1がバブル期に不動産ビジネスに
傾斜した結果、約3,000億円の不良
債権処理を求められていた。もはや
同社単独で対応できる金額ではない。

特命のプロジェクトが始動

東武は生まれ変わる
「再構築プラン」に挑んだ日々
2000年前後、日本経済は暗雲に覆われていた。バブル経済が崩壊し、
地価の長期低落傾向が続いていた。厳しい経営環境に直面したのは東武グループも同様だった。
1999年、就任した根津嘉澄社長がまず取り掛かったのが「東武グループ再構築プラン」だ。
負の資産を処理して反転攻勢に出るための施策だった。

2001年7月11日に開催された「東武グループ懇談会」の様子。根津社長は東武グループがおかれている厳しい現状と、強いグループづくりのための
今後の指針について説明した
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History of the last 25 years

逆境からの船出

1999年、就任した根津嘉澄社長（現・
会長）は、構造的な体質改善と不良
債権処理のシナリオを示す必要があ
ると考えた。そうして生まれたのが、
2002年1月23日に発表した「東武グ
ループ再構築プラン」である。再構築
プランは2005年度までを見据えた中
期経営計画として社内外に発信した。
　再構築プランのテーマは、財務基
盤の強化で、その屋台骨を支えるの
が収益力の強化と負の資産の処理で
あった。
　収益力強化の基本戦略は、グルー
プとして重点を置く「事業エリア」の
明確化だった。全国で様々な投資案
件を抱えていたことを改め、重点エ
リアである沿線に集中的に投資を行

う、いわば「選択と集中」である。目
指すのは「人の集う東武沿線、信頼
される東武グループ」であった。
　負の資産への対応は後述するが、
東武グループを連結決算ベースで強
化する前段として、過去の不良資産
等の一括処理を行った。成長のため
の土台づくりだ。
　策定した再構築プランを手に、東
武鉄道幹部は金融機関などの関係先
を訪問した。金融機関の関心は負の
資産の処理に集中し、苦言を呈され
る場面もあったが、すべての金融機
関の理解を得られた。
　再構築プランの発表は2002年1
月。策定に当たった社内の特命チー
ムによる検討作業は約半年前から始

※1 東武クレジット
東武百貨店の系列会社で、百貨店顧客のシ
ョッピングやクレジットの取扱会社として
1982年設立。1998年解散。

「 東武グループ再構築プラン」  ̶ 人の集う東武沿線、信頼される東武グループ ̶

「東武グループ再構築プラン」に掲げる、グループの採るべき基本戦略

項目

連結当期純利益

利益剰余金

有利子負債

ROA

ROE

60

▲1,161

12,784

0.3％

6.5％

2000年度実績 2005年度目標値

155

0

10,000

1.0％

10.0％

（単位：億円）数値目標事業の「選択と集中」概念図

そ
の
他
エ
リ
ア

ガイドライン達成事業

中期的採算
再検討

戦略的位置付け
再検討

未達成事業

沿
線 コア事業

育成事業

売却、撤退

・鉄道沿線を重点「事業エリア」とし、ガイドラインとの組み合わせにより「選択と集中」を具現化

・自前主義からの脱却、グループ外とのアライアンス・M＆A等への積極的取り込み　　

・セグメントを軸にグループ事業を統廃合

・赤字事業に対する撤退ルールの明確化

基
本
戦
略
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逆境からの船出

ていた。当時、負債が資本の何倍か
を示す負債資本倍率（D/Eレシオ）※2

は10倍前後。民鉄の平均値は5倍程
度で、東武グループの有利子負債の
大きさは際立っていた。
　かつてA格と評価されていた債券
格付けも、1999年にB格に格下げ
されていた（R&I、JCR）。格付け会
社から、さらなる格下げの可能性を
示唆されたプロジェクトメンバーも
いた。
　加えて、1999年度から連結決算
がスタートした。当時は「日本版ビッ
グバン」により展開された企業会計
制度の大改革（会計ビッグバン）とい
われ、連結決算や税効果会計※3、退
職給付会計※4など、日本企業への影
響の大きい会計基準が同時期に導入
されている。国の違いによる会計基
準のギャップをなくし、長期的に各
国の会計基準を集約させる世界的な
トレンドに沿った動きである。これ
により再構築プランでは、改めて東

まっている。
　当時、再構築プラン策定に携わっ
たメンバーは15～ 20人程度。経理
部とグループ事業部、経営企画部を
担当する3役員の下、この3部門の
部課長、課長補佐クラスが集められ
た。専任は2人のみで、他はすべて
兼任の形だ。公式のメンバーに加え
て、関係する部門から若干名の非公
式メンバーも参加した。外部の会計
士や金融機関のコンサルタントの支
援も受けた。
　専任の2人は小さな部屋に閉じこ
もり、調査や計画策定の業務に携
わった。情報管理を徹底したため、
当時、社内でこのプロジェクトの存
在を知る者はわずかだった。

　2000年前後、日本経済は深手を
負っていた。1997年11月には北海

道拓殖銀行が破綻、同じ11月には
四大証券の一角である山一證券が自
主廃業を発表する。翌1998年には
日本長期信用銀行が破綻し、一時国
有化される。これら金融機関3社の
倒産は、多くの人々に底の見えない
「平成不況」の不気味さを印象付けた。
　こうした世の中の動きは、プロ
ジェクトメンバーの心理にも影響を
与えた。それまでは「鉄道会社の経
営が揺らぐはずがない」と安心して
いたメンバーも、「山一、長銀が潰れ
る時代、何があっても不思議ではな
い」と考えるようになった。メンバー
だった十数人だけではなく、日常的
に経営指標をチェックしていた社員
やグループ企業の苦境を肌で感じて
いた部門の担当者など、切実な危機
意識を持つ者は少なくなかった。社
長以下、幹部はなおさらである。
　再構築プランを推進するプロジェ
クトには、金融機関から有利子負債
削減を求めるプレッシャーも強まっ

会社が潰れるかもしれない

現物出資

2002年当時のグループ経営体制 

技
術
系
新
会
社

駅
ビ
ジ
ネ
ス
事
業

ビ
ジ
ネ
ス
サ
ポ
ー
ト
会
社

東
武
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

そ
の
他
レ
ジ
ャ
ー

ゴ
ル
フ
場
会
社

（
一
社
に
統
合
）

ホ
テ
ル
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

（
ホ
テ
ル
、
外
食
、

  

ブ
ラ
イ
ダ
ル
統
括
）

レジャー

分
譲
・
仲
介

賃
貸

警
備
・
清
掃
・
営
繕

不動産

そ
の
他

情
報
通
信

建
設
二
社

（
一
般
建
設
・
鉄
道
建
設
）

その他

東
武
バ
ス

朝
日
自
動
車

道路運送

系列会社

東
武
ス
ト
ア

東
武
百
貨
店

流通

系列会社

東武鉄道鉄道事業

セグメント別業績管理
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逆境からの船出

武鉄道を核としたグループ経営体制
の強化を図った。
　2005年度には減損会計※5が導入
された。この頃がバブル経済崩壊後
長く続いた地価下落の底に当たる時
期である。1980年代に購入した不
動産を持つ企業は、最も厳しい時期
に難しい改革を求められることに
なった。東武グループもその中の1
つだった。含み益を持つ不動産を多
く所有していたとはいえ、一方で含
み損も積み重なっていた。プロジェ
クトメンバーが見上げる壁は、年々
高さを増しているようだった。

　再構築プランにおける大きなテー
マの1つ、「負の資産の処理」は、特
に固定資産に関する過去の問題の処
理である。大きな方針は優良資産と
不良資産を1カ所に集め、評価益の
ある資産と評価損のある資産を組み
合わせて相殺すること。こうした会
計処理が可能だったのは、100年の
歴史の中で評価益を出せる不動産を
多く所有していたからだ。長年にわ
たって蓄積した資産が、再構築プラ
ンを実行に移す上での財務的な基盤
となった。
　例えば、1950年代に取得した土地
であれば、現在価値は数十倍になっ
ている。これをバブル期に購入した
土地の評価損とぶつければ、損と益
を相殺できる。この方針に基づき、
東武鉄道の下に3つの事業セグメン
トごとの資産管理会社が設立された。
　流通系事業に関わる東武コマース、
ホテル系の東武ホテルアセッツ、そ

の他事業に対応する東武インテグ
レートである。各資産管理会社が東
武グループの流通、ホテル、その他
の事業会社に資産を貸し、各事業会
社は賃料を支払う。
　評価益・評価損を相殺する会計処
理を可能にしたのが、1998年3月に
時限立法として成立した土地再評価
法※6である。同法は2002年3月ま
で適用され、政策サイドからの「こ
の期間中にバブルの後処理を実行せ
よ」というメッセージだった。
　こうした会計スキームとは別に、
抜本的な処理が行われたケースもあ
る。代表的な例が、1980～ 1990年
代に開業した「会津高原たかつえス
キー場」や「会津アストリアホテル」、
「会津高原たかつえカントリークラ
ブ」をはじめとする会津地区のレ
ジャー・ホテル事業である。事業と
して採算性の改善を期待しにくく、
東武グループは2002年に同事業か
らの撤退を発表した。
　バス事業については、2002年10
月に東武鉄道のバス事業本部廃止に
伴い、東武バスが新会社として営業
を開始した。東武バスと朝日自動車
の2統括会社体制に移行することと
なった。

　再構築プランでは高い財務目標を
掲げた。2000年度の実績と、再構
築プラン最終年度に当たる2005年
度の目標を比較すると以下の通りだ。
　連結当期純利益60億円→155億
円、利益剰余金（連結欠損金）マイナ
ス1,161億円→0円、有利子負債1兆

評価益と評価損を相殺

トップ自ら強い思いを発信

※3 税効果会計
会計上の利益と税務上の所得の計算方法が
異なるため、その差異による不整合を合理
的に対応させることを目的とする会計処理。

※4 退職給付会計
退職を事由として給付する退職一時金及び
企業年金を対象に、退職給付債務に対する
積立状況を貸借対照表に計上する会計処理。
従来は将来の退職給付に必要な資産が十分
に確保されていなくても、積立不足の開示
が義務付けられていなかったが、一連の会
計制度改革の中で多くの企業は何らかの積
立不足対策を講じた。

※5 減損会計
固定資産の収益性が低下し、投資額の回収
が見込めなくなった場合に、当該固定資産
の帳簿価額にその価値の減少を反映させる
会計処理。減損処理ともいう。

※6 土地再評価法
 （土地の再評価に関する法律）
企業が保有するすべての事業用土地を時価
で評価し、評価益と評価損を相殺した上で、
評価損益を直接、株主資本に反映できるよ
うにした法律。金融機関の自己資本増強策
の一環として1998年に導入、その後一般企
業にも利用しやすいよう改正された。

※2 負債資本倍率（D/Eレシオ）
返済義務のある有利子負債が、返済義務の
ない株主資本でどれだけカバーされている
かを表し、企業の財務健全性を示す指標。
数値が低いと財務内容が安定していること
を示し、特に大企業の社債の格付けで重視
される。
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逆境からの船出

ないが、経営効率の大きな改善が期
待できる。M&Aなど経営統合の事
例を見ると、痛みを伴う変革が忌避
されるケースも少なくない。現場の
抵抗も起こりがちだ。東武グループ
では、そうした問題はほぼなかった。
「このままではいけない」「やるしか

ない」という意識がグループ内に浸
透していたからだろう。
　再構築プラン実行前は、売上高の
大半をグループ内取引で稼ぐ子会社
が多かった。同じ東武グループのた
め、発注側は「少しくらい高くても
しょうがない」と甘くなりがちだ。受
注側にも甘えが生じることがある。
ここに競争原理を導入する。つまり、
古くからの“しがらみ”をまとった取
引価格を、市場価格に近づけるので
ある。
　各子会社はグループ内取引に安住
することなく、競争力を高めてグ
ループ外との仕事の比率を高めてい
かなければならない。子会社の経営
層、現場の社員の意識は少しずつだ
が、確実に変わっていった。

 「4つのお願い」の実践は息の長い取

2,784億円→1兆円、ROA（総資産
利益率）※7 0.3%→1.0%、ROE（自己
資本利益率）※8 6.5%→10.0%（前者
が2000年度実績、後者が2005年度
目標値）。2000年度の利益剰余金（連
結欠損金）がマイナスということは、
100年にわたって営々と積み上げて
きた蓄えが底をつき、金融機関の融
資によってようやく事業を継続して
いる状態。社内で高まった危機意識
は、こうした事実そのものに由来する。
　再構築プランに取り組んだ2000
年代前半は苦しい日々が続いた。結
果として、2005年度には財務目標
を達成した上で、さらに成果を積み
増した。
　かつて経験のない困難を克服する
上で大きかったのは、トップのリー
ダーシップである。根津社長はこと
あるごとに、事業の立て直しにかけ
る強い思いを発信した。2001年7月
に開催された「東武グループ懇談会」
では、次のように語っている。
 「最後は親会社である東武鉄道が助
けてくれるのではという期待は捨て、
自主独立の気概を持って経営にあ
たってほしい」

　具体的なテーマについても分かり
やすく解説した。例えば、先に触れ
た相殺処理である。

 「不良資産等を処理するといっても、
含み益も含み損も今まで持っていた。
今回の処置は、それぞれを相殺する
経理上の処理となる。過去の不良資
産はなくなるが、東武グループが安
泰ということではない」

　再構築プラン推進をけん引する根
津社長のメッセージとして、東武グ
ループ内で重く受け止められたのは
経営方針としての「4つのお願い」だ
ろう。「赤字を出さない」「本業に徹す
る」「グループ事業の再編に協力す
る」「グループ内の取引に競争原理を
導入する」である。
　1999年度、東武鉄道には162の
連結対象会社があった。その数は現
在、71社に減っている。再構築プラ
ン期間中だけでなく、20年以上をか
けて経営統合などの施策を実行した
結果だ。
　事業再編は基本的に、同一または
類似の業態を持つ複数子会社の統合
を意味する。2社を統合すれば社長
は2人から1人になり、部長や課長
などのポストは半減する。特に、間
接部門への影響は大きい。容易では

経営方針「4つのお願い」

グループ各社の競争力向上

再構築プランの数値目標と実施結果。連結当期純利益、利益剰余金、有利子負債とも目標をクリアした

項目

連結当期純利益

利益剰余金

有利子負債

ROA

ROE

60

▲1,161

12,784

0.3％

6.5％

［ A ］ 2000年度実績　

155

0

10,000

1.0％

10.0％

［ B ］ 再構築プランの
 2005年度目標値

269

21

9,656

1.7％

20.2％

［ C ］ 2005年度実績

209

1,182

▲3,128

1.4ポイント

13.7ポイント

［ C ］－［ A ］

114

21

▲344

0.7ポイント

10.2ポイント

［ C ］－［ B ］

（単位：億円）
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り組みであり、20年余りを経過した
現在、明らかな変化が確認できる。
例えば、かつては東武グループ内の
取引が大半を占めていた東武建設で
は、今では売り上げの約7割をグルー
プ外からの受注が占めるまでになっ
た。再構築プランの一環として複数
企業が統合して生まれた東武ビルマ
ネジメントも、同じようにグループ
外との取引を着実に増やしている。
　これらは一例だ。多くのグループ
企業が1999年度以降、再構築プラ
ンをきっかけに、20年以上に及ぶ努
力の結果として市場競争力を高めた。
東武グループ全体に浸透した意識改
革のたまものでもある。
　東武グループの2023年度決算は
営業利益738億円、利益剰余金
2,980億円、有利子負債7,497億円、
ROA2.8%、ROE9.5%だった。2005
年度と比べると、20年弱の間に大き
な前進があったのが分かる。なお、

2005年度の目標値及び実績値と比
較してROEが低下しているのは、
2011年に実施した公募増資※9によ

るところが大きい。
　40年ぶりの公募増資の目的は、東
京スカイツリーの建設資金調達であ
る。アグレッシブに成長を目指した
投資は、当初想定した以上のリター
ンをもたらした。同時に、東武グルー
プの新たな可能性を切り開いている。
　公募増資から遡ること5年。新し
いタワーの建設地が、2006年3月
31日、複数の候補地の中から東武鉄
道の保有する業平橋（現・とうきょう
スカイツリー）駅の貨物ヤード跡地
に決定した。2005年度から2006年
度に切り替わる直前、長く苦しい
チャレンジが続いた再構築プランの
期間が終了する日だった。
　東武グループは再構築プランで目
標にしていた数値を達成し、次の挑
戦へと進んだのである。

※7 ROA（総資産利益率）
総資産に対する当期純利益の割合。企業財
務の収益性を見る経営指標の1つで、この数
値が高いほど総資産を効率的に用いて利益
を出せる。

※8 ROE（自己資本利益率）
自己資本（株主資本）に対する当期純利益の
割合。資本の効率性を示す経営指標で、こ
の数値が高いほど経営効率が良いとされる。

※9 公募増資
上場企業が不特定多数の投資家を対象に、
新規の株式を発行して資金を調達すること。
金融機関からの借入金などの融資による間
接金融ではなく、公募増資は社債発行と並
び直接金融となる。いずれも企業の資金調
達の1つ。

※カッコ内は有利子負債 （単位：億円）

株主資本（2001年3月末比） 661
利益剰余金の増加 1,181

その他有価証券評価差額金の増加 531

土地再評価差額金 ▲786

総資産（2001年3月末比） ▲2,466
有形固定資産の減少 ▲1,961

有価証券の減少 ▲460

棚卸資産の減少 ▲393

現金及び預金の減少 ▲353

投資有価証券の増加 926

負債等（2001年3月末比） ▲3,127
有利子負債の減少 ▲3,128

借入金 ▲2,473

社債 ▲666

鉄道・運輸機構未払金 11

資産売却などにより有利子負債の大幅な削減を達成した

2001年3月末

総資産
18,027

負債等
17,106

（12,784）

株主資本
921

2006年3月末

総資産
15,561

負債等
13,979
（9,656）

株主資本
1,582

▲2,466
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相互直通運転とTJライナー

本業への回帰と新たな成長戦略

行ダイヤ※2と車両運用の決定である。
半蔵門線乗り入れ開始に向けたダイ
ヤ改正の準備は、2003年の乗り入
れ開始より5年以上も前から始まっ
た。手書きでダイヤのスジ（線）を引
いていた時代の話である。
　当時、伊勢崎線の主力列車は、終
端の浅草駅の設備上の兼ね合いから
6両編成を基本としていた。このた
め、朝夕のラッシュ時に運転してい
た8両や10両など一部の列車は、浅
草駅1つ手前の業平橋（現・とうきょ

　1962年の日比谷線との相互直通
運転開始を契機に、伊勢崎線では沿
線の宅地開発が急速に進んだ。通勤
通学の需要が大幅に伸び、ラッシュ
時の輸送力増強が急務となった。
　また、伊勢崎線のほか、営団地下
鉄（現・東京メトロ）日比谷線・千代
田線、JR常磐線が交わる北千住駅は、
首都圏でも有数の鉄道の要衝であっ
た。群馬・栃木県に達する広範な通
勤圏からの旅客の乗り換えで、朝夕
のラッシュ時は大変な混雑をみせて
おり、この混雑への対応が、輸送上
最大の課題であった。
　この課題を解決するため複々線化
のほか、1990年代には伊勢崎線ホ
ームと日比谷線ホームを立体分離す
る北千住駅の大改良工事を推進。時
を同じくして、運輸政策審議会※1の

答申をもとに、渋谷～水天宮前間を
走る営団地下鉄半蔵門線が押上駅ま
で延伸することになり、伊勢崎線と
半蔵門線が相互直通運転を行うこと
が決定した。こうして都心への新し
いルートの建設が始まった。ひっ迫
する北千住駅の混雑緩和と、伊勢崎
線北千住～押上間という新ルートへ

の旅客のシフトが期待された。

　他社線との相互直通運転には、
様々な調整が必要だ。保安装置や列
車無線装置は乗り入れ先の規格に合
わせて搭載する必要がある。運転士
の訓練も不可欠だ。女性専用車の位
置もそろえなくてはならない。
　その中で何よりも重要なのは、運

半蔵門線直通という新ルート

鉄道事業者の使命を体現
相互直通運転とTJライナーの功績
東武鉄道は、他社線との乗り入れにより都市型鉄道としてネットワークを拡大してきた。
伊勢崎線においては東京メトロ日比谷線や半蔵門線、東上線においては
東京メトロ有楽町線や副都心線との乗り入れによって都心へのアクセスを向上させた。
他社線との相互直通運転とTJライナーによる着席サービス開始について、その足取りを振り返る。

2003年3月19日に押上駅で開催された営団地下鉄半蔵門線乗り入れ記念式典の様子
（左から）土坂営団総裁、吉村国土交通副大臣、青山東京都副知事、根津社長
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History of the last 25 years

本業への回帰と新たな成長戦略

うスカイツリー）駅や北千住駅で折
り返し運転を行っていた。半蔵門線
との相互直通運転が開始されれば、
埼玉県の南栗橋駅から10両編成の
列車がそのまま東京都心を抜け、東
急田園都市線の神奈川県にまで達す
ることになる。運行ダイヤ・車両運
用など3社間にわたる複雑な調整が
動き出した。

　開通が近づくにつれ、東武鉄道、
営団地下鉄、東京急行電鉄（現・東
急電鉄）のダイヤ担当者の会合も頻
繁になった。最終的にラッシュ時10
分、日中20分おきに半蔵門線への直
通列車が運転されることが決定した。
　最も骨が折れたのが、開通直前の
車両運用だ。半蔵門線直通用に発注
した10両編成13本の車両が次々に
納入されたが、10両編成が収容でき
る車庫は限られる。加えて10両のま
までは浅草駅に入れない。このため

開通までは6両と4両に分割して使
用したが、開通当日の朝には半蔵門
線直通用に、すべてを10両編成に
戻さなくてはならない。作業時間を
考慮すると、前日の早い時間にはす
べての編成が車両基地に戻れるよう、
10日ほど前から車両運用を考える必
要があった。万一、10日間のどこか
で事故が起きて運用が乱れると10両
編成に戻せない車両が出るかもしれ
ない。綱渡りの日々が開通当日の朝
まで続いた。担当者は事故が起きな
いことをひたすら祈っていた。
　こうして2003年3月19日、無事
に新しいダイヤに移行した。半蔵門
線・東急田園都市線との相互直通運
転が始まったのである。

　開通当初のダイヤは少なからず改
善する余地があった。開通前の上り
列車は、浅草駅行きの短い6両編成
で、停車駅の少ない「準急」が中心だ

開通前夜まで緊張続く

東京メトロ日比谷線

つくばエクスプレス

東京メトロ千代田線

東京メトロ半蔵門線

伊勢崎線伊勢崎線

東急田園都市線

JR常磐線

中
央
林
間

渋
谷

新
越
谷

北
千
住

水
天
宮
前

浅
草

曳
舟 東

武
動
物
公
園押

上

久喜

南栗橋
日光線

東京メトロ半蔵門線・東急田園都市線相互直通運転路線図

曳舟駅にて。伊勢崎線久喜行きの列車と東
京メトロ半蔵門線経由東急田園都市線中央
林間行きの列車がすれ違う

※1 運輸政策審議会
旧運輸省に設置されていた審議会。総合的
輸送体系の樹立のための基本的な政策や計
画の調査・策定などを行った。

※2 運行ダイヤ
列車運行計画を表した線図（ダイヤグラム）
のこと。単にダイヤとも呼ぶ。1つの列車は
1つの線で表され、この線のことを「スジ」と
呼ぶ。

ダイヤを試行錯誤
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本業への回帰と新たな成長戦略

東上線を、横浜高速鉄道みなとみらい線元町・中華街行きの列車が走る

2008年6月14日に和光市駅で行われた東京メトロと東武鉄道の運転士による記念の握手

　東上線においては、2008年6月14
日の東京メトロ副都心線開通によっ
て渋谷駅へ乗り入れを開始。さらに
2013年3月16日には東急東横線、横
浜高速鉄道みなとみらい線との相互
直通運転が始まり、西武鉄道を含む5
社による相互直通運転（5社相直※3）

が始まった。相互直通運転に関わる
様々な調整に加え、副都心線乗り入
れにあたってはワンマン運転を行う
区間もあり、そのための運転設備も
必要となった。
　運行ダイヤについても、5社が関わ
るため、調整は容易ではなかった。
東京メトロ有楽町線・副都心線の小
竹向原駅から東上線の和光市駅方面
と西武線の練馬駅方面との列車の振
り分けについて、東武鉄道と西武鉄
道の間で議論が続いた。さらに、和
光市駅では、東上線の池袋駅発の列
車と地下鉄線内からくる列車の接続
する時刻を30秒単位で東京メトロと

った。そのダイヤの中に、新たに加
えた10両編成の半蔵門線直通列車
は新越谷駅まで各駅に停車する「区
間準急」で設定されていた。結果と
して、速達性のある6両の準急が混
雑し、半蔵門線に直通する列車は10
両でもあることから空いていた。半
蔵門線への旅客のシフトを図るとい
う観点からは、課題が残っていた。
　解決の契機となったのは、東武鉄
道での貨物列車の廃止である。久喜
駅での貨物の取り扱いが不要となっ
たため、そこにホームを新設して上
り下りそれぞれに列車が折り返せる
ように改良した。これにより、日光
線南栗橋駅に加え伊勢崎線久喜駅で
半蔵門線直通列車の折り返しと、列
車の接続が可能となり、運行ダイヤ
見直しの素地が整えられた。
　2006年3月18日、相互直通運転
開始から3年後に、列車種別・運転
系統の大幅な変更を含むダイヤ改正
を実施した。今までの運行ダイヤを
ゼロベースから新たにつくり直した
白紙ダイヤ改正である。10両編成の

半蔵門線直通列車の列車種別を見直
し、新たに「急行」とした。輸送力と
速達性に優れた列車として伊勢崎線
の主力に転換した。しかも、この急
行を終日10分間隔（南栗橋駅発着と
久喜駅発着を、それぞれ20分おき）
とする大増発を行うとともに、曳舟
駅・北千住駅・草加駅などで普通列
車と接続を図り、どこに行くにも急
行に乗れば決まった駅で乗り換えら
れる分かりやすいダイヤにした。

東上線　5社相直へ
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快走するTJライナー

調整しなければならなかった。特に
ラッシュ時間帯の調整は困難を極めた。
　ダイヤが確定したら、どの会社の
車両がどの運行スケジュールで走る
のかを最終決定しなくてはならない。
列車によっては終電までに森林公園
駅の車両基地に戻す必要がある。夜
遅くに元町・中華街駅に行ってしま
う運行では、最終列車までに森林公
園駅まで戻れなくなる。そうした不
都合がなく、5社の車両がバランス
よく走るようにやりくりするのが最
後の仕事だった。各社の担当者が毎
日のように顔を合わせては打ち合わ
せを重ねた。
　直通開始当日、各社担当者は万が
一トラブルが発生した時に備え、本
社や運行管理所に分かれて待機した。
幸いにも大きなトラブルはなく、初
日の運行は無事に終了した。
　2023年3月18日には、副都心線
を介して東急東横線・新横浜線経由
で相鉄新横浜線・本線・いずみ野線
との直通運転も開始。直通運転によ

る首都圏の一大鉄道ネットワークが
誕生した。

　相互直通運転の実現は利便性が高
まる一方で、問題点があった。
　和光市駅から副都心線を利用する
乗客が増加し、東上線で池袋駅まで

※3 5社相直
東上線は和光市駅を経由して東京メトロ副
都心線・東急東横線・横浜高速鉄道みなと
みらい線と相互直通運転をしている。西武
鉄道有楽町線・池袋線も同様に、東京メト
ロ副都心線小竹向原駅を経由して東急東横
線・横浜高速鉄道みなとみらい線と相互直
通運転をしている。

TJライナー誕生までの経緯

小
川
町

森
林
公
園

小
竹
向
原

川
越
市

渋
谷

日
吉

菊
名

西
谷湘南台

海老名

和
光
市

池
袋

新横浜 西武線

相鉄線

東急東横線

横
浜

元
町・中
華
街

横浜高速
みなとみらい線

東武東上線
東京メトロ副都心線

東京メトロ有楽町線

東急新横浜線

5社相直路線図
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本業への回帰と新たな成長戦略

しておくアイデアだ。1番線の列車の
車内までをホームに見立てることで、
ホームの拡張と同じ効果が得られる。
　もう1つはコストである。座席を
指定席にするには専用の指定席券販
売システムを構築しなくてはならな
い。そこで、座席の数だけ着席整理
券を発売する「座席定員制」とし、当
日分を池袋駅だけで販売することで
コストを抑えた。
　着席整理料金は、関東の民鉄各社
が走らせているライナー列車を参考
にして、最終的に300円に落ち着い
た。名称は、社内で選んだ3つの候
補の中から一般公募により「TJライ
ナー」に決定し、試乗会などのイベ
ントを実施するなど事前周知にも努
めた。2008年6月14日、平日6本、
休日4本で池袋発森林公園行・小川
町行TJライナーの運行が始まった。

　「本当にお客様が乗ってくれるの
だろうか」──そんな担当者の心配

乗車する旅客が減少してしまうのだ。
副都心線への流出を少しでも食い止
め、東上線の利用を促すべく、速達
性向上、JR線等への乗り換えの利
便性向上、夕方ラッシュ時対策等の
優位性を向上させる必要があった。
危惧されたのは旅客の流出だけでは
ない。池袋を素通りして新宿、渋谷
に行けるようになったために、池袋
という街そのものの価値低下が懸念
された。池袋には東武百貨店がある。
池袋の空洞化は何としても防がなけ
ればならない課題であった。
　東上線の価値向上のために、特急
車両などの魅力的な車両を走らせる
構想は以前からあった。しかし、東
上線は通勤路線としての役割が中心
だ。コストがかかる特急車両を製造
しても、東上線利用者のニーズに合
わない。
　一方、東上線の夕方ラッシュ時は
非常に混雑する。遠距離通勤客は、
着席するために1本後、2本後の急行
列車を待って並ぶ人も多く、「なんとか
してほしい」という要望が届いていた。
 「着席需要はある。夕方の帰宅ラッ

シュ時間帯に合わせたサービスはで
きないか」

　担当部署による議論の中で浮上し
たのは、関西の鉄道会社で採用実績
のあったL/Cカー※4だ。座席の転換
ができる車両で、朝や日中はロング
シート※5で運行し、夕方の時間帯に
はクロスシート※6に転換して着席需
要に応える。関係者が実物を視察し
て、「これは使える」と判断した。東上
線でL/Cカー導入による着席サービ
ス実現のプロジェクトが動き出した。

　東上線で着席サービスを実現する
には、様々なハードルをクリアしな
ければならなかった。1つは安全面で
ある。それまで降車専用であった池
袋駅5番線ホームをその時間帯だけ
L/Cカーの乗車ホームにすると決め
た。だが、残りのホームが旅客で混
雑する恐れがある。考えついたのは、
L/Cカーが入線している間、1番線
に別の列車を入線させてドアを開放

列車をホームにするアイデア

TJライナーのシート。時間帯によってクロスシートかロングシートに切り替えできるL/Cカーであることが最大の特徴

東上線が誇らしい
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は杞憂に終わった。乗車率は6割ほ
どと考えていた予想を裏切って、平
日はほぼ満席となった。2009年9月
15日からは、携帯電話から購入でき
るチケットレスサービスの導入に合
わせ、QRコードを利用した「着席整
理券確認システム」を導入した。専
用読み取り機で、着席整理券に印字
されたQRコードを確認するもので
あり、QRコードを使用した乗車券
の走りとも言える試みだった。

　喜んだのは旅客だけではなかった。
東上線の社員からは、「TJライナー
のような車両ができて東上線が誇ら
しく感じられるようになった」という
声が上がった。
　その後も利便性の向上を目指して、
2016年3月26日のダイヤ改正では
朝の通勤時間帯に上りのTJライナ
ーを新設。朝、池袋駅に到着してす
ぐにその日の帰りの着席整理券を買
って出勤する旅客も多い。2019年3
月16日からは、座席定員制に代わっ
て「座席指定制」が導入された。チケ
ットレスサービスを利用すれば乗車
日前から座席指定券を購入できるよ
うになった。
　TJライナーの成功以後、関東圏
の同業他社でも同様のライナー列車
が採用された。TJライナーは関東に
おける先駆者だったと言えるだろう。

※4 L/Cカー
ロングシートとクロスシートの両方に切り
替えできる車両に付けられた愛称。

※5 ロングシート
車両の壁に沿って座席を設置する、通勤電
車などによく見られる座席。

※6 クロスシート
進行方向に対し横向きに座席を設置する、
新幹線などに見られる座席。

QRコードを利用した着席整理券読み取り機

2013年3月16日に渋谷駅で行われた東急東横線・東京メトロ副都心線の相互直通運転発車式のテープカットの様子
（左から）池田横浜高速鉄道社長、若林西武鉄道社長、奥東京メトロ社長、野本東京急行電鉄社長、根津社長、廣田渋谷駅統括駅長
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竹ノ塚踏切事故と安全対策

本業への回帰と新たな成長戦略

　多くの人や車が行き交う踏切道で
遮断機が上がると、人々は足早に踏
切を渡っていく。この日常的にあっ
た光景が崩れてしまった事故は、
2005年3月15日、通行者の多い夕
方に起きた。伊勢崎線（東武スカイ
ツリーライン）竹ノ塚駅構内の第37
号踏切道は第1種乙※1で、踏切保安
係が手動で遮断機を昇降させていた。
線路は5本、長さ33.2mの踏切道だ
った。朝晩のラッシュ時間帯、ピー
ク時には1時間に数分程度しか開か

ないこともあった。踏切保安係に「早
く遮断機を上げてくれ」と怒号を上
げる通行者もいた。地元でも「開か
ずの踏切」とよばれる場所だった。
　16時50分頃、上りの準急列車が
接近中だったことを失念した踏切保
安係が遮断機を上げた。準急列車の
運転士が非常ブレーキをかけたが間
に合わず、踏切を渡ろうとする通行
者をはねた。この事故で2人が亡く
なり、2人が負傷した。直接的な原
因はヒューマンエラーだった。踏切

保安係は、社内規程として定められ
た「駅務運転作業基準」や「踏切作業
内規」を遵守して厳正な取り扱いを
しなければならない。遮断機を上昇
させる場合、列車接近表示灯の滅灯
により接近中の列車がいないことを
確認する必要があったが、この基準
作業を遵守せず事故が起きた。東武
鉄道の「安全」への信頼を揺るがす重
大事故となった。

　「安全」への信頼は日々の積み重ね
で生まれる。現場でも本社でも、社
員たちはその意識を常に持って安全
への取り組みを行ってきた。しかし、
事故は起きてしまった。なぜ、ヒュ
ーマンエラーが起きてしまったのか。
事故後、原因は徹底して分析された。
　限られた時間の中、的確に遮断機
を上げなければ、踏切付近に通行者
や自動車、自転車などの滞留が生じ
る。事故後に行った全踏切保安係へ
の調査では、通行者からのプレッシ

踏切死傷事故を忘れない
原因の徹底分析と安全文化の創造
2005年3月15日16時50分頃、多くの人や車が行き交う踏切道で、
安全運行を使命とする鉄道事業者にとって、あってはならない事故が起きた。
竹ノ塚踏切事故は、「安全・安心」とは何かを東武鉄道が根本的に考え直す契機となった。
事故後、原因を徹底的に究明し、安全管理体制の再構築と意識の変革を全社一丸となって徹底した。

「早く遮断機を上げなければ」

高架化工事前の竹ノ塚駅構内第37号踏切道
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ャーを感じたり、「少しでも早く渡れ
るように」という心理が働き、保安係
たちは規程違反の行為と認識をしな
がらも、日常的にロック（鎖錠装置）
を解除して遮断機を上げていたこと
が分かった。さらに、事故当時は監
視業務を担う踏切保安係が踏切道内
で通行者の誘導や整理を行う「立番」
業務を怠っていたことも判明した。
様々な実情から分かったのは、駅管
理者は業務指導の徹底ができていな
かったことと、本社においても実態
把握や教育・指導、組織の体制が十
分に整っていなかったことだ。
　事故後、踏切を自動化し警備員を
配置したほか、エレベーター付きの
歩道橋を設置するなど緊急対策を施
した。さらに、国・東京都・足立区・
東京メトロ・東武鉄道などで構成さ
れる竹ノ塚駅周辺の道路環境整備や
鉄道高架化に向けた会議体が設けら
れた。根本的な問題解決に向けて社

内での改革の動きも加速していった。

　「二度と悲惨な事故を起こさない」。
そう固く誓い、社内では意識改革・
組織改革が行われた。鉄道事業の根
幹をなす「安全」を追求する部門とし
て、2005年8月に「安全推進部」を新
設。鉄道全般にわたる事故や災害、
テロなどあらゆる危機管理に対応し、
鉄道事業本部の各部署を統括指導す
る専任の部門だ。
　新設にあたって行われた現業と本
社との意見交換会では、出席した根
津社長が「職場で“慣習化”した業務
の中で浮かんだ疑問や不安な状況は、
1人で抱え込まず周囲に発信してほ
しい。問題意識の共有や安全に対す
る意識改革を行い、東武鉄道の社会
に対する最大の使命である『輸送の

事故当時、第37号踏切道で踏切保安係が遮断機の昇降のために操作していたハンドルは南栗橋の総合教育訓練センターに保管されており、展示パネルと
共に事故の詳細を後世に伝えている。また、新入社員教育の際にも必ず説明され、安全運行の思いを胸に刻む

※1 第1種乙
第1種は警報機や遮断機などが設置されてい
る踏切のこと。乙は踏切保安係が手動操作
を行うもので、甲は自動制御されるものを
指す。

事故後には線路をまたぐ歩道橋を設置した

安全を最優先に体制再構築
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根津社長も現業との意見交換会に参加した（左）　
8月1日の安全の日に行われた現業の取り組み発表の様子（右）　

ポイント不転換に対応するブラインド訓練の様子

　2006年10月の鉄道事業法の改正
に伴い、安全管理規程を制定し「安
全」に対する基本的な考え方として
「安全方針・安全行動規範」※3を定め、
安全管理体制の確立に努めてきた。
既存の体制に甘んじることなく見直
しや改善を図る。事故を契機に様々
な改革が行われた中で、現業と本社
との意見交換会をきっかけとして、
コミュニケーションが活発になった。
「安全対策に終わりはない」。その認
識を全社に浸透させてきた。作業上
のミスや誤った行為があれば共有し、
類似事故の再発防止につなげる。事
故以前と比較して安全への意識が変
化した。
　数々の取り組みを積み重ね、東武
鉄道の安全目標である「重大事故・ 
重大インシデントゼロ」の継続を達
成してきた。近年、特に現業主体に
よる動きが加速したこともその大き
な要因と言える。実践的な訓練の一
環として、訓練のシナリオを用意せ
ずに現場の社員たちがトラブルの状
況を判断して復旧を目指す、「ブライ
ンド（シナリオレス）訓練」を実施し

安全』を完璧なものに近づけていこ
う」と強く訴えた。意見交換会では、
ソフト・ハードの両面で、幅広い意
見が現業から積極的に出された。こ
の意見交換会を通じて、本社と現業
はより一体となっていった。
　東武鉄道では安全推進部を新設し
た日である8月1日を「安全の日」と
定め、毎年、安全に関わる外部講師
による講演や現業での取り組みを共
有する場を設けるなど、社内全体で
安全について再認識する日とした。
　さらに、安全を議論する場として、
毎月「鉄道事故防止等安全推進委員
会」を開催し、安全統括管理者※2を

はじめ担当役員、鉄道事業本部の部
長・課長が出席することとした。各
部で実施されている「安全推進会議」
で報告された事故の芽やヒューマン
エラーの内容が逐次共有され、必要
な対策が機動的に講じられるように
なった。その後、経営トップに対し、
安全に関する取り組み状況を報告す
る「鉄道マネジメント会議」を設置し、
現在は、「鉄道マネジメント会議」「鉄
道事故防止等安全推進委員会」「各部
安全推進会議」を通じて、経営層か
ら現業まで一体となって安全管理体
制の見直しや改善が図られる体制に
なった。

意識が高まり行動も変化
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かつて第37号踏切道があった場所に設置された事
故を伝える銘板（左）2023年度に竣工した竹ノ塚駅
付近の鉄道高架橋（右）

たのも、その事例の1つだ。例えば
ポイント不転換という事象について、
これまでであればシナリオを用意し、
技術部門の保守を担当する者のみが
訓練をしていた。今では、本社部門
が取り仕切るのではなく、駅管区や
乗務管区、電気区、軌道区の各現業
が自発的に集まり、シナリオを用意す
ることなく訓練が行われている。
　ヒューマンエラーをなくす取り組
み方にも変化が起きている。これま
では重大事故ではなくても、起きた
事象に対して「できていなかったこ
と」「間違ったこと」を洗い出して分
析し、規則などをアップデートさせ
てきた。失敗から学び、ミスを減ら
す「Safety-I」※4という安全哲学に基
づいて安全への取り組みが行われて
きたのだ。しかし近年は、成功の数
を可 能な限り増やそうとする
「Safety-II」※4の考え方を取り入れて
いる。これは、日頃うまくいってい
る事象を対象に、人間は柔軟に対処
することで安全な仕組みを維持する
と考えるもの。マニュアルに記載が
なくても、うまくいった行動は現場
に適応しているものと捉える考え方

である。東武鉄道では、「こうやると
うまくいく（良好事例）」と呼ぶ。こう
した様々な角度から「安全」を見つめ
ようとする動きからも、「信頼される
東武鉄道」を目指していく。

　竹ノ塚駅付近連続立体交差事業※5

の工事開始から約10年の歳月をかけ、
2022年3月20日に竹ノ塚駅付近が
高架化されたことにより、2カ所の
踏切が除却された。自治体をはじめ
関係者の多大な協力の下、早期に許
認可が下り、かつてない早さで事業
が進んだ。「開かずの踏切」はなくな
り、交通の安全や渋滞緩和につなが
るとともに、今後、竹ノ塚駅周辺の
まちづくりへと進んでいくことになる。
　2005年に起きた悲惨な事故を、
東武鉄道は決して忘れない。沿線の
人々の暮らしや社会を支えている自
覚と誇りを持ち、輸送の安全確保に
万全を期して、今後も「重大事故・
重大インシデントゼロ」を継続して
いく。

究極の安全を目指す

※4 「Safety-I」「Safety-II」
レジリエンス工学の分野でErik Hollnagel

（エリック・ホルナゲル）教授によって提言
された。

※5 竹ノ塚駅付近連続立体交差事業
事業期間：2011年度～ 2023年度
事業費：約610億円（負担額 足立区：約
511億円 東武鉄道：約99億円）。なお、足
立区の負担額には国費及び都費を含む。

※3 安全方針・安全行動規範
「安全方針」は輸送の安全確保に関する基本
的な方針等を示したもの。「安全行動規範」は
輸送の安全確保に向けて、役員から社員一
人ひとりがとるべき行動を示したもの。

※2 安全統括管理者
関係法令により選任することとされている、
輸送の安全を確保するための管理業務を統
括管理する者。

25
年
の
歴
史

049
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他社との直通運転を通じて
日光・鬼怒川、会津の観光需要を喚起
東武鉄道は観光輸送においても、他社線との乗り入れにより鉄道ネットワークを拡充してきた。
2006年に始まったJR新宿～東武日光・鬼怒川温泉間の相互直通運転は、
関東の鉄道史において画期的なものだった。その前年には、東武鉄道、野岩鉄道、会津鉄道、
JR東日本の4社を走破する「AIZUマウントエクスプレス」が運転を開始。
会津へのシームレスな観光輸送を実現した。ここでは、他社線との乗り入れによる
観光ネットワークの拡充について、その歴史と経緯をひもとく。

JR東日本の「きぬがわ」と東武鉄道の「リバティ会津」
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　2006年3月18日、JR東日本の新
宿駅に入ってきた見慣れない車両に、
ホームにいた乗客の視線がくぎ付け
になった。東武鉄道の特急スペーシ
アだ。この日、新宿駅と東武日光駅・
鬼怒川温泉駅を結ぶ直通列車が運転
を開始。当日は各地で記念行事が催
され、JR新宿駅と鬼怒川温泉駅で
は出発式が、東武日光駅では到着式
が盛大に執り行われた。この乗り入
れは、東武鉄道の日光線とJR東北
本線（宇都宮線）の乗換駅である栗橋
駅構内に、両線を接続する線路を新
設して実現したものだ。
　かつて都心と日光を結ぶルートを
めぐっては、東武鉄道と旧国鉄がラ
イバル関係にあり、旅客の誘致を競
っていた。そんな両社が手を結んで
直通列車を走らせたことは、大きな
驚きをもって迎えられた。
　乗り入れに使用されたのは、東武
鉄道が100系「スペーシア」、JRが上
野～東北方面を運転していた特急列

ロープウェイ、路線バスによって奥日
光までの送客を担った。それに対抗し
て旧国鉄も、上野、東京などの都内タ
ーミナル駅から直通列車を走らせた。
　だが、そんなライバル物語も、
1960年代に始まるモータリゼーショ
ンの進展によって過去のものとなっ
た。観光客は、徐々にマイカーへと
移行した。現在、日光市を訪れる観
光客は、マイカーが8割、公共交通
機関が2割といわれる。平成に入る
と観光の多様化や景気の低迷もあっ
て、日光を訪れる観光客は年々減少
していった。

車を改造した車両。列車愛称は、東
武が「スペーシア日光」「スペーシア
きぬがわ」、JRが「日光」「きぬがわ」
を名乗った。

　東武鉄道と旧国鉄のライバル関係
は、東武鉄道が日光へ乗り入れた
1929年に遡る。旧国鉄の日光線は
1890年に開通していたが、東武鉄道
の日光線は伊勢崎線の杉戸（現・東武
動物公園）駅から分岐する形で、一気
に全区間を複線化・電化して開通。
都内からの所要時間で優位に立った。
　日光は日光東照宮や中禅寺湖など
の観光名所があり、リゾート地として
発展しつつあった。東武鉄道は、観
光地として盛り上げていくために、日
光線開通当初から特急列車の運行を
行い、東武日光駅から先はグループ
会社の日光軌道線、ケーブルカー、

観光地日光を巡る集客競争

2006年3月18日にJR新宿駅で行われた特急列車直通運転開始 新宿駅
出発式の様子。福田栃木県知事、大塚JR東日本社長、池田副社長らによ
るテープカット

JR新宿駅長により出発指示合図が出され、特急スペーシアが発車する様子

東武日光駅で行われた到着式であいさつする
根津社長
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停車中のAIZUマウントエクスプレスと特急スペーシア

光を盛り上げた。繁忙期には、横浜
や八王子方面からの臨時列車も設定
され、幅広く日光への集客に貢献し
ている。何よりも、スペーシアが山
手線と並走する姿は、東武鉄道にと
ってこの上なく大きな宣伝効果をも
たらしている。

　JR新宿～東武日光・鬼怒川温泉
間の相互直通運転が始まる1年前の
2005年3月1日、東武鉄道の鬼怒川
温泉駅を起点とし、野

や が ん

岩鉄道※1、会
津鉄道※2を経由してJR東日本の会
津若松駅まで、4社を走破する「AIZU
マウントエクスプレス」の運転が開
始された。特別料金は不要で、所要
時間は約2時間。繁忙期の土・日曜、

　1999年、大きな転機が訪れた。「日
光の社寺」の世界文化遺産登録である。
一大観光地として再び脚光を浴びる
ようになった日光に観光客が戻る。海
外からも注目されるようになった。こ
の好機を逃さず、日光の観光を盛り
立てて旅客獲得を図ろうと、東武鉄
道とJR東日本が手を取り合った。
　JRには新幹線という武器がある
ものの、日光へ行くには宇都宮駅で
の乗り換えが必要で利便性に欠ける。
一方、浅草駅を起点にする東武鉄道
にとって、山手線への乗り入れは悲
願だった。そんな両社の思惑が一致
して、相互直通運転が実現した。新
宿駅、池袋駅から東武日光駅まで直
通で約2時間。首都圏西部や南西部

からのアクセスが飛躍的に向上した。
　両社の相互直通運転は、JR東日
本 大塚陸毅社長と東武鉄道 根津嘉
澄社長が出席した2004年10月4日
の共同記者会見で発表された。そも
そも東武とJRが日光をめぐって手を
組むなどという話は、誰もが想像す
らしていなかった。発表まで社内の
関係者には箝

かん

口
こう

令が敷かれたという。
　直通運転開始後、両社とも様々な
催しやキャンペーンを打って日光観

会津を身近に

2004年10月４日に大塚JR東日本社長と会見
する根津社長

東京からのアクセスが向上

 TOBU RAILWAY 125th ANNIVERSARY052



History of the last 25 years

本業への回帰と新たな成長戦略

浅草

北千住

船橋

春日部
東武動物公園

大宮
浦和

柏

至水戸

至宇都宮

至伊勢崎

至高崎

下今市

新栃木

栗橋
久喜

東武日光

新藤原

池袋

新宿

鬼怒川温泉

会津若松
喜多方

野岩鉄道

JR東日本

川治温泉
湯西川温泉
上三依塩原温泉口

会津高原尾瀬口
会津田島
会津下郷
湯野上温泉
芦ノ牧温泉
西若松

会津鉄道

東武鉄道・野岩鉄道・会津鉄道の路線図

祝日には、会津若松駅からJR磐越
西線の喜多方駅まで延長運転されて
いる。
　会津鉄道の会津田島駅より北は非
電化のため、AIZUマウントエクス
プレスは全線、会津鉄道が所有する
ディーゼルカーによる運行である。
　野岩鉄道や会津鉄道の関係者にと
っては、少しでも東武線内の長い区
間に乗り入れたかったが、東武鉄道
には給油設備がなく、乗務員のディ
ーゼルカー用運転免許取得といった
課題もあり、乗り入れは鬼怒川温泉
駅までとした。鬼怒川温泉駅で浅草
駅発の特急スペーシアと接続するよ
うにダイヤを組み、利便性を確保した。
　翌年には、前述のJR新宿～東武
日光・鬼怒川温泉間の相互直通運転
を開始し、首都圏と日光・鬼怒川、
会津を結ぶ観光ネットワークが拡充。
さらに2012年にはAIZUマウント
エクスプレスが東武日光駅までの乗
り入れを果たした。その後2017年
に東武鉄道の特急「リバティ」が就役
し、会津田島駅まで乗り入れたこと
もあり、現在AIZUマウントエクス
プレスは鬼怒川温泉駅までの運行と
なっている。野岩鉄道、会津鉄道沿
線には美しい渓谷美や街道沿いの集
落が点在し、四季折々の風景を楽し
める。直通運転を通じて観光資源に
恵まれた会津地方が、都心から身近
な存在となった。

　かつて東武鉄道と旧国鉄では、少
しでも早く日光に到達しようとスピ
ード競争を繰り広げていた。時代は

変わり、早く目的地に着くことだけ
が価値ではなくなっている。野岩鉄
道・会津鉄道ルートのように、のん
びり途中下車をしながら巡る旅も見
直されている。
　これからは列車に乗ることそのも
のや、道中を楽しむ旅の形が求めら
れている。日本の原風景に魅せられ
た海外からの観光客も増えている。
そうした時代の変化に応えつつ、
AIZUマウントエクスプレスは会津
西街道沿いを快走する。

列車に乗ることを楽しむ時代へ

※1 野岩鉄道
東武鉄道鬼怒川線の終点新藤原駅から会津
高原尾瀬口駅までの30.7kmの路線を持つ
第三セクター方式の鉄道。

※2 会津鉄道
会津高原尾瀬口駅から西若松駅まで57.4km

を走る第三セクター方式の鉄道。

25
年
の
歴
史

053



エキアブランドの浸透

本業への回帰と新たな成長戦略

1995年にオープンした草加ヴァリエ。2023年には食品売り場が集まる「VARIE1」をリニューアルした

グモールが続々とオープンする。都
市部でも再開発が進み、オフィスや
商業施設が入居する複合ビルの開業
ラッシュに沸いた。
　逆境の中で駅ビジネスに可能性を
見いだしたのは、鉄道会社にとって
駅は重要な経営資源だからだ。多く
の人が行き交う駅構内や駅周辺を活
用することが、流通や不動産事業に
とって大きなビジネスチャンスとな
る。少子高齢化や都市部への人口集
中といった社会情勢への対応も喫緊
の課題であり、駅を活用しない手は
ない。
　東武鉄道は比較的早くから駅ビジ
ネスに注力していた。かつては「東
武のれんコーナー」という専門店街
を運営。他にも「Fine（ファイン）」や
「TOSCA（トスカ）」、「VARIE（ヴァ
リエ）」といった駅ビルを開業し、多
くの利用者を集めた。2002年に策
定した「東武グループ再構築プラン」
では、「人の集う東武沿線、信頼され
る東武グループ」を目指すという基
本理念を打ち出し、その具体策とし
て「鉄道資産活用（駅ビジネス事業）
の強化と育成」が掲げられた。運賃

　バブル崩壊後、鉄道事業は逆風に
さらされていた。地価は下落し、輸
送人員も減少局面に入っていた。事
業特性上多くの不動産を抱える鉄道
会社は、不採算部門の再編や不良資
産の処理など、経営の見直しを迫ら
れた。そんな中で注目されたのが、
駅ビルや駅ナカ店舗などの「駅ビジ
ネス」である。

　駅周辺には鉄道利用者を中心に多
くの人が集まる。とりわけ各路線の
ターミナル駅は抜群の集客力を持つ。
1970年代から80年代には各地のタ
ーミナル駅に駅ビルやショッピング
センターが誕生したものの、バブル
崩壊によって撤退する出店者も相次
いだ。2000年以降は規制緩和の影
響で、郊外を中心に大型ショッピン

駅の目的地化を加速させ
新たな価値を吹き込む
2000年代は鉄道会社で駅ビジネスが進展した時期だ。
東武鉄道も駅ナカや駅ビルのあり方を見直し、駅ビジネスをより一層強化した。
その象徴となるのが2007年に誕生した駅ナカ商業施設「EQUiA（エキア）」だ。
目的地として訪れたくなる駅をつくる。それが駅ビジネスのポイントである。
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本業への回帰と新たな成長戦略

の値上げによる収益確保が困難な中、
駅という経営資源をいかに活用する
か。東武鉄道の駅ビジネスは、大き
な岐路に立っていた。
　そこで2002年7月に立ち上げたの
が、駅ビジネスを一元的に管理し、
収益の拡大と沿線価値の向上を図る
ステーション事業部である。駅施設
の見直しや出店スペースの確保、出
店者や広告主への営業を通じて、駅
ナカの整備を続けた。駅を通過する
場所から目的地へと変える。この思
いを込めてつくられたキャッチコピ
ーは「モットタノシイエキヘ」。駅そ
のものを魅力的な存在にすれば、沿
線イメージの向上だけでなく賃貸収
入や広告収入の増加も期待できる。
日々試行錯誤が続いた。

　ステーション事業部のメンバーに
与えられた最初の仕事は、乗降客の
多い駅の図面を集めることだった。
図面を見ながら「収益を上げられな
いか」「このスペースは有効活用でき
る」などと議論し、現地を見て確認、
鉄道部門との調整を行い店舗スペー
スを創出していった。例えば新越谷
駅では改札を一部減らしてスペース
をつくり、店舗化した。松原団地（現・
獨協大学前）駅では定期券売り場を
移動させ、店舗スペースを確保。こ
うして、少しずつ出店者を誘致した。
　エキアは東武鉄道が展開する駅ナ
カ商業施設の名称だ。2007年開業

のエキア川越を皮切りに北千住や池
袋といったターミナル駅のみならず、
谷塚や成増、新柏など各地でオープ
ンした。2024年11月時点で17施設
を数える。多くは駅構内にあるが、
高架下に開業するケースもある。
EQUiAの名称は「Quick」「Quality」
「Area」の3つが由来の造語で、「手軽
に質の良いものやサービスを提供す
る場所」という意味が込められた。出
店する店舗は飲食、ファッション、
スーパー、雑貨、コンビニ、サービ
スなど多岐にわたり、銀行のATM
も置かれる。
　エキア川越は1990年7月の川越
駅橋上駅舎化にあわせ「ファイン川
越」としてオープンした。開業から
17年が経過し、施設全体のリニュー
アルとともに名称をエキアとし、同
ブランド第1号となった。
　全施設の中でも特徴的な存在が、

2020年3月にグランドオープンした
「EQUiA PREMIE（エキア プレミ
エ） 和光」である。和光市駅直結の
施設で、商業施設の上層階には和光
市東武ホテルが入居し、東武鉄道で
は初の複合型駅ビルとなった。「モッ
トタノシイエキへ」というエキアの価
値を引き継ぎつつ、「ちょっと上質で
心地よい、普段使いのモノやコトに
出合える場所」をコンセプトとした。
地域住民や駅の利用者にとっては気
軽に立ち寄れる場所として、ホテル
に宿泊する旅行者にとってはリラッ
クスして過ごせる商業施設を目指す。

　エキア全施設の売り上げは年間
300億円を超える。東京ソラマチや
新越谷ヴァリエ、草加ヴァリエなど

「ファイン」から「エキア」へ

2007年にエキア第1号として開業したエキア川越

駅の特性に合った誘致をする
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本業への回帰と新たな成長戦略

2016年にオープンしたエキア成増。駅の印象もより明るくなった（左・右）

2017年にオープンしたエキア志木。志木st.トスカをリニューアルし、日常使いしやすい店舗を中心にそろえた

出店者の誘致など、それぞれの過程
での工夫は枚挙にいとまがない。
　その中でも特に重要なのは、地域
及び駅の特性の見極め、それに適し
た出店者の誘致である。駅ナカ商業
施設の視点で見ると、東武鉄道の駅
は大きく3つに分類できる。周囲に
住宅街が広がる自宅駅、大型商業施
設、学校や会社など目的施設の多い

と共に、東武グループの非鉄道事業
を支える柱の1つとして成長を続け
てきた。
　エキアは収益性の高いビジネスで
もある。駅ナカという立地の良さに
加えて、既存のスペースを活用でき
るのも大きい。ただ、新規オープン
に際しては人通りの多い場所での改
装となり、夜間を中心に工事を進め

ざるを得ない。通常と比べて工事期
間は長くなるものの、それをカバー
する収益力がある。
　場所の持つ優位性を最大限生かす
には、多くの工夫が求められる。計
画段階のマーケティングや現地調査
に始まり、店舗コンセプトの立案、
店舗スペースの確保や既存店舗の見
直し、鉄道部門や工事業者との調整、
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History of the last 25 years

本業への回帰と新たな成長戦略

2024年にオープンしたエキア竹ノ塚。高架化に伴い生まれたスペースを開発した

2020年にオープンしたエキア プレミエ和光

目的駅、そして乗り換えのために利
用する乗換駅である。駅の特性を分
析する上で、利用可能なデータは増
えている。日ごとや時間帯ごとの人
流を定量化し、さらにPASMOのデ
ータを用いると、ある程度の属性を
把握できる。とはいえ、現地での観
察は不可欠だ。
　地域住民や駅利用者のニーズに加
えて、時代に合った商品やサービス
を見つけることも重要だ。「今、どん
なものが流行しているのか」「今の学
生や会社員は、どんなものを好んで
いるか」といった視点で、世の中の
動きを観察することは欠かせない。

　駅ビジネスは駅の利用者数に大き
く影響を受ける。2020年から流行
した新型コロナウイルス感染症は、
エキアの業績にも深刻なダメージを

与えた。最も厳しい時期、東武鉄道
の利用者数はコロナ禍前から20%以
上減少した。エキアの利用者もそれ
に比例し落ち込んだ。各店舗も大き
なダメージを受けた。売り上げの減
少に耐え切れず撤退を余儀なくされ
る出店者もあった。
　コロナ禍が終息に近づくにつれ、

エキアの売り上げは順調に回復した。
ただ、リモートワークの普及など働
き方の変化もあり、鉄道利用者数は
今もコロナ禍前の水準には戻ってい
ない。今後はこうした環境変化を前
提に、駅ビジネスの戦略を組み立て
る必要がある。駅の目的地化はます
ます重要視される。
　エキアはすでに17施設を展開し、
より多くの需要が見込まれる主要駅
の利便性向上やにぎわい創出を図っ
てきた。今後は、高架下空間を活用
し、2024年5月に開業したエキア竹
ノ塚のように、鉄道事業により創出
されたスペースでの展開がますます
重要となる。そして、既存施設のリ
ニューアルによる魅力と鮮度の維
持・向上は不可欠である。エキア川
越のオープンから15年以上が経過
し、社会動向やライフスタイルは変
化している。こうした環境変化にい
かに対応するかは、商業施設にとっ
ての永遠の課題だ。エキアもまた、
同じテーマに向き合い続けている。

「駅の目的地化」の重要性
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東京スカイツリータウンとRising East Project

創造の時代へ

押上・業平橋地区の土地利用計画図

　押上・業平橋地区は東武鉄道のほ
か、都営浅草線・京成押上線が乗り
入れていた。さらに2003年には、
伊勢崎線と営団地下鉄（現・東京メ
トロ）半蔵門線・東急田園都市線と
の相互直通運転を開始したことで、
交通利便性は飛躍的に向上した。羽
田空港や成田空港とのアクセスも良
く、外国人観光客も誘客できる。

　東武鉄道にとって、この地は特別
な場所だ。1895年に会社創立願を
届け出た際、東京市本所区（現・墨
田区南部）から栃木県足利町まで
83.7㎞の鉄道敷設を申請した。その
後1902年に吾妻橋（現・とうきょう
スカイツリー）駅を開業して以来、長
くこの地に根差して事業を続けてき
た。東武鉄道の原点ともいうべき地
であり、長年、人と物資の輸送ター
ミナルとして各地域とつながってき
た地である。再開発のために本社を
この地区から移転させる案も出され

　高さ634m。自立式電波塔として
は世界一の高さを誇る東京スカイツ
リーは、東京都墨田区の押上・業平
橋地区に建設された。かつて、ここ
には東武鉄道の本社や貨物ヤードな
どがあった。
　東京スカイツリータウン（以下、ス
カイツリータウン）の敷地面積は約3
万6,900㎡、自立式電波塔である「東
京スカイツリー（以下、スカイツリ
ー）」、商業施設「東京ソラマチ（以下、
ソラマチ）」、オフィス施設「東京ス
カイツリーイーストタワー」の3つの
施設を中心に、水族館やプラネタリ
ウムも併設する。これらの建物の延

べ床面積はタワー部を含め、約23
万㎡に及ぶ。
　1993年の業平橋（現・とうきょう
スカイツリー）駅での貨物輸送の終
了とともに、空いた用地の再開発計
画は様々検討されたが、いずれも実
現には至らなかった。また1990年
代から2000年代初頭は、バブル崩
壊によって日本経済は低迷し、鉄道
会社にも新たな経営戦略が必要とさ
れていた。そんな中で東武鉄道が希
望を見いだしたのは、貨物ヤード跡
地を中心としたこの場所だった。こ
こに唯一無二の街をつくるという強
い思いが生まれた。

新タワーへの思いは重なる

下町に生まれた天空の電波塔
東京スカイツリータウン開業の舞台裏
2012年5月22日、東京スカイツリータウンがグランドオープンを迎えた。
一時はコロナ禍で落ち込みを見せた来場者もインバウンド需要の復活で再び増加傾向となり、
累計来場者数は2024年11月に4億人を突破。日本の一大観光名所として、世界的な知名度が定着した。
数々の苦難を乗り越えて開業した東京スカイツリータウンの秘話や、
東京イーストエリアの拠点づくりに向けた施策を紹介する。
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創造の時代へ

たが、根津社長は首を縦には振らな
かった。
　時を同じくして、放送の世界では
地殻変動が起ころうとしていた。地
上デジタル放送の開始である。2011
年の完全移行を目指して、2003年
に地上デジタル放送がスタートした。
都心部では超高層の建築物が多く、
電波が入りにくい状況が発生し、高
さ333mの東京タワーよりも高い電
波塔を求める声が強まった。関東一
円に電波を届けるには、600m級の
電波塔が必要だと試算された。
　地上デジタル放送が開始された
2003年、「在京6社新タワー推進プ
ロジェクト」が発足した。新タワー
建設に向けて、首都圏の各地で誘致
活動が盛んになった。建設候補地と
して名乗りを上げたのは、さいたま
新都心、池袋、台東区の隅田公園な

ど10カ所以上に上った。2004年12
月には墨田区も新タワー誘致に向け、
東武鉄道に協力を要請した。東武鉄
道は2005年2月、新タワー誘致に
取り組むことを表明。以後、墨田区、
台東区、地元関係者と一体となって
誘致活動を行った。そして2006年3
月31日、新タワー建設地が押上・業
平橋地区に決まった。墨田区、放送
事業者、東武鉄道の3者間で事業推
進に最終合意し、新タワー建設プロ
ジェクトが本格始動したのだ。
　これほどの大規模な開発を行うの
は墨田区としても初めてのことであ
った。UR都市機構に技術支援を要
請し、土地区画整理事業（事業街区
の面積は約6.43ヘクタール、うち東
武鉄道用地は約4.82ヘクタール）を
主とした総合的なまちづくりが計画
された。地元の反応はおおむね好意

的で、建設地決定後には新タワー誘
致推進協議会主催で祝賀パレードも
行われたが、一部からは商店街の顧
客離れや、長期間に及ぶ工事による
騒音などを懸念する声も上がった。
東武鉄道をはじめ関係者は地域の理
解を得るべく、説明会を繰り返し開
いた。タワーの形状や施工方法の検
証を重ね、東京都環境影響評価条例
に基づく環境アセスメント※1 も行っ
た。丁寧に説明を重ねて合意形成を
図り、懸念事項の解消に努めた。こ

スカイツリータウン鳥瞰図　©TOKYO-SKYTREETOWN

2005年3月に撮影したスカイツリー建設前の
計画地
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創造の時代へ

成したいという思いを示す。2010年
10月28日には、スカイツリーの公
式キャラクター「ソラカラちゃん」が
発表された。同年12月27日には施
設全体の名称を「東京スカイツリー
タウン」に決定。商業施設は「東京ソ
ラマチ」、オフィス棟は「東京スカイ
ツリーイーストタワー」に決定した。
開業に向けた機運が徐々に高まりを
見せていく。

　600m級のタワーをどのように建
設するか。完成すれば世界一の高さ
となるタワーを建てた経験は、東武
鉄道はもちろん、誰にもない。世界
の電波塔をみても、広域にわたる通
信と観光の役割を担うのは、東京タ
ワーのほかカナダ・トロントのCN
タワー、フランス・パリのエッフェ
ル塔などそれほど多くはない。
　放送事業者からの設計要件は3つ
だった。1つ目は放送用の電波を発
するアンテナを高さ600m級に設置
すること。2つ目は各事業者が送信
機器室を設けること。3つ目はいか
なる大規模な災害が発生しても放送
機能を維持できることであった。世
界のタワーを視察し調査や検証を重
ねた結果、アンテナが揺れたりたわ
むことで周波数や放送範囲が変化し
てしまうことも分かった。高さ
600m級の上空で風の揺れに耐える
構造設計を検討しなければならない。
気象観測気球を何度も飛ばし、風の
影響を緻密に調べた。風洞実験※2や

シミュレーションを行い、風の方向
や速度、タワーにかかる荷重を入念

うして新タワーを核とする新しいま
ちづくりへの地元の期待は、徐々に
高まっていった。
　一方で放送事業者との協議は時に
難航し、意見が対立することもあっ
た。しかし、新タワーに対する考え
方は次第に一致していく。放送事業
者は「電波塔も社会インフラであり、
安定的かつ永続的に稼働させていく
責務がある」という姿勢を示した。
「鉄道」と「放送」という、共に公共性
の高い事業を担う者同士、思いがひ
とつになっていった。

　2006年5月1日、東武鉄道では「業
平橋押上地区開発事業本部」が立ち
上がり、「新東京タワー株式会社
（2008年6月10日東武タワースカイ
ツリー株式会社に社名変更）」が設立
された。東京都、墨田区など行政と
の連携を図りながら、「タワーのある
新しいまちづくり」に向けて動き出した。
　新タワーを含めた街区開発計画の

コンセプトは「Rising East Project 
～やさしい未来が、ここからはじま
る」に決まった。Eastは、東京の東、
日本の東、世界の東を表している。
どんな時も、日は東から昇る。1日
の始まりを告げる日の出のように、
始まりや新しさを創造する場所とな
る願いが込められた。開発コンセプ
トの策定にあたっては、東武鉄道社
内でプロジェクトチームが結成され、
ディスカッションを重ねた。「日本の
シンボルとなり、歴史的な下町の文
化に焦点をあて、都市文化の創造拠
点をつくる」。メンバーの意思は統
一された。
　開発にあたっては、3つのコミュ
ニティ形成を目標とした。1つ目は、
日本、下町のものづくりのDNAを
継承し、人々の交流が、新たな都市
文化を創造する 「アトリエコミュニ
ティ」。2つ目は、人と地球に優しく、
災害に強く、安全で安心して暮らせ
る潤いと活気に満ちた「優しいコミ
ュニティ」。3つ目は先端技術、メデ
ィアが集積し、新しい日本、新しい
東京を、世界へと発信するタワーを
核とした「開かれたコミュニティ」で
ある。これらのコンセプトは、受け
継がれてきた下町文化を大切にしつ
つ、新たな都市文化をつくることを
示している。
　2008年6月10日、新タワーの名
称が「東京スカイツリー」に決まった。
全国から寄せられた1万8,606案の
中から6案を選び、その後の投票で
最も票数が集まった名称だった。世
界に類を見ない高さのタワーは、空
に向かって伸びる大きな木を想起さ
せる。そのそばに人々が集まり、心
を寄せ合う豊かなコミュニティを形

東の空にタワーは建つ

未知の高さのタワースカイツリーのデザインセッション。根津社
長（右から2人目）は設計会社や建築家と意見
を交わした

開発コンセプト ロゴマーク
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に計算した。
　海外のタワーは、鉄筋コンクリー
トを使用したRC構造※3が主流だが、
災害が多い日本では鉄骨造のほうが
ふさわしい。しかし鉄骨造には高度
な加工技術が必要だ。RC構造より
もはるかに困難な施工が予想された。
建設地は鉄道の貨物ヤード跡地とい
う特性上、東西方向に長く南北に短
い土地である。建設地の北側は住宅
密集地であり、極力日陰をつくらな
い配慮も必要だった。こうした制約
の中でいかに安定したタワーをつく
るか。ポイントになったのは「三角
形」である。
　スカイツリーの足元は一辺約68m
の三角形で構成される。上空に向か
って徐々に丸みをおびていき、高さ
315mで円形になる。この設計なら
ば、限られた敷地でも安定性を確保
しつつ日陰の影響を抑えられる。全
体のデザインは彫刻家の澄川喜一氏
が監修した。伝統的な日本建築に見
られるシャープな「そり」、線や面が
上方に湾曲したさまが柔らかさを感

じさせる「むくり」を意識した。カラ
ーは青空に映える「スカイツリーホ
ワイト」。日本の伝統色である「藍白」
をベースとしたオリジナルカラーだ。
　スカイツリータウンは2008年7月
14日に着工し、タワーは翌2009年
4月6日、地上鉄骨部分の工事が始
まった。タワーの構造は細長い部材
を三角形に組み上げるトラス構造が
採用された。組まれた鉄骨の数は約
3万7,000ピースに上る。「高強度鋼
管」とよばれる、通常の構造物で用
いる鋼材よりも倍の強さの鉄を使用
した。最も大きな鉄骨は足元に使わ
れ、高さ約4m、直径2.3m、厚さ
10cmで重さは約29tだ。部材の接
合には鋼管同士を直接溶接する「分
岐継手」が採用された。リベットとよ
ばれる締結部品を使って接合するよ
り、強度が出る上にさびにくい。リ
スクは溶接時の熱で部材が変形する
恐れがあるところだ。現場での溶接
作業には多くの困難も伴うが、日本
の高い技術力によってこの難工事が
実現できた。
　工事中は騒音や振動が漏れないよ
う万全に配慮した。スカイツリーの
高さが50mに達するまでは、工事は
昼間のみとされた。夜間工事が始ま
った後も、光や音が漏れないよう囲
いをし、外装工事は安全ネットの内
側で行われた。
　2009年10月16日、塔体の高さを
634mに最終決定した。当初から自
立式電波塔としては高さ世界一にす
ることを目指し検討を重ねてきた。
同時期に建設されていた中国の広州
塔が高さ600mで完工し、スカイツ
リーは世界一高い自立式電波塔とな
ることが確定した。このニュースに

スカイツリーの立面・断面図
©TOKYO-SKYTREE

※1 環境アセスメント
一定規模以上の開発をする際に、事業者が
現地調査などで環境への影響を事前に見積
もり、対策を講じ、調査結果を公表。大き
な影響が出ないかを確認する環境影響評価
法に基づく仕組み。

※2 風洞実験
計画している建物の模型に風をあてること
で、周辺への風の影響や建物自体への風の
影響を調べること。

※3 RC構造
鉄筋とコンクリートを組み合わせた構造。
高層マンションやビルでよく採用される。スカイツリー建設中の様子
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　スカイツリーの役割は電波塔や観
光だけではなく、研究拠点としても
活用されている。都心部にあって、
高所で定点観測ができるという、世
界的に見ても希少な利点を生かし、
防災や気象に関する研究が様々な研
究機関によって行われている。電力
中央研究所はスカイツリーへの落雷
時に生じる電流を観測し、特性を分
析する。国立環境研究所は大気中の
温室効果ガス観測を行う。過去には
雲粒を観測し、ゲリラ豪雨を研究し
た機関もあった。
　また、環境に配慮しスカイツリー
タウンとその周辺地域に冷暖房を供
給する地域冷暖房システムを導入し
た。高効率・省エネルギー性能を備
えた大容量水蓄熱槽などを設置して
いる。さらに、全国の地域冷暖房シ
ステムでは初めて地中熱を利用して
いる。年間を通してほぼ一定の地中
熱の特性を利用することで、エネル
ギー消費量やCO2排出量の削減効果
も期待できる。

　着工後、タワーの高さや施設の詳
細が決まる度に設計の見直しや検証、

多忙な日々を送る関係者の気持ちは
一段と高揚した。後の2011年11月
17日に「世界一高いタワー」としてギ
ネス世界記録に認定されている。
「634=むさし」の響きも日本人にと
ってなじみ深く、かつての武蔵国を
思わせた。
　2010年3月29日には塔体の高さが
東京タワーの333mを超え、日本で
一番高い建築物になった。この頃か
ら新タワーへの関心は一層高まった。
メディアに取り上げられることが増え、
その存在が日本中に広まっていった。

　スカイツリー建設にはその高さゆ
え、関係者を悩ませる事象も起こっ
た。施工関係者の間で今でも話題に
上るのが、2010年4月17日の降雪だ。
日本一の高さともなると地上とは気
象が全く異なる。関東特有の湿った
雪が塔体に付着し、天気が回復する
と剥がれて落下した。雪の想定はし
ていたが、実態を目の当たりにする
と関係者に緊張が走った。タワー周
辺の歩行者や民家、ビル等に何とし
ても影響を及ぼしてはならない。大

学や研究機関、航空会社などからア
ドバイスを受け、対策を講じた。現
在は雪対策のため、塔体への着雪を
監視するカメラの設置や、冬季はゲ
イン塔※4の周囲にネットを張るなど
着雪、落雪を防いでいる。
　また、2011年3月11日には、東
日本大震災が発生した。巨大地震は
スカイツリー建設現場にも襲い掛か
った。地震の揺れを低減させる心柱
は建設途中だった。しかし、未知の
自然災害をも見据え、一般の超高層
ビルに義務付けられる耐震、耐風設
計を上回る性能の設計がなされ、施
工が進められていた。そのため、主
構造に影響はなく、建設現場でもけ
が人を出すことなく避難できた。東
日本大震災の発生によって、くしく
もその耐震性を証明する結果となっ
た。震災直後の3月18日、スカイツ
リーはついに634mの高さに到達した。
　スカイツリーはいかなる災害が発
生しようとも放送用の電波を止めて
はならない。それがスカイツリーに
課せられた最重要課題だ。防災対策
は入念に行われ、地震による揺れや
液状化に加え、津波、高潮、大雨な
ど水害への対策のほか、市街地での
火災や多くの人が集まる場所として
テロ対策も施されている。

世界一のタワー、完成へ

スカイツリータウンの開業前には大規模テロ災害対処訓練が行われた。訓練では来場者役の約
100人を係員の誘導で避難させた（左・右）

2012年3月2日に行われたスカイツリータウ
ンの竣工式の様子

インフラを守る使命感
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構造や耐火性能の評価・大臣認定が
必要となり、この間に建築確認申請
を7回出した。しかも1回ごとの検
証から評価認定・申請・許認可に6
カ月ほどの期間と、多くの労力がか
かる。未知の高さへの挑戦はいくつ
もの壁に直面した。建設現場以外で
も数々の苦闘が繰り広げられた。そ
れにもかかわらず、東日本大震災の
影響で資材が搬送できずに2カ月遅
延した以外は、工期の遅れはなく、
施工スケジュールは順守された。
　2012年2月29日、ついに竣工の
時を迎えた。この日は大雪と強風で、
関係者は最後まで対応に苦労しなが
らの引き渡しとなった。建設工事に
は延べ約58万人が総力を結集し、世
界一のタワーが完成した。同年3月
にはスカイツリータウンに接する業
平橋駅を「とうきょうスカイツリー
駅」へ改称。改札口を増やし、スカイ
ツリータウンへの動線を確保したほ
か、特急列車を停車させるようにした。
　スカイツリータウンのグランドオー
プンは、竣工から3カ月ほど後の5月
22日となった。開業までの間、関係
者は連日準備に追われた。励みにな
ったのは、開業前に行われた天皇皇
后両陛下（現・上皇上皇后両陛下）の
行幸啓※5 や皇太子殿下（現・天皇陛
下）をはじめとする行啓のほか、国内
はもとより世界各国からも著名人が
視察に訪れたことだ。その注目度の
高さを、折に触れて感じ、目前に積
み重なる仕事に精力的に向き合った。

　スカイツリータウンは、商業施設や

オフィスの機能を備えた複合施設と
して開発された。商業施設の機能を
担うのが、スカイツリーの足元に広が
るソラマチである。商業施設はリピー
ト利用が多く、滞在時間も長いため、
ソラマチのビジョンは、スカイツリー
のイメージに直結する。東武百貨店
や東武ビルマネジメントなどグルー
プ会社の社員も参画してチームを組
織し、施設づくりの模索が始まった。
　ビジョン策定の上で指針になった
のが、「タワーのある街」の20年後の
姿である。国内外からの観光客、地
元住民、買い物や食事を目的に訪れ
る人々がそれぞれの時間を過ごし、
交流する様子を思い描いた。打ち出
された開発ビジョンは「新・下町流」。
下町に息づく精神や思想を大切にし
つつ、新たな文化や情報を発信する。
人が集まる場をつくるため、ハード・
ソフト両面の整備に注力した。
　ソラマチは、新しい下町のにぎわ
いを感じさせるバラエティー豊かな
300店以上の出店者で構成され、「ソ
ラマチ商店街」「ジャパンスーベニア」

2012年4月26日に天皇皇后両陛下は根津社長の案内で、スカイツリーの天望回廊からの眺望を
ご覧になった

※5 行幸啓
天皇と皇后がご一緒に外出されること。

集合知でつくられたソラマチ

※4 ゲイン塔
放送用アンテナを取り付けるための柱。電
波塔の最上部に設置される。

冬季はスカイツリーのゲイン塔にネッ
トが張られる
©TOKYO-SKYTREE
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タウンの開業式典が行われた。根津
社長はあいさつの中で「鉄道路線に
加え、同じく公共インフラである東
京スカイツリーを守り、そしてそれ
らを100年後の未来に伝えていくこ
とが、我々に課せられた使命である」
と決意と覚悟を表明した。
　同年5月22日、スカイツリータウ
ンがグランドオープンを迎えた。こ
の日の来場者はスカイツリータウン
が約21万9,000人、スカイツリーが
約9,000人。東武グループ総出で対
応した。開業からしばらくは息つく
間もないほど多忙な日が続いた。そ
れでも多くの人であふれかえる様子
を見て、自分たちがつくってきたも
のの意義を改めて感じた。
　スカイツリータウンはその後も順

「ソラマチダイニング」など、特徴あ
るフロア構成になっている。中でも
力を入れるのが飲食エリアだ。首都
圏初上陸の人気スイーツ店や地元で
人気のあるブランドの新業態など、
集客力のある店舗を多く誘致した。
　出店希望者向けの説明会は早くか
ら開いていたものの、当初は苦戦を
強いられた。電波塔といえば東京タ
ワーなどの観光地的なイメージが強
く、特にファッションフロアへの誘
致は難航した。
　風向きが変わったのは、スカイツ
リーの高さが東京タワーの333mを
超えて日本一の高さとなり、メディ
アへの露出が急増した2010年3月
頃からだ。建設現場の見学希望が増
加し、大手企業のほか、国内外に広

くアピールできるとの見立てから、
海外進出を目指す企業からの出店希
望も寄せられるようになった。
　開業に向けてあわただしく準備を
進めていた2011年、東日本大震災
が発生した。消費の冷え込みによっ
て出店をためらう企業や、津波被害
に遭った企業もあった。不安を抱え
る企業と密に連絡を取り合い、励ま
し合った。いつしかスカイツリーは
「復興のシンボル」とまで言われるよ
うになった。出店者と共に前を向き、
開業に向けて一歩ずつ歩みを進めた。

　2012年5月14日、スカイツリー

大盛況で迎えたグランドオープン

イーストヤード1階の「ソラマチ商店街」。全長約120mの通路に
食品、雑貨、カフェなどの店舗が軒を連ねる

スカイツリータウン中央部に位置する「ソラマチひろば」。「憩
いの場」「地域コミュニティの場」となる広場

ソラマチのフロア構成（2024年11月時点）　
©TOKYO-SKYTREETOWN
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調に来場者数を伸ばし開業後の1年
間で、スカイツリーでは約638万人
（想定540万人）、スカイツリータウ
ンでは約5,080万人（想定3,200万人）
が訪れ、想定を大きく上回る結果を
出した。
　一方で試練は早々に訪れる。スカ
イツリーには地上と高さ350mの第
1展望台「天望デッキ」を結ぶエレベ
ーターが 4基、第1展望台と高さ
450mの第2展望台「天望回廊」を結
ぶエレベーターが2基ある。このエ
レベーターには強風などによる塔体
の揺れに共振して、エレベーターロ
ープの揺れが大きくなると、安全確
保のために自動で停止する管制運転
システムが備わっている。いわば安
全装置だが、それが作動し営業の中
止や休止を余儀なくされていた。国
内外から訪れるお客様のために安定
的な営業を行いたい。開業直後から
ロープの揺れを抑制する技術的な検
討を始めた。様々な検討の結果、高
強度としたロープに重りを加えて張
力を高め、揺れを抑制する方法にた
どり着いた。2015年3月から高性能

化工事を順次行い、第1期工事終了
の同年8月以降、台風が直撃するよ
うな場合を除いて展望台の営業中
止・休止は発生していない。

　スカイツリーの特徴の1つに、夜

間のライティングがある。夜空に浮
かぶブルーやパープルの光に、スカ
イツリーを東京のシンボルと感じる
人も多い。光源は省エネ性に優れた
LED照明で、通常ライティングは3
種類ある。淡いブルーでタワーの心
柱を照らし出す「粋（いき）」、パープ
ルに金箔（きんぱく）のような光をバ
ランスよくちりばめた「雅（みやび）」、
2017年に開業5周年を記念して点灯
を開始したオレンジと縦のラインが
特徴的な「幟（のぼり）」である。
　東京2020 オリンピック・パラリ
ンピック競技大会（以下、東京オリ
ンピック・パラリンピック）を翌年に
控えた2019年5月、スカイツリーは
照明の増強工事に着手した。アンテ
ナ設備があるゲイン塔全体を動きの
あるフルカラーの光で照らすよう、
新設計の機器を増設した。20km以
上先からでもゲイン塔の頂部の光が
よく見える。塔体の高さ150m付近
と250m付近にも照明機器を追加し、

2012年5月22日に行われたスカイツリータウン グランドオープンセレモニーの様子。テープカ
ットには山﨑墨田区長、墨田区名誉区民の王貞治氏、根津社長、鈴木東武タワースカイツリー社
長らが参加した

社員総出で駅や施設の案内、誘導に当たった（左・右）

夜空を照らす希望の光

オープンと同時に入場者が詰めかけ、各所で長蛇の列ができた（左・右）
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創造の時代へ

イティングデザインを募集。応募作
品の中から2作品を特別ライティン
グとして点灯した。

　東武鉄道が次代に向けて進めるの
が、浅草～スカイツリータウンエリ
アの一体化だ。
　浅草は江戸時代からの繁華街であ
り、東武スカイツリーラインの起点
となる浅草駅がある。浅草とスカイ
ツリータウンはそれぞれ年間3,000
万人以上が訪れる観光地だ。徒歩圏
内だが、その間には隅田川があるた
め、全く別のエリアと認識されてい
た。2つのエリアをつなげ、水辺を
軸にしたまちづくりを進めるため、

以前は黒い帯状に見えていた部分も
光るようになった。合計2,362台も
の照明機器により、演出性と視認性
が高まった。
　待ちに待ったオリンピックイヤー、
そこに新型コロナウイルス感染症が
襲い掛かった。感染拡大防止のため、
一部を除きスカイツリータウンは休
業を余儀なくされた。東京オリンピ
ック・パラリンピックの開催延期が
決まり、世界全体が重苦しい空気に
包まれる中、今こそ「希望の光」を発
信する必要があると考えた。
　スカイツリーでは、2020年3月
27日～ 5月31日及び同年12月18日
～ 2021年3月21日にかけて特別ラ
イティングを実施した。宇宙から見
える地球をイメージして、塔体はブ
ルーの光に染められた。「世界が一丸

となってコロナに打ち勝とう」という
願いを込め、天望デッキの側面にはメ
ッセージ「TOGETHER WE CAN 
ALL WIN!」をレーザーマッピング
で投影した。報道やSNSを通じて全
世界に拡散された。
　スカイツリーは、関東各地から目
にすることが可能な上、メディアで
の露出も多い。その存在感を生かし、
数々の啓発活動にも寄与している。
過去には乳がんの早期発見や小児が
んの啓発、世界禁煙デーなど、社会
性の高い活動にちなんだ特別ライテ
ィングを実施してきた。
　また、スカイツリーを身近に感じ
てもらう取り組みとして、2013年に
は墨田区の小学生に「明るい未来」と
「オリンピック・パラリンピック
2020年招致への想い」をテーマにラ

地域一体のまちづくり

スカイツリーの照明設備は2020年2月に更新・増強した。通常ライティングのデザインも刷新された。（左から）「粋」「雅」「幟」のライティング
©TOKYO-SKYTREE
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官民連携のプロジェクトが立ち上が
った。このプロジェクトから誕生し
たのが、2020年6月18日に開業し
た鉄道高架下の複合商業施設「東京
ミズマチ（以下、ミズマチ）」と歩道
橋の「すみだリバーウォーク」である。
　このエリアの水辺空間の整備につ
いては、2014年、「新たな水辺整備
のあり方検討会」（事務局：東京都）
によって「隅田川等における新たな
水辺整備のあり方」がまとめられた。
東武鉄道はこれに価値を見いだし、
浅草とスカイツリータウンの来訪者
が行き来するための仕組みづくりを
検討した。当時、東武鉄道は浅草～
とうきょうスカイツリー間の高架橋
耐震補強工事を、東京都は北十間川
護岸の耐震補強工事を計画していた。
これに併せ東京都、墨田区、東武鉄
道が協働し、公園・区道・高架下（ミ
ズマチ）・河川からなる一体的な空
間を整備することになった。
　計画当初はすみだリバーウォーク
の開設は予定していなかった。しか

しミズマチ開業に向けた計画が進む
中で、隅田川両岸の動線確保が重要
と判断し、鉄道橋である隅田川橋り
ょうに歩道機能を添架※6することを

計画した。それまで浅草からスカイ
ツリータウンに行くには、鉄道を利
用するか、迂回して言問橋や吾妻橋
を渡るしかなかった。浅草とスカイ
ツリーを直線距離で徒歩移動できれ
ば、鉄道利用者の減少につながる恐
れがある。しかし、両岸の往来が活
発になればエリアの回遊性は高まり、
東京の東部の拠点として、にぎわい
は地域に広がっていく。この地域に
とって真に必要なものは何か。そう
考えて下した決断だった。

　すみだリバーウォークは、鉄道橋
の隅田川橋りょうに添架してつくら
れた。2018年10月から検討を始め、
約1年半で完成した。短期間で完成

「世界が一丸となってコロナに打ち勝とう」と
いう願いを込めた特別ライティングを行った　
©TOKYO-SKYTREE

乳がんに関する知識啓発を目的に毎
年10月1日に点灯（上）　「明るい未
来」をテーマに墨田区の小学生から
募集して作成したライティングデザ
イン「明花」。東日本大震災からの復
興への想いを込め、毎年3月11日
に点灯（下）
©TOKYO-SKYTREE

※6 添架
ここでは既存の橋りょうに新たな構造物を
取り付けることを指す。

両岸を結ぶ歩道橋を架ける
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　浅草からすみだリバーウォークで
隅田川を渡って、墨田区側へ。見え
てくるのはミズマチだ。ミズマチは
浅草～とうきょうスカイツリー間の
鉄道高架下に誕生した路面型の複合
商業施設で、店舗は約630mにわた
り続く。南には隅田川と接続する北
十間川の親水テラス※7 、北側には通
路を介して開放的な隅田公園が広が
る。公園で遊ぶ家族連れ、カフェの
テラスでお茶を飲む人、水辺の風景
を眺める人。浅草とスカイツリーの
間に位置するこの街には、ゆったり
とした時が流れる。
　ミズマチができる前は、スカイツ
リーに近接しながらも人通りの少な
い場所だった。しかし、幅約19mの
小さな河川と公園に隣接するロケー
ションは、東京では希少だ。東武鉄
道は、この地を個性豊かなエリアと
して地域と一緒に成長させたいと考
えた。
　施設の設計で参考にしたのは、米
国のポートランドだ。路面店が点在
し、若者が新しいチャレンジを続け
る姿に強くひかれた。施設の名称は
「東京ミズマチ」。より水辺に近く、親
しみやすい街であることを象徴する。
　周辺の回遊性を高めるには、歩き
たくなるまちづくりが必要だ。「イー
ストトーキョー」ともいうべき、下町
特有の優しさ、緩やかさが伝わる雰
囲気づくりにこだわった。
　施設の設計チームは、フレンドリ
ーな下町文化を表現する上で「両A
面」という考えを取り入れた。水辺
側と公園側のどちらも表側にして、

できた要因は都市計画的な位置付け
をすることなく、河川敷地占用許可
準則の特例を適用した民間施設の遊
歩道として設置できたことだ。鉄道
事業者が河川に橋を架けるのは、原
則、鉄道橋以外は認められない。こ
の占用許可を受けるには地域の合意
が必要となるが、東京都及び墨田区、
台東区の協力も得て、地元住民や商
店、寺社への説明も迅速に進められ
た。地元の関係者と、2つの観光地の
一体化の必要性やこの地域への思い
を共有できたことは、合意形成に大
いに役立ち、好意的に受け止められた。
　東京オリンピック・パラリンピッ
クの開催前の開通を見据えた短期間
での施工となり、すみだリバーウォ
ーク建設に向けたプロジェクトチー
ムが立ち上がった。設計やデザイン
の検討が一体的に進められ、スピー
ド感ある施工を実現した。隅田川は
船の往来が多い河川である。橋りょ
うの工事のために何カ月も河川を占
有するのは困難だ。隅田川を行き来
する船の所有者との交渉や、コロナ
禍の影響で橋の部材調達も難航し、
調整に追われた。
　技術面の課題は隅田川橋りょうの
耐震性能の維持であった。隅田川橋

りょうは 1931年に架けられた。
2008年に耐震補強が行われており、
その耐震性能を落とさないよう、ア
ルミ部材を採用して軽量化を図った。
意匠にも細部までこだわった。鉄道
橋の色は「スカイツリーホワイト」に
塗り替えたほか、夜間はスカイツリ
ーの通常ライティングに合わせた色
にライトアップし一体感を持たせた。
塗り替えた鉄道橋が映えるように、
すみだリバーウォークは落ち着いた
色合いにしている。床材は川に浮か
ぶテラスをイメージし、歩行感を重
視したため天然木を採用。歩道橋に
は川が眺められる窓や隠れキャラク
ターを印刷するなどの工夫をちりば
めている。
　様々な難題に一つひとつ向き合い、
知恵を出し合い、工夫を重ね、関係
者の協力を得ながらすみだリバーウ
ォークは完成した。コロナ禍での開
通にはなったが、両岸の行き来は目
に見えて増加した。付近の吾妻橋や
言問橋を含む交通量調査の結果でも、
エリア全体で回遊性が向上している
ことが分かった。新たな移動軸を生
み出したすみだリバーウォークによ
って、隅田川の両岸は今日も多くの
人が行き交う。

浅草エリアとスカイツリータウンエリアの回遊性を高めるべくミズマチ、すみだリバーウォークが
開業した

新たな下町文化を発信
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裏面をつくらないようにした。ガラ
ス張りにして、南側の水辺と北側の
公園が店内を通して見えるようにな
った。下町の路地のように店舗の間
を通り抜け、公園と親水テラスを行
き来できる。
　しかし、設計上の課題は山積みだ
った。このエリアは高架橋を挟んだ
南側と北側で異なる傾斜が付いてい
て、建物の両側で地面のレベル※8 が

違った。さらに高架下には太さや間
隔の異なる柱が立ち並ぶ。そんな中
で出店者の要望に応えながら施設や
店舗をつくるのは至難の業である。
　そこで設計チームは、発想を転換
させた。誘致しているのは、個性的
な企業ばかりだ。ならば、その個性
をデザインに生かせばよい。高低差
をあえてデザインに組み込んだ。高
低差を積極的に生かしたことで、水
辺側と公園側とで全く異なる景色を
もたらし、唯一無二の施設が出来上
がった。
　誘致する出店者には、ミズマチの
成長に伴走してくれることを求めた。
規模は小さくても、熱心なファンが
いたり、個性のある店舗を集めた。
新たな若者文化の発信地に育ててい
こうと考えたからだ。スカイツリー
タウンのような大規模な複合商業施
設に近接して、ミズマチのようなセ
ンスの良い小さな街があることで、
エリアは多面的な魅力を持つ。
　開業当初はコロナ禍の影響が強く、
出店の断念や入居が遅れた企業もあ
った。だが、隅田公園やミズマチの
ような開放的な空間を求めて訪れる
人は予想以上に多かった。逆風が吹
く中での開業ではあったが、今では
15店舗の飲食店やユースホステル、

スポーツ施設といった多彩な店舗が
入る。
　2025年度からは、ミズマチが面
する隅田公園の指定管理者を東武鉄
道を代表企業とする「すみだパーク
マネジメントグループ」が担う。さら
には、とうきょうスカイツリー駅付
近で連続立体交差事業が行われてお
り、工事完了を見据えたまちづくり
が計画されている。このエリアを東
京イーストエリア随一の拠点にする
という、東武鉄道のたゆみない挑戦
と行政や地元との協創はこれからも
続いていく。

すみだリバーウォーク（上）　ミズマチ（下）

※7 親水テラス
都市住民が水に親しめるよう、川岸などを
整備してつくられた遊歩道や緑化地。

※8 レベル
建築用語で水平の度合い。建物を水平に建
てるため、測量機器を使って地面の高さや
高低差を測る。
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東日本大震災
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曳舟駅線路脇のビルの外壁が崩れ落ちた様子（左・中）（提供：東武谷内田建設）

傾斜、線路の陥没、陸橋コンクリー
トの崩落などの被害に襲われた。「何
が起きたのか分からない」――誰も
が目を疑うような光景が、沿線のそ
こかしこに広がっていた。

　「安全な場所に停車してください」。
地震の揺れが続く中、直ちに指令員
が全駅・全列車に、安全確保を促す

　2011年3月11日14時46分、列
車運行に関する指令業務を行う運行
管理所に緊急地震速報を知らせる回
転警告灯が点灯した。所内は警報音
が鳴り響いた直後、長く大きな揺れ
に見舞われた。東北地方太平洋沖地
震※1の発生である。
　運行管理所の壁面に亀裂が入るほ
どの強い揺れ。所員たちは机上から
落ちそうなるモニター設備を押さえ
るのがやっとで、立っていられなか
った。この地震によって発生した巨

大津波は、東日本一帯の太平洋沿岸
を襲い各地に甚大な被害を与えた。
　沿線に設置していた地震計は、太
田駅周辺で震度6弱、鐘ケ淵駅付近
では震度5強、下今市駅や新栃木駅、
東武動物公園駅、松原団地（現・獨
協大学前）駅、鎌ケ谷駅付近などで
震度5弱を観測した。その後も幾度
となく大きな余震が続いた。
　東武沿線でも地震によって、各駅
でエレベーターの停止やホーム上に
設置された駅名看板・スピーカーの

「営業停止」の決断

東日本大震災の対応と支援の記録
社会インフラを支える責任
東北・関東地方を中心に、未曽有の被害をもたらした東日本大震災。
混乱の中でも東武グループ各社では、それぞれが役割を全うし、一丸となって難局を乗り越えた。
ここでは運行管理所が行った対応を中心に震災の記憶をたどる。
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地震発生直後の東武鉄道本社内の様子

※1 東北地方太平洋沖地震
2011年3月11日14時46分に発生した大
地震。マグニチュードは9.0、最大震度は7、
震源地は宮城県牡鹿半島沖。北海道・東北・
関東沿岸には大津波が発生した。この地震
による災害を「東日本大震災」と呼び、死者・
行方不明者は2万2,200人以上に上った。

※2 阪神淡路大震災
1995年1月17日5時46分に発生した、国
内史上初「震度7」の大地震。震源地は淡路島
北部沖の明石海峡。死者・行方不明者は
6,400人以上に上った。

※3 地下鉄サリン事件
1995年3月20日8時頃、東京都心を走る
営団地下鉄日比谷線、丸ノ内線、千代田線
の車両内で猛毒のサリンがまかれた無差別
テロ。オウム真理数が計画・実行した。14

人が死亡、約6,300人が負傷した。

無線を流した。その直後から、無線
や指令専用電話は呼び出し音が鳴り
止まない状況が続き、情報集約どこ
ろか連絡の優先順位を付けることも
ままならない状態に陥った。情報が
錯
さくそう

綜し、「列車が脱線している」とい
った誤情報も流れた。まさにパニッ
ク状態だった。
　運行管理所では、全駅・全列車へ
の一斉無線を活用し、錯綜する情報
の整理に努め、地震発生から約1時
間後の15時50分、全駅でけが人が
いないことを確認。駅間に停車して
いた列車に対し、架線・線路・踏切
に異常がないことを確認でき次第、
最寄り駅まで最徐行での運転を指示
するなどの対応を行った。
　各列車が最寄り駅に到着し旅客を
降車させた後に、運転を見合わせ、
早期復旧に向けて線路等の点検作業
を開始。その時、迫っていたのは帰
宅ラッシュの時間帯だった。一刻も

早く帰宅をしようとする人たちが駅
に殺到する。しかし、列車が走行で
きる状況ではない。誰かが線路上を
歩き始めれば、大勢の人が後に続く
のは想像に難くない。線路内に人が
立ち入れば、当然、点検・復旧作業
にも支障が出て運転再開のさらなる
遅れにつながってしまう。そうした
懸念から、安全を確保し最短で運転
再開をするため、「運転見合わせ」で
はなく「営業停止」を選択した。これ
は1995年の阪神淡路大震災※2 で起
きた当時の混乱や、同年の地下鉄サ
リン事件※3で得た教訓からの決断だ
った。16時に伊勢崎線をはじめとす
る本線系統で、16時30分に東上線
で「営業停止」の指令が出された。
　駅係員たちは全線「営業停止」とい
う過去に経験のない対応を余儀なく
された。戸惑いながらも、利用者の
安全を確保しながら駅建物の外へと
誘導した。地震発生当日は、他の鉄
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創造の時代へ

　計画停電実施の初日、浅草～竹ノ
塚間では10～ 20分間隔で終日運転、
浅草～館林間の運転は1日1往復の
みといった臨時ダイヤによる運行を
行った。北千住駅等では通勤・通学
ラッシュで多くの旅客が押し寄せ、
入場規制をしなければならないほど
混乱した。列車に乗り切れない人が
ホームにあふれ発車すらできない事
態に、駅係員や乗務員から運行管理
所に悲痛な叫びの無線連絡が届いた。
　業務連絡用のシステムやFAXも
情報量の多さで機能不全となり、駅
や列車に情報をスムーズに伝達でき
なくなってしまった。そのため、所
員と本社員が運行する列車に乗り込
み、駅ごとに指令内容や臨時ダイヤ
を手渡しで届けるなど、知恵を振り
絞った対応を取った。
　駅係員や乗務員だけでなく現場に
駆けつけた本社員らは、時に旅客か
らの厳しい言葉を浴びながらも、で
きうる最大限の対応を行った。必死
だった。臨時ダイヤの他にできる限
りの臨時列車を運行して、計画停電
終了の3月18日まで急場をしのぎな
がら営業する日々が続いた。以降、
翌月3日まで平日も暫定的に土休日
ダイヤを利用する形で列車の運行を
確保しながら、徐々に通常ダイヤへ
とシフトしていった。

　東武バスグループ各社や関越交通、
東北急行バスなどでは被災した人々
をバス輸送で支援した。東北新幹線
や東北本線などが被災し、都内から
東北方面へのルートが不通となった

道会社でも運転見合わせや営業停止
が行われたこともあり、首都圏では
大勢の帰宅困難者が発生した。しか
し、翌12日には東武線全線で営業
再開ができた。あと1時間でも営業
停止の判断が遅れていたら、旅客の
対応にも追われ営業再開もできない
まま、さらに混乱が大きくなってい
たかもしれない。
　営業停止となった後も、各現場で
は様々な困難に立ち向かった。多く
の踏切では継続遮断により警報音が
鳴り止まない状態になり、人々が横
断できずにいた。各踏切に電気係員
が駆けつけ、警報音の停止作業を行
った。また、線路内に異常がないか、
係員の徒歩による点検が夜を徹して
行われた。作業に当たれる人材確保
に奔走しながら、一つひとつ解決を
していかねばならなかった。どの現
場でも同じだった。
　過去に例を見ない異常事態、対応
マニュアルを見る余裕もない中で、
各現場では安全側に立った行動をそ
れぞれが行った。

　地震発生から2日後の3月13日、
余震が続く中でも通常のダイヤで運
行していた。そうした中、地震によ
る福島第一原子力発電所の事故※4で

電力供給力が著しく低下し、東京電
力が14日以降に計画停電※5を実施
する可能性があるという情報が入っ
てきた。しかし、詳細な情報は全く
入ってこない。それでも、運行管理
所の所長をはじめ所員たちは、通常
のダイヤを基本とし、列車本数を大
幅に減らした臨時ダイヤの検討を開
始した。同日20時20分にようやく
東京電力から翌3月14日から18日
までの計画停電が発表された。まず
はすべての特急列車の運休と相互直
通運転の中止を決定。その後、本社
員や運行管理所のダイヤ担当の所員
が夜を徹して、電力確保の制限内で
運行できるよう、検討していた臨時
ダイヤから列車本数をさらに削減し
たダイヤの作成に当たった。

試行錯誤の計画停電

東日本大震災当日のダイヤ。現在も南栗橋の総合教育訓練センターに展示され、当時の状況を今
に伝えている

東武グループの被災地支援
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History of the last 25 years

創造の時代へ

「がんばろう日本」のヘッドマークを付けた特急車両。2011年4月29日～9月30日の間に運行された

ことから、救援・支援ルートとして
東武鉄道・野岩鉄道・会津鉄道を乗
り継ぐルートを急ぎ確保した。計画
停電や会津鉄道のディーゼルカーの
燃料不足など、列車運行にハードル
もあったが、東京から福島への運行
を維持することができた。
　東武宇都宮百貨店では栃木県から
緊急支援物資（食料品）提供の要請を
受け、火を通さなくても食べられ、
保存の利く食品を提供した。各地の
東武ホテルでは、ロビーや宴会場を
開放し、一時的な滞在場所として約
950人もの帰宅困難者を受け入れた
ほか、炊き出しや水の提供を行った。
　さらに人材採用の面でも支援が行
われた。東武ステーションサービス、
東武エンジニアリング、東武インタ
ーテック、東武バスグループ各社で
は震災の影響で就職の内定を取り消
された学生などを対象に、最大80
人の募集を実施した。

　東日本大震災は、東武グループ各
社にとって、いまだかつて経験した
ことのない出来事だった。しかし、
未曽有の大災害に見舞われた中でも
「今この場所で自分にできることは
何か」を考え、各社、各現場が行動
した。このことは、各人が誇りに思
っていいだろう。
　震災の教訓を未来に継承する取り
組みも生まれた。震災後、このよう
な大規模災害等発生時における帰宅
困難者対応の基本方針を定めた。列
車が長時間にわたり運転再開のめど
が立たない状況において、駅構内に

安全な場所が確保でき次第、一時的
に待機場所とするというもので、待
機する旅客用に備蓄品（食料・飲料
水）を用意している。さらにジャンク
ション駅では、警察・消防・自治体・
同業他社と合同で避難誘導訓練を実
施するなど、各駅で地域との連携を
深めている。 
　また、運行管理所が中心となって
震災時に乗務していた社員に聞き取
りを実施し、各駅からも「生の声」を
収集した。これらを集約、分析し、
各部門で見直すべきところを検討し
た。震災時の対応を貴重な記録とし
て次世代に残している。
　震災を経て実感したのは、鉄道の
運行は現業が支えているいうことだ。
今、この瞬間にも事故や災害が起こ
るかもしれない。東武グループの基
幹事業は鉄道事業であり、その事業
の根幹は「安全」だ。「安全対策に終わ
りはない」との思いを胸に、日頃から
の備えを怠らず、これからも事業の
発展に努めていく。

※4 福島第一原子力発電所の事故
福島第一原子力発電所が、東日本大震災の影
響で停電。さらに津波で発電機が故障、非常
用バッテリーなども流出したため、全電源が
喪失。核燃料の冷却ができなくなったために
メルトダウン（炉心溶融）が起こった。

※5 計画停電
電力需要が供給能力を大幅に上回る予測がさ
れる場合などに行われる事前通知型の停電の
こと。東日本大震災では大規模な津波が発生
し、複数の発電所が停止してしまったため、
東京電力管内で実施した。震災の教訓を未来へつなぐ
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ソライエブランドの勃興

創造の時代へ

ソライエ草加松原 外観

に注目しているタイミングでもあっ
た。ソライエは「空のように、ここち
いい未来。」をイメージコンセプトと
し、名前を聞けば誰もがすぐに東武
鉄道を連想できるブランドになるよ
うにと名付けられた。ソライエのブ
ランドを冠したことで、東武鉄道が
持つ信頼感や親しみやすさが世の中
に直感的に伝わるようになった。
　住宅のブランディングというと、
外観や設備を統一する場合が多いが、
ソライエはあえて統一しなかった。
ソライエが大切にするのは、それぞ
れの地域が持つ個性や雰囲気である。
長い路線と多くの郊外エリアを持つ
東武鉄道だからこそ、地域の特性を
生かす。ソライエブランドの大きな
特徴と言える。
　ソライエの第1号物件であるソラ
イエ草加松原は、総戸数255戸、平
均専有面積は78.8㎡とゆとりある居
住空間を確保した。ソライエの名に
ふさわしく、南向き住戸が中心で充
実した共用スペースと太陽光発電や
非常用発電機などの防災設備も備え
る。「安全・安心」、「ここちいい空間
づくり」、「人とのつながり」というブ

　かつて東洋一のマンモス団地とよ
ばれた、埼玉県草加市の松原団地。
UR都市機構によって再開発が進め
られたその一角に2013年10月に竣
工したのが、東武鉄道の分譲マンシ
ョン「ソライエ草加松原」だ。これが、
「ソライエ」のブランドを冠した第1
号物件である。
　東武鉄道が本格的な不動産事業に

乗り出したのは1950年代だ。当時
はブランドという概念が希薄であり、
ソライエの立ち上げ以前は分譲住
宅・賃貸住宅のいずれも東武鉄道が
手掛けたことが分かりにくいのが課
題であった。
　ソライエブランドが誕生した当時、
東京スカイツリーや東京ソラマチの
開業によって世の中が東武グループ

沿線の価値向上に心血を注ぎ
持続可能なまちづくりを目指す
少子高齢化がますます進む中、将来にわたって事業を継続させるには、定住人口の増加が不可欠だ。
東武鉄道では沿線への人口流入を促すため、
大規模分譲マンション開発によるまちづくりと郊外のまちづくりを進めている。
2012年には分譲住宅ブランドとして「Solaie（ソライエ）」を立ち上げた。
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History of the last 25 years

創造の時代へ

「ソライエひろば」は大人から子どもまで人々の交流の場となっている（左）　ソライエ清水公園アーバンパークタウンの街並み（右）

中庭に設置されたウッドデッキ

※1 パッシブデザイン
太陽の熱や光、風など、建物を取り巻く自
然環境の特性を生かし、室内を快適にする
ための設計手法。

ランドに込めた思いが体現された物
件となった。

　ソライエのイメージコンセプトを
想起しやすい事例は2014年6月に
街びらきをした「ソライエ清水公園
アーバンパークタウン」だろう。約
500区画の大規模開発からなる新し
い街で、沿線価値の向上につながっ
ている。同年4月には、野田線に路
線愛称名「東武アーバンパークライ
ン」を導入し、街びらきはその2カ月
後だった。
　ソライエ清水公園アーバンパーク
タウンで東武鉄道が大切にしたのは、
地域住民同士がつながる「コミュニ
ティ」だ。この街のシンボルは、駅
前につくられた約4,500㎡の広々と
したコミュニティパーク「ソライエひ

ろば」。ピクニックやボール遊びも
楽しめる芝生広場を中心に、「カフェ
スペース」や「えほんの図書館」「もの
づくりの工房」などが設けられ、住
む人の交流の場となっている。
　街区や個々の住宅は、緑豊かな環
境を生かす「パッシブデザイン」※1手
法に基づき設計した。敷地内の建物
を斜めにずらして配置させ、光や風
の通り道をつくった。すべての住戸
に高窓を採用し、玄関先にアプロー
チデッキをつくって、暑い空気を逃
がしやすくした。夏は涼しく冬は暖
かく過ごす工夫を随所に施した。
　東武鉄道が重視したのは、分譲し
てもそれで終わりにしないことであ
る。自然と共生し、そこに住む人々
同士が共存し、いつまでも住んでい
たいまちづくりを目指す。多様な仕
掛けを用意し、街の整備や分譲を終
えて東武鉄道が街から離れてもコミ
ュニティが成り立つように工夫した。

コミュニティのあるまちづくり
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創造の時代へ

フィットネスジムが入り、利便性を
向上させた。共用部にコミュニティ
スペースを新たに設け、賃貸住宅な
がら入居者のコミュニティ形成の場
を提供しているのが特徴だ。

　沿線の価値向上を目指すソライエ
ブランドの発想をベースに、2021
年には埼玉県の南栗橋を舞台とした
新しいまちづくりが始まった。久喜
市、東武鉄道、トヨタホーム、イオ
ンリテール、早稲田大学小野田研究
室が連携したまちづくり推進プロジ
ェクト「BRIDGE LIFE Platform構
想」だ。日本の少子高齢化が進む中、
産官学5者が、それぞれの分野の知
見を生かして持続可能なまちづくり
に取り組む。
　人口減少で将来に危機感を抱いて
いるのは、鉄道会社も自治体も同様
だ。久喜市も定住人口の増加に向け
て、多様な施策を打ち出している。

清水公園駅周辺はすでに多くの人が
暮らす歴史ある街だ。新たに生まれ
る街とこれまでの街がうまく融合し
ていくことを期待している。

　ライフスタイルに関するニーズの

多様化に柔軟かつ迅速に対応する。
このソライエのコンセプトを生かし
て2018年に立ち上げたのが、賃貸
マンションの新ブランド「Solaie I'll
（ソライエアイル）」だ。
　新築の賃貸マンション第1弾とな
る「ソライエアイル練馬北町」は、キ
ッズルームや防災機能付き宅配ロッ
カーを共用部に備え、「東京都子育て
支援住宅認定制度」の認定を受けて
いる。この他にも、居住者専用のド
ッグランを設け、ペットとの共生を
コンセプトとした「ソライエアイル岩
槻」。コロナ禍の早い段階から「自宅
やその近くで仕事がしたい」という
声があり、それに応えて共用部に居
住者専用のワークスペースを設置し
た「ソライエアイル越谷蒲生」など
様々な物件を提供している。
　また、リノベーション物件にも取
り組み、「ソライエアイル下赤塚」では、
築50年近い集合住宅をフルリノベー
ションした。耐震補強や設備の更新
を行い、外観やインテリアも刷新。1、
2階にはスーパーマーケットやカフェ、

産官学連携によるまちづくり

ソライエアイル岩槻の外観。手前にあるのは居
住者専用のドッグラン

ソライエアイル練馬北町の外観（左）　共用部にはキッズルームも（右）

多様な需要に応える賃貸住宅
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創造の時代へ

BRIDGE LIFE Platform南栗橋　戸建て街区の全景

2023年3月から南栗橋駅に一部の特
急列車を停車させたことを受け、久
喜市では市外からの移住者を対象と
した特急券の購入補助を2024年4
月から開始した。通勤や通学での特
急列車利用者に対し、月額1万円を
上限に購入費の半額を補助する。
　宅地開発はトヨタホームが先導し、
ZEH（ネット・ゼロ・エネルギーハ
ウス）※2 をはじめとしたスマートタウ
ンの開発を推進する。商業街区では
イオンリテールが中心となり、最新
のデジタル技術を駆使した買い物空
間づくりや、地域のコミュニティ形
成を手掛ける。早稲田大学小野田研
究室は自動配送ロボットやスマート
モビリティの実証実験を行っている。
　2023年10月にはこのまちづくり
構想がグッドデザイン賞を受賞。人

口減少や高齢化といった社会課題に
対し、5者それぞれが持つノウハウ
や強みを生かしてまちづくりを行っ
ている点が評価された。
　東武鉄道はこのまちづくりのコー
ディネーター役であり、目先の利益
ではなく、もっと先の未来を見据えて
いる。目指すのは、沿線を開発して
育て上げ、定住人口の増加や沿線価
値の向上につなげる長いスパンのビ
ジネスモデルだ。
　東武沿線にはまだまだ開発余地が
ある。まちづくりにあわせ、鉄道利
便性向上を図れるのは、鉄道会社な
らではの強みだ。地域に合った商品
を提供していくことで社会全体の持
続可能性も高まる。こうした取り組
みによって沿線の魅力を引き出し、
東武沿線の価値向上につなげていく。

戸建て街区の街並み（上）　自動配送ロボッ
トによる実証実験の風景（下）

※2 ZEH（ネット・ゼロ・エネルギーハウス）
太陽光発電などでつくるエネルギー量が、
家庭で使用するエネルギーを上回ることで、
年間で消費するエネルギーの量を実質的に
ゼロ以下にする住まいのこと。
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台鉄との連携とインバウンド戦略

創造の時代へ

2015年12月18日の友好鉄道協定締結式に臨んだ周台湾鉄路管理局長と根津社長

東京スカイツリーの約26mに次ぐも
のとして大きな評判を呼んだ。

　訪日外国人旅行客の増加に伴って
生じるインバウンド消費は、国内人
口の減少が続く中で大きな成長が期
待できる。そのチャンスを生かそう
と、2016年5月、東武鉄道社内にグ
ループインバウンド情報発信室を発
足させ、台湾事務所を開設。同年10
月には台湾事務所を台北支社（表記
上は台北事務所）へと格上げした。
　様々な国からの旅行客が来訪する
中、なぜ台湾に支社を置いたのか。
それにはいくつかの理由がある。も
ちろん、東武グループ各社と台湾と
の友好関係があったことも大きく関
係している。しかし、何よりも大き
かったのは、中華圏への旅行情報な
どの発信は台湾が代表的な存在で、
メディアPRで大きな効果が期待で
きる点だ。また、親日国であると同
時に日本を訪れる旅行客の数の多さ、
特にリピーターが多かった点も大き

　東武鉄道と台湾の関係は、2015
年12月に締結された台湾鉄路管理
局（以下、台鉄）との友好鉄道協定に
始まる。協定の締結当日は台鉄の樹
林駅（台湾・新北市）と浅草駅におい
て、共通の記念エンブレムを掲げた
特急列車の出発式をほぼ同時刻に実
施。その後も記念乗車券の発売をは
じめとした相互誘客イベントを継続
的に開催している。
　2016年には、東武鉄道の特急「り
ょうもう」の塗装を台鉄の自強号（じ
きょうごう）※1 「普悠瑪（ぷゆま）」の

デザインに変更。一方、台鉄の自強
号には東武鉄道の「日光詣スペーシ
ア」のラッピングが施され、それぞ
れの沿線において双方のつながりを
大きくアピールした。
　グループ会社においても、台湾と
の交流を深めた。東京スカイツリー
と台湾のランドマークである超高層
ビル「台北101」は、かねて相互誘客
イベントに取り組むなどの関係性も
あり、2015年10月に東武ワールド
スクウェアで台北101の展示を開始。
展示物の高さは約21mで、園内では

台北支社開設で交流拡大

東武と台湾の観光交流
コロナ禍を経て新たなステージへ
2013年に年間の訪日外国人旅行者数が初めて1,000万人を突破して以来、
日本を訪れる旅行客は増加を続ける。中でも台湾からの旅行客は親日家が多く、
リピート率も高い。そこで東武鉄道では、台北支社を設置して旅行客の誘致を図るとともに、
グループ全体で台湾との友好関係を深めていった。
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創造の時代へ

い。東武グループのホテルや東京ス
カイツリーなどの国別の利用実績、
日光や川越に来訪する観光客数を見
ても常に台湾は上位を占める。台湾
で開催される旅行博へ東武グループ
が積極的に参加していたことも、支
社を設けたほうがよいという判断を
後押しした。
　体制は代表事務所ではなく営業活
動ができる支社という形にした。単
なる情報発信や旅行会社のセールス
だけではなく、新規事業を柔軟に展
開できる体制にしたかったからだ。
台湾事情に精通した現地スタッフが
常駐すれば、サポートの拠点として
も大きな役割を果たす。支社設置の
効果はすぐに表れた。現地企業との
関係が深まり、さらに東武グループ
の認知度が高まるという大きな効果
が生まれた。
　2016年11月には台湾最大の規模
を誇る「台北国際旅行博」に出展。東
武グループの魅力を広く発信した。
個人旅行へのシフトが顕著である台
湾でのPR方法として、川越や東武
動物公園へのメディア（ファム）トリ
ップ※2 を実施した。台湾のテレビ局
や新聞社からの取材やSNSでの発
信を通じて、認知度向上を図った。
　日本においても、東京スカイツリ
ー・日台観光友好交流5周年を記念
し東京スカイツリータウンで開催し
た台湾観光フェアなど、日本人の台
湾旅行を促すイベントも実施してい
る。こうした双方向の観光交流促進
は台湾で高く評価され、複数回にわ

たって台湾観光貢献賞を受けるまで
になった。
　また台湾以外にも、誘客を強化す
る市場として中国や東南アジア諸国
など10の地域を定めた。現地に観
光レップ※3 を配置し、ウェブサイト
やSNSなどのオウンドメディアを整
備した。言語別に沿線情報や観光情
報を発信し、集客に努めている。

台鉄自強号「普悠瑪」のデザインに変更した特急りょうもう（上）　
「日光詣スペーシア」のデザインに変更された台鉄自強号（下）

※1 自強号
台鉄が運行する列車種別の1つ。日本の列車
では特急に相当する。

※2 メディア（ファム）トリップ
観光地への誘致促進のため、ターゲットとす
る国のメディアやインフルエンサー、旅行事業
者などに現地を視察してもらうツアーのこと。

※3 観光レップ
外国人旅行客を集客するため、現地メディア
や現地旅行事業者に対して自治体や事業者の
代わりにセールスとプロモーションを行う事
業者のこと。

25
年
の
歴
史

079



創造の時代へ

ック）」との連携だ。訪日外国人向け
の「NIKKO PASS」の販売から始ま
り、特急券も購入できるようになっ
た。外国人観光客は、格段に利便性
が増した。特急券はスマートフォン
に表示され、窓口に並ばずに済むよ
うになった。

　東武鉄道はコロナ禍においては、
国内の観光需要にも目を向けた。
　マイクロツーリズムに対応した旅
行商品の開発もその1つだ。都道府
県をまたぐ移動が制限された影響も
あり、国内では身近な地域への観光
が注目されるようになっていた。
　それを受けて、クラブツーリズム
株式会社と連携し、浅草駅の非公開
エリアの見学をはじめ、浅草駅周辺
の魅力を再発見する日帰りツアーを

　順風満帆に見えた台湾との観光交
流だったが、予想外の事態が発生し
た。2019年末に始まる新型コロナ
ウイルス感染症（以下、コロナ）の世
界的な大流行である。それ以降の約
3年、国際的な往来が激減する。台
湾を含めて海外からの観光客はほと
んど姿を消した。
　だが一連のPR活動は停止しなか
った。実際の行き来はできないもの
の、現地のメディアや旅行会社との
関係性は継続すべきだと考えたから
だ。“明けない夜はない”。いずれコ
ロナ禍が過ぎれば、観光需要は復活
する。来たるべき時に備えて物品販
売など、往来ができないからこその
プロモーションを続けた。
　日光のクラフトビールを台湾で代
行販売したのも、そうした活動の一

環だ。東京スカイツリータウンに出
店している台湾のグルメやスイーツ
のテナントを絡めたキャンペーンの
実施、コロナ禍中、東武動物公園に
台湾から来園したサイ科の最大種ミ
ナミシロサイの一般公開など、東武
グループにおける日本・台湾の交流
事業を日台双方でPRした。これら
一つひとつの取り組みが、アフター
コロナにおける沿線への来訪者数の
急速な復活に通じている。
　コロナ禍でも東京ミズマチや新た
なホテルなどを開業させ、スペーシ
ア Xの運行も開始した。リピーター
にとってはコロナ禍前とは違った形
で東武グループの施設を利用でき、
楽しめることを前面に打ち出したPR
を行った。
　アフターコロナの誘客で効果的だ
ったのは、台湾で多くの方に利用さ
れているOTA（オンライン・トラベ
ル・エージェント）※4「Klook（クル

コロナ禍でも継続された交流

国内需要の取り込みが奏功

2015年5月17日にスカイツリータウンで行われた台湾観光フェアの開会式の様子。台北駐日経済文
化代表処の謝代表、狩野東武タウンソラマチ社長、酒見東武タワースカイツリー社長らが出席した

東武ワールドスクウェアには台北101と東
京スカイツリー（右奥）の展示物が並んだ
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2022年7月から発売。また、同年
11月からは墨田区や同区内の牛嶋神
社と連携して、「あさ（浅草）おし（押
上）エリア」における回遊性を促進さ
せるために光の演出を実施した。隅
田公園で地元の方を対象に「竹あか
り」制作体験を開催したほか、牛嶋
神社では竹あかりやフルカラー投光
器を用いて本社殿をライトアップし
た。地域の伝統文化と最先端技術の
融合を表現して人気を集めた。
　埼玉県の小川町や栃木県足利市な
どでは、東武沿線の観光コンテンツ
の掘り起こしも進められた。コロナ
禍を経て自然に触れる旅や田舎への
憧れが高まり、和紙や有機農業で知
られる小川町は観光庁による「第2の
ふるさとプロジェクト」の実証地域
に選定された。東武鉄道でも2022
年11月に乗車券と現地でレンタサイ
クル、タクシーなどの二次交通に使
える割引券をセットにした「小川町
満喫特別きっぷ」を期間限定で発売。
2023年には、デジタルきっぷも販売
した。

　同年6月には、沿線の地方自治体、
観光事業者と連携した「東武沿線子
ども体験プログラム」を開始した。第
1回として、足利市名草地区で田植
え、稲刈り、カレーづくりなど、自
然の中での地域住民との交流による
「遊び」を通じた「学び」を提供した。
　こうした国内におけるマイクロツー
リズムや体験型の旅は、従来の観光
旅行に飽き足らない外国人観光客が
求めるものとも共通している。例えば、
東武沿線に広がるローカルな生活体
験に興味を持っている外国人は少な
くない。自然と人々が共存する日本
の田舎町も人気が高い。沿線に眠る
観光資源は、まさにそうしたニーズに
合致していると言ってよいだろう。
　沿線の観光資源の発掘は、観光客
を分散させることで、オーバーツー
リズム※5の対策になる。さらに沿線
の活性化によってグループ全体の収
益増加につながる。地域の魅力やス
トーリーを伝える人材育成やコンテ
ンツ拡充を図り、旅行の高付加価値
化を推進していく。

※5 オーバーツーリズム
特定の観光地において訪問客が著しく増加す
ることで、地域住民の生活や自然環境、景観
などに負の影響をもたらしたり、観光客の満
足度を著しく低下させたりする状況のこと。

※4 OTA（オンライン・
 トラベル・エージェント）
インターネット上だけで取引を行う旅行会社
のこと。

東武沿線子ども体験プログラムの様子（左・右）

ウェブサイトやSNSを多言語化し、誘客に
つなげている
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ザ・リッツ・カールトン日光と新たな日光観光戦略

創造の時代へ

日光金谷ホテル 別館ROYAL HOUSE ロイヤルスイート（提供：日光金谷ホテル）

ホテルを運営する金谷ホテル株式会
社の再建のため、地元の足利銀行を
中心にファンドが形成され、経営基
盤を改めて構築した。
　その後、東武鉄道に金谷ホテルの
株式取得の話が持ち掛けられた。日
光エリアの発展に貢献し続け、栃木
県や地元日光の行政、金融機関、企
業からの信頼も厚いことから、この
クラシックリゾートホテルの未来が
託された。東武鉄道は2016年9月
30日、金谷ホテルの株式を取得し連
結子会社とした。そこにあるのは「地
元の貴重な観光資源であり、宝でも
ある老舗ホテルを守りたい」という
強い想いだった。
　最初に取り組んだのが設備投資だ。
登録有形文化財に指定されている建
物は改築に制約がある上、経営的に
厳しい時代が続いたため、施設の維
持管理は必要最低限にとどめられて
いた。創業150年を迎えた2023年
に別館（1935年建設）をリニューアル
し、「別館ROYAL HOUSE」として
オープン。館内はクラシックで重厚
な雰囲気を保ちつつ、明るくモダン
なデザインを施した。
　レストランでは石蔵の中から発見

　日光は世界文化遺産に登録された
「日光の社寺」、ラムサール条約の登
録湿地である「奥日光の湿原」といっ
た多様な観光資源に恵まれている。
国際的な観光都市としての始まりは
明治時代で、滞在型リゾートとして
多くの観光客が訪れた。荘厳な社寺
や奥日光の雄大な自然に魅せられた
外国人が紀行文やガイドブックを記
し、「NIKKO」の名は世界に広まった。
　日本最古のリゾートホテルと言わ
れる「日光金谷ホテル」は1873年に

開業した。英国をはじめ各国の王族、
物理学者のアルベルト・アインシュ
タイン、社会福祉活動家のヘレン・
ケラーなど、宿帳には著名人の署名
が数多く残る。

　日光金谷ホテルの人気は続いたが、
バブル崩壊後に債務超過の状態に陥
った。日光金谷ホテルと中禅寺金谷

老舗リゾートホテル、復活

日光を国際エコリゾートに
価値向上を目指す観光戦略
1929年の日光線開通以来、東武鉄道は日光エリアの活性化に注力してきた。
年間約1,000万人が訪れる世界的観光地に成長したこの地を国際エコリゾートとして醸成させるため、
地域と共に様々な施策を展開する。
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約100年前のレシピをアレンジした百年ライスカレー（提供：日光金谷ホテル）

された昔のレシピ集から、各時代の
メニューを復刻していた。約100年
前のレシピをアレンジした「百年ラ
イスカレー」は、今でもホテルの名物
だ。こうした食を目的とする訪問客
も多い。建物や食事を通じて歴史を
楽しめるクラシックホテルの存在は、
日光の価値向上に貢献している。

　日光には多数の宿泊施設があるが、
中でも2020年の「ザ・リッツ・カー
ルトン日光」の開業は、日光の歴史
の中でもエポックメーキングな出来
事の1つだろう。
　木々に囲まれ穏やかな空気が流れ
る中禅寺湖畔は、かねて国際的な避
暑地として栄えた。明治から昭和初
期には、各国大使館の別荘が多く建
てられた。1894年に建てられた「レ
ーキサイドホテル（後の日光レーク
サイドホテル）」も、多くの外国人が
滞在したリゾートホテルである。
1966年に東武グループ入りしたもの
の、その後、シーズンによる繁閑差
の大きさや、施設の老朽化といった
理由で経営は徐々に厳しくなり、
2016年1月に営業を休止。約120年
の歴史に幕を閉じた。
　その跡地をどのような宿泊施設と
するか。世界からの誘客を視野に入
れ、日光を新たな滞在型リゾートに
変革するには、これまでにない宿泊
施設が必要だった。熟慮の末、跡地
には外資系ラグジュアリーホテルの

誘致が決まった。
　背景にはインバウンドの増加があ
る。2000年代初めには年間500万
人余りだった訪日外国人旅行者数は、
2006年以降に急増し、2016年には
2,400万人を超えた。インバウンド
需要を取り込むことで、日光は国際
観光都市としてさらに昇華できる。
集客力とブランド力を持った外資系
ホテルを誘致すれば、日光は富裕層
も満足する滞在型リゾートに一歩近
づく。こうしたホテルの存在は全体
の価値向上につながり、日光は一層、
魅力的なリゾート地となる。
　外資系ホテルとしても、大都市以
外に国際空港や新幹線駅へ1～2時
間でアクセスできる地へのリゾート
ホテル建設を求めており、日光とい
う地はそれらの条件に合致したので
ある。
　ザ・リッツ・カールトンを運営する
マリオット・インターナショナルは、
世界最大のホテルチェーンである。

東武グループは1999年に同社と提
携し、「コートヤード・マリオット銀
座東武ホテル」（1987年開業の銀座
東武ホテルが前身）を運営し、2020
年には、札幌東武ホテルをフェアフ
ィールド・バイ・ マリオットにリブ
ランドしている。しかし、ザ・リッツ・
カールトンのようなラグジュアリー

ホテルを手掛けるのは初の試みとな
る。室内・館内空間やサービスを含
め、ラグジュアリーホテルの世界観
の構築には、常に最上質が求められ
る。ホテル建設時には、デザインや
コスト面において高いレベルのもの
を求められ、時に調整が難航するこ
ともあった。
　一方で、外資系ホテルが持つ「海
外からの視点」は、東武グループに
多くの学びや気づきを与えた。例え
ば中禅寺湖畔は、厳寒期の国内観光
客の利用は少なかったが、雪が降ら
ない地域に住む外国人にとっては雪
や寒さが貴重な経験になる。国や季

世界的ラグジュアリーホテル開業
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トン日光を会場に行われた。世界に
日光をアピールする絶好の機会とな
った。
　国際会議の誘致はホテル建設時か
ら視野に入れていた。2016年の先進
国首脳会議の会場となった三重県の
志摩観光ホテルからのアドバイスを
参考に、ホテルの規模と場所柄を考
慮し宴会場の設置を見送る代わりに、
「ザ・リッツ・カールトンスイート」
（277㎡）を、会議など多目的に利用
できるように設計した。実際にG7会
合でもこの部屋やロビーラウンジが
セッションやレセプションに使用さ
れ、参加国の要人にも好評を博した。
　ザ・リッツ・カールトン日光の存
在によって、日光の魅力はより一層
ブラッシュアップされた。国内外か
らの誘客において、今後も強力な武
器となる。その上質なサービスは他
の施設にも大きな影響を及ぼし、日
光全体のおもてなしのレベルを格段
に向上させていくだろう。

　豊富な自然に囲まれた日光では、
脱炭素に向けた取り組みも加速する。
2023年4月、ザ・リッツ・カールト
ン日光がある奥日光エリアが環境省
の脱炭素先行地域に選定された。
2030年のカーボンニュートラル※2 
達成に向けて、東武鉄道、日光市、
東京電力パワーグリッド栃木総支社
の3者が提案したのは、「雲の上のサ
ステナブルリゾート『奥日光』：多様
な観光資源と脱炭素による地元アッ
プデート」。脱炭素とレジリエンス

節ごとにアプローチを変えればオフ
シーズンがなくなり、通年での誘客
が可能になるのは大きな発見だった。
さらに、外資系ホテルの強大な顧客
ネットワークを活用して、世界各国
からの誘客も期待できる。
　東武グループ初の外資系ラグジュ
アリーホテルの誘致は、観光地日光
の魅力と価値を再確認するきっかけ
となった。「日光の未来につなげてい
きたい」という思いで事業を進め、完
成にたどり着いた。
　開業は2020年7月15日。新型コ
ロナウイルス感染症拡大の影響で2
カ月延期となった。しかし、マイク
ロツーリズムの浸透や三密※1を回避
できる国立公園内に位置することか
ら国内富裕層の需要が高まり、業績
は好調に推移した。
　総客室数は94で、中禅寺湖や男
体山の眺望が楽しめる。ダイニング
の内装には鹿沼組子などの伝統工芸
が取り入れられ、洗練された空間の

中に日光の地域性を感じさせる。ザ・
リッツ・カールトンとして初の試み
となる温泉大浴場には日光湯元温泉
の源泉を引き、ぜいたくな時間の過
ごし方ができるホテルが誕生した。

　時を同じくして始まったのが、環
境省が推進する「国立公園満喫プロ
ジェクト」だ。日本の国立公園を世
界水準の観光地にブラッシュアップ
し、インバウンド誘客の強化を図る
施策である。この中で「上質な宿泊
施設の誘致」の取り組み事例として、
日光国立公園内にあるザ・リッツ・
カールトン日光が挙げられた。滞在
型リゾートの実現を目指す東武鉄道
にとって大きな追い風となった。
　2023年6月24・25日には、G7栃
木県・日光男女共同参画・女性活躍
担当大臣会合がザ・リッツ・カール

国際会議誘致、世界に挑む日光

G7会合が行われたザ・リッツ・カールトンスイート（提供：ザ・リッツ・カールトン日光）

サステナブルな観光を推進
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強化を進め、サステナブルツーリズ
ムを基軸に観光業の活性化を狙う。
並行して、東武グループでは2030
年度の環境負荷低減目標として、奥
日光エリアのカーボンニュートラル
を掲げている。グループ施設の廃食
油を活用したバイオ燃料バスの運行
や、ホテルなどでの再生可能エネル
ギーの導入を進めていく。
　日光エリアで推進されているのが、
環境配慮型の観光MaaS※3 「NIKKO 
MaaS」だ。2021年10月28日に開
始されたサービスで、スマートフォ
ンで鉄道・バスをセットにしたフリ
ーパスのほか、浅草～東武日光・鬼
怒川温泉間の特急券やSL大樹の座
席指定券が購入可能だ。フリーパス
は中禅寺湖・奥日光、鬼怒川温泉、
湯西川温泉など日光エリア全域を対
象に、東武日光駅や中禅寺温泉バス
ターミナルをハブとして、鉄道やバ
スを乗り継ぎながら各観光施設を周
遊できる。さらには、EV・PHVカ
ーシェアリングやシェアサイクルと

いったエコモビリティや、歴史・文

化施設の入場券、拝観券、体験・ア
クティビティも購入できる。
　日光エリアの交通渋滞解消や温室
効果ガスの排出削減は、国立公園を
有する日光にとって大きな課題とい
える。日光市への交通手段はマイカー
が約8割を占め、都心部から約1.5
～ 2時間でアクセスできる利便性も
あり、鉄道・バスなど環境に優しい
公共交通へのシフトを促すにはハー
ドルが高い。NIKKO MaaSは、チ
ケット購入や乗り継ぎ検索など、旅
行をする上での煩わしさをスマート
フォン1台で解決する。日光エリア
での旅行中の快適性を高め、公共交
通へシフトを促し、課題解決への1
つの解となっている。
　NIKKO MaaSは全体統括を務め
る東武鉄道のほか、栃木県・JTB ・
JTBコミュニケーションデザイン・
オリックス自動車・トヨタレンタリ
ース栃木の官民連携で運営される。
地元や他社との協創で地域振興を目
指す。それが東武鉄道の志だ。
　また、日光市は2024年4月1日、

NIKKO MaaSは日光エリアの移動
や体験を網羅

※1 三密
日本の新型コロナウイルス感染症対策の一環
として生まれた言葉で、「密閉（換気が悪い）」
「密集（人が多い）」「密接（近距離での接触）」の 

3つの条件によって特徴づけられる状況のこと。

※2 カーボンニュートラル
二酸化炭素（CO2）などの温室効果ガスを減
らし、森林による吸収分などと相殺して実
質的な排出量をゼロにすること。

※3 MaaS (Mobility as a Service)
複数の公共交通やそれ以外のモビリティを
最適に組み合わせて検索・予約・決済等を
一括で行えるサービス。館内には露天風呂付きの温泉大浴場を備える（提供：ザ・リッツ・カールトン日光）
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創造の時代へ

東照宮で使われた「胡粉（ごふん）」を
ほうふつとさせる高貴な白で塗られ、
まさにフラッグシップモデルたる

堂々とした装いだ。六角形の窓枠は
沿線の栃木県鹿沼市に伝わる「鹿沼
組子」がモチーフとなっている。
　また、スペーシア Xには五感に訴
える仕掛けを随所に取り入れた。1
号車・6号車のデッキの天井に設置
された大型の液晶ディスプレイには、
杉並木や木漏れ日、星空など日光や
鬼怒川温泉の自然を連想させる映像
が投影されている。乗車した瞬間か
ら日光を感じられる演出だ。壁面に
は香りでも旅気分を盛り上げるアロ
マディフューザーを埋め込んだ。
　また、環境への配慮として、モー
ター性能の向上などにより、CO2排
出量を最大40%削減。加えて、日光・

日光市地域循環によるゼロカーボン
シティ実 現 条 例を施 行した。
NIKKO MaaSをはじめとする東武
鉄道の観光戦略「国際エコリゾート」
は、サステナブルなリゾート地の醸
成に貢献し、日本の観光地の1つの
モデルとなっていく。

　2021年11月、東武鉄道は新型特
急車両N100系の導入を発表した。
日光・鬼怒川温泉エリアに乗り入れ、
認知度も高い100系スペーシアから
進化したフラッグシップモデルだ。
フラッグシップモデルの投入は実に
33年ぶりとなる。「コロナ禍から徐々
に回復しつつある観光需要の喚起を

図りたい」という願いを込めて、
2023年7月15日に「スペーシア X」
として運行を開始した。
　スペーシア Xのコンセプトは
「Connect & Updatable ～その人、
その時と、つながり続けるスペーシ
ア～」。旅行のあり方が多様化する
今、鉄道路線としてのつながりだけ
ではなく、デザインや設備、車内の
雰囲気、サービスなどから旅客に日
光・鬼怒川温泉とのつながりを感じ
ていただくことを強く意識して開発
した。
　 名 称にある「X」には旅 体 験
（Experience）や文化・人々の交わ
り（クロス）、未知なる（X）可能性と
いった意味が込められている。窓枠
にも「X」のデザインがあしらわれた。
　先頭車両は流線形で、車体は日光

新型特急スペーシア X

ソファ席やカフェカウンターが並ぶコックピットラウンジ
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鬼怒川エリアを運行する電車や浅草
～東武日光・鬼怒川温泉間を運行す
る他の特急列車等と共に、使用電力
相当分をすべて再生可能エネルギー
由来の電力に実質的に置き換え、
CO2排出量を実質ゼロとする。

　車両は6両編成で、国内最多とな
る6種類の座席で構成されるのが特

徴である。プライベートジェットを
イメージした「コックピットスイー

ト」は民鉄特急最大級の11㎡の広さ
を誇る。「コックピットラウンジ」は
日光金谷ホテルや大使館別荘の内装
がモチーフだ。1人用、2人用、4人
用のソファが設置されている。カフ
ェカウンターもあり、日光など地元
の素材を生かした軽食や飲料が購入
できる。個室利用のニーズに応えた
「コンパートメント」、向かい合う2
シートによる半個室の「ボックスシ

ート」、「プレミアムシート」は2列+1
列と、座席がゆったりと配置された。
最も席数の多い「スタンダードシー
ト」は旅にもビジネスにも利用しや
すい。
　収益とコストのバランス、乗客の
利便性や快適性といった様々な課題
に対応するため、デザインコンセプ
トの決定から設計開始までには約1
年を要した。
　2編成12両で運行を開始し、4編
成24両に増備した2024年3月のダ
イヤ改正では、1日の運行を6往復
に増やした。乗車率は90%を超え、
海外のエージェントからの問い合わ
せも多い。
　旅行のニーズが多様化する中で、
移動時間の充実や楽しさも重要なコ
ンテンツとなる。スペーシア Xは上
質な移動体験を提供する。その体験
は確実に乗客の心をつかみ、リピー
ト率アップにつながっている。
　雄大な自然との共生、紡がれてき
た歴史、新たな時代性や感覚を付加
してつなぎながら、東武鉄道は日光
を国際エコリゾートとして発展させる。

スペーシア Xのシート配置

上質な体験でファン化

スペーシア Xの先頭車両
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SL復活運転

創造の時代へ

　SL全廃から50年が経過し、車両
や点検・運行に必要な設備は残って
いない。そこで、現在もSLを保有
する鉄道会社や保存団体への支援を
要請することが最初の一歩となった。
当初はSLの自社復元にも取り組み
たいと考えていたが、それには様々
な課題があり、まずはJR北海道か
ら1941年製のC11形207号機を借
り受けることとした。具体的なスキ
ームは、車両を東武博物館が借り受
け、運行は東武鉄道が担当する。
　C11形207号機は1974年に一度
廃車になったが、JR北海道が復元し、
2000年からはJR北海道管内で動態

　東武鉄道ならではの強みを生かし
た新たなプロジェクトを――。2012
年東京スカイツリーの開業で“世界
一高いタワー ”を実現した東武鉄道
は、次なる一手を模索していた。企
画会議の席上、鉄道事業本部の若手
社員たちからは観光列車の運行案な
ど様々な意見が提示され、熱い議論
が重ねられた。
　最終的に選ばれたのは、SL（蒸気
機関車）の復活運転だ。最もハード
ルが高く、実現が難しいと考えられ
ていた企画だった。

　かつて東武鉄道は、最大で60両
の SLを保有し、その種類と車両数
の多さから「蒸機王国」とよばれた。
大手民鉄の中で最も遅くまでSLを
走らせていたが、1966年の佐野線
を最後にSL運行を終了した。長い
歳月を経た2012年、下今市駅構内
で、旧転車台の遺構が確認された。
これがきっかけとなり、「鉄道産業文
化遺産の保存と活用」という観点か

らもSL復活運転の検討が始まった。
　SL運行が実現すれば、東日本大
震災以降集客が落ち込んでいた日
光・鬼怒川エリアの観光活力創出に
つながる。さらに、運行する鬼怒川
線は野岩鉄道、会津鉄道と直通運転
を行い、東北地方ともつながってい
るため、東北復興支援の一助にもな
る。鉄道の原点ともいえるSLの約
50年ぶりの復活運転――それによっ
て地域に新たな活力が加われば、鉄
道事業者ならではの地域貢献を果た
せることになる。まさに東武鉄道に
しかできない「古くて新しい挑戦」で
ある。
　2016年1月1日、鉄道事業本部内
にSL復活運転プロジェクト（同年10
月にSL事業推進プロジェクトに改
称）を正式に発足。営業・運輸・車両・
施設など各部署から横断的に担当者
を集めて体制を整え、プロジェクト
が本格的に始動した。
　当初予想されたように、プロジェ
クトは幾度も大きな困難にぶつかっ
た。しかし、その度に社員の熱意、
そして全国の鉄道会社の多大な協力
と支援を得て前進していく。

古くて新しい挑戦

唯一無二の価値を追求し
約50年ぶりにSLが走り出す
2017年8月10日、東武鉄道が大手民鉄では初めてSL運転を復活させた。
「鉄道産業文化遺産の保存と活用」「日光・鬼怒川エリアの観光活力創出による地域活性化」
「東日本大震災後の東北復興支援の一助」を担う。廃止から約50年の時を経て走り出したSLは、
沿線と共に地域の新たな未来を創出する。

SL大樹のヘッドマーク

車両は鉄道各社の支援で調達
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2017年8月10日のSL大樹開業記念列車

力強く走行するSL大樹

保存されていた。C11形は東武鉄道
にとても縁の深い車両でもある。旧
国鉄から借り受けて東上線を走行し
ていた歴史や、特にC11形2号機は
1945年から1963 年まで本線を走行
していた実績がある。ちなみに同機
は現在、東京スカイツリーが立つ旧
業平橋駅の構内で解体されたという
歴史を持つ。
　小型SLのC11形は、カーブが多
い鬼怒川線の路線で活用しやすい機
種であったが、一方で課題もあった。
ATS（自動列車停止装置）の搭載ス
ペースがないのだ。調べてみると、
SLの動態保存を先駆けて実施して
いた JR東日本や JR西日本では、
ATSを炭水車（テンダー）※1に搭載
してSLと連結させていた。そこで

両社から指導を受け、SLに車掌車
を連結し、そこにATSを搭載するこ
とでこの問題を解決した。
　車掌車はJR貨物（ヨ8634・1978
年製）とJR西日本（ヨ8709・1978 
年製）から譲り受けた。そのうち1車
両の車号が東京スカイツリーの高さ
634m（ムサシ）と同じ「634」だった。
「ムサシだ !」。運命的な巡り合わせに
関係者の士気は一層高まった。
　また、急勾配でSLを補助するDL
（ディーゼル機関車）DE10形1099
号機（1971年製）は、JR東日本から
譲り受けた。SL・DL・車掌車は、
一般の電車とは検査や修繕の方法が
全く異なるため、南栗橋車両管区に
メンテナンスを行うSL検修庫が新
設された。

　客車は同形式の初号車であり、鉄
道産業文化遺産としても価値の高い
14系（1972年製）4両と12系（1969
年製）2両をJR四国から譲り受けた。 
JR四国の多度津工場（香川県）から、
SL検修庫が設置された東武鉄道の
南栗橋車両管区（埼玉県）まで、JR
四国・JR貨物・秩父鉄道・東武鉄
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創造の時代へ

国鉄OBで秩父鉄道でも指導実績の
ある機関士と3カ月間一緒に乗務し、
直前まで熱心な指導を受けた。
　各鉄道会社で学んできた1期生た
ちが、実績を重ねていくと同時に、
教育体制を整えていった。その後は
検修員、機関士・機関助士、共に自
社養成できる体制が整い、SLに関
する技術・技能が継承されている。

　SLは、乗車することを目的とした
地域の観光資源の役割を果たす。SL
が走っていた時代の雰囲気・空間を
提供するため、駅施設をはじめ様々
な演出が施されている。SL運行の
起点となる下今市駅には転車台のほ
か、点検や走行前の準備が行われる
機関庫が設置され、SLを間近で見
学できる転車台広場が整備された。
隣接する「SL展示館」では、SLにつ

道の4社が協力し甲種輸送※2する姿
は大きな話題となった。JR貨物は客
車に似合う国鉄色の機関車を準備し、
ブルートレイン「瀬戸」を模し、「甲種
輸送」の文字と4社の社紋を入れたヘ
ッドマークを掲げて走行。4社の絆
の強さを示すドラマティックな光景
だった。
　さらにSLが実際に使用していた2
台の転車台（山口県長門市、広島県
三次市）もJR西日本から譲渡された。
地元で大切に保管されていた2台の
転車台は、地元自治体に復元活用す
ることを丁寧に説明し了承を得て、
無事にSL運行の起点となる下今市
駅と鬼怒川温泉駅に移設された。

　車両や設備の調達だけではなく、
SLをはじめとした車両の検修員（保
守担当者）及び機関士・機関助士（乗
務員）の養成も大きな課題だった。
SLの運転や保守には電車とは全く
異なる技術が必要とされる。早い段
階から知識や経験の豊富な事業者の
指導や支援を受けて、人材育成が進
められた。初めて社内公募を行い、
検修員に志願した多くの社員から8

名が選任された。JR北海道及び同
社グループの札幌交通機械に出向し、
8カ月間の教育訓練を受けた。
　SLの運転を担当する機関士・機
関助士は共にボイラー技士免許、機
関士はさらに国家資格の甲種蒸気機
関車運転免許が必要になる。運転に
必要な技能の習得は、JR北海道、
秩父鉄道、大井川鐵道、真岡鐵道に
支援を要請した。DL機関士の養成
では真岡鐵道、会津鉄道に東武鉄道
社員が出向し、教育訓練を受けた。
さらに、鬼怒川線での習熟訓練では、

SL独自の運転・保守技術

地域の観光資源としての役割

2017年8月10日に行われたSL大樹出発式典の様子。（左から）会津松平家 松平保久氏、鈴木福島
県副知事、吉野復興大臣、根津社長、石井国土交通大臣、福田栃木県知事、徳川宗家 徳川恒孝氏、
島田JR北海道社長

鬼怒川温泉駅に設置された転車台（左）　昭和レトロ風に改装された下今市駅（右）
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いて理解を深められる資料が展示さ
れている。駅舎やホームは、SLが
活躍していた昭和の時代をイメージ
して大幅に改装された。駅舎は昭和
レトロ感のある木造平屋建て、ホー
ム上の駅名標も木製鳥居形で書体も
忠実に再現した。
　客車も当時の雰囲気を感じられる
よう、座席シートやカーテンなどを
リニューアルした。また、「昭和レト
ロ・ノスタルジー」をコンセプトに日
光・鬼怒川地区限定で着用する制服
を導入。機関士・機関助士たちは
SL従事者になじみ深いナッパ服※3

を模した制服を着用する。ハード・
ソフトの両面から時空を超えた旅を
演出し、昭和レトロのテーマパーク
のようなSL乗車体験を目指した。
　東武鉄道にとって日光・鬼怒川エ
リアは重要な観光拠点の1つで、こ
れまでも沿線の自治体や住民と共に
地域活性化の取り組みを続けてきた。
それだけに「沿線住民にSL事業はど
のように受け止められるのか」という
懸念があった。吐き出す煙、汽笛、
走行音――SLならではの魅力は、
沿線で生活する人々への影響も大き
い。社員が沿線の約40の自治会や、
宿泊施設、観光関連団体を回って丁
寧に説明を重ねた。当初はネガティ
ブな反応もあったが、根気強く熱い
説明により、地元からの理解が得ら
れた。
　2017年8月10日、ついに東武鉄
道がSL復活運転を果たした。鬼怒
川線下今市～鬼怒川温泉間12.4km
を約35分かけて運行する。
　列車の名称は「SL大樹」。これは
日光東照宮から連想する「将軍」の別
称・尊称で、東京スカイツリーのよ

日光・鬼怒川地区限定
駅務係・車掌の制服

うに力強く大きく育ってほしいとい
う東武鉄道社員の強く大きな願いが
込められている。
　大勢の観光客がSL大樹の姿に感
動し、楽しみながら乗車し、かけが
えのない思い出がつくられる。SL大
樹が、山間に汽笛をこだまさせ自然
豊かな地を走る。転車台でSL大樹
が方向転換するダイナミックな光景
は、その勇壮な姿を間近で見られる
チャンスだ。下今市駅や鬼怒川温泉
駅前広場に設置された転車台付近に
は大勢の人が集まり、歓声が上がっ
ている。沿線地域の人々がSL、大
樹の走行を誇らしげに眺める。
　「ようやくSL 復活運転実現にたど
り着いた。でも、ここからが重要だ」
――プロジェクト発足以来、奔走し
続けてきた社員たちにとって、万感
の思いで迎え、かつ改めて身が引き
締まる光景だった。

　地域と一体となってSL大樹が走
るまちづくりを推進し、沿線地域の
活性化を目指すことも東武鉄道の目
的の1つだ。SL大樹の大きな魅力は、
乗客と地元の人々との交流である。
例えば、日光市観光協会のスタッフ
がSL大樹に乗務し、「SL観光アテン
ダント」を務めている。鉄道会社と
観光協会がコラボレーションした観
光列車のアテンダントは全国初の取
り組みで、季節に合わせた沿線の見
どころの紹介など、日光・鬼怒川エ
リアに関する詳細な案内が好評だ。
　また、SL大樹を活用した観光振
興を推進するため、日光市内の観光

※2 甲種輸送
仮台車を含む自己の車輪を使用して輸送する
ものを甲種輸送、「それ以外」で輸送するもの
は乙種輸送と呼ぶ。

※1 炭水車（テンダー）
SLが使用する燃料や水を積載した車両

機関士・機関助士の制服

※3 ナッパ服
旧国鉄の機関士・機関助士や線路作業員など
が着用していた作業服の通称。

まちづくりを地域と一緒に
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10月16日からは定期運行を開始した。
　当初はSL1両体制の運行だったが、
2020年に真岡鐵道からC11形325
号機を譲り受け、同年12月26日に
運行開始した。
　さらに当初の構想を実現すべく、
3両目の導入で初の復元作業に取り
組んだ。復元したのは1947年に製
造された車両である。滋賀県で旅客
輸送をしたのち北海道で貨物輸送を
していたが、その後北海道江別市で
40年以上静態保存されていたものを、
日本鉄道保存協会から東武博物館が
譲り受けた。他社の支援や指導を受

団体や各自治会などが主体となり
「いっしょにロコモーション協議会」
が設立された。その取り組みである
「SL大樹にみんなで手を振ろう」プロ
ジェクトでは、沿線住民がSL大樹
に手を振って地域への訪問者である
SL大樹の乗客を歓迎する。乗客も
手を振り返し、車窓越しに交流が生
まれている。
　大谷向～大桑間の倉ケ崎地区では、
「鬼怒川線に季節ごとの花を咲かせ
よう」プロジェクトが行われている。
地域住民で組織された「倉ケ崎明日
を考える会」によって「倉ケ崎SL花
畑」と名付けられた約9,000㎡の花畑
には菜の花、ヒマワリ、コスモス、
ソバの花などが植えられ、地域が主
体となって車窓から見える景色をつ
くる。新高徳駅周辺では、東武沿線
の子どもたちにより育てられたアジ
サイが持ち寄られ、現地ですくすく
育っている。
　冬は、地域住民と協力し「いっし
ょにイルミネーション」というイベン

トを実施。各駅や倉ケ崎SL花畑な

どにイルミネーションを設置し、そ
の景観が冬季の日光・鬼怒川エリア
の風物詩として定着しつつある。
　地域内にSL大樹が走行する光景 
を持つことが地元住民の誇りとなり、
地元と東武鉄道の絆が一層強まり、
地域の活性化につながっている。
　先に述べたように、東武鉄道の
SL復活運転の目的の1つに「東北復
興支援の一助」がある。鬼怒川線で
のSL運行は首都圏をはじめ各地か
ら誘客し、その先の福島県へ関心を
高め、足を延ばす機会を創出する。
まさに鉄道会社ならではの施策だ。

　SL大樹は、開業から11カ月後の
2018年7月14日に乗車10万人を達成。
2020年10月3日からは地元からの
要望に応え、下今市～東武日光間を
約20分で結ぶ「SL大樹ふたら」※4

の運行を開始した。以降、月1回の
ペースで臨時運転を行い、2021年

沿線住民がSL大樹に手を振って出迎える

保有車両の拡充

SL大樹の沿線を彩る倉ケ崎地区のイルミネーション（左）と花畑（右）
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けて、培ってきたSL保守の技術・
技能を駆使し、2022年に自社で復
元を完了。車両番号を123号機※5と

し、同年7月18日より運行している。
　これにより、全国に6両残る動態
保存されたC11形の半数を東武鉄道
が運行し、同一形式の車両3両を運
行する国内唯一の鉄道会社となった。
これは鉄道産業文化遺産の保存と活
用の観点で、大きな意義を持つ。さ
ら に、DLも 2020 年 に DE10 形
1109号機を譲り受け、2両を保有す
ることになった。保有車両の拡充に
より、安定した運行と毎日営業でき
る体制を確保し、「いつ来ても乗れる
SL」を実現している。観光での移動
やSL乗車体験、修学旅行など、よ
り多くの人々があらゆるシチュエー
ションでSLを楽しめるようになった。

　SLは鉄と油の塊で、日々コンディ
ションが変わる様が生き物にも例え
られる。若い世代の社員、特に技術
者は「古くて新しい !」と、新鮮な思い
で迎えた。
　運行前の準備にもメンテナンスに
も時間と手間がかかって大変だが、
だからこそ面白い。SLに改めて魅せ
られる社員は多かった。若い技術者
は大いに刺激を受け、次なる挑戦へ
とつながっている。SLという鉄道産
業文化遺産の価値を改めて見いだし、
鉄道の原点から最先端まで幅広い技
術に触れることができる。鉄道技術
の魅力を向上させ、新しいものを追
い求める若い世代に対して、温故知
新を具現化したSLの存在意義は大

きかった。
　運転の現場でも意識は大きく変化
した。担当の仕事だけをするのでは
なく、停車時には乗務員が乗客に手
を振ったり、転車台でのパフォーマ
ンスなどを行ったりするようになっ
た。そこにあるのは、お客様を喜ば
せたいという「おもてなし」の心だ。
　全国の鉄道会社や保存団体など多
くの人々の支援や協力を得て、東武
鉄道はSL運転復活を実現した。そ
して、地域の人々と共にエリアのさ
らなる発展を目指す。「自分たちの仕
事はつなぐこと。人と人・街と街・
時代と時代をつなげている」。 SL 
復活運転の根底にはこうした確固た
る信念がある。
　2024年3月1日、SL大樹は運行
開始2,396日目に乗車人員が50万人
を突破した。日光・鬼怒川エリアに
急増する訪日外国人旅行客の関心も
高い。これからも多くのものをつな
ぎながら、SL大樹は走り続ける。

社員たちの変化

下今市駅と東武日光駅をつなぐSL大樹ふたら

※4 SL大樹ふたら
日光にある男体山の昔の呼び名である二荒山
（ふたらさん）が由来。

※5 123号機
2020年に東武鉄道が123周年を迎え、日本
国内で唯一同一形式の車両3両体制となるこ
とから1→2→3（ホップ、ステップ、ジャン
プ）と将来に向かってさらなる飛躍を車両番
号で表現すべく「C11形123号機」とした。
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東武トップツアーズの誕生と東武ストアの完全子会社化

社会課題の解決に向けた貢献

2015年4月に東武トップツアーズが誕生した（ロゴマーク提供：東武トップツアーズ）

といった多くの関係者に支えられて
きたため、合併後の社名を決める上
で重視したのは、取引先との信頼関
係だった。関係者の混乱を招くこと
なく取引が継続できるよう、合併後
の社名も東武トップツアーズで落ち
着いたが、その後、統一する過程で
は様々なハードルがあった。
　新たな法人営業のやり方はどちら
に合わせるか。管理部門の業務プロ
セスをどのように設計するか。各部
門の配置要員をどうするのか。具体
的な統一方法についてテーマごとに
10以上の検討会を立ち上げ、両社の
現場リーダークラスが議論を重ねた。
　多数の検討会の中でも、難航した

　2013年7月31日、東武鉄道はト
ップツアーの持株会社であるティラ
ミスホールディングスの株式を取得
し子会社化することを発表した。旅
行会社のトップツアーは、当時全国
に116拠点を持ち、欧米やアジア、
オセアニアでも事業を展開していた。
　一方、東武グループには1949年
設立の東武トラベル（設立時の社名
は全日本観光）があった。当時の社
員数を比較すると、トップツアーは
東武トラベルの約2倍。両社の合併
は2015年4月に実行され、社員数
2,000人を超える「東武トップツアー
ズ」が生まれた。
　買収の背景には、時代の潮流と東
武グループの戦略がある。
　2007年に観光立国推進基本法が
施行されて以降、訪日外国人旅行者
数は増加が続く。インバウンド需要
獲得に向けた政府のさらなる戦略立
案が急がれた。
　時を同じくして、東武鉄道は観光
戦略の展開を強化すべく、国内のみ
ならず世界にも目を向けた。世界文
化遺産に登録されている日光や、
2012年に開業した東京スカイツリー

タウンなどを生かして誘客施策を展
開するとともに、地域の観光資源の
活用や新たな観光資源の発掘を積極
的に行う必要があった。

　両社の合併は重複部分が少なく、
相互補完が可能な組み合わせだ。間
接部門の統一による生産性向上も期
待できた。 東武トラベルは東武沿線
に拠点が多く、個人旅行に強い。一
方のトップツアーは企業・自治体・
法人旅行を数多く扱ってきた。
　両社とも旅館やホテル、バス会社

10以上の検討会で議論

グループシナジー創出と
沿線価値向上を狙ったM&A
東武鉄道は2010年代に2つのM&A（合併・買収）を行った。
1つはトップツアーと東武トラベルの経営統合、もう1つは東武ストアの完全子会社化である。
いずれも大きな経営判断だ。当時を振り返りつつ、その後の成果をまとめる。
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のは人事制度と営業管理だった。異
なる2社の給与体系や評価制度の一
本化は、一気に制度統一を図れば現
場は混乱する。そこで、約5年をか
けて徐々にまとめる手法を採用した。
主任であれば係長への昇進のタイミ
ングで新たな給与体系を適用する、
という方法である。社員にとっての
不利益変更は、慎重に回避された。
　営業管理については、両社が運用
してきた別々の受注管理システムの
どちらを採用するかが焦点だった。
最終的には、トップツアーが使って
いた仕組みへの一本化が決まった。
システムの性能や機能、業務プロセ
スの合理性を検討会で細部にわたり
議論した結果である。
　業務やシステムの統一は、企業と
して、競争力を向上させるためにど
うすべきか、最適な業務プロセスは
どのようなものか、両社の社員が議
論を深め決めていった。
　両社はもともと事業領域や地域に
よっては、ライバル関係にあった。
それぞれの現場には複雑な思いもあ
ったはずだ。
　最終的に多くの業務システムは統
一が図られたが、どちらか一方を採
用すれば他方に慣れ親しんだ社員は、
業務フローや操作方法を新たに習得
しなければならない。できればその
負荷は背負いたくない、というのは
誰でも同じである。
　心理的な壁を克服し新たな業務を
定着させる。役員や幹部は現場に出
向き、なぜこのような業務に移行す

べきか、なぜこのシステムを使う必
要があるのかを説明した。

　合併から10年近く経過した現在、
その効果は各所で表れている。東武
トップツアーズ全体で情報共有の文
化が醸成され、知見やノウハウの蓄
積と活用が進んだ。各種法人に対す
る提案力も高まっている。
　トップツアーは以前からスポーツ
イベントに強く、現在も市場のさら
なる深耕が行われている。2021年
に開催された東京オリンピック・パ
ラリンピック競技大会では、東武ト

ップツアーズはオフィシャルパート

ナーに選定された旅行会社3社の中
に名を連ねた。
　また、2020年から世界的にまん
延した新型コロナウイルス感染症は、
旅行業界に大きな打撃を与えた。行
動制限などにより旅行需要が消失、
新たな収益源を確保する必要に迫ら
れた。そのような中、東武トップツ
アーズは、持ち前のホスピタリティ
とコーディネート力を基軸とし、か
つ、これまでの旅行事業で有してい
た予約管理業務や会場設営ノウハウ
などを生かし、コロナ感染症対策事
業に取り組んだ。ワクチン接種事業
や軽症者療養施設運営事業、自宅待
機者支援や保健所支援など、自治体

合併から10年、効果顕著に

東武トップツアーズが自治体と連携し発信している「地方創生メタバース」
（提供：東武トップツアーズ）
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などを目的に、丸紅及びマルエツ、
東武鉄道との間で資本・業務提携を
結んだ。筆頭株主は丸紅グループで
33.42%となり、東武グループの出
資比率は29.4%になった。小売業の
厳しい市場競争の中で成長するには、
一層の事業強化が欠かせない。そう
した判断に基づき、丸紅とマルエツ
に協力を求めた。両社の持つ仕入れ
先ネットワークや物流を含めたあら
ゆるノウハウを活用して、連携を図
った。
　それから月日がたち、東武鉄道は
東武ストアに対し、2018年にTOB
（株式公開買い付け）を実施した。丸
紅やマルエツはこれに応じ、東武鉄
道は東武ストアを完全子会社とした。
　東武ストアを完全子会社化した大
きな理由の1つに、流通事業の増強
による沿線の活性化がある。従来は
事業規模及び収益拡大に向け、沿線
外への出店も注力していた。2018
年の完全子会社化後は東武沿線への
出店を強化しており、新規出店した
9店舗のうち、新河岸店や北千住店
をはじめとした6店舗が東武沿線と
なっている。併せてエリアごとのマ
ーケティングを徹底し、多様なニー

等からの受託事業がこれに当たる。
　その一例として、2020～ 2023年
度の「やまなしグリーン・ゾーン認証
制度」に関する事業の受託がある。感
染予防策を講じた飲食店や宿泊施設
を認証する山梨県独自の制度である。
業務内容は認証事務局の構築や体制
整備に加え、申請の受け付け、施設
の現地調査、県への報告書の作成な
ど多岐にわたる。1,500件以上ある
認証事業者への一斉訪問や、利用者
からの通報による現地確認などにも
対応し、県からは「認証制度の質の確
保を行っている」と評価された。
　東武トップツアーズではこれらの
経験を踏まえ、主力の旅行事業に加
えて社会課題の解決を目指した「ソ
ーシャルイノベーション事業」に注
力している。地域活性化や経済対策
といった課題解決に向け、各自治体
と連携協定を締結。また、佐賀県や
愛知県などと連携して「地方創生メ
タバース」を発信し、デジタル技術

を駆使した地域の魅力発信にも取り
組んできた。あらゆる事業環境の変
化にも順応するため、旅行事業と非
旅行事業のバランスを考えた事業展
開を推し進めている。

　2018年に実施された東武ストア
の完全子会社化も、東武グループに
おいて大きな意味を持っている。「沿
線価値の向上」は、東武グループに
とって永続的なテーマだ。沿線価値
をさらに高める上で、地域に根差す
小売店の役割は極めて大きい。
　1959年に霞ケ丘店1店舗からス
タートした東武ストアは、日本経済
の成長とともに事業を拡大した。
1979年には東京証券取引所市場第
二部に上場、その後、1988年に東
京証券取引所市場第一部に上場した。
2003年には小売りノウハウの強化

東武ストアは2024年を創業65周年記念
イヤーと位置付け、感謝セールの実施や
記念商品の販売などを行った
（提供：東武ストア）

2019年5月にオープンした東武ストア Fresh＆Quick曳舟店

M&Aで流通事業を強化
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ズに合わせた店舗展開を図った。一
例を挙げると、2019年にオープンし
たFresh&Quick曳舟店は、商圏に
単身世帯が多いことから、おにぎり
や弁当、総菜などを豊富にそろえた。
売り場面積は約250㎡と小規模にも
かかわらず、近隣住民や通勤・通学、
通院で駅を利用する人々でにぎわっ
ている。2021年9月には東武動物公
園駅前店、2023年12月には越谷店
をオープン。いずれも駅ナカもしく
は駅前の好立地にある。

　東武ストアを完全子会社化した理
由は他にもある。その主たる理由の
1つに東武グループのポイント戦略
が挙げられる。グループ内では以前
から東武カードでポイントがたまる
仕組みがあったが、東武百貨店とそ
の周辺エリアでの利用が多くを占め
ており、新たなポイント事業を検討
していた。
　東武グループ全体が共通ポイント
でつながれば、新たな価値を創出で
きる。この効果を生み出す上で、顧

客との間に高頻度の接点を持つ東武
ストアは重要な役割を担うと考えた。
　2020年11月にスタートした東武
グループの新ポイントサービス
「TOBU POINT（トブポ）」は、東武
ストアに2022年11月から本格導入
された。東武ストアはTポイント（現・
Vポイント）に加盟していたため、
TOBU POINTとTポイントを併用
できる形にした。沿線外の店舗を利
用する、東武グループになじみの薄
い顧客の利便性低下を避けるための
措置だ。時間の経過とともに、沿線
利用者のTOBU POINTへの移行
は着実に進んでいる。
　ポイントの仕組みを運用している
鉄道会社グループは多い。ポイント
サービスの導入に関しては、東武グ
ループは後発だったがゆえのアドバ
ンテージがある。TOBU POINTの
導入により、百貨店やスーパー、コ
ンビニなどグループ全体の事業を横
断する一元的なポイントシステムの
構築が実現した。東武ストアがこの
仕組みに参画したことにより、顧客
の東武グループへの接点が拡大した
と言えるだろう。

　完全子会社化の効果は、沿線の活
性化や、東武グループのポイント戦
略にとどまらない。ビジネスのスピ
ードが格段に向上し、様々な分野で
シナジーをもたらしている。その1
つにプライベートブランド（PB）商品
の開発がある。商品開発部門に外部
からの人材を受け入れるとともに、
グループ外企業と連携し、「おいし
さ」と「価格」を両立したオリジナル
商品の販売を拡充している。2023
年秋には、食品メーカーのヤマキと
「東武ストアオリジナルの鍋つゆ」を
共同開発するなど、様々な商品を生
み出している。
　また、社員の自由で創造的な発想
やチャレンジ精神の向上にもつなが
っている。全国スーパーマーケット
協会主催の「お弁当・お惣菜大賞
2024」では、全国約15,000品の応募
から2部門で入選を果たし、これで、
6年連続の受賞となっている。さら
に、プレスリリースを発表する回数
も増やし、メディアへの露出が格段
に増えたことによって認知度が上が
り、顧客の来店頻度や購入金額も増
えるという好循環につながっている。

完全子会社化による相乗効果

ヤマキと共同開発した東武ストアオリジナルの鍋つゆ（提供：東武ストア）

2022年 11月から東武ストアでも TOBU 

POINTが本格導入された
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貨物列車の廃止と客貨混載

社会課題の解決に向けた貢献

2003年9月20日・21日に開催された「さような
ら貨物列車」イベント風景（提供：東武博物館）

所だった。ここにはかつて4社の荷
主が専用線※2を敷いていたが、うち3
社は昭和末期に専用線を廃止。最後
まで石油の輸送を請け負っていた石
油販売会社に対しても東武鉄道の社
員が説明を重ね、2003年に鉄道から
タンクローリーへの転換が決定した。
　廃止された駅や貨物ヤードなどの
施設跡地はその後の様々な事業に有
効活用されている。1987年に千住貨
物線が廃止された後、北千住駅の大
規模な駅改良が行われ、輸送力が増
強された。かつて地平2面4線だっ
た構造を1997年には3階建てに改良
し、伊勢崎線ホームと営団地下鉄日
比谷線直通ホームを分離した。乗り
換えによるホームの混雑緩和と、列
車の発着数増加につながった。
　2003年には久喜駅の貨物線が廃
止された。空いた用地を活用し、久
喜駅は2面4線構造への改良が行わ
れた。2006年のダイヤ改正以降、
久喜駅発着の東京メトロ半蔵門線直
通列車を新設した。これにより、半
蔵門線直通列車は既存の南栗橋駅発
着の列車と合わせて増発することが
できた。
　太田駅は2007年に連続立体交差

　2003年9月23日、東武鉄道の貨
物列車は運転最終日を迎えた。久喜
駅を出発した機関車は沿道に集まっ
た大勢の人々に見送られながら、
104年の歴史に幕を閉じた。それに
先立ち、9月20日・21日には「さよ
うなら貨物列車」と銘打ったイベン
トを開催。浅草駅から北館林荷扱所
（現・渡良瀬北留置線）まで特急りょ
うもうを運行。同荷扱所では機関車
の入換作業やジャンク市が行われ、
これに参加した533人のファンが別
れを惜しんだ。
　東武鉄道の貨物列車は1899年8
月、北千住～久喜間の開業とともに
運行を開始した。その始まりは、絹
織物の一大産地であった両毛地域と
東京をつなぐことにあった。英国の
産業革命で発展したリヴァプール・
アンド・マンチェスター鉄道※1のよ

うに織物を輸送したのである。東武
鉄道の貨物輸送は日本の近代化に大
きく貢献した。日露戦争以降は軍用
品、また大正から昭和にかけては砕
石や石炭など輸送物も多種に増加し、
大きな役割を担った。

　東武鉄道の貨物輸送量は、高度経
済成長期真っただ中の1961年にピー
クを迎えた。以降、モータリゼーシ
ョンの進展とともに、陸上貨物輸送
の主役は列車からトラック輸送に代
わり、減少の一途をたどった。昭和
から平成にかけて路線の集約が進め
られ、ついに東武鉄道の貨物列車の
全廃が決定された。年間輸送量は全
盛期の2%ほどまで落ち込んでいた。
　鉄道事業者が路線を建設、延伸す
る時には多くの困難が伴う。一方で
廃止する際にも、多大なる苦労が生
じる。東武鉄道は昭和末期から平成
初期にかけて大叶線、会沢線、東上
線の貨物列車を全廃した。貨物の取
り扱いが最後まで残ったのは、佐野
線渡瀬～田島間にあった北館林荷扱

近代化を支えた貨物列車の全廃

貨物列車の廃止から時を経て
生まれ変わる輸送サービス
時代の変化とともに輸送のあり方も変わる。東武鉄道は祖業である鉄道による貨物輸送を2003年に終了。
近年は従来の貨物輸送とは一線を画す輸送サービスを展開する。その動きはグループ会社でも行われ、
地方の交通手段維持やフードロス削減といった社会課題解決の一助となっている。
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コンテナの輸送中には横断幕を使用

輸送した野菜は池袋駅構内で販売

※2 専用線
企業など特定の荷主が専用に使用する線路。

※1 リヴァプール・アンド・
 マンチェスター鉄道
1830年に開業した世界最初の鉄道会社。綿
工業で栄えた英国中部の工業都市・マンチ
ェスターと、港町・リヴァプールを結んだ。

事業が完了。かつての貨物ヤードが
整理・集約され、ホームの増設が行
われた。線路の高架化や南北自由通
路の開通などは輸送の安全性向上や
駅周辺の活性化に寄与した。
　1993年に廃止された業平橋（現・
とうきょうスカイツリー）駅の貨物ヤー
ド跡地では、東京スカイツリー建設
を中心とした大規模再開発が行われ
た。貨物駅や施設が礎となり、その
後の経営の多角化と輸送サービスの
拡充につながっている。

　東武鉄道は、2021年から旅客輸
送にとどまらない新たな鉄道輸送サー
ビスに参画している。沿線で採れた
新鮮な農産物を列車で輸送し池袋駅
で売る。社会課題の1つであるフー
ドロス削減に向けた取り組みである。
サービス名は「TABETEレスキュー
直売所」だ。
　コロナ禍では行動制限の影響を受
け、鉄道の利用者数は一時大きく減

少し、営業収益も大幅に落ち込んだ。
東武鉄道は新たなサービス創出を模
索していた。そうした折、東上線の
沿線にある東松山市から相談が持ち
込まれた。同市内にある農産物直売
所は閉店時間が早く、商品価値があ
るにもかかわらず売れ残った野菜や
果物の多くが廃棄されていた。鉄道
会社として何か協力できることはな
いか検討し、始まったのがTABETE
レスキュー直売所である。現地の直
売所で当日夕方までに売れ残った農
産物をコンテナに詰め、森林公園駅
から池袋駅まで列車で輸送し、池袋
駅構内にて特別価格で販売した。2
回の実証実験は利用者から大変な好
評を博した。累計で約4,200kgのフ
ードロス削減につながり、合計85人
以上の生産者の収益アップにも貢献
した。これを受けて本格的な事業化
に乗り出した。
　実証実験では確かな手応えを得ら
れたものの、課題も見えてきた。そ
の1つが、輸送方法である。従来の
ルールでは持ち込める荷物のサイズ
は3辺合計250cm以内（長さが2m

6者連携でフードロス削減

TABETEレスキュー直売所 全体スキーム図

大東文化大学

東武鉄道

お客様

大塚応援カンパニー
（OOC 子ども食堂）

TABETEレスキュー
直売所

学習機会の提供 学生の紹介

農産物

農産物買い取り

販売スぺースと
輸送サービスの提供

輸送にかかる運賃及び
料金、販売スペース
利用料の支払い

一部の農産物を寄付

農産物

購入

生産者

東松山市
全体調整

農産物 売り上げ

各直売所

JA埼玉中央

25
年
の
歴
史

099



社会課題の解決に向けた貢献

関越交通の鎌田線を走る客貨混載のラッピングバス（提供：関越交通）

食材に使う取り組みも開始した。6
者連携体制の下、フードロス削減に
向けた活動を強化している。

　地方の公共交通機関は、近年厳し
い状況が続いている。もともとマイ
カー利用が多い上、過疎化の影響も
あり利用者は減少の一途をたどる。
運転手などの人材不足も深刻だ。路
線の維持が困難なケースは少なくな
い。しかし都市部以上に高齢化が進
む地方において、高齢者の移動手段
の確保は死活問題といえる。
　課題が山積する地方の公共交通に
おいて、東武グループの関越交通（群
馬県渋川市）は路線維持の手段とし
て旅客と貨物を同時に運ぶ「客貨混
載」※3に新たな可能性を見いだした。
最初に手掛けたのは、2018年10月
16日に開始した宅急便の輸送である。
通勤通学の時間帯以外のバス路線を

を超える場合は持ち込み不可）、重
量は30kg以内と定められていた。
しかし、農産物を詰めたコンテナを
複数積めば、既定のサイズや重量を
上回ってしまう。そこでTABETE
レスキュー直売所の本格運用に合わ
せ、有料手回り品料金制度を導入し
た。事前に承認を受けた特定の企業・
団体は運賃の他に料金を支払うと、
列車内に規定のサイズ以上の荷物を
持ち込める。この画期的な制度は、
かつて列車で見られた行商の人々か
ら着想を得たものだ。
　本格運用初日となった2021年8月
2日には、東松山市に加えてフード
ロス削減サービス「TABETE」を運
営するコークッキング、農産物の提
供元であるJA埼玉中央、企画運営
などを担う大東文化大学と連携協定
を締結した。それぞれのリソースを
生かして効率的な運営を検討・実行
し、一過性のものではなく継続して
実施できる体制を整えた。

　TABETEレスキュー直売所は
2023年の第6回ジャパンSDGsアワ
ード（主催：SDGs推進本部、本部長：
内閣総理大臣）で「SDGs推進副本部
長（内閣官房長官）賞」を受賞。現在
はひとり親世帯を対象に食の支援を
行う大塚応援カンパニーも加わり、
売れ残った農産物を子ども食堂での

路線バスと宅急便の連携プレー

2023年3月17日、第6回ジャパンSDGsアワードでSDGs推進副本部長賞を受賞した
6団体の代表者ら
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有効活用すべく、ヤマト運輸と提携
した。ヤマト運輸の沼田支店で預か
った荷物を路線バスで輸送し、各地
域のセールスドライバーに引き渡す
仕組みである。
　宅急便の輸送に使われるのは、関
越交通の鎌田線（上毛高原駅～沼田
駅～鎌田～大清水間）だ。近年は利
用者の減少に伴う収入減が問題視さ
れていた。一方のヤマト運輸は、沼
田市利根町地区と片品村地区への配
達時には一度支店まで荷物を取りに
戻る必要があり、省力化・効率化が
課題だった。
　沼田駅を出発したバスは支店に立
ち寄り、バス内の空きスペースに荷
物を積み込む。ヤマト運輸のドライ
バーは下街道バス停（群馬県沼田市）
と鎌田バス停（同県片品村）で荷物を
ピックアップする。1日（2便）の荷物
量は平均で20個ほどだ。
　この取り組みにより、関越交通で
は収益確保によるバス路線の維持、
ヤマト運輸は過疎化が進む地域での
物流の省力化や効率化につながった。
2019年5月1日からは鎌田線の久屋
原東～鎌田間でも同様のサービスを
行っている。
　このほか、2019年5月からは渋川
市及び渋川伊香保温泉観光協会との
連携により、伊香保温泉の「手ぶら
観光」がスタートした。観光客が渋
川駅前プラザで預けた荷物を路線バ
スで伊香保温泉停留所まで運び、バ
ス停からはヤマト運輸のドライバー
が各宿泊施設に輸送する。観光客が
預けた荷物は宿泊施設まで当日中に
配送される。長い石段で知られる伊
香保の街を身軽に散策できると評判

のサービスである。

　客貨混載は沿線地域の振興や特産
品のPRにも寄与している。関越交
通の路線バスや高速バスが乗り入れ
る片品村は高原野菜の産地だ。トマ
トやトウモロコシは特に人気が高い。
そこで始まったのが、高原野菜の客
貨混載だ。片品村産の野菜を関越交
通の高速バスで東京都心の東武スト
アまで運び、販売する。
　収穫された野菜は道の駅・尾瀬か
たしな（片品村）に集められ、高速バ
ス「尾瀬号」で東京まで運ぶ。終点の
バスタ新宿（新宿区）から江東区にあ
る車庫へと回送する際に東武ストア
勝どき店（中央区）へ立ち寄り、運ん
だ野菜を下ろす。その日の朝に採れ
た野菜が夕方には店頭に並べられる。
2021年と2022年に行われた実証実
験での売り上げが好調だったことか
ら、2023年には勝どき店、晴海三
丁目店（中央区）、東雲店（江東区）の
3店舗に配送先を増やした。2024年
には高速バス「四万温泉号」で渋川市
産の「樽のいちご」を渋川駅から勝ど
き店まで配送している。
　いわゆる「2024年問題」の影響で、
物流業界はビジネスモデルの転換を
迫られている。コロナ禍で売り上げ
が落ち込んだ旅客運送事業の再起を
図る上で、物流事業者との連携や新
たな輸送サービスの構築は重要な鍵
を握る。今後も鉄道やバスの強みを
生かし、公共交通の持続可能性を模
索していく。

東武ストアの店頭に並んだ片品村産の野菜
（提供：4点とも関越交通）

伊香保温泉で始まった「手ぶら観光」では、観
光客から預かった荷物を路線バスで輸送する

観光客の荷物はバス停まで輸送された後、ヤ
マト運輸ドライバーが各宿泊施設まで運ぶ

※3 客貨混載
旅客と貨物の輸送を同時に行うこと。「貨客
混載」とも。公共交通の維持や物流網の確保
を背景に、2017年から一定の条件下におい
て旅客と貨物の混載が可能になった。

朝採れ野菜を高速バスで直送
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コロナ禍の対応とTOBU POINTの開始

社会課題の解決に向けた貢献

緊急事態宣言下における東武グループ内の主要商業施設・レジャー施設の営業状況

る声も少なからず上がった。しかし、
東武鉄道にはインフラを支える企業
としての責務がある。インフラとし
ての機能維持と感染防止対策の両立
に努め、社員はマスク着用、手指消
毒液の設置、検温などの一般的な対
策のほか、駅や乗務管区では通勤ラ
ッシュを避けて出勤できるよう交代
時間を変更した。本社への出勤者数
は7割削減を目標に、在宅勤務、サ
テライト勤務等を実施した。サテラ
イト勤務の場所は現業職場の会議室

　2020年1月15日、社内に緊張が
走った。世界中が警戒を強めていた
新型コロナウイルス感染症（以下、
新型コロナ）の患者が日本で初めて
確認されたのだ。その後、新型コロ
ナは世界的に拡大し、世界各国がロ
ックダウン（都市封鎖）に踏み切った。
その爆発的な流行はWHOがパンデ
ミック（感染症の世界的流行）を表明
するに至り、人々の健康や社会経済
に大きな影響をもたらした。
　日本でも2020年4月7日から東京

都や大阪府など都市部を皮切りに緊
急事態宣言が発出され、4月16日か
ら5月14日までの約1カ月間は対象
が全国に拡大された。関係官庁から
は各鉄道会社に感染症に関する情報
が寄せられ、感染防止対策を講じる
ことが求められた。
　「列車を止めるわけにはいかない」
――これがコロナ禍にあたっての社
員のコンセンサスだった。もちろん
誰もが不安はあった。自分と家族の
身を危険にさらすことに不安を訴え

コロナ禍の苦闘3年間
鉄道を守る使命とポイント戦略
2020年の幕開けとともにまん延した新型コロナウイルス感染症による行動制限で、
東武鉄道は大きな打撃を受けた。使命感と創意工夫で危機を乗り越えた軌跡を追う。
そして、時代の先を読んだ新たな一手「TOBU POINT（トブポ）」の戦略に迫る。

施設名［会社名］

緊急事態宣言の動向 （全国）

2020年
3月

上旬 上旬 上旬 上旬以降中旬 中旬 中旬下旬 下旬 下旬
4月 5月 6月

東武動物公園
［ 東武レジャー企画 ］

東武ホテルレバント東京（錦糸町）
［ 東武ホテルマネジメント ］

東京スカイツリー
［ 東武タワースカイツリー ］

東京ソラマチ
［ 東武タウンソラマチ ］

東武百貨店（池袋店・船橋店）

東武ストア

4/7 発令
（7都府県） 5/25 解除4/16 対象拡大 5/4 期限延長

（5/6⇒5/31）
5/14 一部解除
（対象39県）

3/2～22 臨時休園

6/1～ 営業再開

6/1～ 営業再開

6/1～ 営業再開
（動物園ほか）

6/1～ 営業再開
（営業時間は短縮）

5/27～ 営業再開
（営業時間は短縮）

3/3～4/7 営業時間の短縮
（一部週末は食品フロアのみ営業）

3/1～ 5/31 臨時休業

3/28～5/31 臨時休園

4/8～5/31 臨時休業（一部店舗のみ営業） 
5/25以降順次営業再開店舗を拡大

4/8 ～ 5/26 食品フロアのみ営業

4/11～ 各店舗の営業時間を短縮

4/29～5/31 臨時休業
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※1 トロリ線
レール面上に一定の高さで架設される電線
で、車両のパンタグラフ（電気を取り込むた
めの装置）と直接接触して、車両に電気を供
給するもの。

※2 残存直径
トロリ線の残りの厚みのこと。トロリ線はパ
ンタグラフ（電気を取り込むための装置）と接
触することで摩耗するため、点検時には残存
直径を測定して交換の要否を判断する。

などを活用し複数拠点に分散させ、
1カ所に人が集まらないよう配慮した。
　また、本社、現業とも複数班体制
の交代勤務制を敷いた。1つの班に
感染者が出て班全員が自宅待機にな
っても、別の班で業務を遂行できる
からだ。特に運行管理所や電気指令
所では技能を有する指令員の代替要
員を容易に確保できないという特殊
要因もあり、完全な別班体制とした
上で各種感染防止対策を徹底して実
施した。その他の職場でも、飛沫感
染を防ぐため、点呼や引き継ぎは非
対面で実施。食事の時間も全員が同
じ方向を向き黙食が義務付けられ、
洗面や歯磨きにも細心の注意を払う
日々が続いた。
　2021年6月には新型コロナワクチ
ンの職域接種を開始。本社、総合教
育訓練センター、診療所川越分院の
3カ所を接種会場に、グループ会社
も含め約7,600人がワクチンを接種
した。
　こうした不断の努力のかいあって、
職場でのクラスターが発生せずに済
んだのは幸いだった。ただし家族な
どからの感染によって、5類感染症
に移行された2023年5月8日までに、
鉄道関係で延べ1,915人、その他に
グループ会社で7,166人の感染が確
認されている。
　列車運行については、国や自治体
が要請したものを除き、自社でのク
ラスター発生などの要因による大幅
減便に陥らず、軽微な減便等で輸送
を提供し続けられた。全員が危機感
を持って対策に努めた結果と言える。
　一方、東武グループ内の商業施設

やレジャー施設は、緊急事態宣言下
では休業・休園する施設が多くを占
めた。その後首都圏を中心にまん延
防止等重点措置が適用された際には、
飲食店の営業時間短縮、酒類提供の
一部自粛といった対応を実施した。

　コロナ禍での行動制限やリモート
ワークの普及によって、鉄道事業は
大きな打撃を受けた。輸送人員はコ
ロナ禍前の2018年度に9億2,643万
人だったが、2020年度には27%減
少し6億7,704万人にとどまった。
　現場では輸送の安全確保を第一と
しながらも、費用削減のために様々
な見直しや工夫が進められた。
　その1つとして、鉄道施設の修繕
工事を見直した。例えばトロリ線※1

については、従前は年1回の検査結
果をもとに、残存直径※2の基準値を
下回らないように余裕を持って交換
していたが、コロナ禍では特に基準
値に近い箇所は係員による点検頻度
を増やして安全を担保しつつ、交換
時期を後ろ倒しにするなどして、修
繕費用の抑制に努めた。
　また、車両のブレーキ、パンタグ
ラフなどの交換も検査期限を厳守し
ながら、個々の現場において実施可
能な資材節減を行った。加えて、メ
ーカーに修理を依頼してきた行先表
示器や、駆動装置の更新業務を自社
にて実施することにより、自らの技
術力の向上と修理費用の削減を推進
した。これらの取り組みは、社員一

コロナ禍で得た「気づき」

感染防止対策として、全車両の除菌作業に
加えて手すりやつり革などに抗ウイルス・
抗菌加工を実施。その他空調・換気装置や
窓開けによる車内の換気やフェイスガード
の着用、金銭の授受にもトレーを用いた
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社会課題の解決に向けた貢献

タブレットを用いた社員教育の様子（上）　大型モニターで点呼をしている様子（下）

谷蒲生」のワークスペースには、多
彩なニーズにマッチするゾーンを設
けた。落ち着いて仕事に取り組める
「ワークゾーン」、ソファでゆったり
くつろげる「リフレッシュゾーン」な

どを設け、あらゆるシーンで快適に
過ごせる空間をつくった。デザイン
性の高い植物やアロマデフューザー
など、リラックスしながら集中でき
るような工夫も随所に施した。
　また、「自宅近くでリモートワーク
できる場所が欲しい」というニーズに
応えて、2020年6月にはサテライト
オフィス「Solaie +Work（ソライエ 
プラスワーク）」を開設。ワークライ
フバランスに対する意識が高まる現
在、東武グループは沿線に住む人々
の生活スタイルやニーズの変化を捉
え、沿線定住者の増加を目指す。

　コロナ禍真っただ中の2020年11
月1日に開始されたのが、東武グル
ープ共通ポイントサービス「TOBU 
POINT（トブポ）」だ。2004年に開
始した東武グループポイントを発展
させたもので、“沿線生活者”にとっ
て欠かせないポイントサービスを目
指す。TOBU POINTアプリのダウ
ンロード件数は、2024年10月末現
在で76万件に達した。
　サービス開始当初の狙いの1つは、
新規会員の獲得だった。クレジット
カードをベースにした従来の東武グ
ループポイントは、50代以上の会員
が半数を占めていた。これに対して
TOBU POINTのアプリ会員は50

人ひとりのコスト意識向上と技術力
の活用を推進する契機となり、その
後の保守業務にもこの経験が生かさ
れている。
　また、接触機会を低減させるため
にデジタル化が急速に進行した。点
呼での大型モニターの活用や教育で
のタブレット端末の活用は、業務効
率化や省力化につながっている。こ
うした視点で見ると、コロナ禍がも
たらしたものは、必ずしもマイナス
ばかりではないことが分かる。
　コロナ禍を経て「鉄道業は必ずし
も安泰ではない」という気づきを得ら
れた。常に新しいことに挑戦する文
化が芽生えるとともに、鉄道に乗って

いただけるお客様へのありがたみが骨
身に染みた。そこで得た感謝の気持
ちが、新型特急「スペーシア X」のお
もてなしとして形になったと言って
も過言ではない。

　コロナ禍でリモートワークが急速
に普及し、職場まで通うことなく仕
事をするワークスタイルが定着した。
東武鉄道の賃貸マンション「ソライ
エアイル」では、共用部や一部の居
室内にワークスペースを備えた物件
を提供している。「ソライエアイル越

新たな形の賃貸住宅

沿線生活者と結びつく「トブポ」
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代以下が約8割と、若い世代の会員
獲得につながった。
　もう1つの狙いは、マーケティン
グ手法の多様化だ。チラシやポスタ
ーといった従来の手段に加え、アプ
リ内の会員情報を基に個人に最適化
した情報をダイレクトに送る手段と
して、TOBU POINTは極めて有効
と言える。コロナ禍においては百貨
店のほか、新越谷ヴァリエ等、東武
グループ施設のクーポンを配信し、
沿線住民を中心に来店の促進に役立
てた。百貨店で使えるコスメクーポ
ンの配信は、若年層の会員を中心
に多くの反響が得られた。TOBU 
POINTで得たデータを有効活用す
るため、こうした施策は今後も継続
していく。
　TOBU POINTの利便性は着々と
向上し、2021年10月からは、東武
線乗車でたまるサービス「トブポマ
イル」を開始。たまったトブポマイル
はTOBU POINTに交換し、特急
券の購入や、東京ソラマチ、東京ス

カイツリーなどの東武グループ施設
で利用できる。TOBU POINTがグ
ループ内を循環し、さらなる購買や
利用を促し、多方面に効果をもたら
していることがうかがえる。
　エポックメーキングだったのは、
2023年3月のショッピングサイト
「TOBU MALL」のオープンだろう。
鉄道・バス関連グッズや鉄道体験イ
ベント、東武ワールドスクウェアの
デジタルチケットなど、東武グルー
プならではの商品をそろえ、TOBU 
POINTの利用促進に大きく寄与し
ている。これまでチャレンジできなか
ったニッチな商品もTOBU MALLで
商品化することで、グループ全体の
収益向上に貢献することだろう。
　TOBU POINT、TOBU MALL
は東武グループにおける今後の収益
拡大の柱として期待される。様々な
データを蓄積し利活用していくこと
で沿線生活者にとどまらず、広く東
武グループをアピールする重要なツ
ールとなるはずである。  

ソライエアイル越谷蒲生では居室や共有部
にワークスペースが設けられている

TOBU MALLでは鉄道・バスのグ
ッズや沿線のレジャー施設で使える
デジタルチケットが人気

TOBU POINTは鉄道やバスへの乗車、ショッピングやレジャー、飲食な
ど沿線の様々なサービスで共通して利用できるのが特徴
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Top Interview

Yoshizumi Nezu

取締役会長

根津嘉澄

真面目な社員と築き上げた
「最先端」という新たな資産
1997年に創立100年の節目を迎えた東武鉄道が、
新たな100年に向けて歩み出した25年は、
根津嘉澄会長の社長在任期間（1999～2023年）とほぼ重なる。
この間、どのような出来事があり、何を変えようとしたのか。
トップが振り返る、東武グループの四半世紀。
（聞き手／『日経ビジネス』元編集長・寺山正一）
取材場所：東武ホテルレバント東京
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Top Interview

長の内田隆滋さんが、「これは俺の社長時代にケリをつけ
る。お前の代には残さないからな」と言ってくれて、あの
言葉は心強かったです。

――ただ、東武鉄道に対する金融市場の評価はシビアで
した。1999年1月には社債の格付けが「投機的」に分類さ
れるB格に転落。社長就任はその半年後の6月です。
　社長就任時、グループの有利子負債が最大1兆2,829
億円ありました。東武クレジットの処理負担もあり、そ
の分が株価にも表れていて、同業他社より株価が安かった。
――しかも、産業界が連結経営の時代に突入したタイミ
ングでした。2000年3月期決算から新連結会計基準が適
用されることとなります。
　はい。一時期は40社程度まで絞り込んだ連結対象企業
が、1999年度では162社に増え、このうち61社が赤字
でした。年間10億円規模の赤字事業を次々と整理する一
方、それまで感じていた課題認識を、経営方針として「4
つのお願い」にまとめ、グループ会社の経営陣とも共有し
ました。「赤字を出さない」「本業に徹する」「グループ事業
の再編に協力する」「グループ内の取引に競争原理を導入
する」というシンプルな内容ですが、この4つは絶対に守
るように伝えました。
――グループ各社に収益力強化と自立を求めたわけです
ね。この頃、東武ブランドの基盤となる強みはどこにあ
ると考えていたのでしょうか。
　当時は目の前のことへの対応に精いっぱいで、意識をす
る余裕はなかったですね。最近つくづく思うのは、東武グ
ループの人たちは本当に真面目で、言ったことを一生懸命
にやってくれる。それが最大の強みじゃないかと思います。
――明るい未来を描けるようになってきたのはいつ頃か
らですか。
　3年目ぐらいですね。連結決算の体制が整い、東武ク
レジットの問題もだいぶ片がついていました。みんな頑
張ってくれて、赤字企業も大きく減りつつありました。

――「東武グループ再構築プラン」を発表したのも就任3
年目の2002年でしたね。スローガンは、「人の集う東武

――根津会長が東武鉄道の社長に就任する以前から、東
武クレジットの不良債権問題に揺れていました。
　東武クレジットは東武百貨店の系列会社で、百貨店顧
客のショッピングやクレジットの取扱会社として設立さ
れました。その後に生じた問題は、東武グループにとっ
て一番の大事件でした。
　1991年4月のことです。経理担当の常務に就任した私
の部屋に、東武クレジットの社長（兼東武百貨店副社長）が
来ましてね、「東武クレジットが融資している不動産会社へ
の大規模な貸し付けが回収できそうにない。ただ、いずれ
取り戻せるから安心してほしい」と説明を受けました。

――当時、銀行は不動産関連への直接融資が規制され、
住宅金融専門会社を含むノンバンクが銀行から資金を借
り、銀行が指定した不動産取引に融資をして利ざやを稼
いでいました。
　東武クレジットもバブル期に法人相手の不動産担保融
資、いわゆるノンバンクとして事業を拡大したのですが、
あまりにのめり込みすぎた。バブルがはじけて、気づく
と借入金が膨大な金額に。その多くが焦げ付いていました。
　これを認識して、「全部返すのはとても無理だ。東武グ
ループはおしまいだ」と思った。それ以来、非常に苦しい
年月を過ごしました。毎朝、起きて最初に思うのは、「今
日はまだ、東武鉄道は残っている……」ということでした。
――似た構図の問題が起きた企業の中には、会社整理に
追い込まれた例も少なくありません。東武グループは再
建できた。なぜでしょうか。
　金融機関とよく話し合いをさせていただきました。
　創業以来、利益を土地などの不動産をはじめとした資
産としてコツコツとためてきましたが、この時ばかりは
多くの方から、「今回は創業以来の利益を全部吐き出すつ
もりでかかったほうがいいよ」と言われました。「泥棒にと
られたと思ってやりなさい」と。
――処理の最終調整がまとまる1998年春までには「貸し
手責任」という概念が広がっていて、銀行サイドも、融資
先には事業で頑張って返済してもらわなければ、という
意識があったと思います。
　結果として回収不能となった借入金の一部は銀行と折
半することになり、その対応方針が固まって以降、金融
機関は全面的に応援してくれました。また、私の前任社

「東武グループはおしまいだ」

「4つのお願い」の真意

安全文化の創造を目指す
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社に対する信頼がさらに高まっていくのを実感しました。

――安全へのたゆまぬ努力と並行して、地元への投資を
し続け、地域の発展に貢献してきたことは、沿線をはじ
め多くの皆さんの信頼の源泉となっています。東京スカ
イツリーがその代表でしょう。
　そうですね。東京スカイツリーは非常にうまくいきました。
――表情が緩みましたね。
　おかげさまで大成功でしたから。でも、最初に「新タワ
ーをやる」と言った時、誰一人として賛成してくれません
でした。借入金が多く残っており心配されたのでしょう。
結果的には新株予約権付社債（転換社債=CB）の発行や公
募増資によって資金を調達し、銀行団からは協調融資も
していただきました。
――最初に反対した人の目には、東京スカイツリーが単
なる電波塔に見えていたのかもしれません。
　「本当に電波塔の経営なんてできるの?」と問われる度
に、私は「できる」と答えていました。東武グループが得
意な、不動産業と観光業をあわせ持つ事業だと考えたか
らです。放送各社などからアンテナの設置料をいただく
業務は不動産賃貸業。不動産は第2の本業ともいえる分
野です。展望フロアは観光客を集めます。観光も戦前か
ら事業を手掛けていた得意分野です。
――勝算があったということですね。
　そもそも誘致に乗り出した最大の目的は、浅草に人を
呼び戻すことでした。プロジェクト名は「Rising East 
Project」。東京の東にあたる浅草、そして日本の東にあ
たる東京、ひいては世界の東にあたる日本を活性化しよ
うと。それこそ江戸時代は遊ぶ場所といえば浅草でした。
しかしながら東京の発展に伴い、東京の中心が西に徐々
に動いていきました。日光への観光でも、新宿など西側
からはJRで東京駅に向かって新幹線を利用するお客様が
増え、浅草から向かっていただけない状況でした。
　浅草に人を呼び戻し、東京の中心を東に戻すには、年
間約3,000万人の参拝客がいる浅草寺に匹敵する求心力
のある施設が、もう1つ必要だと考えていました。貨物
ヤードの跡地が空いていた当社にこの話がきた時、誘致
しようと。開業から12年たった現在、「東京スカイツリー
タウン」全体で、年間約4,000万人の来場者があります。
――これまで伺った内容は、いずれも24年間に及ぶ社長

沿線、信頼される東武グループ」でした。
　鉄道会社の最大の強みは沿線を持っている点に尽きま
す。沿線であれば、ほぼ100%の方が「東武」の名前をご
存じです。沿線を大事にし、そこで商売の深掘りをして
いくことが、鉄道会社の王道ではないでしょうか。
――しかしながらその再構築プランが軌道に乗ってきた
2005年の3月に、伊勢崎線竹ノ塚駅構内で踏切事故が起
きています。その年の2月に新タワー事業への立候補を
表明した直後の出来事でした。
　事故により亡くなられた方と負傷された方、そのご家
族の皆様に対しましては、言葉では言い尽くせぬほどの
責任を痛感しています。ご利用のお客様並びに沿線の皆
様をはじめ、関係する多くの皆様にもご心配とご迷惑を
おかけしました。
　今後、二度と同じ過ちを繰り返さないよう、安全の確
保に万全を尽くすとお約束し、総力を挙げて竹ノ塚駅付
近の高架化に取り組みました。おかげさまで関係者の皆
様のご理解とご協力をいただき、驚くほど早く工事を進
めることができました。連続立体交差事業としてはかつ
てない速さで事業が進んだと思います。
――この時の対応で、経営と現場の距離感も大きく変わ
ったそうですね。
　「現業と本社の意見交換会」を4つの地区別に何回も実
施しました。私も全地区の意見交換会に出席し、現業長
たちの要望を聞きました。
　どこに問題があるのかを一番分かっているのは現場で
す。安全関連の設備だけでなく、インシデントという、
幸い事故には至らなかったものの事故が発生する恐れが
あった事象の水平展開や、異常時の要員手配の拡充など、
ソフト・ハードの両面で幅広い要望が出ました。それら
を一覧表にまとめ、すべてに対応していきました。全項
目に対応できたことで、現場の社員の安全への意識と本

東京スカイツリー事業の因数分解
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在任の前半から中盤にかけての出来事でした。後半は、
良い風も吹いていたのではないですか。
　鉄道会社ならではのチャレンジとしては、2017年から、 
日光・鬼怒川エリアでSL（蒸気機関車）を走らせています。
この企画、実は3回却下しました。当社がSLの運転を全
廃してから半世紀近く経過していましたから、運転に必
要な設備もノウハウも残っていなかった。当然、収支も
厳しいだろうと思っていました。ところが、部下が何度
もやらせてくださいとプランを上げてきた。社員がやり
たがっているからと。実際に、現場の社員が自ら手を挙げ、
プロジェクトに携わりたいと意思表明してくれたのです。
――「赤字を出すな」が鉄則であるものの、財務的に一段
落していたでしょうし、真面目な社員がそこまで言うのな
ら許可せざるを得ないですね。実際の収支はどうでしたか。
　私のところに持ってくると黒字になっている（笑）。関
連収入や、宣伝効果もありますし、『鉄道産業文化遺産の
保存と活用』や『地域の観光活力創出』との観点からも、東
武があの場所でやることに意義がある、そんな空気にな
ってきました。だから良かったのだと思います。
――2020年には「ザ・リッツ・カールトン日光」が開業し
ています。東武グループのホテルの跡地でしたね。
　奥日光は季節変動が大きく、成功しているリゾートホ
テルが少ない地域です。跡地は手を付けないでおこうと
いう考えもありました。「コートヤード・マリオット銀座
東武ホテル」でのビジネスパートナーであったマリオット
社から、当地でのホテル事業について、「非常に良い場所

だから、ぜひやりたい」との話をいただきました。これを
機にマリオット社を含む複数の外資系ホテル会社から事
業提案をいただき、最終的にマリオット社の推す「ザ・リ
ッツ・カールトン」を誘致することにしたのです。
――インバウンドを含め、富裕層を呼び込む武器になっ
ていますよね。
　大変好評で、コロナ禍の2020年の開業でしたが、翌
年度から営業キャッシュフローで黒字が出ています。

――これからを担う世代へのメッセージはありますか。
　私が入社した頃の東武鉄道は、「大きくて伝統があるけ
ども、古い会社」というイメージでした。ところが最近、
採用の最終面接で、ほとんどの学生が「東武は同業で最先
端を行っていて、積極的に新しいことをやる。そこに魅
力を感じた」と志望理由を話すのです。
――その評価をどう感じますか。
　うれしいです。東京スカイツリー開業が転機になりま
したね。どんどん新しいことに挑戦していますから。
――創業からの100年間で積み上げた資産を吐き出さざ
るを得なかった1990年代。そこからの25年で、東京スカ
イツリーなどの新たな資産を築き上げ、先進性が評価され
るグループになりました。制度やインフラをつくり替えて
きた日本の時代状況と重なる部分は多いものの、東武鉄
道ほどブランド力や企業価値を高めた企業も珍しいです。
　基本的には、「4つのお願い」と「安全・安心を最優先した
上で、利益を出す」。これを言い続け、それに真面目な社
員たちが応えてくれた結果です。今では、会社の雰囲気
が変わり、黙っていても彼らがしっかりやってくれるよう
になりました。安心して見ていられるようになったからこ
そ、次世代へバトンを渡すことにしたのです。
　新しいことにも真面目に一生懸命取り組めば、必ずや
花は開きます。125年の長い歴史の中で育まれたその良
き文化を若い世代に託しつつ、これからの東武グループ
の発展を楽しみに見守っていきたいですね。

鉄道会社の最大の強みは沿線を持っていること
沿線を大事にすることが何よりも大切です

社外評価で知った、自社の変化
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　東武鉄道とキッコーマンとの間には、長い歴史的な
ご縁があります。
　千葉県野田市には、17軒の醤油醸造業者からなる「野
田醤油醸造組合」という組織がありました。製造した醤
油の輸送経路の確保のため、組合は千葉県に働きかけ、
1911年に千葉県営軽便鉄道の野田町～柏間が整備さ
れました。その後、千葉県がこの鉄道の払い下げを行
う方針を打ち出し、運営を引き受けたのが、当時、設
立されたばかりの「野田醤油株式会社（現在のキッコー
マン）」でした。運営会社として「北総鉄道株式会社※」
（のちに「総武鉄道株式会社」に社名変更）を設立し、醤
油の鉄道輸送を自前で手掛けることになりました。太

平洋戦争が始まると、政府は戦時体制を固めるために
企業同士を合併させ、産業の集約化を図ります。総武
鉄道も例外ではなく、その合併相手となったのが東武
鉄道でした。こうして1944年に誕生したのが東武鉄
道野田線です。
　以来、現在に至るまで、両社は親密な関係を築いてき
ました。キッコーマン創業の地は千葉県野田市で、東武
鉄道の営業エリアとも重なります。地域的な気質が共通
するのか、堅実な社風には近しいものを感じます。高等
学校時代の通学に3年間、毎日利用していましたので個
人的に大変なじみ深い鉄道会社でもありました。
　父・茂木啓三郎は20年近く東武鉄道の監査役を務め、

東武鉄道125周年に寄せて

歴史的な転機を乗り越え
堅実さに挑戦心を兼ね備えた企業に

東武鉄道株式会社 監査役
キッコーマン株式会社 取締役名誉会長 取締役会議長

茂木 友三郎

YUZABURO
MOGI
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東武鉄道125周年に寄せて

私も2001年に監査役に就任しました。根津嘉澄会長
が社長に就任されたのがその2年前の1999年でした
から、社長として活躍されたご様子の大半を、私は監
査役として間近で見てきたことになります。
　根津会長は真面目で勉強熱心な、大変立派なお人柄
の方です。経営者としての手腕も素晴らしい。その功
績として最も印象に残っているのは、なんといっても
東京スカイツリーを中心とした大規模複合開発プロジ
ェクト「東京スカイツリータウン事業」を成功させたこ
とです。電波塔としての社会インフラ機能に加えて、
商業施設、観光拠点としての魅力も備えた壮大なプロ
ジェクトでした。実は私も根津会長も浅草寺の信徒総
代を務めており、東京スカイツリーが完成して以降、
参拝者が明らかに増えたと聞き、感銘を受けました。
東東京エリアの人の流れを変え、地域活性化に大いに
貢献したのは間違いありません。
　1つの事業の成功が、企業価値を飛躍的に高め、社
風やブランドイメージを大きく変えるのを、私は経験
上よく知っています。キッコーマンの醤油工場を米国に
建設し、現地生産すべきだと上司に進言したのが1965

年、私が30歳の時でした。1971年にはこの建設プロ
ジェクトが正式決定され、グローバル企業への転換を
遂げる上での大きな契機となりました。
　東京スカイツリータウン事業も、東武鉄道にとって
の歴史的な転機となりました。世界一高い自立式電波
塔の建設を含め、過去に例のないチャレンジングなプ
ロジェクトで、工場建設計画とは比較にならぬ極めて
難しい経営判断だったはずです。それでも当時の根津
社長は精緻な検討を重ねて決断し、見事成功に導きま
した。東武鉄道が果敢にリスクをとって未知の領域に
挑戦する企業であると世間に示したのです。
　根津会長の功績としてもう1つ強調しておきたいの
が、東武鉄道の取締役会や監査役会の機能を活性化し、
コーポレートガバナンスを強化したことです。社外取
締役や社外監査役を積極的に取り入れたことはもちろ
ん、外部視点からの質問を前向きに受け入れ、それに

議長として丁寧に答え、活発に議論する雰囲気が醸成
されています。コーポレートガバナンスが充実し、取
締役会・監査役会と経営陣との信頼関係が構築できて
いる企業は、イノベーティブな事業にも意欲的に挑戦
できる。これは東武鉄道の未来に向けて、大きな強み
になっていくはずです。
　2023年6月、都筑 豊氏が代表取締役社長・社長執
行役員に、根津嘉澄氏は代表取締役会長に就任され、
新たな経営体制がスタートしました。就任される以前
から取締役会などの場で都筑社長には何度もお会いし
ていました。経験も豊富で、常に多角的に物事を捉え
る姿勢が印象に残っています。根津会長も良い人物を
後任として選ばれたと、率直に感じました。
　人口減少に加えて、働き方改革やコロナ危機とデジ
タルテクノロジーの普及に伴う人の移動の変化、イン
バウンドの増加など、未来に向けて鉄道会社が対応し
なければならない課題は数多くあります。すでに新型
特急「スペーシア X」事業など、新しい移動価値の提案
が始まっており、こうした挑戦がますます重要になっ
ていくでしょう。長年培われてきた堅実実直な社風、
東京スカイツリータウン事業を契機にさらに育まれた
挑戦する企業姿勢、優れたコーポレートガバナンスと
いう3つの強みを武器に、ますます発展されることを
祈念しております。

CONTRIBUTION

※ 現在の北総鉄道株式会社とは別会社
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創立125周年を迎えた東武グループは

様々な事業に取り組んでいる。

社会の変化を確実に捉え沿線地域の発展のために

できることを真面目に着実に。

人と地域が共に輝きつづける未来へ向かう。

東武グループの
未来

The future of

TOBU GROUP
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Top Interview

Yutaka Tsuzuki

取締役社長

都筑 豊

「挑戦」と「協創」で
地域と共に
持続的発展を目指す
東武鉄道で技術者としてのキャリアをスタートさせ、
ものづくりに携わりながら挑戦の精神を磨いてきた都筑社長。
そこで学んだ、常に工夫と改善を重ねることの大切さは、
新たな長期経営ビジョンのベースとなっている。
これからどこに向かいどう歩んでいくのか、その戦略と思いを語る。
取材場所：ザ・リッツ・カールトン日光
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　2024年春、東武グループは新たな長期経営ビジョン
に「『挑戦』と『協創』で進化させる社会と沿線」を掲げまし
た。この「挑戦」と「協創」は、私たちの経営理念「奉仕」「進
取」「和親」にも深く根差した精神です。この経営ビジョン
の下、沿線地域や社会の持続的な発展をけん引し、私た
ち自身も一層の成長を遂げたいと強く願っています。

　「挑戦」「協創」というキーワードは、私自身が若い頃か
ら身をもって重要性を感じ、大事に心にとどめてきた言
葉でもあります。
　私は東武鉄道に技術者として入社し、20～ 30代はも
のづくりの仕事に携わっていました。20代で主に手掛け
たのは、鉄道信号の設計です。その仕事を通して、たと
え同じスペックのシステムであっても、工夫や改善を加
えることで、ユーザーに喜んでもらえるという経験をし
ました。その時に、「同じものをつくっていては陳腐化す
る」と強く心に思ったのです。
　その後20代後半から約10年間は、東上線の運行管理
システムを構築するプロジェクトに携わりました。当社
の運行管理システム構築は他社より後発でしたが、その
分「どこよりも良いものをつくろう」というチャレンジ精
神を持ち、関係部署や取引先と日々議論を重ねました。
その結果、多くの関係者の力を借りながら、社内外に誇
れる素晴らしいシステムをつくり上げることができまし
た。これは、とても印象深い成功体験となっています。
　以来、私は絶えず「挑戦」という言葉を念頭に置いて事
業に取り組んできました。経営理念の1つである「進取」は
「自己研鑽に励み新しいことに挑戦していくこと」と解釈し
ています。私自身の歩みにも重なり、大好きな言葉です。
　新しいことに挑戦していかなくては世の中から遅れて
いきます。ステークホルダーの皆様の期待にも応えられ
なくなります。これからも東武グループが選ばれ続ける
には、現状に決して満足せず、常に先を見据え、挑戦し
ていく。それが重要です。
　東京スカイツリーの建設で、東武グループに対して「最
先端の会社」というイメージが生まれました。その結果、
社員は、「新しいことに挑戦できる」というマインドで業務に
取り組むようになっています。私は社員の間に生まれた、
この挑戦の火を、さらに大きく燃やしたいと思っています。
　「協創」の重要性も、私自身の歩みの中で学んできました。

先輩から「沿線の皆様の協力なしに我々の発展はない」と教
わりました。この精神は私のバックボーンとなっています。
　東武グループは約70もの会社で構成される大きな組織
です。このグループの部門間、会社間、そして取引先企業
や自治体、沿線地域の住民の皆様と手を組み、スクラムを
組めば、より良いサービスをどんどんつくれると考えます。
　10年後の東武グループを見据え長期経営ビジョンを作
成した際、私自身が仕事をする上で根幹に据えてきたこ
うしたマインドを、社内外へのメッセージとしてどうし
ても届けたいと考え、「挑戦」と「協創」の言葉を掲げました。

　これからの東武グループの成長をけん引する、重要な
役割を担うのが観光事業です。東武沿線には、東京スカ
イツリータウンだけでなく、浅草や日光・鬼怒川、川越
をはじめとした魅力的な観光資源が豊富に存在していま
す。私たちは、インバウンドを含む多くのお客様に、こ
れらのエリアに足を運んでもらうための施策を積極的に
展開していく必要があります。
　その1つが、ホテル事業の強化です。現在、東武グルー
プは「ザ・リッツ・カールトン日光」のようなラグジュア
リーホテルからビジネスホテルまで、18のホテルを運営
しています。インバウンドを含む観光客の皆様に宿泊し
てもらえるよう、2027年度までに450億円以上の投資
を断行し、新規ホテルの開発や既存ホテルのリニューア
ルを進めます。
　また、代表的な観光地だけでなく、広大な沿線の中には、
私たちがその価値に気づかずにいる資源やポテンシャル
がまだあるはずです。今一度沿線を見つめ直し、各地域
の魅力を発掘し、さらなる回遊を促す努力をしていきた
いと考えています。
　同時に、観光事業において、カーボンニュートラルを
意識した取り組みを行っていきます。日光を歴史・文化・
伝統と自然が共生する「国際エコリゾート」と位置付け、自
治体などと協働しながら環境負荷の低減に努めています。
例えば、2021年にサービスを開始した「NIKKO MaaS」

（P85参照）では、EV・PHVカーシェアリングやシェアサ
イクルを導入しましたし、2022年からは、日光・鬼怒川
エリアで実質再生可能エネルギー 100%の電車を運行し、
CO2排出量を削減しています。また、日光エリアで運行
するバスの一部に廃食油由来のバイオ燃料を使う実証実

観光と沿線のまちづくりで成長をけん引
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験を行いましたが、今後はそれらを実稼働させていくこと
により、「日光ブランド」のさらなる向上も狙っています。
　環境負荷の低減に向けて、東武グループは2030年度
までに奥日光エリアでのカーボンニュートラルの達成、
そしてグループ全体のCO2排出量を2022年度比で30%

削減する目標を立てました。鉄道事業に関しては、2030

年度までに50%減（2013年度比）を目指しています。
2023年7月から運行を開始した「スペーシア X」はこれま
での車両に比べ、CO2排出量を最大40%減らしました。
その他の車両も、随時、省エネ型に転換していきます。
インバウンドをはじめ、環境保全に敏感なお客様が魅力
を感じ、目的地として選択いただけるような施策を積極
的に仕掛けていくつもりです。
　観光事業と並び、成長の中核事業と位置付けて力を注
いでいるのが、沿線の開発事業です。様々な分野の関係
者と連携し、魅力ある沿線づくり、まちづくりを進めて
いきます。この事業は、何よりも現場を知ることが大事
です。担当者には「地元の方とよく話し、協力をし、ニー
ズを探りなさい」と伝えています。その中でも、東武グルー
プが総力を挙げて取り組むべき一大プロジェクトが池袋
駅西口の再開発事業です。池袋を活性化させ、新宿や渋
谷に負けない魅力ある街にしたいと考えています。
　将来的には、観光事業と沿線のまちづくり事業を通じ
て、定住人口を増やしていきたいという思いがあります。
観光で訪れたインバウンドのお客様にも東武沿線まで足
を運んでもらい、そこで存分に楽しんでもらうことで、
リピーターとして再訪していただけるようにしたいと考
えています。そして、何度か訪れる中で「ここは住みやす
そうだ」「住んでみたい」と感じてもらい、最終的には実際

に住んでもらえるところを目指す。私はそんな未来を思
い描いているのです。

　鉄道事業でこれから重要になるのは、目的地までの時間
と空間を楽しんでもらう取り組みです。ラグジュアリーな
雰囲気を味わえるスペーシア Xはその一例と言えます。
　スペーシア Xに乗った時に、周囲のお客様の様子をう
かがうと、6種類のシートバリエーションからなる快適な
車内や、カフェメニューをお楽しみいただきながら、ワ
クワクした気持ちで過ごしておられるのが伝わってきま
した。スペーシア Xが好評をいただいているのは、お客
様にこうした移動時間を楽しむというニーズが存在する
からだと思います。そのニーズに、私たちはこれからも
応えていかねばなりません。
　今後、日本の人口が減少する中、鉄道の乗客が減る傾
向は避けられません。このような事業環境で欠かせない
のは、DX（デジタルトランスフォーメーション）の活用で
す。鉄道やバスなど運輸事業では、運転やインフラのメ
ンテナンスなどをDXで省人化・効率化していきます。機
械にできることは機械に任せる。社員は、人間にしかで
きない温かなおもてなしなどに従事して、サービスの高
付加価値化を図ります。
　運輸事業以外の分野でも、今後もDXを強力に推進し
ていきます。日光の観光をより便利にするNIKKO MaaS

をスタートさせたり、生体認証を活用した決済・認証サー
ビス「SAKULaLa」（P122参照）の立ち上げを行ったりし

東武グループはDXの先頭を走る
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ました。DXについては、「気づいた時には手遅れだった」
とならないよう、他社に先んじて積極的な投資を行うな
ど、未来のための種まきが重要だと考えています。
　最先端の技術を積極的に取り入れながら、「東武グルー
プはDXの先頭を走る」という強いメッセージを発信し、
ステークホルダーの皆様に喜んでいただける便利で優れ
たサービスを提供し続けます。

　長期経営ビジョン実現の上でなくてはならないもの、
それが「人」の力です。社員一人ひとりの成長が、会社の
根幹を支え、企業の成長に結びつくのだと思っています。
社員の能力を最大限に引き出し、成長を後押しすること
に全力を注いでいきます。
　具体策の1つがダイバーシティの推進や働く環境の整備
です。以前は男性が中心だった鉄道の現場でも、駅係員
や乗務員だけではなく、工務や電気といった各部門で女性
社員が活躍しています。例えば、子育てをしながら安心し
て働き続けられるように、社宅に保育所を併設するなど、
誰もが自分の力を発揮できる環境の整備に努めています。
　また、外国人や障がい者の方々の積極的な採用も行っ
ています。東武ビルマネジメントでは、ホテル関連の業
務に従事している外国籍のスタッフがいますし、流通業
などでも多くの外国人スタッフが活躍しています。彼ら
の育成にも取り組んでいます。シンフォニア東武では、
障がいを持つ方々が清掃業務などでその才能を発揮し、
私たちのチームの大切な一員として活躍しています。
　そして、人材戦略の中で最も重視しているのが「教育」
です。新入社員の研修から各階層に応じた研修まで、幅
広く強化を進めています。これからは、東武グループを
取り巻く環境をしっかり理解し、自らの意志で積極的に
行動し、挑戦する気概を持つ人材育成にもますます注力
していきます。私たちは、働きがいのある職場を築き、
会社と社員の絆を深め、エンゲージメントを高めて、明
るく元気に「挑戦」と「協創」に取り組む人材を育てていき
たいと考えています。

　長期経営ビジョンで「挑戦」というキーワードを掲げまし

た。しかし、ただ変革を追い求めるだけではありません。
変えるべきもの、変えたほうがよいものは果敢に変革に挑
みます。しかし、どんな状況でも決して変えてはならない
もの、その本質的な価値や信念は守り抜いていく覚悟です。
　毎日、200万人以上のお客様を乗せて列車を運行する
我々が、断じて変えてはいけないのは「安全・安心」への
意識です。私自身、入社以来、根津会長や先輩方から「安
全・安心の上にお客様からの信頼が生まれ、その信頼を
ベースに事業が成り立つ」とたたきこまれ、骨の髄まで、
その精神が浸透しています。
　当社は2005年、伊勢崎線竹ノ塚駅構内で踏切事故を
起こしてしまいました。その責任の重さを深く胸に刻み、
同じ過ちを二度と繰り返さないと誓い、安全確保に向け
て全力を注いでいます。
　効率化や省力化を目的にした機械やシステムの導入は
必要ですが、故障したり不具合が生じたりした時、最後
にフォローするのは人です。だからこそ、私たち一人ひ
とりが「安全・安心を最優先する」という強い信念を変わ
らず持ち続けることが重要なのです。東武の誇りとして、
「安全運行」を貫き、社会からの信頼に応えていきます。
　今、私たちはかつてないほど変化の激しい時代に生き
ています。その時代を生きる私たちが最も大切にすべき
ものは「クオリティーの追求」です。すべての社員が「最高
の質を追求し、優れた成果を生み出す」という強い意志と
情熱を持って仕事をすれば、どんなに社会構造や事業環
境が変わったとしても、必ずやお客様の信頼を勝ち取り、
選ばれる存在であり続けられる、というのが私の信念で
す。東武グループが地域と共に歩み続け、持続的な発展
を遂げる未来、その先にある企業価値の向上を、私は強
く信じています。

「人」の力を結集し長期経営ビジョンを実現

安全・安心最優先は不変
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駅とまちが一体となった
まちづくりを推進
非鉄道事業の拡大による収益力強化に向けて、
まちづくりは成長をけん引する事業と位置付けられる。
東武鉄道では鉄道ネットワークを基盤とし、
駅とまちが一体となったまちづくりに取り組んでいる。

池袋駅西口再開発である。
 「池袋駅西口地区では、東武鉄道と
地元地権者により設立された再開発
準備組合の2つの事業主体が共同し
てまちづくりを進めています」（田邉
執行役員）
　池袋駅の利用者の多くは、駅の中
での乗り換えや百貨店等の商業施設
から街中に出ない傾向があり、豊島

 「人口減少に伴い鉄道利用者が漸減
していく中、東武鉄道では非鉄道事
業における収益力強化が大きな課題
になっています」と田邉哲也執行役
員は語る。
　注力しているのが「まちづくり」だ。
以前は主に東武グループが所有する
土地を中心に開発を行っていたが、
これからは地権者・行政との連携に

よる駅前再開発や共同事業を積極的
に推進していく。こうしたまちづく
りのスタートとなったのが、2012

年に開業した東京スカイツリータウ
ンだ。自社の土地に加え、地元の地
権者らと協力して土地区画整理事業
を推進し「タワーのある街」をつくり
上げた。
　現在、同じ思想で進めているのが

東武グループが取り組んでいること

執行役員　
生活サービス創造本部 副本部長
兼 沿線価値創造統括部長

田邉哲也

再開発後の池袋駅には、まちの玄関口となる「駅まち結節空間」を整備する予定だ

開発事業
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区は、この「駅袋（えきぶくろ）」から
の脱却を打ち出している。そこで、
池袋駅西口再開発では、国際アート・
カルチャー都市として人々を呼び込
み、駅からまちへ人流を広げ、ウォ
ーカブルなまちの実現を目指す。こ
れは、今後の東武グループにおける
駅を中心とした開発にも共通するテ
ーマとなる。目指すのは「駅だけ」で
も「まちだけ」でもない。駅とまちが
有機的に結びつくまちづくりである。

 「これまで東武鉄道では、鉄道事業
においては安全性の向上、輸送力増
強、利便性向上に重点を置いてきま
した。今後はそれらに加え、いかに
して快適な駅空間をつくるかが重要
になります。『駅まち結節』とよばれ
る、駅とまちが一体となり、まちと
の回遊性を高める空間をつくること
が必要だと考えます」（田邉執行役
員）
　東武鉄道はこれまでつくり上げて
きた鉄道ネットワークを基盤に、「人
と地域が共に輝きつづける」まちづ
くりを推進。沿線の中核拠点を開発
し、新たな人流の創出を図る。
　西新井駅周辺では、駅に隣接する
老朽化した建物を解体し、跡地と周
辺地域が一体となったまちづくりの
検討を始めた。
　春日部駅周辺でも、連続立体交差
事業に合わせ、周辺地域の再開発計
画と連携した高架下の開発を推進し、
まちづくりを進めていく。広い高架
下には、地元住民に喜ばれ東武グル

ープとしても収益の見込める施設の
誘致建設を目指す。
　獨協大学前駅西側では、草加市、
獨協大学、UR都市機構、トヨタホ
ーム、東武鉄道の5者で、まちづく
りを進めている。大規模な戸建て分
譲事業をはじめ、住民や事業者、地
域団体との連携を通して、ソフト面
でも継続的なにぎわいと交流を創出
し、持続可能な新しいまちをつくり
出していく。こうした産官学で連携
した取り組みを今後より一層推進し
ていく。
　この他、東上線沿線でも大山駅付
近連続立体交差事業などで、道路整
備と高架下整備により地域との連携
を進める。また、朝霞台駅の駅ビル
建設計画や下板橋・川越市駅周辺の
開発計画も検討している。
 「鉄道会社が積極的に様々な事業に
取り組むことで、その鉄道沿線も活
性化すると思います。東武グループ
が元気でいることが東武沿線の価値
の向上につながるのは間違いありま
せん」（田邉執行役員）

　東武鉄道には様々な駅・路線があ
るが、駅の規模やまちの規模にかか
わらず、駅とまちを一体にしていく
というコンセプトは変わらない。ヨ
ーロッパの多くの駅には改札口がな
く、パブリック空間としてまちに溶
け込んでいる。同様に、駅をオープ
ンでパブリックな場所と捉え、人が
集まりやすい機能を加えたい。高齢
化が進んで、人がまちに出なくなっ
たと言われる。しかし、自動運転の
タクシーやバスが普及し、それらを
スマートフォンで呼び出せば、高齢
者でも行きたいところに気軽に行け
るようになる。駅に人々が集う場が
あれば、訪れる機会が増えるのでは
ないか。こうした時代の到来を見越
して、バリアフリー化をさらに進め、
誰もがアクセスしやすいようにする。
 「駅と沿線地域をつなぐことで、人
と地域が輝きつづけるまちを実現し
ます」（田邉執行役員）

獨協大学前駅西側地域では、大規模戸建て住宅地を含めたまちづくりを推進している

駅をオープンな空間に

駅とまちの境目をなくす
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執行役員 観光事業推進部長

青柳健司

インバウンド需要を
収益につなげる戦略を
東武グループが観光需要を捉え収益力の強化を図るために、
インバウンド戦略の推進は重要事項の1つと言える。
沿線の魅力に磨きをかけ、インバウンド誘客を促進する。

東武グループが取り組んでいること

取り込みを図る。
　2つ目は「高付加価値化によるアッ
プセル促進」。日光エリアの宿泊施
設の改修や体験コンテンツの拡充を
通して、量より質への転換を加速さ
せていく。
　3つ目は「グループシナジーの発揮
によるクロスセルの促進」。グループ
間の顧客をつなぎ合わせる横断的な
取り組みを行うことで、グループ収
益の拡大を図る。
　4つ目は「沿線観光地ブランドの確
立によるリピート率向上」。特に日光
エリアにおいて、インバウンド誘客
を強化し、「観光体験の強化」と「地域
連携によるエリア価値向上」を推進す
ることで、国際エコリゾートとして
のブランド力を高める。
　こうした戦略に向けた取り組みの
積み重ねは、東武グループ及び沿線
地域の未来を開くことになるだろう。
「インバウンド事業は裾野が広く、グ
ループ全体の収益向上に寄与する事
業です。インバウンド需要を取り込
み、東武グループの持続的な成長と
沿線地域の活性化につなげていきた
いと考えています」（青柳執行役員）
 『挑戦』と『協創』の姿勢で、グループ
一丸となってムーブメントを起こし
ていく。

　東武グループは、長期経営ビジョ
ンとして「挑戦と協創で進化させる社
会と沿線」を掲げており、これに向け
た方針の1つに「観光需要を捉えた収
益力の強化」がある。重要となるのは
インバウンド戦略だ。
　近年、浅草や東京スカイツリー、
日光、川越などの観光地だけでなく、
栃木市や足利市、埼玉県の小川町で
もインバウンドの動きは見られる。
 「東武鉄道は463.3kmという関東民
鉄で最長の路線距離を誇ります。沿
線の豊富な観光資源、多様なアセッ
トを有する『懐の深さ』は、東武グル
ープとして大きな強みになると考え
ています」と青柳健司執行役員は語る。
　人口減少社会が到来し、国内需要
の先細りが想定される中、インバウ
ンド市場は拡大している。2015年

度には73億円だったインバウンド収
益は、台北事務所の設立や海外の主
要都市に観光レップ（代理店）の設置
を進めるなどしながら、2023年度
には180億円まで伸ばしてきた。今
後もインバウンド市場の成長が見込
まれ、チャンスは広がっている。

　東武グループは2027年度のイン
バウンド収益目標を240億円に設定
している。その達成に向けた戦略は
大きく4つだ。
　1つ目は「新規投資の加速による業
容拡大」。銀座、八重洲など新規ホ
テル開発と合わせ、グループ各社の
業容を拡大し、インバウンド需要の

4つの戦略で成長をけん引

2023年度は180億円を達成。さらなる需要拡大を見込み、2027年度は240億円を目標としている
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デジタル技術を活用した
鉄道事業に挑戦
東武鉄道はデジタル技術を活用した持続可能な交通サービス
実現に取り組む。自動運転や検査の効率化等により、
安全性向上と人材確保を両立・推進していく。

2023年に運行を開始したスペーシ
ア Xでは、3D-CAD設計データを活
用して仮想空間（メタバース）を構築
し、保守に活用することを目指して
いる。今後の新造車両にも拡大する
予定だ。
　線路等の施設関係では、「施設状
態監視システム」の導入を推進。列
車にモニタリング装置を搭載し、線
路や電車線の状態を検測・監視する
ことで現在の目視による検査を効率
化するとともに、高頻度かつ高精度
な検査により安全性を向上させる。
 「検査の効率化を図るとともに、安
全性を向上させて持続的な運営体制
を確立します」（鈴木常務執行役員）
　デジタル技術の活用の場は他にも
ある。現在、東武鉄道のワンマン運
転区間は全線の約6割。今後もさら
にこの区間を拡大し、2025年度末
には東武スカイツリーライン緩行線
の北千住～北越谷間をワンマン化す
る予定だ。ワンマン運転区間にはホ
ーム監視センサ、車側カメラ等のデ
ジタル技術の活用が欠かせない。そ
の他、磁気乗車券のQRコード化等
も推進している。
　こうしたデジタル技術を活用して
効率化・安全性向上を図り、持続可
能な交通サービスを実現していく。

　少子高齢化で沿線人口と労働人口
が減り、鉄道事業は課題に直面して
いる。今後予想されるのが、定年退
職者が増加する中での人材の確保だ。
 「労働力が不足する中で、安全で利
便性の高い輸送サービスを継続する
ためにDXを進めています。その中
で今、最も力を入れているのが大師
線の自動運転の実現です」と鈴木孝
郎常務執行役員は語る。
　2021年度から検証を進めてきた
大師線の自動運転に、2024年度か
ら本格的に取り掛かる。2028年度
には運転士が乗務しない自動運転を
始める予定だ。
 「まずは大師線の短い路線で検証しま
す。新型車両を導入の上、各種検証
を行い2028年度には自動化の見通し
を付けます。その後は同じ車両で運

行する亀戸線への展開を検討してい
ます」（鈴木常務執行役員）
　複数の踏切がある路線で検証を重
ね、他の路線に適用できる自動運転
技術の確立を目指す。

　車両・施設関係では、検査の効率
化に力を注いでいる。例えば90日
を超えない範囲で実施する車両の月
検査において、古い車両では10人
以上で対応していたが、車両性能の
向上等により新しい車両では半数ほ
どで実施できるようになった。最新
の車両は、営業運転中に各機器の状
態を指令所などでリアルタイムに遠
隔監視し、不具合に即座に対応する。

安全性向上と人材確保を両立

取締役常務執行役員
鉄道事業本部長

鈴木孝郎

2025年春から導入される80000系は車両検査の効率化に加え使用電力量を抑えて環境負荷も低減

鉄道事業
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生体認証は単なるシステムではなく、社会インフラの1つとして確立させていく

東武・日立

¥

プラットフォームとして
新たな認証・決済の仕組みを提供

プラットフォームの仕組みを活用してサービス提供加盟店 ユーザー

利用料を収受

日本全国へ導入拡大を目指す

ユーザーは
無料で利用可能

生体認証を活用したデジタルアイデンティティプラットフォーム事業の育成

持続的成長に向けて
新たな事業領域に挑む
激変する事業環境下で求められるのは、
将来を見据えた新規事業育成だ。
様々な企業との協創によってグループ全体の持続的成長を目指す。

日立の指静脈認証の利点は、認証精
度の高さ、認証スピードの速さ、セ
キュリティの高さだ。PBI※技術によ
って秘密保持の精度を高く維持し、
万一保存されているデータが漏洩し
ても、そこから他者による個人情報
の復元は不可能である点が最大の特
徴だ。
　指をかざすだけで本人確認ができ、
一度指静脈を登録してしまえば次回
からはカードやスマートフォンも不
要となる。手ぶらで買い物に行き、
決済に加えてポイント付与や年齢確
認も一括でできる。利用者にとって
の利便性は非常に高い。
　このような生体認証を採用する企
業は、基本的に企業内の店舗や施設
のみで活用するケースが多い。東武
鉄道の生体認証は、同じシステムを
導入している企業・加盟店であれば
利用者情報を共有でき、利用者のシ
ームレスな利用を可能にする。
 「463.3kmの鉄道路線は東武鉄道
が所有するインフラです。電波塔で
ある東京スカイツリーもインフラで
す。同様に、この生体認証のシステ
ムも新しいインフラと捉えています。
社会インフラとして全国に展開し、
新たな収益基盤にしたいと考えてい

　近年、東武鉄道を取り巻く事業環
境は大きく変化している。テクノロ
ジーが急速に発展する中で、人々の
価値観や働き方は多様化が進行。ま
た、少子高齢化や人口減少が進む一
方で、インバウンド需要は旺盛だ。
 「激変の時代にあって、既存の事業
の延長線だけでは企業の成長に限界
があります。そこで東武鉄道では、
2024～ 2027年度の中期経営計画
において、重点戦略の1つに『事業領
域拡張を見据えた新規事業の育成』
を掲げ、これまでの事業領域を超え
て新しい事業を探求しています」と

前田隆平執行役員は語る。

　新規事業育成として大きな柱にし
ているのが生体認証サービス
「SAKULaLa（サクララ）」である。
　生体認証とは人間の体の一部を利
用して本人を特定する技術だ。日立
製作所（以下、日立）が開発した指静
脈認証を採用して、2024年4月11

日から東武ストア越谷・みずほ台・
新河岸の各店に順次導入を開始した。

SAKULaLaをインフラに

執行役員
経営企画本部長

前田隆平

東武・日立

¥

プラットフォームとして
新たな認証・決済の仕組みを提供

プラットフォームの仕組みを活用してサービス提供加盟店 ユーザー

利用料を収受

日本全国へ導入拡大を目指す

ユーザーは
無料で利用可能

生体認証を活用したデジタルアイデンティティプラットフォーム事業の育成

新規事業

東武グループが取り組んでいること

 TOBU RAILWAY 125th ANNIVERSARY122



東武ホテルレバント東京で稼働している完全人工光型植物工場。高品質で新鮮な野菜は利用客に
も好評だ

※ PBI
Public Biometrics Infrastructureの略で、日立が開
発した公開型生体認証基盤。

ます」（前田執行役員）
　つまり、生体認証を東武グループ
内で展開するだけにとどまらず、全
国規模のプラットフォームとして確
立することを目指している。野心的
な事業への挑みと言えるであろう。
　プラットフォーム化できれば、利
用者は最初に登録するだけで、同じ
システムを導入する全国の店舗でそ
のまま使える。コンビニや鉄道等で
一気通貫に使えれば、利便性が高ま
るのは言うまでもない。導入した企
業にとっては業務の効率化やサービ
ス向上につながり、東武鉄道は対価
として利用料を受け取り収益源とす
る。両者にメリットが生じる仕組み
だ。2024年9月にはサービス名称を
SAKULaLaと発表し、同サービスの
本格展開が始まった。
 「まずは、グループ内の施設を中心
に展開し、順次沿線の商店や他エリ
アの同業種企業へ広げていきます。
将来的には加盟店数10万店、会員
数2,000万人を目指しています」（前
田執行役員）

　新規事業育成に向けた取り組みと
して、スタートアップ企業との協業・
協創プログラムである「TOBU Open 

Innovation Program」も始めている。
2021年よりアイデアの募集を開始
し、うち何件かについて実証実験を
行った。
　その1つが、完全人工光型植物工
場である。ホテル内のレストランに

水と電気だけで野菜を栽培する植物
工場を設置し、収穫した野菜をレス
トランで提供する。レストランの価
値を高めるとともに、食の安全性向
上を目指す試みとなる。2022年9

月から東武ホテルレバント東京で稼
働している。
 「まだ試行錯誤の段階ですが、将来
に向けた新規事業の種まき期間と考
えています。こうしたプログラムを
通じて社員が柔軟な思考やより豊か
な発想を得ることも大切です」（前田
執行役員）

　また、沿線にある低利用地の有効
活用としてグランピング事業にも取
り組む。グランピング最大手の株式
会社にしがきとの協創で、2025年度
に日光市と那須町の2カ所にオープ

ン予定だ。日光の施設は、愛犬家の
ニーズに応え、関東最大級のドッグ
ランを併設する。那須の施設は豪華
なVILLAタイプでレストランも併設
し、滞在を楽しみたい需要に対応する。
 「社会の新たなニーズに対応した宿
泊施設として新規事業に挑戦するも
のと考えています」（前田執行役員）
　今後、東武動物公園に隣接する敷
地での展開も検討しており、グループ
施設とのシナジー効果も期待できる。
　こうした新規事業は長期経営ビジ
ョンに掲げる「挑戦」と「協創」を体現
していると言える。事業環境やニー
ズの変化を進取し、関係者との協力
や連携で価値を創出することで、10

年後、20年後、大きく変貌した新し
い東武グループを見ることができる
かもしれない。

スタートアップとの協創

ニーズに応えた宿泊施設
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　この度は、創立125周年を迎えられましたこと、心
よりお祝い申し上げます。
　貴社は鉄道事業を中心に、様々な事業を通じて沿線
地域の発展に貢献されてきました。特に、貴社路線の
中核駅であり、開業60年の歴史を誇る東武百貨店も展
開される池袋駅エリアにおいては、長きにわたり、活
力に富む池袋エリアのまちづくりに寄与されており、
その継続的取り組みに心より敬意を表します。
　弊社も、コーポレートブランドスローガンとして「人
を、想う力。街を、想う力。」を掲げ、東京・丸の内エ
リアをはじめとして、全国各地において、様々な形で
まちづくりに携わらせていただいております。池袋エ
リアにおいては、2016年に池袋駅西口地区の再開発
準備組合様より、事業協力者として再開発事業を推進
する役割を頂戴しましたが、以降、再開発地区に隣接
して池袋駅の改良事業を進められる貴社と、池袋駅西

口の将来像・新しいまちづくりに向けて、多くの意見
を交わしてまいりました。
　池袋駅西口地区再開発事業は、池袋駅西口駅前のエ
リア約6.1ヘクタールを街区再編した上で再構築する
国内有数の大規模プロジェクトです。本再開発では、
貴社の駅改良事業とあわせて、世界でもトップクラス
の乗降客数を誇る池袋駅の駅力をさらに高めつつ、駅
とその周辺地域が共存共栄し、世界中から多くの方々
が訪れるまちに進化することを目指しております。貴
社からは再開発地区内にグローバルブランドのハイク
ラスホテル誘致をご検討いただく等、池袋に新たな価
値を創造するための提案をいただいており、共にまち
づくりを進めていく心強いパートナーと感じておりま
す。貴社の駅改良事業と池袋駅西口地区の再開発事業
が完成するのは2040年代以降であり、非常に長期に
わたるプロジェクトでございます。足元では、物価高、
人件費高騰等に起因する工事費上昇が進み、決して良
好な事業環境ではありませんが、貴社とであれば必ず
やプロジェクトを完遂し、世界に誇れる新しい池袋駅
西口をつくり上げることができると確信しております。
　先般、貴社と共に、近隣の皆様宛てに計画説明会を
実施した際、東武百貨店に関するご発言を多数頂戴し
ました。その多くが再開発後の営業継続を強く望む意
見であり、これこそが、貴社グループがいかに池袋の
皆様に愛されているかを示す証左であると感じました。
これまでの125年、沿線の方々に寄り添い、愛されて
こられた歴史を土台に、これからも地域の暮らしに想
いを馳せた新たな事業展開により、貴社が益々のご発
展を遂げることを心より祈念申し上げ、お祝いのご挨
拶とさせていただきます。

協創で未来を築く

三菱地所株式会社
再開発事業部長兼池袋開発推進室長

吉田 誉様

長期的視野で共に取り組む
未来の池袋駅西口のまちづくり

池袋駅西口地区再開発イメージ
（提供：池袋駅西口地区市街地再開発準備組合）
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協創で未来を築く

　この度、東武鉄道株式会社様が創立125周年を迎え
られましたことを、心よりお祝い申し上げます。
　日本有数の観光地である日光・鬼怒川をはじめ沿線
に多くの魅力的な観光地を擁する貴社と、訪日インバ
ウンドの推進を担うわが日本政府観光局（JNTO）とのつ
ながりは長きにわたり、JNTOの前身である特殊法人国
際観光振興会の創立に際し、貴社の根津嘉一郎社長に
運営審議会委員にご就任いただいた60年前に遡ります。
　この間、貴社は、沿線地域の新たな観光魅力の創出
や受け入れ環境の整備に地域の関係者と共に取り組ん
でこられました。さらに、インバウンドが注目される時
代に先駆けて、地域の魅力を広く海外に向けて発信さ
れてきました。こうした取り組みを通じて、今日に至る
インバウンドの発展にご貢献いただいたことに、深く感
謝し、敬意を表したいと思います。
　コロナ禍により大きな打撃を受けたインバウンドは、
2024年上半期には、訪日外客数が過去最高を記録する
までに回復し、年間では3,500万人が視野に入る勢い
となっています。こうした中、一部の大都市への訪日

客の集中を抑制し、快適な旅行体験を提供する観点か
ら、日本の各地域が持つ豊かな魅力を発信し、より多
くの訪日客に地方を訪れていただくことがこれまでにも
増して重要となっています。
　JNTOにおいても、地方への誘客促進に向けて、高
い旅行消費を地域にもたらす「高付加価値旅行者層」の
取り込みを取り組みの柱として、国内の自治体、民間
事業者の皆様と連携して戦略的なプロモーションを展
開しています。
　貴社におかれては、2020年7月の「ザ・リッツ・カ
ールトン日光」開業、2021年10月の「NIKKO MaaS」

サービス開始、2023年7月の「スペーシア X」運行開始
など、コロナ禍の最中にあっても長期的な視野に立ち、
付加価値の高い観光地づくりを推進してこられました。
ザ・リッツ・カールトン日光を契機に奥日光の自然と文
化に根差したアクティビティが開発され、海外の付加
価値の高いサービスを求める旅行者や富裕層旅行関係
者の中で、「NIKKO」の知名度が着実に高まっていること
を実感しています。これからも、新たな挑戦により、沿
線観光地のブランド力の向上をけん引していただくこ
とをご期待申し上げます。
　付加価値の高い旅行体験を求める訪日客の地方への
誘客は、地域経済の活性化につながり、それによって、
地域の貴重な自然、文化、環境の保全や次世代への継
承につながります。インバウンドの力で、こうした地域
における経済・社会・環境の好循環を、JNTOも貴社
と共に実現してまいりたいと考えます。
　最後になりますが、貴社の益々のご発展と東武沿線
の観光産業のさらなる成長を祈念いたしまして、お祝
いの言葉とさせていただきます。

CONTRIBUTION

日本政府観光局（JNTO）
理事

伊与田美歴様

地域の経済・社会・環境の
好循環実現を目指して

タイでの訪日旅行フェアの様子
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　私は学生時代を野田線（東武アーバンパークライン）
の沿線で過ごしましたので、当時の様々な出来事を思
い出すと、東武鉄道様の列車や駅の情景も一緒に浮か
んできます。時は随分流れましたが、この度、この拙
文のご依頼をいただくこととなり、勝手に不思議なご
縁を感じている次第です。
　鉄道総研では、東武鉄道様に対して技術課題に関す
る支援などを様々な形で行わせていただいております。
私自身は、東上線のATC（自動列車制御装置）導入にあ
たり、側面からではありますが、関わらせていただいた
ことがあります。相当に大規模なプロジェクトだったと
記憶していますが、ご担当の皆様方の熱意、精力的に
取り組まれる姿が強く印象に残っています。
　今から6～ 7年前、私自身は丁度、研究開発を直接
実施する部門から異動になったタイミングだったので
すが、色々な巡り合わせもあり、一般鉄道における自
動運転に関する勉強会や検討会に関わることになりま
した。その中で、東武鉄道様とも意見交換させていた
だく機会をいただいております。東武鉄道様におかれ
ても、自動運転に向けた取り組みを始められ、一技術
者として大いに関心を持つとともに、プロジェクトの成

功により日本の鉄道の新たな展開の推進力となられる
ことを期待しております。
　数年前から、今後の生産年齢人口の減少などに伴い、
鉄道による輸送サービスの維持、発展のためには、従
前の業務形態からの変革が必要であることが指摘され
るようになってきました。私としては、自動運転もいず
れ、その1つの手段になるだろうと考えていました。そ
れにコロナ禍による社会の変容も加わり、より早期の
業務改革の実現が強く求められるようになったと思い
ます。したがって、東武鉄道様における自動運転の取
り組みは、時流を捉えたものといえ、具体的なプロジ
ェクトとして動き出されたことは非常に意義が大きいと
受け止めています。
　プロジェクトの推進にあたっては、現在の安全、安
定輸送を損なうことなく、先に述べた課題解決に資す
る自動運転の実現が目標になるでしょう。しかし、自動
運転の価値は、それを実現するだけにとどまるもので
はなく、それをベースにしてどのような新しい価値を生
み出すのかというところにもあると考えます。例えば、
きめ細かい速度制御機能を利用した省エネルギー運転、
高度な列車群制御による列車遅延の影響拡大の抑制、
遅延の早期回復やニーズに即応した柔軟な列車運行に
よるサービス向上など、社会に向けてアピールできる
効果が期待できるのではないでしょうか。特に都市部、
郊外の輸送、さらには世界的にも著名な観光地への輸
送と幅広いサービスを提供しておられる東武鉄道様に
おいては、場面に応じた様々な可能性があるものと期
待しています。
　東武鉄道様が自動運転への取り組み、実現を通じてさ
らなる発展を遂げられることをお祈りしております。

協創で未来を築く

公益財団法人鉄道総合技術研究所
研究開発推進部  JR部長

平栗滋人様

自動運転の実現と輸送サービスに
おける新たな価値創造への期待

自動運転の検証を進めている大師線
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協創で未来を築く

　この度は、東武鉄道株式会社様が創立125周年を迎
えられたことを、心よりお祝い申し上げます。1世紀以
上にわたり、社会インフラである鉄道をはじめ数多くの
事業を手掛けられている貴社と共に、今回、生体認証
というデジタル技術を活用した新たな社会インフラの
構築・普及を目指し、活動できることを大変うれしく思
います。
　交通、電力、流通、金融など人々の生活基盤を支え
る様々な社会インフラにおいてデジタル化が進む中、
生体認証技術は幅広い分野での活用が期待されていま
す。例えば大規模災害時における本人確認、カード・
鍵など物理媒体の削減による資源消費の軽減、労働力
減少に対する省力化、キャッシュレス決済などデジタ
ル利用における習熟格差の解消、なりすましによる不
正の抑止など、社会課題に対する解決策の1つとして
注目されています。
　このような中、2022年から貴社と共同で、生体認証
技術を活用することで「安全」かつ「手軽」に本人確認や

決済などが可能となるプラットフォームの検討を開始
し、広く社会に普及させることを目指してきました。本
プラットフォームは、個人のID情報（会員情報、社員番
号、公的証明書など）を複数のサービス間で連携でき、
国内で2,000万人以上の利用者数を目標にしています。
　本プラットフォームの実現には、日立の指静脈認証
やPBI（公開型生体認証基盤）とよばれる生体情報暗号
化などの先進的な生体認証技術や長年にわたり社会イ
ンフラを支えるミッションクリティカルなシステムの構
築・運用で培ってきた技術力と、東武グループ様の鉄道、
流通、ホテル、レジャー施設など多岐にわたる事業の
知見を融合しています。2024年4月に東武ストア様3

店舗でサービスをスタートしました。9月には本プラッ
トフォームサービス名「SAKULaLa」を発表し、コンビ
ニ、家電量販店、ショッピングモール、飲食店、鉄道
など全国100カ所以上の施設で利用できるよう、本格
的な展開を開始しました。本サービスは2024年11月
1日現在、6,000名以上の方にご利用いただいておりま
す。引き続き両社で、人々の生活をより便利に、豊か
にする社会インフラとしての定着に向け、様々な業種
業態への展開を推進していければと思います。
　大規模災害や環境問題、労働人口の減少、テクノロ
ジーの進化による社会への影響など、私たちを取り巻
く社会課題は複雑さを増しており、解決に向けた両社
への期待もますます高まっていると考えています。本サ
ービスをはじめとする両社の協創を発展させ、さらに
多くの取り組みを推進できますと幸いです。
　最後になりましたが、利用者の安全、安心そして便
利な毎日に寄与し、両社の益々の発展につながること
を願って本寄稿の結びの言葉といたします。

CONTRIBUTION

株式会社日立製作所
マネージド＆プラットフォームサービス事業部 事業部長

石田貴一様

東武鉄道と日立が目指す生体認証を
活用した社会インフラ構想の展望

指静脈認証を用いた決済の様子
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人口減少、デジタル化、インバウンドの急増など日本社会が大きく変貌する中で、

東武鉄道は次の25年にどのような事業を展開していくのか。

150周年を迎える頃の沿線とそこに住まう人々の生活はどう変わっているのだろう。

次代を担う社員たちが、自由な発想と柔軟な考えを持ち寄り語り合う。

東武グループの未来
次代を担う私たちが創る

KOHEI
TAKAYAMA

YOKO
SAITO

JUNPEI
SUZUKI

HIROMI
SEKINE

社員が思い描くこれから
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フトさせる仕組みをつくりました。
2025年度以降にはバスのレベル4※2

自動運転に取り組む計画もあります。
木下さんが言うように、関係者と協
力して、観光地としてのブラッシュ
アップを進めていけるといいですね。
影山瑛亮（以下、影山）　都市型の観
光だと、東京スカイツリーが開業か
ら12年が経過し、今後の展開も考
えていきたいところですね。以前、
春日部にある“首都圏外郭放水路”が、
「神殿のような地下空間がスゴイ」と
話題になりました。インフラツーリ
ズム※3 という観光のあり方も注目さ
れていますよね。東京スカイツリー
も電波塔ですから、インフラという
枠組みでアピールしていく方法もい
いですね。東武が持つ唯一無二の武
器です。アクティビティも含め色ん
な切り口がありそう。
寺﨑亜衣（以下、寺﨑）　国内外で高
所でのアクティビティが話題になっ

――観光事業の未来について。
江森敬太（以下、江森）　ザ・リッツ・
カールトン日光の開業や新型特急ス
ペーシア X運行開始など日光エリア
は今、転換期にあります。日帰りや
修学旅行が中心だった場所から、宿
泊主体で訪れる観光地を目指してい
ます。鬼怒川温泉も浴衣姿の人たち
がそぞろ歩きするような観光地にし
たいです。また、東武グループの事
業だけではなく、エリア自体の魅力
を向上させていきたいですね。
関根浩美（以下、関根）　日光・鬼怒
川と言えば、江森さんが手掛けた「日
光たかとくキャンプステーション」に
に興味があります。レンタルギアも
充実していて便利ですし、なんと言
っても、電車で行けるというのがい
いですよね。
江森　そうなんです。少し電車に乗
ると、豊かな自然があるのが東武沿
線の良さ。気軽に都会と自然の間を

行き来する……そんなライフスタイ
ルのお手伝いができるといいですね。
木下ふみ（以下、木下）　私はレジャ
ー施設のお土産やフード開発に携わ
っています。グループ施設には、イ
ンバウンドを含め、観光客がたくさ
ん来ているのに、自社施設の運営以
外になかなか手が回らない会社が多
いのが現状です。サポートやアドバ
イスするコンサルティングのような
部門があれば、観光地としてもグル
ープとしてもさらに発展できるので
はないかと思いながら、日々の業務
に取り組んでいます。
髙山滉平（以下、髙山）　日光エリア
では、自治体やグループ会社などと
一緒に、地元の渋滞緩和をはじめ、
観光地としての課題解決や事業化で
きるものなどを議論しています。
2021年にサービスを開始した
NIKKO MaaS※1は、観光客の利便
性向上と、移動手段を公共交通へシ

人事部
課長補佐
影山瑛亮
（2010年入社）

経営企画本部
主任
髙山滉平
（2016年入社）

生活サービス創造本部
沿線価値創造統括部　
企画開発担当 主任
寺﨑亜衣
（2016年入社）

グループ事業本部 
グループ事業統括部 課長補佐
齊藤庸子
（2004年入社）

鉄道の未来は様々な事業との

組み合わせで進化の余地がある

社員が思い描くこれから
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社員が思い描くこれから

ていますよ。旅行の時って、気が大
きくなるし、スリリングな体験も、
やってみよう！ って気になります。
東京スカイツリータウンも常に変化
して、求心力のある施設にし続けて
いきたいですよね。
髙山　話題に上がった日光と東京ス
カイツリーは東武線の両端に位置す
るわけですが、その中間に訴求力の
ある施設やコンテンツが欲しいです
ね。例えば、東武動物公園が中間に
あるので、それを活用するとか。開
業から40年以上が経過しているの
で、何か面白いことを仕掛けてみた
いですね。自然があふれるアーバン
リゾートなんかもいいと思います。
木下　写真映えするってだけで人が
動く時代ですから、できることはた
くさんありそうですね！
影山　アニメなどのコンテンツを利
用したり、そこでしか味わえない、
唯一無二を求めていくのもいいよね。

髙山　日光と浅草の定番の観光地に
新たな観光地が加わって、2泊3日
で巡る東武版ゴールデンルートを打
ち出せたらいいな。

――鉄道事業の未来をどのように考
えているか。
鈴木純平（以下、鈴木）　鉄道の自動
運転や、磁気乗車券のQRコード化
を推進し、人口減少や省力化にも対
応していかなければならないと思っ
ています。生体認証※4サービス
「SAKULaLa」※5の導入を東武ストア
などで開始していますが、将来的に
は鉄道事業にも活用し、シームレス
に電車に乗れるようになるかもしれ
ませんね。
髙山　私も、SAKULaLaの普及は
鉄道事業が新たな領域に入っていく

きっかけになると思います。東武は
関東圏の企業ですが、このサービス
を広く社会に普及させて、東武の知
名度も全国区にしていきたいです。
齊藤庸子（以下、齊藤）　SAKULaLa

は、指をかざすだけで決済ができ、
ポイントがためられます。今後は、利
用エリアを拡大して本人確認等のサ
ービスも普及すれば、生活がスマー
トになり、一気に普及すると思います。
寺﨑　住環境の面だと、顔認証で出
入りできるマンションも出てきてい
ます。生体認証でこれから生活がど
んどん変わっていくのでしょうね。
影山　鉄道事業の話に戻ると、鉄道
の未来って人口減少など、ネガティ
ブな未来を考えてしまいがちだけど、
もっと明るい未来についても話し合
ってみませんか?

江森　そうですね。日本の鉄道の素
晴らしいところは、定時性や安全性
です。このオペレーションを海外に

東武カードビジネスへ出向
課長
関根浩美
（2004年入社）

東武商事へ出向
課長
木下ふみ
（2007年入社）

観光事業推進部
課長補佐
江森敬太
（2010年入社）

鉄道事業本部 事業戦略部 
課長補佐
鈴木純平
（2012年入社）

進化の余地がある鉄道事業

※1 MaaS（Mobility 
 as a Service）
複数の公共交通やそれ以外のモ
ビリティを最適に組み合わせて
検索・予約・決済等を一括で行
えるサービス。

※2 レベル4
自動化の程度を示すために定義
されたもので、レベル4は特定
の条件下において完全自動運転
を行うことができる段階。

※3 インフラツーリズム
橋りょうやダム、空港、発電所、
水処理施設などのインフラスト
ラクチャー（社会基盤）を観光
資源として活用する観光の形態。

※4 生体認証
指紋、指静脈、顔、声などの生
体情報を利用して個人を認証す
る技術。

※5 SAKULaLa
生体認証でデジタル空間の個人情
報に安全にアクセスし、業種を横
断して、決済などをワンストップ
で行うサービス。東武鉄道は日
立製作所と「SAKULaLa」を立ち
上げ、普及に取り組んでいる。
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駅前の商業施設の場合、収益のこと
を考えると大手チェーンに入ってい
ただくのがいいですが、そればかり
を追求するとその地域の個性がなく
なって、どこも同じような街になっ
てしまうと思います。鉄道会社とし
て、それぞれの街の個性や強みを大
切にして、街を育てていく視点が大
事だと考えています。
関根　まちづくりで言えば、子育て
世代の定住も重要なポイントですね。
子育て世代に東武沿線を選んでもら
うための施策を始めています。例え
ば、TOBU POINT※6 会員向けのサ
ービス、子育て応援プログラムの「親
子でおでかけポイント」「小児通学定
期券ポイント」は、子どもの運賃が実
質無償になります。また、都内方面
へ通う学生の通学定期券購入金額の
一部を自治体が補助する制度に合わ
せ、TOBU POINTも付与する施策を
自治体と連携して行っています。こう
した取り組みを進めて、東武沿線の
良さをアピールしていきたいです。
鈴木　東武沿線に暮らしている子ど
もたちが大人になっても、沿線に住
み続けたいと思える街にしたいです
ね。流山市は「流山おおたかの森駅」
ができて駅周辺の開発が進み、自治
体としても子育て支援に力を入れて
いて、イメージが大きく変わりました。
木下　確かに、街や地域の持つイメ
ージってありますよね。自治体と連
携して、その地域に災害への備えが

輸出できないでしょうか。
鈴木　海外展開は考えられる未来の
ビジョンの1つですね。鉄道車両や
管理技術の輸出は、すでに他社も取
り組んでいますが、単に鉄道を敷設
するだけではなく、それをどのよう
に生かしていくかがポイントだと思
います。例えば、観光資源と組み合
わせるとか。当社のノウハウが生か
せるビジネスだと思います。
木下　将来、人口が減って、鉄道を
利用する人が減るのは間違いないの
で、運送業と連携するなど、発想の
転換も必要ですね。
影山　鉄道が持つ大量輸送という強
みとコンパクトなモビリティを掛け合
わせるのはどうでしょう。拠点駅に着
くと、電車内で充電されていたドロー
ンが飛び立ち、荷物を配達するとか。
髙山　面白い！ スーパーシティ構想

に取り組むつくば市では、都市部で
のドローン配送を実現しています。
そういったエリアを東武沿線にもつ
くって、ドローンでの配達や、決済
はSAKULaLaで、病気や事故の時
には瞬時にかかりつけの病院に情報
が飛ぶ。そんな未来タウンがつくれ
たらいいですね。
鈴木　なるほど。観光や開発、新し
い技術と組み合わせて考えると、ま
だまだ進化の余地がありそう!

――駅を中心に、商業施設や住宅開
発、さらにはまちづくりに向けた取
り組みについては?
寺﨑　街や駅の発展に積極的に関与
していくべきだと感じます。例えば

様々な取り組みを通じて

東武を住みたくなる沿線にしたい

沿線のまちづくりに注力

社員が思い描くこれから
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整っていることやコミュニティづく
りを大切にしていることなどを打ち
出して、住まいを提供していくのも
いいかもしれませんね。実際に、当
社の沿線には地盤が強いとされる地
域がいくつかあるようですよ。
齊藤　それいいかも！ 近隣との関係
性って希薄になっているけれど、災
害の時こそコミュニティって役立つ
はずですよね。地域の方とつながっ
ていける、そんなコミュニティの場
を提供できればいいですね。
寺﨑　コミュニティと言えば、社宅
だった建物をリノベーションして
「ミノリテラス草加」という複合施設
をつくりました。賃貸マンションの
1階に店舗があって、畑をつくった
り、芝生の広場に皆が集まれるよう
にしたりして、コミュニティづくり
をサポートしています。コンセプト
も面白いですよね。それが街の個性
になっていくこともあるんじゃない
かと思います。
江森　我々が起点となって、マンシ
ョンや地域の住民同士の交流ができ
る仕掛けをつくれば、沿線にお住ま
いの方の満足度や幸福度も上がって
いくかもしれませんね。
木下　現在、低利用地を活用した農
業事業には取り組んでいますが、沿
線にお住まいの方々の交流の場とい
う観点から、住民の方に参加いただ
けるような仕組みをつくってもいい
かもしれません。貢献度に応じて電

車の運賃や東武グループ施設の優待
をするなどして。低利用地の活用、
コミュニティ形成、東武グループの
利用促進にも一役買いますよ。
関根　面白いアイデアですね。私は
東武グループはとても温かい会社だ
と思っていて、そういうイメージが
開発など様々な事業を通じて「やっぱ
り東武っていいな」と思ってもらえる
ような事業を展開していきたいです。

――TOBU POINTは今後どう発展
するか。
齊藤　TOBU POINTアプリのダウ
ンロード数も大事ですが、アクティ
ブユーザーを増やしたいと考えてい

ます。システムに顧客のデータが蓄
積され、購買傾向や嗜好を捉えるこ
とができます。いずれは、電車を降
りるタイミングで「この近くの店舗
でこれがお買い得」とスマートフォ
ンに通知するなど、個々のお客様に
合ったサービスを展開したいですね。
それから、TOBU POINTは地域の
共通ポイントのような形で、東武沿
線では誰もが利用しているサービス
に発展させたいですね。
関根　今のTOBU POINTは東武グ
ループでの購買や利用等でポイント
がたまり、そのポイントが東武グル
ープに還元されて外に流れない仕組
みになっています。顧客を囲い込む
意味ではいいのですが、沿線地域の
商店や企業にもポイント事業にご協
力いただき、TOBU POINTを活用

※6 TOBU POINT
東武グループ共通ポイントサ
ービス。

TOBU POINTの可能性
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になってきていると感じるのですが、
ステークホルダーが皆で街や地域を
つくっていくようになるのかもしれ
ないですね。
鈴木　沿線に住んでいる方も当社の
一員という考え方ですね。
江森　外国人労働者の受け入れをサ
ポートする仕組みをつくるのはいか
がでしょう。語学研修や住居の手配
をしたり、東武ストアでの買い物も
割引したりして生活も支援するんで
す。そういう話が母国の家族や友人
に伝わったり、SNS等で発信される
影響は大きいはずです。その結果、
外国で働きたいと考える労働者の間
で「日本の東武沿線っていいらしい」
という評判が広まる。やがて、彼ら
がグループの施設を利用したり、グ
ループ内で働いてくれたりする可能
性も出てきます。
影山　それは会社としても意義があ
ると思います。外国人を登用するメ
リットは単なる人材確保だけではな
く、ビジネスにおいて日本人にはな
い視点を取り込める点です。多様性
のある人材確保は、未来に向けて必
要不可欠だと思います。

――東武人として、今後どのような
マインドで働いていくか。
髙山　当社は鉄道という人々の生活

しながら地域を発展させていくこと
もできそうですね。
江森　ためたポイントが、地域を潤
すのはいいアイデア。ポイントが地
域に還元されて地域が発展すると、
その地域でTOBU POINTに加入す
る人が増えていく。結果的に当社の
沿線価値になって戻ってきます。そ
う考えると、大手より、東武沿線に
寄り添っていただける地元のお店や
企業などと組んだほうがいいのかも
しれません。
関根　そうですね。沿線のお菓子屋
さんとか。最近では、金融サービス
に進出している同業他社も出てきま
した。東武カードやTOBU POINTと
の連動性もあって、金融系の手続き
も全部そこで賄われる仕組みができ
ると、本当の意味でオール東武の生
活をしていただけますね。
髙山　「東武経済圏」ができそう！
齊藤　TOBU POINTが使える場所の
1つに ショッピングサイトのTOBU 

MALLがあります。今後の展開を考
えるならば、観光で日光に行く時、
食べたい駅弁を事前にTOBU MALL

で注文して、特急の車内で受け取っ
たり、帰りの車内でTOBU MALLか
らお土産を購入して、降車駅で受け
取るといった仕組みが考えられます。
実際、TOBU MALLの売れ筋はデジ
タルチケットなんです。ECサイトの
あり方は物を売って自宅に配送する
だけじゃないと思っていて、東武グ

ループの事業に合う形で発展させて
いきたいと思っています。

――今後人材活用のあり方はどう変
わっていくのか。
木下　グループ会社にいる有能な人
材を生かしてほしいと思います。FA

制度みたいなもので、プロジェクト
単位での移籍や、グループ企業間で
の人材連携もできればいいのにと
日々感じています。グループ社員が
全員参加するポータルサイトのよう
なものをつくって、自由に交流し、
それぞれが持つ経験値やノウハウを
共有できたらいいですね。
齊藤　私の部署にもグループ会社か
らの出向者の方が多く、皆さん優秀
で、専門知識も豊富です。そういう
方がより活躍でき、意見が採用され
る機会があるといいですよね。
江森　そうですね。東武グループの
強みは総合力だと思います。お互い
のビジネスをもっと知ることが必要
だし、他社ともスクラムを組んで一
緒に高めていくことが必要です。
影山　働き方や人材の確保の面では、
今後規制緩和されれば、外国人、高
齢者なども働けるようになります。
今までにはない働き方が生まれてい
くんだと思っています。最近、サー
ビスの提供者と利用者の境界が曖昧

グループ社員2万人の力

東武鉄道の責任と役割

新しい事業に取り組む時も

根底に“東武らしさ”は持ち続ける

社員が思い描くこれから
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を下支えする事業から、生体認証サ
ービスSAKULaLaのように人々の
生活を変貌させる取り組みまで、幅
広く事業を展開している会社だと改
めて実感しました。当社の取り組み
は社会的インパクトも大きいので、
今後も強い責務を持ち、あらゆる形
で社会に関わり、仕事をしていきた
いです。
影山　髙山さんが言うように、当社
は色々な形で日本を支えている存在

だと思います。そんな事業に携わっ
ている東武鉄道の社員は皆、当たり
前の日常を社会に提供するために、
強い責任感を持っていて、私はそこ
がとても好きなんです。新規事業を
はじめ多角的に事業に取り組んでい
く際にも、根底にある“東武らしさ”
は持ち続けたいですね。
寺﨑　私たちがやるべきことは「つ
なげる」ことだと思うんです。東武
グループには多様な会社があり、鉄

道会社の中でもやれることの幅がと
ても広い会社だと考えています。沿
線の地域がやりたくてもできない部
分をつなげ、人と人をつなげていく
のが我々の役割です。それを強く意
識してこれからも働いていきたいと
思います。

取材場所：東京ミズマチ
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・高速道路での自動運転レベル4の実現（自家用車）
・スマートシティにおけるモビリティの効率化
 （CASE、MaaSの導入）、
 インフラ（水素インフラ含む）が普及

2
0
2
6

・「空飛ぶクルマ」が地方において
 人の移動手段として実用化
・オフィスロボットの利用が始まり、
 ロボット・インテグレーション・サービスが登場
・国内初の公道でのレベル5の
 自動運転の実証実験の実施

2
0
2
7

▶ バイオ燃料バスの運行開始、
 奥日光低公害バスの一部区間で自動運転が実現

▶ 当社初のZEH-M基準の分譲マンションの竣工

▶ SAKULaLaがオフィスゲートでの
 入退館管理、労務管理システム構築に発展

▶ 東武グループの多くの施設でSAKULaLaを導入

▶ グループ会社内でビッグデータを活用。グループ外に
 対しては分析データの売買にも取り組むようになる

▶ エネルギー事業の拡大によるグループ各社や
 沿線顧客へのグリーン電力の供給拡充

▶ 東武動物公園にグランピング施設開業

▶ 奥日光にある東武グループのホテルを
 省エネ化・創エネ（再エネ利用）化推進

▶ 中禅寺温泉バスターミナルの拠点機能強化
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▶ 駅改札にもSAKULaLaが導入され、
 オート定期券サービス開始
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・人材の最適配置とAI利用が進み、
 人手不足は緩和へ向かう
・ドローンによる都市部での自動配送
 を行う宅配システムが実用化
・第6世代移動通信システム（6G）と
 100テラビット通信が実用化

2
0
2
8

・羽田空港から東京都心へ向かう
 JR新線「羽田空港アクセス線」が開業
・この年までに、全国で400を超える
 小規模集落が消滅する
・成田空港の発着回数が年間50万回に
 増加。これに合わせて空港と東京を
 結ぶ都心直結線が整備される

2
0
2
9

・「持続可能な開発目標（SDGs）」の
 ゴールの年
・日本の単身世帯数が2,025万世帯に増加
・北海道新幹線が全線開業
 （新函館北斗～札幌間）

2
0
3
0

▶ ソライエの新築マンションに生体認証キーや
 宅配ロボットを導入。エントランスから
 各住戸までロボットが配送する。
 電化製品等を連動し、IoT化された
 スマートマンションになる

▶ ドローンやAIを活用した、
 遠隔によるによる設備点検開始

▶ 東武鉄道全線で再生可能エネルギーを活用し
 CO2排出実質ゼロに。
 日光地区のバスはEVやバイオ燃料によって運行される

▶ AIセンサ機能を活用した事故防止対策によって、
 列車の運転を見合わせるような事故がゼロに

▶ 直通運転鉄道各社の改札にも
 生体認証機能を搭載し、SAKULaLaを展開

▶ 車いす乗降補助システム開発

▶ 観光地化されていない東武沿線の駅に
 国際劇場やホテルなど旅行客が観光・
 宿泊できる施設を設ける

▶ データ利活用により、沿線住民の嗜好に
 最適化された店舗及び商品が駅ナカに並ぶ

▶ 環境への配慮のため、
 再生建材のみを使用した店舗開業

▶ TOBU POINTの利用を広げるため、
 外部加盟店（実店舗）拡大

▶ SAKULaLaによる決済、AIロボットによる
接客・品出しを行う無人化された店舗が
登場。自動配送ロボットの運用も開始

▶ 東武沿線及び日光・
 鬼怒川エリアなど観光地でも
 SAKULaLaを拡大

▶ SAKULaLaがマイナンバー制度との協働開始。
 コンビニでの生体認証による証明書発行などが可能に

▶ SAKULaLaとモビリティの協働開始。
 自動車のカギや飛行機の
 搭乗手続きにも生体認証が導入されるように

▶ SAKULaLaが学校の登下校管理など子ども向けにも展開。
 家庭用のセキュリティにも生体認証が活用されるように

▶ 超電導送電網を沿線に整備し、東武動物公園駅以北の再生可能エネルギー
 発電施設から送電ロスなく東京スカイツリータウンに100%電力供給する

▶ 回生エネルギーの鉄道施設以外での活用拡大

▶ 沿線他業種企業との人事交流制度を確立（沿線との結びつき強化、社員への学びの強化）

▶ 高架下を利用した
 IoT農業事業を展開

※ SAKULaLa
生体認証でデジタル空間の個
人情報に安全にアクセスし、
業種を横断して、決済などを
ワンストップで行うサービス。
東武鉄道は日立製作所と
「SAKULaLa」を立ち上げ、普
及に取り組んでいる。
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・外国人労働者が最大400万人（全労働者の6％）に達する
・レベル5の自動運転（場所の限定なくシステムが
 すべてを操作する）が実用化
・都市部で人を運べる「空飛ぶクルマ・ドローン」が実用化
・MaaSの日本国内市場規模2兆3,608億円に
・JR羽田アクセス東山手ルート開業

2
0
3
1

・郊外や地方への移住・定住が増加
・東京都の「臨海地下鉄」（東京～東京ビッグサイト間
 約6.1km、全7駅）が開業
・第7世代移動通信システム(7G)が実用化

2
0
3
5

▶ 鉄道のバッテリー車両の導入。電気使用量及び変電所等の設備量を削減

▶ ドローンを使ったラストワンマイル物流を開始。
 最寄り駅まで電車で運ばれ、駅に到着後、
 荷物を搭載したドローンが飛び立って配達する仕組み

▶ 外国人労働者向けの住居・施設の拡充とエリア開発。
 祖国の物が買える食品スーパー、モスク等の
 宗教施設がある集合住宅が登場

▶ 東武沿線だからできる2拠点生活が浸透
 （平日は都心勤務、休日は郊外で自然を
 満喫する暮らし）

▶ 省エネ×最新技術×DXに特化した
 東武グループスマートステーション構想開始。
 駅を拠点としたスマートシティで、
 個人購買・消費データをもとに日用品の自動発注・自動宅配も可能に。
 SAKULaLaで衣食住の生活すべてがキャッシュレス化される

▶ 海外から鉄道事業のオペレーションを受託。
 関連して現地の商業施設やホテル等の開発推進も手掛ける

▶ 物流事業とTABETEレスキューを組み合わせた
 沿線フードロスゼロ化と食事配送サービスの提供開始
 （電車×ドローンによる物流網を生かし、TABETEレスキューを
 東武沿線全域に拡大、2040年までに沿線のフードロスを
 ゼロにし、増加する単身高齢者の生活を支援）

▶ XR技術を活用し、仮想体験、仮想試着体験等が行えるサービスを開発

▶ デジタルデータでの取引技術及びスマートフォンでの本人確認にSAKULaLaを搭載

▶ 3Dプリンター建築による
 分棟型宿泊施設開発

▶ 日光が新しいモビリティの先端地へ
 （自動運転バスによる二次交通不足の解消、
 空飛ぶクルマでの往来への発展）

▶ 鬼怒川温泉に食、温泉、日本文化が
 体験できる商業施設を開発し、
 街歩きをしたくなる温泉街に進化
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・自動運転による安全自動走行の普及で交通事故ゼロに
・道路が「自己回復」する材料が開発され、
 路面の穴などを自動修復できるようになる
・モビリティが防犯・防災時のインフラになる
 （モビリティビジョン 2050）
・ASEAN、南アジアでの国際高速鉄道の運行開始

2
0
4
5

2
0
5
0

・リニア中央新幹線（名古屋～大阪間）が開業し、
 品川～大阪間が開通
・街が自立的に監視・警備し、街を最適化するような
 スマートシティが現れる
・自動走行車が増え、自動渋滞回避システムと連動し、
 高速道路での自動運転が一般となり、渋滞がなくなる
・春日部駅周辺開発竣工

2
0
4
0

▶ ソライエスカイツリーレジデンスの完成
 （地上100階建て超高層マンション）

▶ 分譲済みマンション・戸建てにおける
 ソライエリニューアル事業を開始。
 また東武沿線の空き家活用を
 地元自治体と協力して行う

▶ 池袋駅西口地区再開発竣工

▶ すべての物件に設備遠隔監視システムの導入。
 ソライエにお手伝いロボット付きの物件が登場

▶ 東武グループでのCO2排出量実質ゼロ達成

▶ 鉄道の設備管理においては、
 遠隔管理が主流となり、
 高度なAIシステムやロボットが
 導入され、保守管理が
 一層効率化される

▶ 鉄道はワンマン運転あるいは自動運転で運行

▶ ホーム柵（可動式・固定式）計100駅設置完了、
 全駅バリアフリー化が実現

▶ 鉄道の低床車両の導入による地方線区の自由乗降
 （バスのように自分の目的地付近での乗降）

▶ スマートロボット、仮想空間上での
 アバターを活用した観光と生活インフラ事業を
 軸にして業績を拡大

▶ 再開発地域をIT農業技術などを生かした
 「自給率高めシティ」へ育てる

東
武
グ
ル
ー
プ
の
未
来

139社員が思い描くこれから
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社名

設立
本店所在地
本社事務所
資本金
従業員数
鉄道営業キロ

東武鉄道株式会社　
TOBU RAILWAY CO.,LTD.
1897(明治30)年11月1日　
東京都墨田区押上一丁目1番2号
東京都墨田区押上二丁目18番12号
1,021億3,597万1,747円
3,280人（2024年3月31日現在）
463.3km

事業内容 ①鉄道、軌道および索道による一般運輸事業
②自動車運送事業
③不動産の売買、賃貸借ならびにその仲介、
鑑定および管理の事業

④情報提供・処理サービス業、電気通信事業および有線放送事業
⑤  娯楽、スポーツおよび教育機関の経営ならびに旅館業、飲食業、
物品販売業、旅行業および広告業その他のサービス事業

⑥土木・建築・造園・電気工事の設計・施工請負事業 
⑦ 発電および電気の供給事業  
⑧ 前各号に附帯または関連する事業

会社概要
PROFILE

● お客様の暮らしに密着した事業を通じて沿線地域
の発展に貢献する企業グループとして、安全・安
心を根幹に「運輸」「レジャー」「不動産」「流通」等
の事業を多角的、複合的に展開します。

● お客様の視点に立ち、質の高い先進性や独創性あ
ふれるサービスを提供し、活力に富んだ暮らしやす
く訪れたい東武沿線の実現を目指します。

● 事業を通じて安定的に利益を創出しながら、環境
にも配慮した経営を進め、お客様の生活を担う企
業グループとして地域社会とともに持続的に発展す
ることにより、企業の社会的責任を果たします。

東武グループ経営方針東武グループ経営理念

東武グループでは、「奉仕」「進取」「和親」を経営の拠り所としています。

東武グループは、東武グループの全ての事業が社会に
支えられていることを深く自覚し、豊かな社会の実現に
貢献します。

奉仕

東武グループは、現状に甘んじることなく、常に研鑽に
励み、時代を切り開く開拓者精神をもって新たな挑戦を
続けます。

進取

東武グループは、人の和や環境との調和をもとに事業の
発展と従業員の幸福を図り、社会の進展に寄与します。和親

1

2

長期経営ビジョン実現に向けた
経営戦略方針
－10年後を見据えた3つの方針－

営業利益段階における非鉄道事業割合の増加
「観光事業」「開発（まちづくり）」を成長領域と
位置付け、重点的に投資を行うことで、非鉄
道事業を強化し、中長期的な収益・利益拡大
に資する事業の育成と領域の拡張を図る。

観光需要を捉えた収益力の強化
東武グループ全体を挙げた「事業拠点強化・
サービス構築・ブランディング・情報発信」によ
り、インバウンドや多様化する国内旅行などの
観光需要を取り込み、収益の最大化を図る。

持続的な事業運営体制の確立
国内人口と労働力減少への対応・環境負荷
の低減・人的資本の強化を図り、持続可能な
運営体制を構築する。

3

経営計画の体系

長期経営構想

長期経営
ビジョン

経営
方針

経営戦略

資本効率性を
意識した経営

財務健全性の
堅持

株主還元の
一層の充実

重点戦略
（成長戦略）

方針

長期経営ビジョン

「挑戦と協創で
進化させる社会と沿線」

事業環境やニーズ変化を
進取する『挑戦』

関係者との協力・連携で
価値創出する『協創』

中期経営計画
2024-2027

持続的な
成長の実現

“人にやさしく 人と地域が共に輝きつづける社会”の実現へ
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（2024年11月1日現在）

組織図

会長
社長
専務
常務

監査役

経営企画本部

能力開発センター
健康推進センター
診療所

杉戸分院
川越分院
歯科分院

アジア営業支社
台北事務所
上海連絡事務所

財務部
資産管理部

調査室

沿線価値創造統括部

建築技術部
池袋開発準備室

生活サービス創造本部

安全推進部
事業戦略部
鉄道乗務員養成所
お客さまセンター

鉄道事業本部

技術統括部

改良工事部

車両部

車両管理所

管理課
車両企画課

施設部 管理課
軌道課
建築土木課
電力課
信号保安課
通信施設課
電気指令所
杉戸工務施設管理所
杉戸電気施設管理所
川越工務施設管理所
川越電気施設管理所

営業統括部

日光・鬼怒川エリア営業推進部
運輸部

運転課
管理課

運行管理所
東上運行管理所

営業部
営業企画推進課
管理課

お客様サービス課

グループ事業本部 グループ事業統括部

監理部

人事部

観光事業推進部

総務法務部
広報部

ICT推進部
ホテル事業戦略部
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役員紹介
CORPORATE DIRECTORY

取締役             横田芳美3

代表取締役会長  根津嘉澄1

代表取締役社長  都筑　豊2

取締役             重田敦史4

取締役             鈴木孝郎5

取締役        柳　正憲9

取締役        安藤隆春7

取締役        矢ケ崎紀子8

取締役        柴田光義6

常勤監査役  杉山知也10

監査役        茂木友三郎12

常勤監査役  吉田辰雄11

監査役        福田修二13

監査役        林　信秀14

9 8 7 6 5 3 1 2 4 10 11 12 13 14
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2024年8月撮影

社長執行役員   都筑　豊
専務執行役員   横田芳美 
常務執行役員   山本　勉
常務執行役員   重田敦史 
常務執行役員   鈴木孝郎 
常務執行役員   岩澤貞裕 

常務執行役員   福原秀之 
常務執行役員   岩瀬　豊 
執行役員         田邉哲也 
執行役員         髙月京子 
執行役員         中山康二 
執行役員         志村　健 

執行役員        青柳健司 
執行役員        前田隆平 
執行役員        柏倉則行 
執行役員        岩廣哲典 
執行役員        渡辺隆史 
執行役員        竜江義玄

執行役員
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氏名／年 1997/11/1～ 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024
根津嘉一郎
古屋哲男
内田隆滋
清水一夫
瓜生竹男
田中　實
星野保二
高橋弘武
横田二郎
根津嘉澄
池田　操
山中　鏆
宇都宮健二
秋山晴雄
宮本寛治
鉢木　勇
入戸野清彦
茂木克己
鈴木隆雄
中村忠昭
長谷部元宏
正田　修
望月鎭雄
保坂直之
御子柴慶孝
飯田知雄
西山好雄
野辺　武
角田建一
竹田全吾
柴田浩一郎
中嶋直孝
清水　仁
茂木友三郎
中島健三
飯塚一成
鈴木秀人
中谷和男
國津則彦
小林　喬
折川孝之
竹内　昭
村　晃文
福田秀穂
千賀一雄
古澤廣道
永瀬郁夫
横田正規
平田一彦
越村敏昭
戸澤隆夫
三宅　茂
牧野　修

役員任期一覧
CORPORATE DIRECTORY

6.27

6.29

6.28 6.26

6.27 6.29

6.27 6.29

6.29

6.29

6.296.27

6.27

6.26

6.28

5.286.28

4.16.28

5.286.28

6.286.28

6.276.29

6.276.26

6.286.26

7.1 6.286.27

5.16.27

6.296.27

6.29

6.28

6.28

6.26

6.28 6.286.29

6.26

6.286.27

6.26 6.28 2.15

12.16

6.28

6.27

9.26

6.26

6.28

6.26 5.28 6.28

4.26 10.1 6.27

6.29

6.30

6.27

6.29

6.26 6.265.28

6.29

6.28

6.29

6.29 6.28

6.26 6.28 6.29

3.28 5.28

6.28 6.28

6.29

6.26

6.28

 TOBU RAILWAY 125th ANNIVERSARY146



氏名／年 1997/11/1～ 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024
根津嘉一郎
古屋哲男
内田隆滋
清水一夫
瓜生竹男
田中　實
星野保二
高橋弘武
横田二郎
根津嘉澄
池田　操
山中　鏆
宇都宮健二
秋山晴雄
宮本寛治
鉢木　勇
入戸野清彦
茂木克己
鈴木隆雄
中村忠昭
長谷部元宏
正田　修
望月鎭雄
保坂直之
御子柴慶孝
飯田知雄
西山好雄
野辺　武
角田建一
竹田全吾
柴田浩一郎
中嶋直孝
清水　仁
茂木友三郎
中島健三
飯塚一成
鈴木秀人
中谷和男
國津則彦
小林　喬
折川孝之
竹内　昭
村　晃文
福田秀穂
千賀一雄
古澤廣道
永瀬郁夫
横田正規
平田一彦
越村敏昭
戸澤隆夫
三宅　茂
牧野　修

 副社長執行役員
 専務取締役
 専務執行役員
 常務取締役

 取締役会長
 取締役社長 
 社長執行役員
 取締役副社長

 常務執行役員
 取締役
 執行役員
 取締役相談役

 相談役
 常勤監査役
 監査役
 執行役員待遇　　

6.29 6.27 6.23

6.23

6.28

6.29 6.27 6.29

6.28

6.29 6.27

6.28

6.28 6.27

6.27

6.29

6.27

6.29

6.29

6.28 6.29

6.29

6.28

6.27 6.22 6.23
6.234.1

6.28 6.27
4.1
6.22

6.22

6.23

6.23
6.234.1

7.29

6.28

6.28
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氏名／年 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024
大垣雅則
猪森信二
豊田郁夫
三輪裕章
大勝規好
小代晶弘
坂巻伸昭
鈴木道明
岩瀬　豊
大熊康義
都筑　豊
横田芳美
関口幸一
矢ケ崎紀子
小野寺敏明
大塚博哉
野本弘文
小檜山　隆
山本　勉
柴田光義
安藤隆春
吉田辰雄
丸山眞人
丹羽茂美
鈴木熊野
宮田　浩
吉野利哉
野口育男
杉山知也
髙野寿久
木村吉延
田邉哲也
重田敦史
柳　正憲
福田修二
林　信秀
石附栄一
福原秀之
岩澤貞裕
鈴木孝郎
眞島　朗
髙月京子
中山康二
志村　健
衣川裕司
本保芳明
伊藤克俊
青柳健司
前田隆平
柏倉則行
岩廣哲典
渡辺隆史　
竜江義玄

役員任期一覧
CORPORATE DIRECTORY

 副社長執行役員
 専務取締役
 専務執行役員
 常務取締役

 取締役会長
 取締役社長 
 社長執行役員
 取締役副社長

 常務執行役員
 取締役
 執行役員
 取締役相談役

 相談役
 常勤監査役
 監査役
 執行役員待遇　　

6.29 6.27

6.29 6.28 6.23

6.28 6.26

6.28 6.26

6.27 6.26

6.29 6.26 6.23 6.236.22
6.234.1

6.28 6.29
4.1 6.22
6.22 6.23

6.23
6.21

6.22
4.1 6.21

6.27

4.1 4.1
6.22 6.236.236.26

6.26 6.235.31

6.27 6.23 4.1 4.1

4.1 6.21
6.226.236.26 4.1 6.23

6.23

6.29 6.22

6.23 6.236.29
4.1 6.21
6.22

6.22

6.22

4.1 6.21

4.1 6.23

4.1 6.23

4.1 6.23

6.236.22

6.22 6.21 6.23
6.236.23

6.21

6.21 6.23

6.21

6.21 6.23

6.21 6.23

6.21 6.23

6.23
6.23

6.23

6.23

6.23

6.23 4.1

2.26 6.23

3.316.23

6.23

6.23

6.23

6.23 6.21

6.23 6.23

3.314.1

4.1

4.1

4.1

4.1

4.1

6.23

6.29 6.28 6.27 6.22
4.1 6.22

6.22 6.23
6.23

6.236.26
4.1 6.22

6.29 6.23
6.236.234.1 6.22

6.23
6.236.23

4.1 6.22
6.236.23

4.1 6.22

6.23 6.23
6.236.23

6.23
6.23

6.23
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東武鉄道路線図
ROUTE MAP

鎌ケ谷

鎌ケ谷

鐘ケ淵

鶴ケ島

霞ケ関

みなみ寄居

日
光

今
市

宇都宮

JR日光線

JR山手線

41.1km

3.4km
1.0km

73.4km
22.1km
18.4km
20.3km

94.5km
16.2km
24.3km

62.7km

75.0km
10.9km

計463.3km

〈ホンダ寄居前〉

東急田園都市線

海老名

湘南台

元町・中華街

中央林間

二俣川 西谷 新横浜
日吉

中目黒

横浜

東
急
東
横
線

相鉄いずみ野線

横浜高速みなとみらい線

相鉄本線
相鉄
新横浜線

東急
新横浜線

他社線は直通運転を実施している路線のみ色表記。

（2024年11月現在）
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東武鉄道は、栃木県南西部と群馬県南東部に
またがる両毛地域で産出した生糸の鉄道輸送
を通じた地域産業の発展を支援することなど
を目的に1897年に設立した。1899年に北千
住～久喜間の営業を開始して以降は、運輸事
業のほか、不動産事業、レジャー事業、流通
事業などの分野にも進出し、地域経済成長の
一翼を担ってきた。

1897年

設立

数字に見る東武鉄道
DATA 1

資本金は1,021億円（2023年度末
現在）であり、1897年設立時の
265万円から着実に事業を拡大し
てきた。

11,,0022111,021億億円円
資本金

車両数は特急車両が157両、一般・通勤用車
両が1,616両、内燃機関車が2両の計1,775

両（2023年度末現在）。2023年には新型特急
「スペーシア X（N100系）」を導入するなど、
利用者の感動体験提供にも努めている。

車両数

11,,7757751,775両

従業員数は3,280人で平均年齢は48.1歳、平均勤続年数は
27.1年（2023年度末現在）。「採用」「育成」「能力発揮・定着」の3

つの戦略的アプローチとその連携により、自ら考え自ら行動で
きる人材の育成を目指している。

48.1歳
平均年齢

27.1年
平均勤続年数

従業員数

33,,2288003,280人
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2023年度の輸送人員は8億3,692

万人で、1日平均にすると229万人
となる。運賃収入は1,336億6,200

万円で、大手民鉄の中でも屈指の
数を誇っている。定期を利用する
方の輸送人員は全体の63％で5

億2,353万人。運賃収入は45％
の598億5,600万円。定期券以
外を利用する方の輸送人員は全体
の37％で3億1,338万人。運賃
収入は55％の738億600万円と
なっている。

8億億3,692万万人人

輸送人員

1,336億億6,2000万万円円

運賃収入

12の路線を運営し、関東の大手民鉄
の中で一番多い路線数を有している。
最も歴史のある路線は1899年に開
業した伊勢崎線で、長さも114.5km

と一番長い。一番短い路線は大師線
の1.0kmとなっている。

12路線

路線数

1都4県（東京、埼玉、栃木、群馬、千葉）
の総駅数は207駅（旅客駅205）。市町村
別の所在駅数は日光市が14駅と最も多
く、次いで栃木市が10駅と栃木県内の
駅数が実は多い。その次に東京都足立区、
群馬県太田市が続く。浅草、東京スカイ
ツリータウンや日光・鬼怒川エリアとい
った観光地のほか、地方都市や子育て世
代に人気の住宅街など多彩なエリアを有
している。

207駅

駅数

日光市（信号所含む）   14駅
栃木市    10駅
足立区    ９駅
太田市    ９駅

春日部市    8駅
佐野市     8駅
板橋区     7駅
さいたま市    7駅

墨田区     7駅
柏市     6駅
越谷市       6駅
野田市     6駅

市町村別所在駅数

鉄道営業キロは463.3kmで、これは東京
から岩手までの直線距離とほぼ同じ長さ。
全国の大手民鉄で2位、首都圏では1位の
営業キロを誇る。東武鉄道は関東圏を広く
カバーしている。

463.3km

鉄道営業キロ

都県別鉄道営業キロ
埼玉県   175.2km
栃木県    136.1km
群馬県   81.2km
千葉県    40.6km
東京都   30.2km ※軌道線、第２種鉄道事業を含む

大手民鉄の鉄道営業キロ（上位5社）
（2023年度末、単位：km）

近鉄

東武

名鉄

東京
メトロ
西武

501.1

444.2

463.3

195.0 

176.6 
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7722社社

連結会社数

数字に見る東武グループ
DATA 2

1兆7,040億円

総資産

東武グループは、東武鉄道と連結子会社で69

社、持分法適用会社3社の計72社（2023年
度末現在）を連結の範囲とし、鉄道・バスな
どの運輸事業、ホテル業などのレジャー事業、
分譲・ 賃貸業などの不動産事業、百貨店業な
どの流通事業、建設業などのその他事業の5

つのセグメントから構成される。

従業員数

1188,,33884418,384人
従業員数は18,384人（2023年度末現在）で運輸事業は9,129人、
レジャー事業は3,614人、不動産事業は331人、流通事業は
2,131人、その他事業では2,940人、一般管理239人。経営の
近代化・業務の機械化により、人員は減少傾向にある。

総資産は1兆7,040億円で、純資産は5,417億円（2023年度末）
である。大手民鉄の中で5番目に多くの総資産を保有している。

6,359億円

営業収益

2023年度の東武グループでの営業収益は
6,359億円で、コロナ禍前の2019年度以前
の水準に戻っている。運輸・レジャー・流通
の3つのセグメントで85％超となっている。

大手民鉄の総資産（連結）
（2023年度末、単位：億円）

東
武

京
王

阪
急
阪
神

近
鉄

小
田
急

南
海

京
急

西
武

名
鉄

京
成

東
急

西
鉄

京
阪

相
鉄

東
京
メ
ト
ロ

35,000

30,000

25,000

20,000

15,000

10,000

5,000

0

30,529 

7,153 7,270 8,202 
9,506 10,642 10,793 10,869 

13,015 13,032 

16,350 17,040 
20,225 

24,543 
26,520 

32.2%

29.0%7.8%

24.4%

6.6%

その他 417億円

流通 
1,553億円

運輸 
2,047億円

不動産
498億円

レジャー
1,842億円

セグメント別内訳
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10,876km

バス 路線距離

18
ホテル数

客室数

3,383室

東京を中心に埼玉、千葉、栃木、
北海道などで18のホテルを運営
し、客室数は3,383室を提供して
いる。マリオット・インターナシ
ョナルとの提携により、ザ・リッツ・
カールトンなど国際的なブランド
も展開している。

東武バスグループ、朝日自動車
グループの2つの主要事業者に
分かれて運行し、路線距離は
10,876km。東京、埼玉、千葉、
茨城、群馬、栃木と広範囲なエ
リアをカバーする。東北、北陸、
関西などへの高速バスも運行し
ている。

580億円億円

百貨店 営業収益

東武沿線を中心に展開する東武百貨店、東武宇都宮
百貨店の営業収益合計は580億円（2023年度）。池
袋店、船橋店、宇都宮店、大田原店、栃木市役所店
があり、地域経済の活性化を目指していく。

東武グループ共通ポイントサービス「TOBU POINT」のア
プリダウンロード数は2024年10月末現在、76万人で
あり、2025年度にはアプリダウンロード数100万人を
目指している。

東京スカイツリータウンは、2012

年5月22日にグランドオープンし
た。開業初年度は開業フィーバー
に沸き、想定を大きく上回る
4,476万人が来場。その後、コロ
ナ禍から順調に回復し、2023年
度には3,716万人が来場した。開
業から12年が経過した2024年
11月1日には、累計来場者数４億
人を達成。国内外からの来場者で
にぎわっている。

4億人

累計来場者数
東京スカイツリータウン

76万人

TOBU POINT  アプリダウンロード数
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東武グループ

主要経営指標の推移（連結）

DATA 3

有利子負債/EBITDA倍率：有利子負債をEBITDAで割った値。倍率
が低いほど返済能力が高いとされる。EBITDAとは、利息や税金、減
価償却費を計上する前の利益を表す。

ROE（自己資本利益率）：自己資本（株主資本）に対する当期純利益の割
合。資本の効率性を示す経営指標で、この数値が高いほど経営効率が
良いとされる。

年 度 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007
営業収益 654,622 671,346 684,378 685,512 664,716 637,364 646,361 651,592 621,694 
営業利益 40,442 46,686 47,862 53,879 39,749 40,754 47,707 50,204 44,345 
   運輸 28,376 33,347 31,515 36,431 27,257 27,233 28,538 30,284 25,992 
   レジャー -8,564 -3,542 -2,637 -214 995 1,068 1,322 1,447 1,478 
   不動産 14,330 11,172 11,263 12,329 6,691 6,993 10,478 9,579 8,443 
   流通 4,530 3,562 5,383 2,680 2,649 4,215 5,237 6,133 4,822 
   その他 1,771 3,427 3,606 3,516 2,507 2,778 3,506 3,840 4,355 
   消去 -2 -1,281 -1,268 -865 -351 -1,534 -1,375 -1,080 -748 
親会社株主に
帰属する当期純利益 2,497 6,020 -71,176 10,578 13,006 12,332 26,873 41,842 17,882 

有利子負債 1,282,913 1,278,463 1,128,890 1,085,448 1,047,349 1,026,172 965,605 914,425 888,359 
有利子負債／
EBITDA倍率（倍） 12.9 14.1 12.0 11.2 11.3 11.1 9.9 9.2 8.9 

ROE（%） 3.2 6.6 -75.7 10.6 11.2 10.4 20.2 24.5 9.9 

年 度 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016
営業収益 601,884 579,382 557,147 543,407 577,223 593,649 583,268 574,334 568,887 
営業利益 32,289 29,973 30,778 32,583 52,544 56,013 53,158 64,399 68,335 
   運輸 20,092 19,156 20,769 23,406 28,975 30,062 30,941 37,649 40,696 
   レジャー 1,326 1,153 1,120 -620 10,593 12,077 7,999 8,208 6,791 
   不動産 6,430 5,944 4,273 5,938 8,030 8,077 9,511 14,002 14,394 
   流通 2,372 1,030 2,292 1,277 1,948 1,484 634 395 1,897 
   その他 3,168 3,392 2,871 2,593 3,624 5,215 4,700 5,235 6,196 
   消去 -1,101 -704 -549 -12 -628 -903 -627 -1,092 -1,641 
親会社株主に
帰属する当期純利益 16,090 13,986 13,104 16,019 28,648 31,521 30,653 27,277 36,137 

有利子負債 803,453 800,821 850,878 847,921 805,481 776,010 830,035 823,474 799,737 
有利子負債／
EBITDA倍率（倍） 9.0 9.6 10.1 10.1 7.6 7.1 7.9 7.0 6.6 

ROE（%） 9.1 7.8 5.9 6.0 9.7 9.7 8.7 7.1 8.9 

（単位：百万円）

年 度 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023
営業収益 569,519 617,543 653,874 496,326 506,023 614,751 635,964 
営業利益 66,645 67,295 62,653 -13,577 24,732 56,688 73,883 
   運輸 41,167 41,116 37,659 -5,224 11,759 19,381 29,870 
   レジャー 6,907 6,069 3,116 -18,484 -1,182 19,470 19,440 
   不動産 12,637 14,082 14,468 13,702 15,559 13,681 16,232 
   流通 2,209 2,048 3,364 -5,384 -3,976 2,602 4,434 
   その他 4,902 5,073 5,375 2,876 3,526 2,646 5,951 
   消去 -1,178 -1,096 -1,330 -1,063 -953 -1,093 -2,047 
親会社株主に
帰属する当期純利益 36,025 28,024 35,530 -24,965 13,453 29,179 48,164 
有利子負債 790,290 793,137 789,533 837,279 808,507 795,502 749,777 
有利子負債／
EBITDA倍率（倍） 6.6 6.6 6.7 19.4 10.1 7.2 5.9 

ROE（%） 8.3 6.2 7.7 ― 3.0 6.3 9.5 
※ 日本では2000年3月期から連結決算による開示制度が本格的に導入されたため、1999年度からの数値とした。
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営業利益とセグメント別内訳の推移

（単位：百万円）

1999 2001 2003 2005 2007 2009 2011 2013 2015 2017 2019 20212000 2002 2004 2006 2008 2010 2012 2014 2016 2018 2020 2022 2023
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56,013

68,335
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56,688

運輸　　レジャー　　不動産　　流通　　その他
73,883

（年度）

営業利益

営業収益（左軸）            親会社株主に帰属する当期純利益の推移（右軸）（単位：百万円） （単位：百万円）

営業収益と親会社株主に帰属する当期純利益の推移
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有利子負債、有利子負債／EBITDA倍率の推移

有利子負債 （左軸）           有利子負債/EBITDA倍率（右軸）（単位：百万円） （単位：倍）
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グループ会社の取り組み
GROUP COMPANIES

　東武バスを中心とする東武バスグループは、環境への
負荷を低減し、サステナブルな社会を実現するため、様々
な取り組みを行っている。
　東武バスウエストは、2020年12月に燃料電池バス
「SORA」の営業運行を開始した。導入したのは、水素と
空気中の酸素の化学反応で発生した電力によりモーター
を駆動させる車両で、CO₂などの環境負荷物質を排出し
ない優れた環境性能を有している。他のディーゼルバス
車両に比べて走行音も静かで、騒音等の都市環境の改善
も期待できる。 
　併せて、東武バスウエストでは2023年5月より埼玉県
新座市のコミュニティバス「にいバス」において、蓄電池
に蓄えた電気で走行するEVバスの運行を開始した。さ
らに、2025年にはEVバスへの「停車中ワイヤレス充電
（SWPT）」の実証事業を行う。充電装置上にバスを停車
させ、自動的にバッテリーへ充電を行うシステムで、本
格導入を視野に入れた営業路線における長期運用として、
国内バス事業者で初めての取り組みとなる。

　また、東武バス日光は2023年8月～ 2024年3月、環
境省の脱炭素先行地域に選定されている奥日光エリアを
はじめとした日光エリアの路線で、廃食油由来のバイオ
燃料バスの実証運行を実施した。実証運行後、栃木県内
の東武グループ各施設で生じる廃食油を用いたバイオデ
ィーゼル燃料を路線バス等で使用する検討を進めている。
この取り組みにより地産地消型のエネルギーサイクルを
構築し、CO₂排出量を年間70ｔ以上削減することを見込
んでいる。
　さらに、東武バス日光は2023年9～ 10月に、日光自
然博物館、東武鉄道、栃木県と共に、奥日光低公害バス
路線（赤沼車庫～千手ヶ浜）において自動運転の実証実験
を行った。将来的に自動運転システムを導入した路線バ
スの本格運行を目指す「栃木県ABCプロジェクト」の一
環として実施したもので、同プロジェクトでは初となる
営業バス路線での実証実験となった。この実証実験によ
りノウハウを蓄積し、サステナブルな社会の実現ととも
に、労働力不足の解消を目指す。

優れた環境性能を有するバスにより、サステナブルな社会を目指す
TOPIC

東武バスウエストが運行を受託する
新座市コミュニティバス「にいバス」
のEVバス「J6」（提供：東武バス）

東武バスウエストの燃料電池バス
「SORA」。主に鶴瀬駅東口～ららぽ
ーと富士見で運行（提供：東武バス）

日光エリアで実証運行を行った廃
食油由来のバイオ燃料バス（提供：
東武バス）

奥日光低公害バス路線（赤沼車庫～
千手ヶ浜）の実証実験で使用された
自動運転EVバス（提供：栃木県）

TRANSPORTATION 
BUSINESS

運輸事業

東武バス、朝日自動車、東武運輸等で構成される。バス・タクシー業は安全を第一に、
東武バスと朝日自動車の統括の下、事業の効率化やサービス向上に努める。貨物運送業
は東武運輸グループによる一体運営で、貨物の輸送・配送、保管等の物流サービスを展開。
事業エリアは関東を中心に静岡、名古屋、大阪をカバーする。東武デリバリーは情報資
産の保管管理、精密重量物の輸送管理・設置等を担う。

0101
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東武インターテック㈱
東武エンジニアリング㈱
東武ステーションサービス㈱
㈱トラベルサービス
上毛電気鉄道㈱
上電興産㈱
朝日自動車㈱
阪東自動車㈱
日光交通㈱
関越交通㈱

川越観光自動車㈱
茨城急行自動車㈱
国際十王交通㈱
桐生朝日自動車㈱
朝日カーメンテナンス㈱
東北急行バス㈱
東武バス㈱
東武バスウエスト㈱
東武バスセントラル㈱
東武バス日光㈱

東武運輸㈱
東武物流サービス㈱
㈱群馬ロジテム
㈱栃木ロジテム
㈱東海ロジテム
㈱埼玉ロジテム
東武デリバリー㈱
野岩鉄道㈱

［ 社名一覧 ］

東武運輸は、貨物輸送をはじめとした幅広い物流サービスを提
供し、企業物流を支えている

　東武運輸は、荷主企業からの様々なニーズに応え、企
業物流を支えている。同社は2023年6月、埼玉県春日部
市に「埼玉東物流センター支店 1号棟倉庫」を開設。お菓
子の共同配送センターとして、定温設備とドッグシェル
ター（車両と倉庫搬入口を隙間なく密着させる装置）を設
置し、倉庫内の温度を20℃前後に保つことで、保管商品
の品質を維持している。
　また、同施設では、2023年8月から東武グループ各社
が協働し、再生可能エネルギーの「自己託送」制度を活用
した取り組みも行われている。東武商事が発電事業者と
して、同施設の屋根に太陽光発電所を設置。発電した電
力を一般送配電事業者の送電網を利用して、約４km離
れた東武動物公園（運営：東武レジャー企画）へ送電して
いる。脱炭素社会の実現に向けた取り組みとして、東武
グループにとって初となる電力の自己託送制度の活用と
なった。電力の自己託送は、発電事業者と需要家である
送電先がグループ企業などの密接な関係である場合に活
用できる制度で、離れた場所で発電した再生可能エネル
ギーを効率的に利用できる。これにより、東武動物公園
は電力使用量のうち約19％を再生可能エネルギーに転換
し、年間約319tのCO₂を削減している。

顧客のニーズに応えた物流サービスと
再生可能エネルギーの「自己託送」

TOPIC

東武運輸の埼玉東物流センター支店1号棟倉庫。屋根には東武
商事の太陽光発電所が設置されている

（提供：2点とも東武運輸）
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東武レジャー企画㈱
東武ワールドスクウェア㈱
㈱東武スポーツ
東武興業㈱
奥日光開発㈱
東武ゴルフサービス㈱

東武トップツアーズ㈱
㈱トップ・スタッフ
ティーティーエー， INC．
トップツアーヨーロッパ LTD. 
仙台国際ホテル㈱
㈱東武ホテルマネジメント

金谷ホテル㈱
レーキサイドホテルシステムズ㈱
東武タワースカイツリー㈱
㈱日光自然博物館
蔵王ロープウェイ㈱

［ 社名一覧 ］

グループ会社の取り組み
GROUP COMPANIES

　東武ホテルマネジメントは、マリオット・インターナ
ショナルと提携したホテルのほか、地域の特性を生かし
たフルサービス型ホテル、宿泊主体型ホテルなどを10軒、
また、レストランを1軒展開し、国内外の幅広いニーズ
に応えている。
　日本初進出のACホテルブランドとして2020年に開業
した「ACホテル・バイ・マリオット東京銀座」は、自宅の
ようなくつろぎとぜいたく感を実現。隣接する「コートヤ
ード・マリオット銀座東武ホテル」は、2023年にリニュ
ーアルオープン。機能・デザインの両面でバージョンア
ップし、気軽に訪れたくなるホテルへ生まれ変わった。
　東武沿線でのホテル展開にも注力し、2020年に「浅草
東武ホテル」「川越東武ホテル」「和光市東武ホテル」の３
つの宿泊主体型ホテルをオープン。観光やビジネス等の
利用シーンにあわせ快適なホテルライフを提供している。
　さらに、墨田区エリアでは「東武ホテルレバント東京」
のほか、東京スカイツリー天望デッキで日本一の眺望を
誇るレストラン「Sky Restaurant 634」を運営している。

異なるコンセプトのホテルを展開し
国内外の多様なニーズに対応

TOPIC

LEISURE 
BUSINESS

レジャー事業

東武興業、東武トップツアーズ、東武ホテルマネジメント等で構成される。ホテル業は
宿泊や料理などの高品質なサービスを通し、観光からビジネスまで幅広いニーズに応え
るブランドを展開。スポーツ施設は駅に近いエリアで運営し、地域に密着したサービス
により、「楽しさと健康」を提供。東武ワールドスクウェアや東武動物園などのテーマパー
ク、旅行、スキー、ゴルフ、ロープウェイ、遊覧船などの事業も展開している。

0202

ACホテル・バイ・マリオット東京銀座のプレミアム客室。ナチ
ュラルテイストな色合いに大きな窓を配した開放感のある空間

東京スカイツリー天望デッキにあるSky Restaurant 634。地
上345ｍからの絶景と絶品の料理を堪能できる（提供：東武ホテ
ルマネジメント）
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日本パーキングビルサービス㈱
東武不動産㈱
東武タウンソラマチ㈱

［ 社名一覧 ］

　東武不動産は2020年、年間約4,000万人が訪れる東京
スカイツリータウンへの来訪者を周辺地域にも誘導し、
地域全体のにぎわいづくりを目指す「ことまちプロジェク
ト」をスタートした。
　その一環で取り組むのが長期滞在型の宿泊施設
「T-home」だ。１棟当たり１～４室程度の小規模な宿泊
施設で、観光客により地域の魅力を知っていただくため
2018年から押上エリアで展開している。主な特色は、「部
屋の種類」と「設備」で、客室定員は4名～最大10名と大
家族やグループでの宿泊が可能。リーズナブルな料金設
定に加え、室内にはキッチンや家電、食器類を完備し長
期滞在できるため、多くのインバウンド観光客が利用し
ている。2024年9月には2棟構成の「T-home彩（SAI）」
がオープン。施設内には日本料理店も出店する。T-home
は、現在5棟13室を運営しており、今後も押上エリアで
事業を拡大する予定だ。東京スカイツリータウンを訪れ
る観光客が周辺を回遊し、地域全体ににぎわいをもたら
すまちづくり事業を推進していく。

東京スカイツリー周辺地域の
にぎわいづくりプロジェクト始動

TOPIC

2024年9月にオープンしたT-home彩（SAI）。全3室で1室当
たり6～ 8名が宿泊可能

REAL ESTATE
BUSINESS

不動産事業

東武不動産、東武タウンソラマチ等で構成され、地域の活性化、にぎわいづくりに貢献
している。不動産仲介や駐車場・駐輪場の運営管理を行う東武不動産は、首都圏を中心
に良質な不動産情報の提供、不動産の最適活用の企画提案を行う。東武タウンソラマチは、
東京スカイツリータウンの施設管理や東京ソラマチの商業運営を行い、継続的な収益強
化を図っている。

0303

内装は和テイストを取り入れ、家電や備品が充実している。イ
ンバウンド観光客にも好評

（提供：2点とも東武不動産）
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グループ会社の取り組み
GROUP COMPANIES

㈱東武百貨店
㈱東武友の会
㈱東武カードビジネス
㈱東武宇都宮百貨店
東武商事㈱
東武食品サービス㈱

㈱東武ストア
㈱東武警備サポート

［ 社名一覧 ］

グループ会社の取り組み
GROUP COMPANIES

2023年8～ 9月に行われた東武百貨店 池袋店のレストラン街
各店の店長と、東京家政大学の学生との打ち合わせの様子（提供：
東武百貨店）

　東武百貨店は地域に密着し、沿線のお客様に貢献する
「新ターミナル百貨店」を目指し、多様な取り組みを行っ
ている。池袋店は2023年秋、レストラン街スパイスで産
学連携企画「チャレンジ・ザ・グルメ2023」を実施した。
東京家政大学（東京都板橋区）で栄養学を学ぶ学生が、チ
ーズをテーマに各店舗とメニューを共同開発。全46の新　
メニューを41店舗で提供し、好評を博した。
　船橋店は2022年、「船橋市と株式会社東武百貨店船橋
店との包括的な連携に関する協定」を締結。協定では市と
同店が協働し、地域の活性化・市民サービスの向上を目
的に、地産地消の推進、文化・芸術振興など9つの事項
で連携。一環として、市立船橋高校美術部・書道部の作
品展示などを行う「船橋東武秋の文化祭」を開催した。
　また、2024年11月に開店65周年を迎えた東武宇都宮
百貨店 宇都宮店は、地域の皆様に愛される百貨店であり
続けることを目指し、『お客様のご要望をカタチに』をテー
マに、新規店舗のオープンや物産展の開催等、多様な要
望に応える取り組みを実施した。

産学連携企画、地元自治体との連携で
地域に貢献する「新ターミナル百貨店」へ

TOPIC

MERCHANDISE SALES 
BUSINESS

流通事業

東武百貨店、東武宇都宮百貨店、東武ストア等で構成される。東武百貨店 池袋店・船
橋店、東武宇都宮百貨店 宇都宮店はターミナル駅の特性を生かし、地域の活性化やイ
メージアップに貢献している。東武ストアは「地域で一番買いやすい店づくり」を目指し、
店舗価値の向上を図る。東武商事はフランチャイズ店舗を駅ナカ等で展開し、幅広く利
用されている。

0404

東武宇都宮百貨店 宇都
宮店の開店65周年ロゴ。
多様化する価値観や趣
味趣向をカラフルな色
で表現した（提供：東武
宇都宮百貨店）
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東武電設工業㈱
東武建設㈱
東武栃木生コン㈱
東武開発㈱
東武谷内田建設㈱
東武緑地㈱

㈱ＴＯＹＯ
東武シェアードサービス㈱
㈱東武保険サービス
東武ビルマネジメント㈱
西池袋熱供給㈱
錦糸町熱供給㈱

㈱東武エネルギーマネジメント
㈱シンフォニア東武
東武ビジネスソリューション㈱

［ 社名一覧 ］

隅田公園の指定管理業者として
エリア全体の価値向上を目指す

TOPIC

　2023年10月、東武鉄道を代表企業とし、東武緑地、
東武ビルマネジメント、プロジェクトブレインから構成
される共同事業体「すみだパークマネジメントグループ」
が、墨田区が公募した「墨田区立隅田公園の一部（以下「隅
田公園」）における指定管理者」に選定された。墨田区内の
公園における指定管理者への選定は、同グループが先駆
けとなる。
　2025年4月より隅田公園の管理運営を担う同グループ
は、運営方針として「すみだの日常に触れ、まちを知るき
っかけとなる『まちあるき拠点』」を掲げる。植栽などの公
園施設の維持管理だけではなく、東武グループが浅草・
東京スカイツリータウンエリアで培った観光・産業等の
知見とノウハウを生かし、公共空間利活用の促進及び浅
草・東京スカイツリータウンエリアの情報発信を推進。
エリア全体の価値向上を目指す。公園内には区内飲食店
が運営するカフェも設置し、飲食利用のみならず、地域
の方々の新たな活動拠点となるようなコミュニティの創
造も図っていく。

隅田公園は「東京ミズマチ」に隣接。都市公園を利活用すること
で、エリア全体の価値向上を図る

OTHER
BUSINESS

その他事業

東武建設、東武谷内田建設、東武ビルマネジメント等で構成される。東武建設と東武谷
内田建設は大規模施設の建築から土木工事まで地域に根差した事業、東武電設工業は電
気設備工事、東武緑地は公園等の植栽・緑化を展開。大型ビルの設備管理等を担う東武
ビルマネジメント、骨材・生コンクリートを扱う東武開発、地域エネルギーを供給する
東武エネルギーマネジメントなど、安心して住み続けられるまちづくりに貢献している。

0505

隅田公園は浅草・東京スカイツリータウンエリアの中心に位置する
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東武バス
設  2001 . 10 .1
資  257千万円

東武鉄道株式会社
資本金 1,021億3,597万円（2024年3月31日現在）

毛武自動車
設  1933 . 10 . 27
営  1933 . 10 . 27
資  31万円

越生鉄道
免  1927. 9 . 22
営  1932 . 2 . 17
資  35万円

中原軽便鉄道
免  1913 . 4 . 5
資  15万円

総武鉄道
改  1929 . 11 . 22

宇都宮軌道運輸
免  1896 . 3 . 19
営  1897. 4 . 3
資  2万円

北総鉄道
免  1922 . 4 . 5
営  1923 . 8 .1
資  150万円

中原鉄道
改  1915 . 5 . 16
営  1917. 3 . 12

上州鉄道
改  1922 . 3 . 4
資  25万5千円

東武自動車
改  1936 . 9 . 8

伊香保電気軌道
免  1909 . 12 . 9
営  1910 . 10 . 16
資  21万円

日光自動車
免  1916. 12 .7

日光登山鉄道
免  1926 . 5 . 21
設  1927. 3 . 14
営  1932 . 8 . 28
資  200万円

高
崎
水
力
電
気

利
根
発
電

群馬鉄道馬車
免  1891 . 4 . 13
営  1893 . 9 .1
資  4万円

上毛馬車鉄道
免  1889 . 4 . 6
設  1889 .7. 2
営  1890 .7. 14
資  6万円

前橋馬車鉄道
改  1906 .7

前橋電気軌道
改  1910 . 4 . 21
資  15万円

東京電燈
（電気軌道線）

●伊香保軌道線廃止
高崎線 1953 .7.1
前橋線 1954 . 3 .1
伊香保線 1956 . 12 . 29

藪塚石材軌道
設  1909 .7. 20
免  1911 .7. 18

太田軽便鉄道
改  1911 . 10 .1
資  6万円

日光自動車電車
改  1932 .11 . 30

日光軌道
改  1944 .7. 15

日光電気軌道
免  1908 . 4 .7
設  1908 . 9 . 18
営  1910 . 8 . 10
資  20万円

野州人車鉄道
免  1897. 6 . 30
営  1899 . 2 . 17

千葉県営鉄道
改  1920 . 4 .1

千葉県営
軽便鉄道
免  1910 . 8 . 31
営  1911 . 5 . 9
県債 20万円

佐野線
1912.3.30

●1906 . 2 . 15

●
１
９
３
２
・
11・
25東上線

1920.7.27

●払い下げ 1923 .7. 24

大谷軌道線 大谷線
1931.6.20

野田線
1944.3.1

日光軌道線
1947.6.1

鬼怒川線 矢板線
1943.5.1

安蘇馬車鉄道
免  1888 . 6 . 6
営  1889 . 6 . 23
資  8万円

佐野鉄道
免  1893 . 4 .13
営  1894 . 3 . 20
資  14万5千円

●日光軌道線廃止
1968 . 2 . 25
●日光鋼索線廃止
1970 . 4 .1 ●日光索道線

日光交通へ譲渡
1985 . 4 .1

●大谷軌道線廃止
1952 . 4 .1
●大谷線廃止
1964 . 6 . 16 ●矢板線廃止

1959 .7.1

藤原軌道
免  1915 . 3 . 23
資  10万円

下野軌道
改  1915 . 10 . 30
営  1917.1 . 2

下野電気鉄道
改  1921 . 6 . 6
資  100万円

宇都宮石材軌道
改  1906 . 2 . 15

東上鉄道
免  1908 .10 . 6
営  1914 . 5 .1
資  450万円

東武鉄道
株式会社
設立仮免許
1896 . 6 . 22
創立総会
1896 . 10 . 16
設立本免許
1897. 9 . 3
設立登記
1897. 11 .1
開業

1899 . 8 . 27
北千住-久喜間
資本金  265万円

沿革図
COMPANY HISTORY

●鋼索線開業 
　1932.8.28
●索道線開業 
　1933.11.3

●1945.2.28

●バス事業分社化
　2002.10.1

小泉線
1937.1.9

桐生線
1913.3.5

越生線
1943.7.1

自動車
1947.6.1

伊香保軌道線
1927.10.1

●
１
９
１
２
・
12
・
13

●
１
９
２
１
・
12
・
10

●1921.4.1

●
１
９
１
３
・
11
・
11

●
１
９
０
８
・８
・
21

免=設立免許
設=設立
営=営業開始

資=資本金
改=社名改称

合併・分社・買収・沿革系統図
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2.12  日本銀行がゼロ金利政策開
始

2.22  NTTドコモ iモードサービス
開始

12.4  「日光の社寺」世界文化遺産
登録

2.7  長野冬季オリンピック開幕
3.17  政府が銀行21行に公的資金

投入決定
4.5 明石海峡大橋開通
6.10  サッカーワールドカップフラン

ス大会開幕、日本が初出場
7.4  日本初の火星探査機「のぞ

み」打ち上げ
7.30 小渕恵三内閣発足
9.19  スカイマークエアラインズ 

35年ぶりの新規参入
10.23 金融再生法施行
12.1  特定非営利活動促進法（NPO

法）施行
12.1  金融システム改革法（日本版

ビッグバン）施行

 11.24 山一證券自主廃業を発表
12.1  京都会議開幕「京都議定書」

を採択

 4.5 森喜朗内閣発足
7.1 金融庁発足
7.19 二千円紙幣発行
7.21 九州・沖縄サミット開幕
9.15 シドニーオリンピック開幕
11.15 交通バリアフリー法施行
12.1 BSデジタル放送開始

東武グループの出来事 世の中の動き年号

1997
（平成9年）

1998
（平成10年）

2000
（平成12年）

1999
（平成11年）

11.1

1.16

1.30

3.26
3.31
4.2
6.1

6.26
7.1
7.22
7.28

8.1
10.30
12.1

2.1

3.1
3.16

3.31

6.29
9.1
10.13

2.18

2.25
3.1
4.13
6.29
6.30
8.31

●東武鉄道創立100周年

● 東武ファイナンスマネジメント設立（2006.3.1東武シェアー
ドサービスに社名変更）

● 小澤征爾＆新日本フィルハーモニー特別演奏会を開催（東
武鉄道創立100周年記念）

●新越谷駅に新越谷駅ビル「ヴァリエ」がオープン
●社史ダイジェスト版「RAILWAY100」を発行
●急行りょうもうに250型が就役
● 錦糸町東武ホテルレバントを「東京マリオットホテル錦糸町

東武」に名称変更（2006.4.1「東武ホテルレバント東京」に名
称変更）

●百周年記念配当を第178期株主総会で決議
●とーぶ鉄道モニター制度発足
●従業員持株制度を導入
● 東武食品サービスが東武スパリゾート「野田潮の湯」をオー
プン

● 東武デリバリーが東武新座物流センターをオープン
●東武鉄道百年史（正史）を発行
● ポイントカードシステム「東武キャッシュバッククラブ」を草加
ヴァリエに導入

● 東武デリバリーと神奈川東武デリバリーが合併（社名：東武
デリバリー）

●ノンステップバス順次運行開始（10両）
● 日光線特急の一部春日部駅停車を実施（特急・急行料金の
細分化）

●急行りょうもうの特急化
● 東武運輸会津解散
● 銀座むらきと会津高原ホテルが合併（社名：銀座むらき）
（2006.3.31解散）

●根津嘉澄が代表取締役社長に就任
●「東武キャッシュバッククラブ」を共通カード化
● 東武セレモニーが埼玉県宮代町に「東武レクイエム聖殿春日部」
をオープン（2019.6.28東武セレモニー グループ指定解除）

● 東武食品サービスがスーパー銭湯「湯屋処まつばら」をオー
プン

●志木駅東口駅ビル「st.トスカ」がオープン
●低公害（EGR ／ DPF搭載）バスを導入
● 東武運輸が東武南栃木物流センターを完成、営業開始
●ストック・オプション制度を導入
● 土浦東武ホテル営業終了
● 万和産業が飲食事業を東武食品サービス、その他の事業を
東武ランドシステムへ営業譲渡し解散

CHRONOLOGY

年表 1997-2024

● 鉄道　● グループ会社
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年表
CHRONOLOGY

1997-2024

東武グループの出来事 世の中の動き年号

10.14

11.1

11.30

12.25

1.1

3.4
3.28

4.1
6.2

6.5
7.20
8.31
10.1

11.20

1.1
1.23
2.1

3.1

3.31

4.1
6.30
7.30

9.6
9.18
9.30

● 共通乗車カードシステム「パスネット」、「フェアスルーシステ
ム」を導入

● 終日禁煙駅を拡大（相老・赤城・新藤原を除き全線終日禁
煙化）

● 赤城山ロープウェイを谷川岳ロープウェーへ営業譲渡
（2003.4.1赤城山ロープウェイ廃止）

● 東武興業が鬼怒川丸山ロープウェイを鬼怒川観光開発へ譲渡

● 東武トレーディングと東武ランドシステムが合併（社名：東武
ランドシステム）（2003.12.31カジュアルショップに営業譲渡
し解散）（2004.1.1カジュアルショップが「東武ランドシステム」
に社名変更）（2010.1.1東武エナジーサポートに社名変更）

● 東武美術館閉館
● 伊勢崎線越谷～北越谷間1.7㎞の高架複々線が完成、北

千住～北越谷間（18.9㎞）を複々線化
●日光線特急の停車駅を新栃木から栃木に変更
●日光線特急のすべてを春日部、新高徳に停車
● インターネット・携帯電話による日光線特急・急行の予約開始
●東上線運行管理システムを使用開始
● 東武ランドシステムが出資するゆにガーデンが「ゆにガーデ
ン」をオープン（東武緑地が運営）

● 東武カードビジネス設立
● 東武興業並びに奥日光開発が「船の駅 中禅寺」をオープン
● 松島観光開発解散
● 事業環境の変化に対応できる体制づくりに向け、東武バス

㈱を設立
● メール配信サービス「とぶとぶメール」を開始（会員制総合情
報サービス「102＠club」の一環、2008.9サービス終了）

● 東武運輸が本社を埼玉県宮代町に移転
●中期経営計画「東武グループ再構築プラン」を策定
● 東武運輸・東運・東武物流サービス・富士通運の４社が合

併（社名：東武運輸）
● 東武建設・東武電設工業・栃木生コンの３社が合併（社名：

東武建設）
● 東武ワールドスクウェアの営業を東武ワールドスクウェア㈱
に譲渡

● 会津アストリアホテル（経営は会津観光開発）を会津高原夢
開発へ営業譲渡（2002.6.30会津高原観光開発解散）

● 会津田島リゾート開発解散
●東武動物公園の営業を東武レジャー企画㈱に譲渡
● 会津高原たかつえカントリークラブ解散
● 東武ケーブルメディアを東武コミュニケーションズに社名変更
（2008.3.31解散）
● 東武宇都宮百貨店大田原店がオープン
● 東武コミュニケーションズが第一種通信事業者免許を取得
●バス事業本部を廃止

2001
（平成13年）

2002
（平成14年）

 1.6  中央省庁再編に伴い、財務
省・国土交通省などが発足

1.20  米国大統領にジョージ・ブ
ッシュ氏就任

3.23  実用では日本初のガイドウ
ェイバス「名古屋ガイドウェ
イバス志段味線」開業

3.31  大阪に「ユニバーサル・スタ
ジオ・ジャパン」オープン

4.26 小泉純一郎内閣発足
9.11  米国 同時多発テロ事件発

生
11.18  JR東日本がICカードSuica

（スイカ）のサービス開始

 1.1  欧州単一通貨ユーロ流通開始
2.9  ソルトレイクシティ冬季オリ

ンピック開幕
5.28  日本経済団体連合会発足
5.31  サッカーワールドカップ日韓

共同開催
10.2  日本航空と日本エアシステム

が経営統合
12.1  東北新幹線 盛岡ー八戸間が

延伸開業
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東武グループの出来事 世の中の動き年号

10.1

1.1
1.29
2.17
2.20

3.18
3.19

3.31

4.1
5.1

6.1

6.5
6.16
8.1

8.25
9.30
10.1

10.16
12.6
12.18

12.25

1.1
2.26

● 東武バスが東武鉄道バス事業本部の廃止に伴い新会社とし
て営業開始

● 「コンプライアンス基本方針」「環境理念」「環境方針」を制定
● 東武ストアが丸紅、マルエツと資本・業務提携
● 「102@運行情報メール」の配信サービスを開始
● 東武インターテック設立
● 東武エンジニアリング設立
● 業平橋駅と都営・京成線の押上駅との連絡通路を廃止
● 伊勢崎線・日光線、営団地下鉄（現・東京メトロ）半蔵門線、

東急田園都市線（南栗橋～押上～渋谷～中央林間間）で相
互直通運転を開始

● 特急・急行料金の値下げを実施、特急・急行列車内に車
掌用携帯型端末機を導入

● 浅草駅にステーションアテンダントを配置（2003.3.18スペー
シアアテンダントを廃止）

● 大師線、小泉線（西小泉・東小泉～太田間）でワンマン運
転開始

● 直営ゴルフ場（宮の森カントリー倶楽部、星の宮カントリー
倶楽部、東武藤が丘カントリー倶楽部）の営業を東武不動
産㈱に譲渡

● 浦和東武ホテルが東武鉄道に事業譲渡（2008.6.30営業終了）
● 東武線全駅で終日全面禁煙を実施（2007.3.18特急列車の

全車両禁煙化）
● 「東武鉄道コンプライアンス・マニュアル」を作成
● 施設・設備の維持補修及び保守業務を東武エンジニアリン
グ㈱に委託

● 環境報告書（現・社会環境報告書）を発行開始
● 東武運輸が東武埼玉東物流センターを完成、営業開始
● 東武ステーションサービス設立
● 69駅における駅業務、構内営業等の業務を東武ステーショ
ンサービス㈱に委託（2015.7.1全面委託）

● 東武興業が中禅寺温泉ロープウェイを廃止
● 貨物営業を全廃
● 東武ビル管理と東武整備が合併（社名：東武ビル管理）
（2006.4.1東武ビルマネジメントに社名変更）
● 東武百貨店船橋店が全館リニューアルオープン
● 蔵王ロープウェイが山頂線を架け替えリニューアル
● 東北急行バスが東武グループ初の関西圏への高速バスとし
て、東京～大阪線の運行開始

● トウブドラッグがマツモトキヨシと資本・業務提携（2011.7.29
グループ指定解除）

● 国際ハイヤーと十王自動車が合併（社名：国際十王交通）
● 東武百貨店・東武宇都宮百貨店がICクレジットカード対応
POSシステムを導入

2003
（平成15年）

● 鉄道　● グループ会社

3.  重症急性呼吸器症候群
（SARS）感染拡大

4.1 日本郵政公社発足
8.10 沖縄都市モノレール開業
9.1 少子化社会対策基本法施行
10.1 東海道新幹線品川駅開業
12.1  テレビ地上デジタル放送開始
12.17  在京6社新タワー推進プロジ

ェクトが発足

 3.13  九州新幹線 新八代ー鹿児島
中央間開業

4.1  東京の営団地下鉄が民営
化、東京メトロ誕生

2004
（平成16年）
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東武グループの出来事 世の中の動き年号

4.1

5.1

7.31
8.1
9.2
9.29

10.19
11.16

12.16
12.31

3.1

3.15
3.16
3.17
5.9

8.1
9.16

9.29

3.14
3.18

3.31

4.1

● 「グリーン購入ガイドライン」「情報セキュリティ基本方針」「危
機管理規程」を制定

● 南栗橋車両基地に工場棟が完成、保守業務を東武インタ
ーテック㈱に全面委託

● 団体割引の最少適用人員の引下げと特急料金の団体割引
適用を開始

● 東武フォトサービス解散
● 新桐生駅で当社初の「パーク・アンド・ライドサービス」を開始
● 東武カードビジネスが「東武グループポイントサービス」を開始
● 東武運輸栃木と東武運輸新潟の保有株式85％をPZ運輸に

売却
● 亀戸線でワンマン運転開始
● 東武スポーツが新ブランド「東武スポーツクラブ プレオン北

越谷」をオープン
● 東上ケーブルテレビ グループ指定解除
● 松島湾観光汽船を松島ベイクルーズに営業譲渡、解散
（2010.10.22松島ベイクルーズ グループ指定解除）

● 「AIZUマウントエクスプレス」が鬼怒川温泉～会津若松（一
部、喜多方）間で直通運転を開始（2012.3.17東武日光まで
直通を開始）

● 竹ノ塚踏切事故発生
● 東上線に50000系通勤車が就役
● 東上線小川町～寄居間でワンマン運転開始
● 伊勢崎線・日光線・東上線に女性専用車両を導入（野田線
は2005.6.20）

● 安全推進部を新設
● 南栗橋車両管理区（現・南栗橋車両管区）でISO14001の

認証取得（東武鉄道㈱・東武インターテック㈱）
● 伊勢崎線第37号踏切を自動化（東武線内の手動式踏切が

全廃）

● IT事業部でISMSの認証取得
● JR新宿～東武日光・鬼怒川温泉間で、JR東日本と特急列

車の相互直通運転開始
● 東京メトロ半蔵門線、東急田園都市線との相互直通運転区

間を久喜まで延長
● 伊勢崎線・日光線等の列車種別の変更により有料急行を廃

止（特急に格上げ）
● 伊勢崎線太田～伊勢崎間、佐野線、桐生線でワンマン運

転開始
● 新タワー（東京スカイツリー）の建設地が墨田・台東エリア（押

上・業平橋地区）に決定
● 野鳥の森と～ぶを「館林野鳥の森フラワーガーデン」に改称
しオープン（2012.3.31「ザ・トレジャーガーデン館林に改称
しオープン）（2021.6.14営業終了）

 2.16 京都議定書発効
3.6  実用では日本初の磁気浮上

式リニアモーターカーの愛
知高速交通東部丘陵線（愛
称「リニモ」）開業

3.25 愛知万博「愛・地球博」開幕
4.1 個人情報保護法全面施行
4.25 JR福知山線脱線事故発生

2.10 トリノ冬季オリンピック開幕
6.2  高齢社会白書で65歳以上の

高齢者の割合 初めて20％超
9.26  第1次安倍晋三内閣発足
10.1  運輸安全一括法施行
10.1  阪急HDと阪神電鉄が経営

統合
12.20  バリアフリー法施行

2005
（平成17年）

2006
（平成18年）

年表
CHRONOLOGY

1997-2024

8.13  アテネオリンピック開幕
10.23  新潟県中越地震発生
11.1  福沢諭吉、樋口一葉、野口

英世がデザインされた新紙
幣発行
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東武グループの出来事 世の中の動き年号

4.24

5.1

6.22
8.1
9.20
9.28
10.1
11.1

12.16

1.30
1.31
3.18

4.1

4.3
5.31

6.25
6.28

8.1
8.3
9.20
10.1

10.25
10.31

2.14
3.15
4.1
5.14
6.10
6.14

7.14

● 東武テレガイドサービス営業終了
● 「東武鉄道お客さまセンター」を開設
● 新東京タワー㈱設立（2008.6.10東武タワースカイツリー㈱
に社名変更）

● 東武ステーションサービスが第2種旅行業免許を取得
● 8月1日を「安全の日」に定める
● 東武エネルギーマネジメント設立
● 小泉線（館林～西小泉間）でワンマン運転開始
● 安全管理規程を制定
● 主要6駅にAED（自動体外式除細動器）を設置（2008.3.28

委託駅・無人駅を除く172駅に設置完了）（2020.10みなみ
寄居〈ホンダ寄居前〉駅に設置、計173駅）

● 東武スポーツが新ブランド「東武スポーツクラブ リ・プレオ
ン新越谷」をオープン（2021.5.31営業終了）

● シンフォニア東武設立（2007.11.26特例子会社の認定を取得）
● 松島のホテル壯觀解散
● 交通系ICカード「PASMO」のサービスを開始、「電子マネー
サービス」を9駅189カ所の店舗・自動販売機でスタート

● 銀座東武ホテルを「コートヤード・マリオット銀座東武ホテル」
に名称変更

● ISO27001認証を取得
● 気象庁が配信する緊急地震速報を用いた「早期地震警報シ
ステム」を導入

● 安全報告書を発行開始
● 当社株式の大量買付行為に関する対応策（買収防衛策）を

導入
● 遺失物検索システムを運用開始
● 東武フードシステム設立
● 川越駅ショッピングエリア「エキア川越」がオープン
● 鉄道事業部門に管区制を導入
● 鉄道乗務員養成所に訓練機能を向上した運転シミュレータ
を導入

● 東武ビジネスソリューション設立
● 栃木～東武宇都宮間（日光線・宇都宮線）でワンマン運転

開始

● ホームページ上での遅延証明書の発行サービスを開始
● 東武カードビジネスが「東武カードPASMO」を発行開始
● 日光交通と東武ダイヤルバスが合併（社名：日光交通）
● 東武配送サービス解散
● 新タワーの名称を全国投票により「東京スカイツリー」に決定
● 東上線、東京メトロ副都心線（森林公園～和光市～渋谷間）
で相互直通運転を開始

● 座席定員制列車「TJライナー」を運行開始
● 越生線でワンマン運転開始
● 業平橋押上地区開発計画（新タワー計画）が着工

2007
（平成19年）

● 鉄道　● グループ会社

1.1 観光立国推進基本法施行
 1.9  防衛省発足
3.18  首都圏でICカードPASMO

の相互利用サービス開始
9.26  福田康夫内閣発足
10.1  郵政事業民営化
10.1  緊急地震速報の運用を開始

4.1  内部統制報告制度（日本版
SOX法）スタート

7.11 iPhone 日本で発売
8.8  北京オリンピック開幕
9.15  リーマン・ブラザーズ経営破

綻、リーマンショックが発生

2008
（平成20年）
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9.30
10.25

11.11

2.17

2.26
3.1

3.22

4.1

4.24
5.29
7.22
9.15

9.18
9.29
10.16

11.20

1.1
2.1

3.15

3.24
3.29

4.24

4.28
9.29

1.1

● 東武ブライダル解散
● 第1回“東武鉄道杯”東上線沿線少年野球大会を開催（同サ
ッカー大会は2009.2.21より開催）

● 携帯電話を利用した「特急券チケットレスサービス」と「東武
携帯ネット会員」の会員募集を開始

● 東武エネルギーマネジメントが「東京スカイツリー地区」にお
ける熱供給事業化にあたり、経済産業大臣より熱供給事業
法に基づく事業許可を取得

● 志木駅ショッピングエリア「エキア志木」がオープン
● 東武ホテルマネジメントが「宇都宮東武ホテル」を全館リニ
ューアルオープン

● お子さま向けホームページ「TOBU BomBo Kids（と～ぶ
ボンボキッズ）」を開設（2019.3.28TOBU Kids（と～ぶキ
ッズ）に名称変更）

● 東武スポーツが「プレオン」ブランドで東上線沿線初となる
「東武スポーツクラブ プレオンふじみ野」をオープン
● 柏駅構内ショッピングエリアがオープン
● 城山カントリー倶楽部をシーアール・エスに経営移管
● 東武博物館がリニューアルオープン
● TJライナーチケットレスサービス開始、二次元コードを利用
した着席整理券確認システムを導入

● 大規模分譲マンション「リライズガーデン西新井」が竣工
● 新本社ビルが竣工（2009.11.2全組織の業務開始）
● ふじみ野駅複合商業ビル「ふじみ野ナーレ」がオープン
● 東武プロパティーズ設立（2018.2.1東武不動産に社名変更）
● 東武タワースカイツリーが「東京スカイツリー」の完成時高さ
を634mに変更しライティングデザインを発表

● 野田線で運行管理システムを使用開始

● 東武不動産が東武ランドシステムに社名変更
● 蔵王リゾートと林友観光が蔵王ロープウェイと合併（社名：

蔵王ロープウェイ）
● 越生線全線においてホーム検知装置の使用開始
● 東北急行バスが東京～岡山・倉敷「ままかりライナー」の運

行開始
● 東武線全線の全踏切に手動「押ボタン」を設置完了
● 建設中の「東京スカイツリー」が高さ338mとなり東京タワー
の高さを超えて日本で一番高い建造物になる

● 東武ワールドスクウェアが1/25スケールの「東京スカイツリ
ー」と周辺複合施設を建造し展示

● 朝霞駅ショッピングエリア「エキア朝霞」がオープン
● 東武タウンソラマチ設立（2011.1.1グループ指定）

● ホリデイ・イン東武成田を「成田東武ホテルエアポート」に名
称変更

1.20  米国大統領にバラク・オバ
マ氏就任

5.21  裁判員制度スタート
9.1  消費者庁発足
9.16  鳩山由紀夫内閣発足

 1.1 日本年金機構発足
2.12  バンクーバー冬季オリンピッ

ク開幕
6.8  菅直人内閣発足
6.13  小惑星探査機「はやぶさ」 地

球に帰還
7.17  京成電鉄の新線「成田スカ

イアクセス」開業
10.21  羽田空港 新国際線ターミナ

ルビルオープン
12.4  東北新幹線 八戸ー新青森

間が開通し全線開業

2011
（平成23年）

 3.11  東日本大震災（東北地方太
平洋沖地震）、福島第一原
発事故が発生

2009
（平成21年）

2010
（平成22年）

年表
CHRONOLOGY

1997-2024

9.24  麻生太郎内閣発足
10.1  観光庁発足
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東武グループの出来事 世の中の動き年号

3.1

3.12
3.18
6.1

9.15

11.17

2.29
3.8

3.17

4.20

5.1

5.18
5.22

7.24

9.6
10.27
11.21

12.1
12.20

● 「東京スカイツリー」が高さ604mとなり自立式電波塔として
世界一の高さになる

● 東上線で「二区間定期券」の発売を開始
● 「東京スカイツリー」が最高高さ634mに到達
● サンライフ・キャリアサービスが東武キャリアサービスに社

名変更
● 東武カードビジネスが「東京スカイツリー東武カード
PASMO」を発行開始

● 東京スカイツリーが「世界一の高さのタワー」としてギネス世
界記録™に認定

● 東京スカイツリータウンが竣工
● 東武エネルギーマネジメント及び東武鉄道が大規模災害時の

大容量水蓄熱槽・保有水提供に関する協定を墨田区と締結
● 業平橋駅をとうきょうスカイツリー駅に改称（同.4.20リニュー
アルオープン）

● とうきょうスカイツリー駅に特急スペーシアほか特急列車が
停車

● 伊勢崎線 浅草・押上～東武動物公園間に路線愛称名「東
武スカイツリーライン」を導入

● 東武線全線を5つのエリアにわけ、駅ナンバリングを導入
● とうきょうスカイツリー駅、浅草駅、池袋駅にステーション
コンシェルジュを配置

● 富士通運が群馬ロジテムを合併（社名：群馬ロジテム）
● 嶋久運輸が千葉ロジテムに社名変更（2015.7.1群馬ロジテム
が千葉ロジテムを合併（社名：群馬ロジテム））

● 浅草駅ビルリニューアル完成（竣工当時の外観を再現）
● 東京スカイツリータウンがグランドオープン
● 東武バスセントラルがスカイツリーシャトル®4路線運行開始
（東京駅・羽田空港・東京ディズニーリゾート®を結ぶ3路線
の新設、上野・浅草線は本運行開始）

● 東武百貨店東京ソラマチ店がオープン（2016.1.31営業終了）
● 東武ホテルマネジメントが東京スカイツリー内に「スカイレス
トラン634」をオープン

● 回生電力を有効活用した「電力貯蔵装置」を導入（上福岡き
電区分所）

● 東武百貨店池袋店が低層階等をリニューアルオープン
● 展望車両634型スカイツリートレインが就役
● 浅草駅ビルの商業施設「EKIMISE（エキミセ）」がグランド
オープン

● 東武百貨店池袋店が「TOBUビューティーテラス」をオープン
● 東武バスウエストがスカイツリーシャトル和光・志木線の運

行開始

2012
（平成24年）

● 鉄道　● グループ会社

3.12  九州新幹線 博多ー新八代間
が開通し全線開業

7.24  アナログ放送終了、地上デ
ジタル放送に完全移行

9.2  野田佳彦内閣発足

2.10 復興庁発足
7.27 ロンドンオリンピック開幕
10.1  東京駅「丸の内駅舎」リニュ

ーアルオープン
12.26 第2次安倍晋三内閣発足
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東武グループの出来事 世の中の動き年号

3.16

4.24

6.1
6.15
7.26

8.30

10.21
12.3

3.16

3.22
4.1
5.1

6.14

9.17
10.17
10.31

12.11

12.22

1.31

3.1
4.1

● とうきょうスカイツリー駅に停車する特急列車を大幅に拡大
● 東京メトロ日比谷線との直通区間を南栗橋まで延伸
● 伊勢崎線 館林～太田間の一部列車でワンマン運転開始
（2020.6.6伊勢崎線 館林以北 特急以外ワンマン運転開始）

● 東上線、東急東横線、横浜高速鉄道みなとみらい線（森林
公園～和光市～渋谷～横浜～元町・中華街間）と相互直通
運転を開始

● 松原団地（現・獨協大学前〈草加松原〉）駅ショッピングエリア
「エキア松原」がオープン

● 東武ワールドスクウェアが開園20周年を記念して「故宮（中
国）」をリニューアルオープン

● 東武宇都宮百貨店宇都宮店がレストラン街「スパイス」をリ
ニューアルオープン

● 東武運輸が三郷物流支店を完成、営業開始
● 野田線に60000系通勤車が就役
● 東武エネルギーマネジメントが葛生駅南側土地において初
の大規模太陽光発電所（メガソーラー）で発電を開始

● トップツアー、ティラミスホールディングス、トップ・スタッフ、
トップツアー ヨーロッパ LTD.、ティーティーエー, INC.を
グループ指定

● 分譲マンション「ソライエ草加松原」が竣工
● 東武百貨店船橋店がレストラン街「スパイス」をリニューアル
オープン

● 東武宇都宮百貨店栃木店が、栃木市役所新庁舎１階にオ
ープン（2015.３.19「栃木市役所店」に店名変更）

● 船橋駅で当社初のホームドアを使用開始
● 野田線に路線愛称名「東武アーバンパークライン」を導入
● 東上線開業100周年、2種類のリバイバルカラー車両が連

結した特別編成列車を運転
● 「ソライエ清水公園アーバンパークタウン」で街びらきフェス
タを開催

● 東京スカイツリータウン累計来場者数1億人を突破
● 東北急行バスが「きまっし号」東京～金沢線の運行開始
● ニッポンレンタカー東武の全株式をニッポンレンタカーサー
ビスへ売却

● 「新越谷ヴァリエ」食品フロアを中心とした1階が全面リニュ
ーアルオープン

● 運河駅構内に回生電力貯蔵装置を導入（2017.2大宮公園駅
構内に移設）

● 東上線川越市～小川町間で、運転保安システムATCの使
用開始

● 東武運輸が厚木物流支店を完成、営業開始
● トップツアーが東武トラベルと合併（社名：東武トップツアーズ）
● 蔵王ロープウェイが山形県内初となる「恋人の聖地サテライ
ト」に選定

2015
（平成27年）

 2.7  ソチ冬季オリンピック開幕
3.7  あべのハルカス開業
4.1  消費税5％から8％に増税
4.6  岩手の三陸鉄道が全線で運

転再開
6.25  「富岡製糸場と絹産業遺産

群」世界文化遺産登録
11.27  「和紙：日本の手漉和紙技

術」無形文化遺産登録

3.14  北陸新幹線 長野－金沢間
開業

3.31  プリペイド式共通乗車カード
「パスネット」の使用終了

9.9  関東東北豪雨発生
10.1  スポーツ庁発足
10.5  マイナンバー法施行

2014
（平成26年）

3.23  全国11団体の鉄道系ICカー
ド乗車券主要10種により交
通系ICカード全国相互利用
サービスを開始

6.22  「富士山-信仰の対象と芸術
の源泉」世界文化遺産登録

9.7  東京オリンピック・パラリン
ピック開催決定

10.15  九州旅客鉄道クルーズトレ
イン型寝台列車「ななつ星 

in 九州」運行開始
12.4  「和食；日本人の伝統的な

食文化」無形文化遺産登録

2013
（平成25年）

年表
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4.18

4.24

5.1
7.21

11.28

12.1

12.18

1.3
2.26

3.25
3.26

3.28
4.1

5.24
6.1

6.17

9.1
9.30
10.3

10.7
12.1

2.28
3.1
3.29

● 日光東照宮四百年式年大祭記念、特急スペーシアの特別
塗装列車「日光詣スペーシア」を運行開始（2015.7.18 2編成
目運行開始、JR相互直通運転対応車両）

● 東武ワールドスクウェアが開園22周年を記念して「高雄龍虎
塔」をリニューアルオープン

● 浅草駅等で「TOBU FREE Wi-Fi」の提供開始
● 東武バスセントラル、東武バスウエストがスカイツリーシャト
ル®お台場線の運行開始

● 東上線全線開通90周年を記念し、行楽列車「フライング東
上号」リバイバルカラー車両2編成を運行（2017.1「ブルーバ
ード号」に変更、2019.6.30終了）

● ニッテイ事業社がフルール・ド・パリを合併（社名：ニッテ
イ事業社）（2017.3.1東武百貨店がニッテイ事業社を合併
（社名：東武百貨店））
● 台湾鉄路管理局と友好鉄道協定を締結

● 日光レークサイドホテル営業終了
● 東武百貨店池袋店がレストラン街「スパイス」をリニューアル
オープン

● 成増駅ショッピングエリア「エキア成増」がオープン
● 野田線大宮～春日部間急行運転開始（2020.3.14全線で急

行運転開始）
● 副都心線直通列車の東上線内急行列車Fライナー運行開始
● 上りTJライナーの運転開始
● 総合教育訓練センターを南栗橋に開設
● 東武ホテルマネジメントが「高輪東武ホテル」の名称を「品川

東武ホテル」に変更（2016.8.1リニューアルオープン）
● 東武建設栃木生コン事業本部の営業を東武栃木生コンへ

新設分割
● 東武ビルマネジメントが池袋東武ホープセンターを東武百貨

店へ事業譲渡
● 池袋駅西口地下に「イケチカ ダイニング」がグランドオープン
● 東武スポーツが「TOBUフィットネスパーク ネオス鎌ケ谷」
をオープン（2022.1.31営業終了）

● 台鉄自強号「普悠瑪」デザインのりょうもうが運行開始
（2018.11.19終了）

● 東武宇都宮百貨店宇都宮店がリニューアルオープン
● 金谷ホテルをグループ指定
● 台湾において金色の「日光詣スペーシア」デザインの台鉄自

強号が運転開始
● 台湾台北市にインバウンド戦略部 台北支社を開設
● 東野交通をみちのりホールディングスへ譲渡

● ガンプス・インターナショナル解散
● 東武ストアが東武フーズを合併（社名：東武ストア）
● インバウンド向けウェブサイト「TOBU JAPAN TRIP」を

開設

2016
（平成28年）

● 鉄道　● グループ会社

 3.26  北海道新幹線 新青森ー新
函館北斗間開業

4.1  女性活躍推進法全面施行
4.14  熊本地震発生
6.19  改正公職選挙法が施行さ

れ、選挙権が18歳以上に
8.5  リオデジャネイロオリンピッ

ク開幕
8.11  「山の日」が新たな祝日に
11.30  「山・鉾・屋台行事」無形文

化遺産登録

 1.20  米国大統領にドナルド・トラ
ンプ氏就任

2.24 プレミアムフライデー開始
6.9 天皇退位特例法成立

2017
（平成29年）
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東武グループの出来事 世の中の動き年号

4.1

4.7

4.21

6.30

7.1

7.7
7.22
8.10
9.23

10.1

10.8
12.14

1.25
3.29

4.21
6.13
7.2

9.3
10.16
10.25
10.31
11.1

1.1

● 松原団地駅を「獨協大学前〈草加松原〉」に改称
● 曳舟駅直結ビルに「東京曳舟病院」が開院
● 東武建設が東武イマリンを合併（社名：東武建設）
● 曳舟駅ショッピングエリア「エキア曳舟」（第1期エリア）がオ
ープン（2019.5グランドオープン）

● 500系「リバティ」が就役（特急リバティ会津として野岩鉄道・
会津鉄道へ乗り入れ）

● 近距離区間の特急列車「スカイツリーライナー」、「アーバン
パークライナー」を新設

● 特急りょうもうが全列車久喜駅に停車
● 浅草発着の快速・区間快速列車の運行を廃止し、南栗橋

～東武日光（一部新藤原）間に急行・区間急行を新設
● 全特急列車のとうきょうスカイツリー駅停車
● 志木駅東口駅ビル「st.トスカ」を「エキア志木」に統合しグラ
ンドオープン

● 東武スポーツが「TOBUフィットネスクラブ ネオス春日部い
ちのわり」をオープン

● 東武デリバリーの警備輸送事業をデリバリーサービスに承
継（2017.7.3全株式を綜合警備保障に譲渡）

● 日比谷線直通用70000系通勤車が就役
● 東武ワールドスクウェア駅を開業
● 鬼怒川線下今市～鬼怒川温泉間においてSL大樹運転開始
● 東武レジャー企画が東武動物公園に雨天対応型大型イベン
トステージ「東武動物公園HOLA!（オーラ）」をオープン

● 東武デリバリーが新倉庫「浦和アーカイブセンター」での本
社営業を開始

● 東京スカイツリータウン累計来場者数２億人を突破
● 北千住駅ショッピングエリア「エキア北千住」がグランドオー
プン

● 東武ブックスの全株式を日本出版販売に譲渡
● スマートフォンアプリ「東武線アプリ」の提供開始（2023.3.18
TOBU POINTアプリに統合）
● 東武ワールドスクウェアが「富貴角燈台」をオープン
● 特急券インターネット購入・予約サービスの提供開始
● 東武スポーツが「TOBUフィットネスクラブ ネオス東鷲宮」
をオープン（2024.7.31営業終了）

● 東武運輸が「東武太田物流センター」を開設
● 20400型通勤車が就役
● 関越交通が「客貨混載」を開始　※ヤマト運輸と連携
● 東武ストアを完全子会社化（同.10.22東武ストア上場廃止）
● 東武カルチュア解散
● 東武百貨店池袋店の新食品館「eatobu」が完成

● 東武シェアードサービスが東武土地建物を合併（社名：東武
シェアードサービス）

2018
（平成30年）

2.9  ピョンチャン冬季オリンピッ
ク開幕

4.1  大阪市営交通が民営化、
Osaka Metro誕生

9.6 北海道胆振東部地震発生

2019
（平成31年）
（令和1年）

5.1  皇太子徳仁親王が天皇に即
位、「令和」に改元

6.28 G20大阪サミット開催

年表
CHRONOLOGY
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東武グループの出来事 世の中の動き年号

3.16

3.31
4.1
5.31

7.20
9.1

11.29

3.17
3.26

3.31
4.26

6.5
6.6

6.11
6.18

7.9
7.15
7.22
10.3
10.31
11.1

3.16

3.31
4.24
6.5

7.1

8.2

8.7
9.1
9.16
9.30

● 東上線に「川越特急」を新設
● TJライナー座席指定化
● ティー・アンド・シー解散
● レーキサイドホテルシステムズ設立
● 東武ストアが「TOBU store Fresh & Quick 曳舟店」をオ
ープン

● 東武ワールドスクウェアが「ワット・アルン」をオープン
● 子育てサポート付き社宅「kanowa（カノワ）東武動物公園」
を開設

● ときわ台駅北口に「エキアときわ台」がグランドオープン

● 二社一寺の西参道において「西参道茶屋」がオープン
● 和光市駅直結の複合商業施設「エキア プレミエ和光」がグ
ランドオープン

● 川越東武ホテル営業終了（2020.6.29川越駅西口に移転）
● 札幌東武ホテルが「フェアフィールド・バイ・マリオット札幌」
としてリブランドオープン

● 特急しもつけを廃止
● 東武線・日比谷線相互直通の座席指定制列車「ＴＨライナー」
を運行開始

● 「和光市東武ホテル」がオープン
● 浅草～東京スカイツリータウン間に「東京ミズマチ」がオープン
● 東京スカイツリー・浅草連絡歩道橋「すみだリバーウォーク」
が開通

● 「ACホテル・バイ・マリオット東京銀座」がオープン
● 「ザ・リッツ・カールトン日光」がオープン
● 「浅草東武ホテル」がオープン
● SL大樹「ふたら」運転開始（2021.10.16定期運行開始）
● みなみ寄居〈ホンダ寄居前〉駅を開業
● 東武グループ共通ポイント「TOBU POINT」サービス開始

● 東武食品サービスが運営するJR王子駅前「北とぴあ」内の王
子東武サロン営業終了

● 東武ランドシステムが「ユンニの湯」を東武緑地へ事業譲渡
● 東武ワールドスクウェアが「首里城」をオープン
● 特急スペーシア デビュー当時のリバイバルカラー車両の運

行開始
● 賃貸マンション・サービス付き高齢者向け住宅・クリニック

等一体の複合施設「岩槻駅前ビル」が開業
● 社会貢献・地域活性化を目的とした特定の企業・団体向け

有料手回り品料金制度を導入（同制度を活用したフードロス
削減の取り組みTABETEレスキュー運用を開始）

● 1800系カラーリング200型「りょうもう」運転開始
● 東武鉄道公式ファンクラブを開設
● 東武動物公園駅西口の商業施設がオープン
● 普通回数券、時差回数券、土・休日割引回数券の発売終了

2020
（令和2年）

● 鉄道　● グループ会社

9.20  ラグビーワールドカップ日本
大会開幕

10.1 消費税8％から10％に増税

 1.15  新型コロナウイルスの感染
者を日本で初めて確認、
4.16全国を対象に緊急事態
宣言が発出

3.11  新型コロナウイルスの世界
的流行についてWHOがパン
デミックを宣言

3.14  ＪＲ山手線と京浜東北線の
新駅「高輪ゲートウェイ駅」
開業

3.24  東京オリンピック・パラリン
ピック開催延期決定

7.1  プラスチック製レジ袋が原
則有料化

9.16  菅義偉内閣発足

 1.20  米国大統領にジョー・バイ
デン氏就任

4.22  温室効果ガスの削減目標、
46％に引き上げ発表

7.23  東京オリンピック・パラリン
ピックを無観客で開催

9.1  デジタル庁発足
10.4  岸田文雄内閣発足
11.30  政府が全世界からの外国人

の新規入国を停止

2021
（令和3年）
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東武グループの出来事 世の中の動き年号

10.1

10.26
10.28

11.4

11.11

12.4

2.28
3.1

3.9
3.12
3.20

3.31

4.1

4.4

4.28

4.30
5.26
6.2

7.18

11.1
11.18

● 東武バスセントラルが東武バスイーストを合併（社名：東武
バスセントラル）

● TOBU POINTの新サービス「トブポマイル」のサービス開始
● 東京スカイツリータウン累計来場者数３億人を突破
● 国内初の環境配慮型・観光MaaS「NIKKO MaaS」のサー
ビス開始

● SL大樹の客車として12系「展望車」を２両（ぶどう色・青色）
導入

● N100系（スペーシア X）の導入を発表
● スタートアップ企業との協業・共創プログラム「TOBU Open 
Innovation Program」の募集開始

● 1720系デラックスロマンスカーをイメージした100系「デラッ
クスロマンスカーカラー」スペーシアの運行開始

● 谷川岳ロープウエー グループ指定解除
● 東武食品サービスがビジネスホテル野田と野田潮の湯（現・
のだ温泉ほのか）を売却

● 「健康経営優良法人2022（大規模法人部門）」に認定
● 日光線・鬼怒川線で特急・SL以外ワンマン運転開始
● 東武スカイツリーライン竹ノ塚駅付近（西新井～谷塚間）上

下緩行線高架区間の使用開始
● 東武保険サービスが東栄産業の事業を譲受
● コム・イースト解散
● 日光・鬼怒川エリアで実質再生可能エネルギー 100％の電
車運行をスタート

● 東武食品サービスが東武フードシステムに一部事業を分割
● 東武エナジーサポートが東武商事・東武ランドシステム・東

武食品サービスを合併（社名：東武商事）
● 東武フードシステムが東武食品サービスに社名変更
● 東武ビルマネジメントが東武セキュリティを合併（社名：東武
ビルマネジメント）

● 日本パーキングビルサービスが総合パーキングサービス・宇
都宮パーキングサービスを合併（社名：日本パーキングビル
サービス）

● 東京証券取引所の市場区分の見直しにより市場第一部から
プライム市場へ移行

● 小児通学定期券のポイントバックによる実質無料化を開始
● 東武デリバリーが宅配型保管サービス「My storage」を開始
● 東栄産業解散
● 「BRIDGE LIFE Platform 南栗橋」街びらき
● グリーンプロジェクトの資金調達のため東武鉄道初の「グリ
ーンボンド」を発行

● 大手民鉄初、蒸気機関車の復元が完了し営業運転を開始。
SL3両体制となる

● 東武鉄道創立125周年
● 新柏駅高架下に「エキア新柏」がグランドオープン

 2.4 北京冬季オリンピック開幕
2.24  ロシアによるウクライナ侵攻

開始
4.1  改正民法施行、成年年齢18

歳に
10.14  鉄道開業150周年
9.23  西九州新幹線 武雄温泉ー

長崎間開業

2022
（令和4年）

年表
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東武グループの出来事 世の中の動き年号

11.27

12.31

3.18

3.27

3.30

3.31
6.23

7.15

8.29

9.21
10.26

11.1

12.7

1.31
3.1
3.16

4.26

5.23

9.3

11.1

● 東武スカイツリーラインとうきょうスカイツリー駅付近（とうき
ょうスカイツリー～曵舟間）上り線高架区間の使用開始

● 東武ホテル北海道解散

● 東上線、東急新横浜線、相鉄線（小川町～和光市～渋谷
～日吉～新横浜～海老名、湘南台間）と直通運転を開始

● 南栗橋駅への特急停車開始（朝の上り３本、夕夜間の下り
６本）

● 東武レジャー企画が東武動物公園の水上木製コースター
「レジーナ」を「レジーナⅡ（ドゥーエ）」としてリニューアルオ
ープン

● 東武鉄道が東武グループのショッピングサイト「TOBU 
MALL」をオープン

● 獨協大学前エリアに商業施設「TOBU icourt ／トーブ イコ
ート」がオープン

● ティラミスホールディングス解散
● 根津嘉澄が代表取締役会長、都筑 豊が代表取締役社長
に就任

● N100系「スペーシア X」が就役
● 金谷ホテルが日光金谷ホテル別館を「別館ROYAL HOUSE」
としてリニューアルオープン

● 日立製作所と生体認証を活用したデジタルアイデンティティ
の共通プラットフォーム立ち上げに合意

● 谷塚高架下に「エキア谷塚」がオープン
● 草加駅直結の商業施設「草加ヴァリエ」VARIE1の第I期エ
リアがリニューアルオープン（2025年リニューアルグランドオ
ープン予定）

● コートヤード・マリオット銀座東武ホテルがリニューアルオー
プン

● 越谷駅高架下に「エキア越谷」がグランドオープン

● SLにバイオ燃料（バイオコークス）を使用する実証実験を開始
● SL大樹の乗車人員が50万人を突破
● スペーシア Xを新たに２編成導入、全４編成とし毎日６往
復の運転開始

● 新越谷駅直結の商業施設「新越谷ヴァリエ」２階・３階の第
I期エリアがリニューアルオープン

● N100系スペーシア Xが鉄道友の会「2024年ブルーリボン
賞」を受賞

● 竹ノ塚駅高架下に「エキア竹ノ塚」がグランドオープン
● 生体認証サービスの名称を「SAKULaLa（サクララ）」と発

表し、本格展開を開始
● 東京スカイツリータウン累計来場者数4億人を突破

2024
（令和6年）

2023
（令和5年）

● 鉄道　● グループ会社

1.1  能登半島地震発生
3.16  北陸新幹線 金沢－敦賀間

が延伸開業
7.3  渋沢栄一、津田梅子、北里

柴三郎がデザインされた新
紙幣が発行

7.26  パリオリンピック開幕
10.1  石破茂内閣発足

 2.6  トルコ・シリア地震発生
4.1  こども家庭庁発足
5.19  G7広島サミット開催
10.1  インボイス制度導入
10.7  イスラエル・ハマス軍事衝

突開始
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編集後記

　2024年10月、残暑というには遅すぎる暑さの中、東武鉄道本社5階にある小
さな会議室（執務室）では、今日もまた議論が交わされています。
　遡ること1年前の10月、創立125周年誌編纂チームが編成されました。当時
1枚の企画書にすぎなかった本誌は、1年をかけその全容が徐々に見えてきました。
　今回「周年誌」というスタイルを採用したのは、歴史を残しつつ、手に取った
方がページをめくり、読み進めやすいようにと考えたためです。「25年の歴史」に
収めた内容は、取締役や執行役員にアンケートを行い決定しました。そして、
根津会長、都筑社長をはじめ各事業に携わった方々から直接お話を伺い、当時
のリアルな感情や流した汗が後世に残るように編集を行ってきました。
　この25年は、失われた20年とも30年ともいわれる日本経済の低迷期のただ
中にあり、東武グループにとっても非常に厳しい時期でした。そのような状況で
も、東武だからできる唯一無二の価値を求め、飽くなき挑戦を続ける姿を、取
材を通じ垣間見ることができました。そんな姿こそが “東武らしさ”であると考え
ます。それを伝えるべき私たちは、“歴史の整理にとどまらず、東武グループの
真の姿を知ってもらいたい”との思いで議論を重ね、丁寧につくり上げてきまし
た。読者の皆様にもその “東武らしさ”が伝われば、この上ない喜びです。
　末筆になりましたが、ご多忙の中、編集にご協力いただきましたすべての皆
様に厚く御礼申し上げます。

東武鉄道創立125周年誌編纂チーム

角 田 建 一
福 原 秀 之
髙 月 京 子
石 橋 大 輔
中 田 光 一
山野井 勇
相 原 加 奈
佐々木陽子
小早川勝巳
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